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第1章 はじめに

行政改革に端を発した国立大学の改革は，いくつかの大学の再編や統合を経ながらも，2004年度には，それぞれ
個別の法人へ移行が行われようとしています．どのような形で法人化されるのかは，主に財政的な面を中心として
不明な点が多々ありますが，本年 3月までには文部科学省におかれた調査検討会議から最終報告が公表される予定
だと聞いています．昨年 9月には同会議により中間報告が公表されましたが，これを見る限りでは，いくつか問題
があると言わざるをえません．最近の研究は大型化し，多くの研究者の共同作業が欠かせず，多くの大学を横断す
る持続的かつ組織的な研究活動を保証するネットワークシステムを構築する必要があります．しかし，各大学が個
別に法人化することにより，仮に互いに排他的になるようなことがあれば，このような研究活動の推進に大きな障
害となります．法人制度の設計においては，各法人を横断するこのような研究活動に対しての財政支援策などを別
途考慮する必要があると思います．特に，地震予知研究・火山噴火予知研究のように全国規模での共同研究として
予算措置がなされているようなものは，各大学で確実に実施されることが必要です．また，これらの研究の対象で
ある地震や火山の噴火は，日本全国で発生し，地域的な特性を十分考慮した研究を実施し，後継者を育成するため，
今後とも全国各地の拠点的な大学での教育・研究活動を持続的に行うことが必要です．
調査検討会議の中間報告には触れられていませんが，多くの大学附置の研究所やセンターは，各分野の研究の推

進のため国家的観点からの学術政策に基づき設置され，上に述べた大学間の研究連携の中核的組織の役割を果たし
てきました．研究に重点を置く大学においては，これらの組織は，関連研究科と連携する，先端的かつ複合領域に
わたる高度な研究推進のための学内拠点ともなっています．法人化後も，附置研究所やセンターのこのような活動
を保証する制度的・財政的基盤が必要だと考えます．
調査検討会議からの最終報告に基づいて，各大学では法人化に向けての学内組織の見直しや整備が迅速に行われ

るものと思います．地震研究所は，地震・火山噴火現象の研究について，全国の関連研究者と協力を行いながら，引
き続き全国的連携の中核機関としての役割を果たすとともに，研究所自体の研究活動のさらなる活性化をはかって
いきたいと考えていますが，上に述べたような不確定要因も少なからず存在します．
地震研究所では，地震や火山現象を中心にした研究が行われていますが，本年報にも資料が示されていますよう

に，その手法はきわめて多様です．また，現象の理解へのアプローチもきわめて多面的です．例えば，高精度の機
器開発を通して現象そのもののより精確な計測を目指す者，これらの計測機器で得られたデータにより自然現象の
より深い理解を目指す者，数理物理的な取り組みにより地震火山現象の基本的枠組みの理解を目指す者などです．
このような多様性・多面性こそが，本研究所の研究活動を維持する根源の一つであると考えています．
本年報に関連資料が示されていますが，地震研究所は，東京大学の一部局として，教育活動にも大きく関与して

います．地震研究所の教官が担当しているのは主に大学院教育で，理学系研究科，工学系研究科を中心に教育活動
を行っています．地震研究所における教育の大きな特徴は，大型野外観測や実験研究への大学院生の参加であり，こ
れにより地球の息吹に実際に触れ，座学だけでは決して得られない貴重な経験を積むことができます．また，教養
学部でも総合科目と全学自由研究ゼミナールを開講し，前期課程の学部学生諸君に最先端の研究に触れる機会を提
供しています．本年中には，学部学生や大学院生を対象とした，３巻シリーズの固体地球科学に関する入門書を地
震研究所編として刊行の予定です．多くのさまざまな分野の本所教官が執筆陣に加わり，最新の知見が多面的にわ
かりやすく解説されています．これから固体地球科学を志したり，また，現在学習中の若い人々の参考になるもの
と期待しています．

東京大学地震研究所長 山下 輝夫
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第2章 組織と運営

2.1 運営の仕組み

共同利用研究所としての地震研究所の運営全般に関わる問題について，学内外の学識経験者からの助言を受ける
ために，地震研究所協議会がもうけられている．協議会は 18名以内の協議員で組織され，東京大学の内外からはほ
ぼ同数で構成されている．
共同利用については，研究所内外ほぼ同数の研究者 14名以内の委員で構成される，共同利用委員会があたってい

る．共同利用の公募は年 1回行われ，応募課題の採否は共同利用委員会の審議で決定され，教授会の審議を経て確
定する．
地震研究所の運営に関しては，研究所の専任教授および助教授からなる教授会があたる．教授会は選挙により所

長を選出する．所長の諮問機関として 2名以内の所長補佐が置かれている．また，研究所の円滑な日常的運営を図
るために，所長，所長補佐および各研究部門・センターの長から構成される主任会議が置かれている．教官人事は，
原則として公募手続きを経て，教授会の審議により決定される．
また，地震研究所の研究活動・教育活動・社会的活動についてのチェック・レビューは，前述の地震研究所協議会

の場でもなされている．また，平成 6年の改組以後は具体的な成果を「年報」に掲載し，より透明性の高い運営と
自己点検につとめている．

2.2 組織

次ページ参照．

2.3 予算

地震研究所の平成 12年度の歳出は，人件費と物件費を合わせて 3,673百万円であった．平成 8年度から 12年度ま
での人件費と物件費，および科学研究費補助金 (以下，科研費)，奨学寄付金は以下のとおりである．

表 2.1. 予算

年度 人件費 物件費 計 科研費 奨学寄付金

平成 8年度 1,491,153 3,648,826 4,791,193 515,610 17,564
平成 9年度 1,456,126 1,594,977 3,051,103 466,694 15,013
平成 10年度 1,391,369 1,822,833 3,214,202 430,274 14,802
平成 11年度 1,360,526 1,771,546 3,132,072 447,283 17,986
平成 12年度 1,708,355 1,965,379 3,673,734 582,298 10,384

(単位:千円)

(備考)
平成 6年 7月に地震研究所が共同利用研究所として改組されたことから，平成 7年度からは共同利用研究施設
運営費が年間を通じて措置されている．平成 11年度は校費 11,030千円および研究員等旅費 21,288千円．
科研費では，創成的基礎研究費「海半球ネットワーク：地球内部を覗く新しい目」のプロジェクトが 5カ年計
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図 2.1. 組織図
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画でスタートし，平成 11年度までに 1,210,000千円が措置された．
平成 9年度から海半球観測研究センターが発足した．
「地球物理科学に関する調査研究経費 (太平洋横断ケーブル「TPC-2」利用による地球物理観測)の特別事業
費が措置された．
平成 10年度には観測井及びその周辺に設置する「伊豆大島カルデラ構造総合観測設備」が措置された．
平成 11年度には，「深部断層系総合地震観測システム」が，また補正予算では、「大都市圏強震動総合観測ネッ
トワークシステム」が措置された．
平成 12年度には，「三宅島緊急観測監視設備」が特別設備費として措置された．

(注意)
上記物件費は光熱水料精算分ほか CVCF更新などの経理部への移算分は除く．

2.4 部門・センターの活動

地球流動破壊部門

教授 島崎邦彦 (部門主任)，栗田 敬，堀 宗朗
助教授 山科健一郎
助手 三浦弥生，武井 (小屋口)康子，小國健二
COE研究員 門野敏彦
大学院生 Abdo Mohamed Abdel-Basset(D3)，Wahyu Triyoso(D3)，中川英則 (D2),

Maddegedara Lalith Lakshman Wijerathne(M2)，楊 芳 (M2), 石辺岳男 (M1),
岩井俊英 (M1), 塚越芳樹 (M1)

当部門では，地球内部の流動や破壊過程の理解を通じて，地震や火山の噴火現象を解明してきた．特に，複合多
相系のダイナミックス，固液二相系の物性と素過程，希ガストレーサーによる物質科学，クレータ形成過程の火山
学的研究，惑星表層地形の成因，熱対流系の進化とマントル構造，プレート衝突によるひずみ蓄積過程のモデル化，
地殻内の応力変化，地震・火山現象の解析と活動予測，地表地震断層や活断層の形態とその調査法，活断層系の地
震評価，高分解能都市強震動シミュレータについて研究を進めた．以下にその概要を述べる．

1. 複合多相系のダイナミックス

主として室内実験の手法により固液混合系の挙動に関する研究を行っている．固液混合系の物性やそのダイナミッ
クスはその内部構造により大きく変化し，地球惑星科学の様々な現象に重様な役割を果たしている．本研究では固
液混合系の浸透率，電気伝導度，粘性率という輸送特性，および変形しやすい固体相を含む系でのコンパクション・
ウエイブが主要なテーマである．固体相が変形しやすい系では，その液相の形態は表面張力制御下での構造と類似
しており，浸透率は液体量のべき乗則（そのパワーは 3から 4程度）にしたがって変化することが明らかになった．
これは中央海嶺下のマグマ溜まりの進化などを考える上で重要な知見である．

2. 固液二相系の物性と素過程

地球内部に存在する水やメルトなどの流体相は，ぬれ角によってその存在形態が大きく変化する．この形態の違
いは弾性波速度やパーミアビリティなどの力学物性や輸送係数に大きく影響するため，地球内部の様々な物質につ
いてそのぬれ角を測定する実験が精力的になされてきた．最近では，単にぬれ角を測定するだけでなく，ぬれ角の
温度，圧力，組成依存性を系統的に調べる実験もなされるようになってきた．本研究では，二成分共融系において
報告されたぬれ角のふるまいを広い範囲の物質についてコンパイルし，液相中の固相物質成分の濃度とぬれ角との
間に顕著な負の相関があることを明らかにした．この相関の物理的実体を解明するために，二成分共融系の界面張
力を格子モデルを用いて理論的に導出した．その結果，結合の非理想性によって固-液間の組成差と界面張力との間
に強い正の相関が生じることが明らかになり，観察されたぬれ角のふるまいが理論的にも良く説明できることが分
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かった．
　本年度はまた，地球内部の部分溶融相における地震波速度の分散と減衰特性明らかにするための基礎実験として，
アナログ部分溶融物質の位相速度と減衰を周波数の関数として精密に測定する手法の開発を行なった．

3. 希ガストレーサーによる物質科学

マグマ活動の時空分布，地球内部からの脱ガス過程，地表における浸食率，惑星形成・進化史などの解明を目的
に，揮発性元素のひとつである希ガスをトレーサーとした研究を行っている．希ガスは化学的プロセスの影響を受
けにくいため物理的プロセスを探求するのに有用なトレーサーであり，また，核壊変で作られる核種として 4He，
40Ar，129Xeといった同位体を持つ．希ガスのこのような特徴をもとに，マントル起源物質中に含まれる希ガス成分
を調べて，マグマ活動における物質移動やタイムスケールを推定する研究，地表に存在する岩石中に含まれる，宇
宙線照射により生成された希ガス同位体（3Heなど）を定量することにより，その岩石が地表に滞在していた期間
やその地域の浸食率を求める研究，小惑星や火星起源物質中の希ガス同位体組成から，惑星形成初期の火成活動史
や火成活動の熱源やタイムスケールについて制約を与える研究などを進めた．また，極微小領域希ガス分析のため
に，レーザー照射により試料を溶融しガス抽出する方法も行ってきた．

4. クレータ形成過程の火山学的研究

火星表面のランパート・クレーターには地球上の火山から噴出した火砕流と極めて類似した，重力流的流動特性
を持ったエジェクタ・ローブが存在する．また地球上の大きなクレーターには火砕流堆積物である溶結凝灰岩と類
似した sueviteと呼ばれる特徴的な岩石が存在する．惑星画像解析と sueviteの物質科学的解析を通して，揮発性成
分を含んだ媒質でのクレーターリングのシナリオを提出した．バリスティック・エジェクタの堆積の後に衝撃融解物
を含んだ「衝突噴煙柱」が形成され，それがある種の重力崩壊を起こす、という点がシナリオの主要な部分である．

5. 惑星表層地形の成因

火星，氷衛星などの特徴的な地形の形成を内部の熱的進化と関連づけて研究を進めている．火星においては，火
山の形状，溶岩流の形態からのマグマ種の特定，凍土層の融解プロセス，流動化クレーターの成因，大規模衝突盆
地の内部構造，などのテーマを取り扱っている．また氷衛星では表層パターンから内部海の存在の判定や内部海の
寿命に関する束縛条件などが主要なテーマである．共通しているのはこれらの地形を作り出したプロセスでは融解・
固化などの相変化が極めて重要な役割を果たしている点である．火星における凍土融解過程の研究においては，浸
透流対流が熱輸送を活発化し，それが融解を更に促進させることで特徴的な地形形成と結びつくことがシミュレー
ションにより明らかにされた．また氷衛星の内部海の存続条件では，潮汐による水（内部海）と固体部分の間の浸
透流粘性発熱が重要であることが示され，木星衛星・エウロパの海の存続に寄与している可能性が示された．本研
究グループは宇宙科学研究所火星探査衛星・のぞみの可視カメラ運用グループに属している．

6. 熱対流系の進化とマントル構造

主として室内実験の手法による熱対流の進化に関する研究に基づき，マントルの構造が対流系の進化に応じてど
のように変化していくのかを研究している．特に注目しているのは，マントル最下部に存在するD” 層のダイナミッ
クスや組成差をもつ２層対流系，および境界の不均質が決める対流のパターンといった問題である．組成の異なる
２層対流系や D”層では境界での流体力学的巻き込み現象が極めて重要な役割を果たすことが明らかになった．この
ような場での二層系の崩壊様式には，「侵食型崩壊」と「界面不安定型崩壊」の２種類があることが明らかにされ，
D”層では侵食型崩壊が容易に進行し、短い寿命が予測される．このことは D”層の定常的な存在のためには何らか
の物質供給が不可欠であることを示している．また内部発熱のある系において境界の不均質が対流のパターンを固
定化するメカニズムを明らかにした．

7. プレート衝突によるひずみ蓄積過程のモデル化

プレートの衝突境界での歪み蓄積過程を食い違い理論を使って，初めて定式化した．その結果は水平デタッチメ
ント断層の一端での変形と等価であり，日本列島内部での歪み蓄積過程に適用できることが GPS観測結果を利用し
て示された．また GPS観測結果から，陸域のリソスフェアが比較的薄い（厚さ約 30km）ことが明かとなった．推
定される衝突境界は新潟から神戸へ向かうが，一部は静岡へ分岐するようにみえる．
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8. 地殻内の応力変化

地殻内の応力やその変化を推定することは固体地球物理学の重要課題である．応力逆解析手法を適用し，日本の
GPS観測網によって計測される列島の変位増分から応力増分を推定する研究に取り組んできている．応力逆解析手
法は．応力－ひずみ関係が不明の材料に対して，計測されたひずみ分布から応力分布を推定する手法であり，次世
代材料試験の開発を行う他大学との共同研究が進められている．現在，観測点が作るメッシュにおいて，観測点が
作る三角形領域でのひずみ増分の平均値を計算し，それに対応する応力増分の推定を行っている．推定された応力
増分とひずみの関係から地域の「堅さ」が分かるため，既知の速度構造との比較を行い，推定結果の妥当性を検討
している．また，応力逆解析手法の拡張を行うとともに，新しい解析理論も考案し，手法の構築とコード化も進め
ている．

9. 地震・火山現象の解析と活動予測

地震の発生や火山の噴火は力学的な破壊過程そのもの，あるいはそれと深く結びついた現象であり，両者の間に
も密接な関係があると考えられる．力学的な視点や確率過程としての視点からそれらの活動経過を分析し，地震・
火山現象をいっそうよく理解するとともに，実効的な予測手法を模索する研究を継続している．2000年に活発な活
動を繰り返した三宅島，神津島，新島周辺の地震においては，その活動の特徴をとらえ，例えば 4時間程度の時間
幅でＭ 5～6の発生を事前に予測する試みを実施して良好な結果を得たが，その後もデータの詳しい分析や成果の
とりまとめを進めた．また，新しい観測手法である時間差実体視法を用いた地殻変動の検出にも努め、2000年有珠
火山噴火の際には，広範囲に立ち入り規制された噴火直後の時期に，西側山麓で顕著な隆起が生じていることや数
日後にはその減速が進んでいることを，遠方からの観測でいち早く明らかにした．そうした手法は活断層帯におけ
る微小な歪みの集中度を計測する調査にも応用され，手法の有効性や精度の限界について検討を進めた．

10. 地表地震断層や活断層の形態とその調査法

活断層から発生した過去の地震規模を知るためには，地震の際のずれの量，特に横ずれの量を検出する必要があ
る．このため，地層抜き取り装置と考古学的掘削手法を組みあわせることによって，地層に記録された過去の地震
のずれの量を３次元的に復元する手法を開発した．この手法によって丹那断層（静岡県函南町田代地区）で西暦 841
年および 1930年北伊豆地震時の横ずれの量を検出した．中央構造線活断層系の畑野断層（愛媛県宇摩郡土居町津根
地区）では最新イベント時の横ずれの量を検出するとともに，これが 300～400年前に発生したことを明らかにした．
地表地震断層の発生とそれに伴う地表の大変状は，地震工学の分野のホットトピックとなっている．横ずれ断層

運動に伴う雁行状断層を主なターゲットとし，地表地震断層発生のメカニズムの解明を行い，断層挙動を予測する
解析手法の開発を進めている．この解析は，地表付近の未固結層での断層進展を対象としている．工学的基盤がず
れた場合でも，断層が未固結層内で消散し地表に出現しない場合がある．したがって，該当地点において，過度の
基盤のずれを想定しても地表に断層が出現しない予測となれれば，断層に対する安全性を示すことができる．断層
挙動のばらつきを考慮し，この安全性を確率的な確からしさとともに予測することが，解析手法の目標である．現
在，複数のモデル実験のシミュレーションを行い，実験結果の再現を試みている．断層の形状等の定性的な再現に
は成功しており，定量的な一致が得られるよう，解析手法の高度化を図っている．
さらに，断層進展挙動の支配メカニズム解明を目指して，光弾性と逆解析を用いた三次元応力場計測手法を開発
中である．非接触・非破壊で物質内部の応力場の履歴を計測することにより，物質内部で不安定かつ三次元的に成
長する破壊過程を詳細に追跡することが出来る．これまでに，多方向からの光弾性パターンから三次元応力場を得
るための逆解析手法を開発し，その数値解析ツールとしての妥当性の検証を終えた．現在，逆解析の入力データを
得るための実験と，実験データを用いた逆解析とを遂行中である．

11. 活断層系の地震評価

日本の陸域の活断層で起こる地震の震源規模を予測するため，歴史地震および活断層の調査結果を収集して既往
のモデルを検討した．その結果，松田 (1990)の起震断層も隈元 (1998)の分割放出モデルも実際の震源規模を予測で
きないが，前者は震源規模の上限をほぼ予測できることがわかった．一つの地震で破壊する領域は，一つの活層系
全体の長さの 1/4-1の範囲に分布する．分割放出モデルの各セグメントが独立して活動する可能性だけでなく，隣
接セグメントが連動する可能性をも考慮した，連動セグメントモデルが最も良く観測データを説明する．
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12. 高分解能都市強震動シミュレータ

震源断層から都市各構造物までの地震伝播の全過程を超大規模数値計算によってシミュレートする強震動シミュ
レータが完成しつつある．階層型解析，地質・地盤構造のモデル化に種々の工夫を凝らすほか，十分な並列化を達
成し，コードは地球シミュレータ計画の GeoFEM開発の参考となっている．地理情報システムに蓄積された地盤構
造と構造物構造を利用して，電子仮想都市を構築し，ここに強震動シミュレータが予測する地震動を個々の構造物
に入力し応答を計算することで，都市全体の地震シミュレーションが可能となる．実際の地理情報システムを用い
てこの電子仮想都市の雛形を作り，都市の地震シミュレーションを行った．規模・精度ともまだまだ十分ではない
ものの，強震動シミュレーションの有効利用として今後の発展が期待されている．

地球ダイナミクス部門

教授 藤井敏嗣，兼岡一郎，瀬野徹三 (部門主任)
助教授 中井俊一, 安田 敦
助手 吉田 満，折橋裕二
COE研究員 山崎 雅
日本学術振興会特別研究員

西尾嘉朗，羽生 毅，Yu Vin Sahoo，三部賢治，堀内一穂 　　
大学院生 吉田晶樹 (D2), 福田 聡 (D1), 入野直子 (M2), 浜田盛久 (M2), 韓 丹 (M2),

宮入陽介 (M2), 立田理一郎 (M2), 徳永彩未 (M2), 古川あき子 (M1),
渡邊由美子 (M1)

研究生 Magnani Marco, 　清田 馨 　

本部門では，地震・火山などに関連した現象や，それらを生じる場としての地球の実態を，空間的・時間的にグ
ローバルな視点から明らかにすることを目指している．理論，データ解析，観測，超高圧実験，元素・同位体分析な
ど様々な方法に基づいて研究を行っており，その内容は多岐にわたる．本年度におけるその概要を以下に示す． 　

1. テクトニクス・ダイナミクス分野

「テクトニクス・ダイナミクス分野」では，地震のテクトニクス的要因，西太平洋ー東アジア地域のプレート運
動，東アジアのテクトニクス，プレート内応力場，プレート運動原動力，原動力の観点からみたテクトニクス，ス
ラブ地震の成因，マントル活動と環境変化との関係，太古代のテクトニクス，などの考察を行っている．具体的に
は，海溝近傍を破壊する津波地震が起こるメカニズムとして，プレート境界の安定すべり領域の摩擦特性が摩擦 0
に変化する「バリア－浸食」モデルを提案した．このバリア－浸食がある空間領域で起こりかつ深部アスペリティ
が破壊したとき，津波地震が起こると考えられる．またこのメカニズムが一般のプレート境界地震に対しても成り
立つ可能性があることを示した．2001年芸予地震などスラブ浅部で起こる大地震を世界中でコンパイルし，それら
が背弧で伸張，前弧で圧縮となるような応力勾配をもつ地域で起こっていることを示した．スラブは若いが伸張を
示す．これらのことは上盤側プレートの下にマントルドラッグが働いており，上盤側プレートが海溝側に押し出さ
れて海洋プレートを吸い込むことが，スラブ浅部大地震の原因であることを示唆している． 　

2. マグマ学分野

「マグマ学分野」では，マントル物質の高圧下での溶融に関する研究，下部地殻における流体の挙動に関する研
究，三宅島噴火噴出物の解析，島弧の火山岩に関する研究などを行った．マントル物質の溶融に関する研究では，
マントル主要鉱物であるカンラン石と共存するメルトの Fe/Mg分配に着目して実験を行った．この分配係数が圧力
と共に系統的に変化することを見いだしたが，さらにメルトの構造と分配係数のとの関係の定式化を目指して研究
を継続している．下部地殻における流体の挙動については，水を主体とするフルイドと斜長石との間の濡れ角の測
定を行い，下部地殻におけるフルイドの移動に関する制約条件を明らかにした．三宅島噴出物の解析では，斑晶中
に取り込まれた液体包有物と石基ガラスの組成との比較によって，マグマ中の硫黄の存在量や酸素分圧の時間変化
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を解読し，マグマからの硫黄成分の分離のメカニズムを考察した．島弧の火山岩に関する研究では，内熱式ガス圧
装置を利用して，マグマから晶出する斜長石斑晶の化学組成に対するマグマ中の水の影響などを調べるための研究
を行い，Ca成分に富んだ斜長石斑晶の生成に必要な水の量とマグマの組成についての制約条件を提出した．また，
浅間火山の初期噴出物の解析を行い，従来は単純な結晶分化によって説明されてきた化学組成の変化の中にも，地
殻の混染やマグマ混合などの証拠が見られることを明らかにし，これらの影響を考慮したうえで，浅間火山の初期
噴出物の成因の考察を行った．富士火山については，歴史時代の噴出物を中心にして分析を行い，マグマ中の含水
量やマグマ溜まりにおける結晶分化やマグマの混合過程の解明を目指した研究を行っている．

3. 地球物質進化学分野

「地球物質進化学分野」では，希ガスやベリリウムの同位体比，Ar-Ar法や 14C法などによる年代測定などを主
要な手段として，それらの手法に関する基礎的な問題の検討，地球内部における物質循環や化学的構造，進化など
を探ることを行ってきている。ドイツの研究者と共同研究を行っているカナリア諸島について，テネリフェ島など
４つの島からの玄武岩中にふくまれるカンラン石斑晶から破砕法により脱ガスさせて希ガス同位体比を測定した結
果，ほとんどの試料について 3He/4He比はほぼ海嶺玄武岩と同じ値かやや低い値を示した。しかし中には海嶺玄
武岩よりやや高めの値を示すものがある。その試料の 40Ar/36Ar比が 2000を越えていることは，それ以外の試料
の 40Ar/36Ar比が 300-400程度の値しか示さないことと対応している。今回用いた玄武岩の 87Sr/86Sr比はかなり
海嶺玄武岩に近い値を示すことを考慮すると，カナリア諸島では上部マントルより深部から上昇してきたプリュー
ムの地球化学的徴は，マグマ噴出前にリソスフェア下部あたりでかなり海嶺玄武岩のマグマ源物質の影響を受けて
いることを示唆している。このことは，大西洋のプレート移動速度が遅いことと関連している可能性がある。また
プリュームなどの希ガスの徴候が，相対的に浅い部分の影響を受けて本来の値の特徴が一部失われていることが，
ハワイやアイスランドのデータの検討結果から示唆された。一方，わが国における標準テフラの年代を決めている
14C年代について，テフラによっては報告されている測定値にかなりばらつきがあることが知られている。AT火
山灰について，その用いる試料の種類や酸処理の方法などを含めて学内共同利用のタンデム加速器を用いて質量分
析 (AMS)を行った結果，試料の種類や扱い方によって値にばらつきがでる可能性があること，暦年補正を加えない
14C年代としては約 25000年 BPの値を示すことが明らかになった。

4. 地球化学分野

地球化学グループは，火山の諸現象や地球の物質循環・進化などを探求する研究を行っている．238U壊変系列の放
射性核種の放射非平衡現象を利用して，マグマの発生から移動・噴火の諸現象にタイムスケールをつけることに取
り組んできた．島弧の火山活動は沈み込むスラブからの脱水により引き金を引かれると考えられているが，その際
に流体とともに移動しやすいウランが初生マグマに付け加わる．こうして生じた 238U-230Th間の放射非平衡を利用
すればマグマが生じてから地表に達するまでの時間に制約をつけることができる．本所に設置された多重検出器磁
場型 ICP質量分析装置による，238U-230Th放射非平衡の分析技術を確立し論文発表した．伊豆島弧をテストフィー
ルドとして適用する研究を開始している．より短期の現象を研究するために 226Raの分析についても取り組み始め
ている．次に火山岩のみならず，変成岩や堆積岩の微小部分，例えば個々の斑晶鉱物やメルト包有物，更には鉱物
結晶の累帯構造の各部分に残された記録を読みといて，マグマや源岩の化学進化を解明する研究も重要な課題であ
る．レーザーアブレーション（LA-）ICP質量分析装置による微量元素分析・年代測定技術を確立するとともに，マ
イクロドリリングによる鉱物結晶の微小部分の Sr同位体測定技術を確立した．これらを雲仙火山の試料に適用し，
斜長石の成因について議論した．また，全岩の微量元素分析についても蛍光X線分析装置と LA-ICP質量分析装置
を組み合わせた迅速分析法を確立し，年間 300試料以上の主・微量成分（希土類元素を含む）が同所共同研究利用
を通じて量産されている．その他に沈み込み地域での物質循環の解明のためにリチウム，鉛同位体をトレーサとし
た研究を目的として分析技術の開発を行い手法を確立した．また初期地球におけるマグマオーシャンとコマチアイ
トの成因を検証するための Lu-Hf同位体トレーサ系の分析技術，コア‐マントル相互作用を検証するための白金族
元素の微量分析技術の開発，また石灰岩の堆積続成作用の年代測定のための鉛年代測定にも取り組んだ．

5. その他

この他，表面波を研究している本部門教官は，「地殻・上部マントルの不均質構造に起因する表面波の相互変換」
という課題で，以下のような結果を得た．表面波伝播において，横方向不均質構造に基づく異なる表面波への変換
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に関する特性解明の為に，表面波変換の候補地である中国の核実験場に近接した天山山脈をモデル化してレイリー
波伝播の数値シミュレーションを行った．伝播特性の精度を上げる為平面レイリー波入射問題を扱った。山の根構
造の地殻の厚さは最大で 53 kmある。地殻下部 50 km付近と上部マントルの 110–160 km の深さに低速度層がある
事を Cotton & Avouac (1994)が示唆しているが，それら二重低速度層を考慮すると上下動成分は周期 30–40秒で約
30 % の増幅がみられ，動径成分は周期 30-90秒の範囲で約 10 % の減少がみられた．山脈の走行に方位角で 30度
斜めにレイリー波が入射すると 3次元の表面波伝播問題となるが，この場合には波形の最大振幅で，ラブ波はレイ
リー波の約 10 %(上下動成分）と見積もられる．その値は 60度斜め入射では約 25 %となり変換率は高まる．

地球計測部門

教授 東原紘道，山下輝夫，大久保修平 (部門主任)
助教授 宮武 隆，孫 文科
助手 新谷昌人，古屋正人
COE研究員 奥野淳一，楠城一嘉
受託研究員 寺坂美紀
大学院生 曾 維健 (D3)，佐伯昌之 (D2)，田中愛幸 (D1)，安藤亮輔 (M2) ，青木俊平 (M1) ，

Fava Giulia (M1)，竹内英聡 (M1)

当部門では，地震発生物理の理論的研究，震源から生じる強震動のシミュレーション，絶対重力計や合成開口レー
ダなどの最新技術による測地学の観測やグローバルな粘弾性変形理論の研究，レーザー干渉技術を用いた観測機器
の開発研究，アクティブな弾性波探査装置の開発や耐震設計の研究などを進めている．

1. 地震発生物理に関する研究

(a)断層の幾何学的複雑さの成因と，それが地震破壊に及ぼす影響
断層システムの成熟過程を考察するための最も基本となる枠組みは，任意形状をした二つの亀裂の動的合体過程

の理解であり，それにより断層システムの発達過程についての知見が得られる．境界積分方程式法を用いた二亀裂
の動的合体過程のシミュレーション研究により，亀裂の成長は，亀裂端の速度に大きく依存することがわかった．し
たがって，通常行われている準静的な取り扱いでは精度良く合体過程をモデル化することができないことになる．
また，成長を開始した亀裂が，その近傍にある静止した亀裂と合体することにより比較的容易に大規模な動的破壊
を励起しうることもわかった．従来の動的破壊励起の問題では，数学的取り扱いを簡単化するため平行亀裂群を仮
定していたが，このようなモデルでは大規模な動的破壊の励起は容易には起こり得ないということが示されていた．
したがって動的破壊励起の問題は，任意形状の亀裂を仮定することが重要であることもわかった．

(b)流体移動に伴う地震発生の数理的研究
地下流体は地震破壊に大きな影響を及ぼすと考えられ，典型的な効果として，高圧流体の存在による実効応力の

低下がある．地下流体の流路となっている断層帯の水力学的構造は，すべり量とともに変化することが知られてい
る．例えば，すべりの蓄積とともに，空隙率および断層帯幅が変化する．このような断層帯の水力学的構造の変化
を考慮して，流体移動に伴う地震発生についての一連の数値シミュレーションを実行した．これにより，多様な地震
活動（前震，余震や群発地震など）が流体の関与という観点から統一的に説明されることがわかった．例えば，断層
帯内の空隙生成率が大きい場合は群発型の地震が観察される．すなわち，このような地震系列では卓越する大きな
地震はなく，活動は徐々に開始し，徐々に終わる．また，b値はかなり大きく 2に近い値をとる．これは，破壊面先
端付近に新たに生成された空隙群に流体が移動し，破壊面先端の前方での流体圧が減少することにより破壊の成長
を抑制するからである．余震については，流体移動と地震破壊の非線形相互作用のため，規模別頻度分布や余震発
生数の時間変化が近似的に，べき関数で表されることがわかった．これは，地震学的に観測される余震の統計的特
徴を良く表している．また，規模別頻度分布が厳密にべき法則で表されるのは，余震過程において繰り返しすべっ
ている断層要素だけであることもわかった．余震系列において新たな断層要素がすべる際には，その規模は，べき
法則からずれる．また，複数の高圧流体源がある場合や，多数新たな断層要素がすべる場合は，２次余震が生じる．
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(c)不連続体の立場からの地震破壊のモデル化に関する研究
もし地球の地殻が無数の断層によって破砕された系とみなされうるならば，その系は連続体というよりもむしろ
不連続体とみなすべきであり，地震破壊は不連続体の振る舞いとみなされる必要がある．そこで地殻の近似的な系
として不連続体を用いることにより，地震破壊のモデル化を試みる研究が行われている．断層上の強度や応力の不
均質分布等のように地震破壊の複雑さの成因は極めて多様であるが，本研究で得られる地震破壊についての理解は
その複雑さの成因に関する問題解決の鍵になると考えられる．現在，不連続体として粒状物質から構成されている
系の振る舞いを明らかにする予察的研究が推し進められている．

2. 絶対重力計による流体移動に伴う地震・火山活動の観測的研究

地震や噴火前後の重力の時空間変動と稠密な地殻変動の観測とを組み合わせれば，地震・火山活動と流体移動と
の関わりについて手がかりがえられる．そこで，われわれは絶対重力測定と相対測定を同時におこなうハイブリッ
ド測定をおこなって，流体の質量移動を検出するための研究をすすめている．今年度は以下の地域での重力観測を
実施した．

(a) 三宅島火山
2000年 6月以降の三宅島火山活動については，活動開始から高頻度（10-30日に 1度）で繰り返し測定を実施してい

る．これまでに，活動開始直後に生じたマグマのダイク状の貫入，陥没直前に山頂直下に生成した空洞の発見，陥没
期におけるマグマの水平流出の証拠など，驚くべき成果を続々と発見してきた．2001年 5月以降，島内での商用電源
供給が順次再開されたのを受けて，2001年 7月より三宅島絶対重力計の連日観測を開始した．このような火山地域に
おける連続運転は世界的に見ても例がなく，極めて特色のある研究と自負している．観測自体は自動で行なわている
が，週に一度の割合でヘリコプターにより渡島して機材の点検調整をおこなっている．その結果，火映現象が観測され
た 2001年 11月中旬ごろにむけて，絶対重力値が緩やかに増加することが認められた．これは火口温度の上昇と勘案
すると，マグマ頭位の上昇を示すものとして注目される．（http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/furuya/miyake/AbsG.html）

(b) 桜島火山
桜島火山におけるハイブリッド重力観測は，京都大学防災研究所桜島火山観測所との共同研究として 1998年以来

継続している．2001年 9月に観測を実施した結果では，1999年 7月以降の変化は数マイクロガル程度と小さく，桜
島の活動が高くないことと対応しているようである．

(c) 伊豆・東海地域
東海地域におけるハイブリッド重力観測は，国土地理院との共同研究として 1997年以来継続している．今年度は

FG5重力計 109号機を三宅島に常設しているので，新規に導入した 212号機による観測を 2002年初頭に計画して
いる．過去 20年近く，冬季に観測を続けてきた伊豆半島東部についても，平成 13年度中に観測を実施する予定で
ある．

3. グローバルな準静的な変形の理論的研究と，それを用いた地殻変動の解析

球対称な粘弾性体地球モデルについて，コサイスミックな変形およびポストサイスミックな緩和過程についての
理論的な定式化を行なった．他のこれまでの研究では，非圧縮性を仮定したり，自己重力を無視したりなど不適切
な仮定にもとづいて定式化されていたが，本研究ではこれらの仮定を外した一般的な取り扱いが可能である．垂直
な断層上の水平横ズレ断層運動の場合について上下変位および重力変化を，このモデルについて計算することがで
きるようになった．この定式化を推し進め，断層運動の繰り返しにともなう，変位や重力変化の累積を求められる
ようになった．また，この見積もりと，活断層周辺の地形学的な累積変位や重力異常とを比較することにより，断
層運動のパラメータを推定することができるようになると期待される．

2000年三宅島火山と伊豆諸島地震活動の場合は，200km以上離れた関東・東海地方でも VLBIと GPSにより地
殻変動が検出された．このようなファーフィールドの変形については，半無限体の理論が使えるか疑問の余地があ
る．実際，開口断層について，半無限媒質の場合の変形と球対称弾性体の場合のそれとを比較してみると，100km
より遠い領域では上下変位に大きな差異が生じることが判明した．
球対称地球内のディスロケーションによる変形を計算するコンピュータコードの公開を目指して，コードの最適

化に取り組んでいる．
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4. Geoid決定に関する地形補正の研究

１-cm Geoidの決定，アイソスタシーの研究，或は，衛星重力ミッションから重力場の決定のために，地形補正が
非常に重要だと考えられる．この補正についての理論式，数値計算，精度評価などにつき研究を進めている．

5. 合成開口レーダーによる地殻変動検出の研究

日本国内での GPS観測点は，今や 1000台を越えているが，平均的には 20km四方に一点であり，震源や活火山の
近傍での地殻変動を捉えるためには決して密な観測点分布とはいえない．これを補うのが，およそ 100km四方の領
域に対して 100mの空間分解能で cmの変形を検出できる干渉合成開口レーダー (Interferometric Synthetic Aperture
Radar: InSAR)である．また InSARの観測は人工衛星を介して定期的に行われるので，現地に観測機器を設置しに
向かうという必要もない．しかしながら，(a)時間空間的な干渉性の劣化 (それに伴う位相回復の困難さ)や，(b)大
気電波伝搬遅延の問題が残されている．後者の補正を目的として，マスター画像を固定してスレーブを出来るだけ
多く使って，地殻変動 (特に Interseismicな変動)を推定することを試みている．また，それを大気大循環モデルの
出力を用いて，直接に補正する手法についても引続き検討中である．

6. 並列計算機を用いた地震発生過程・強震動のコンピューターシミュレーション

震源過程の研究から，地震はかなり不均質な破壊であることがわかっている．そのような断層パラメータの不均
質性が地震波とくに断層近傍の強震動にどのように影響するのだろうか？日本などにおいては断層直上に都市が存
在し，兵庫県南部地震の例を引くまでもなく断層近傍強震動の研究は応用的見地からも重要なものになっている．
従来，この種の研究では断層運動よりも表層地盤の影響に主眼が置かれ，また断層近傍での強震動に重要な影響を
与える震源のモデル化には，非物理的で不適当な震源モデルが使われていた．そこで地球計測部門では，(1)震源
過程を震源物理の理論的側面から研究，(2)震源物理と地震動の関係の研究，(3) (2)を過去の地震に応用して震源
過程を推定したり過去の被害状況をも説明する研究，(4)強震動予測のための震源モデルの研究，を行っている．

7. レーザー干渉計を用いた観測機器の開発

機器開発分野では，新しい手法を用いた地球観測機器の開発を行なっている．地震計をはじめ，ひずみ計・傾斜
計などさまざまな機器の高性能化への要求はますます大きくなっている．この観点から，将来的に応用範囲の広い
と考えられるレーザー干渉計を用いた観測機器を主眼に開発をすすめている．

(a)レーザーひずみ計の開発
波長安定化レーザーをひずみ計に応用すると地殻変動から数十 Hzまでの地震波まで広帯域なひずみ観測が可能

となる．また，干渉計の対称性を利用するとせん断ひずみに特化した高精度化ができる．このようなレーザーひず
み計の開発を名古屋大学と共同で行なっている．ヨウ素安定化法により 10−13まで波長安定化された YAGレーザー
をひずみ計に組み込んだ結果，遠地地震波や地球潮汐の検出に成功した．現在，さらなる精度向上のため干渉計部
分の改良をすすめている．

(b)高精度地震計の開発
地震計のおもりの変位検出にレーザー干渉計を利用して低ノイズ化すると，1kHz程度の短周期側まで帰還をか

けることができる．その結果，地震計の振幅や位相特性が改善され地震計を高精度化することができる．狭スペク
トル半導体レーザーを利用してこのような原理の地震計を製作し性能評価を行った．50mHz～100Hzで Low Noise
Model以下のノイズレベルを達成し，レーザー波長を基準とした自己校正も 1%の精度が確認された．アレイ観測
用センサーや ACROSS用地震計など振幅・位相精度が必要な用途への応用，あるいは設置後校正可能なボアホール
地震計としての応用が考えられる．

(c)重力波検出器を利用した地球物理観測
超新星爆発などの天体現象で発生する相対論的重力波を地上で検出するための「重力波望遠鏡」の建設が国立天

文台・東大宇宙線研究所を中心にすすめられている．これは，数百 m～数 kmのレーザー干渉計であり，その長大
さを利用して地球物理的な微小信号をとらえる研究を共同で行っている．神岡鉱山に建設予定の 100m干渉計を利
用して，地球自由振動や近傍の断層運動などを観測する計画をすすめている．
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8. ACROSSの開発研究と震源域の連続監視

ACROSS（コヒーレント弾性波テクノロジーによる地殻トモグラフィ技法）の研究開発を進めている．これは極
めて精度の高い調和波動によるトモグラフィ技法であり，高い性能と適用性をもつが，それだけに多くの新規な研
究開発を必要とするものである．国内では名古屋大学のグループが，我々と情報交換しつつ，やや異なる方式の研
究を進めているが，現時点で諸外国には例を見ない．地震研究所の P-acrossでは，精密な調和波動震源多数をフェ
イズドアレイで運用して，コヒーレントな波動場を標的に集める．地震計もアレイ運用し，時刻を震源と一括管理
し，スタッキングによりこの記録のＳＮ比を高める．解析方式には，インパルス応答を用いた速度トモグラフィ(地
震学による古典的方法)と，フェイズドアレイ運用により空間分解能を高めた上で，連続監視の情報を活用して散
乱特性の変動を敏感に同定する微分トモグラフィがある．1998年に精密制御震源の原形機が完成し，室内試験で，
周波数精度の向上，摩擦損失の抑制，出力の遠隔可変機構の開発，耐久性の実証を行なった．2000年に実証試験用
震源を製作し，2001年には東京電力・葛野川地下発電所 (地下 500m)坑内に水平スケール 2kmの実証試験用プラッ
トフォーム (震源および多数のセンサーを展開)を建設した．これにより単機性能実証試験を経て，2001年には，直
近に存在する山梨県東部地震域のモニターを開始した．これにより ACROSSの性能実証試験 (アレイ運転とトモグ
ラフィの実施)および地震前後の地殻物性変化の検出試験を行なう予定である．

9. 岩石のひずみ集中域の散乱特性の実験的研究

地震研究所・地震予知研究推進センターの大型岩石破壊実験装置によってひずみ局所化を発生させた岩石標本に弾
性波を照射して散乱特性を計測する．一方，量子散乱法則を参考に散乱法則の数学モデルを設定し，そのパラメー
タを，実験結果から同定する．これを ACROSSの微分トモグラフィアルゴリズムに組み込み，ACROSSデータか
ら，地下物性とりわけひずみ集中域の特定およびその物性の時間変化をインバージョンすることが最終目標である．

10. L2設計地震動の定式化手法の開発研究

1995年兵庫県南部地震の後，土木構造物の設計に導入された L2設計地震動に対する合理的な設計法を構築して
いる．そのために震源の物理モデルアプローチと構造力学を統合した設計地震動設定の方法論を開拓することとし，
土木学会の委員会において免震橋梁のための設計地震動の設定，もしくは国の機関の委員会において東京湾口・伊
勢湾口・紀淡海峡における大型吊橋のための設計地震動の設定，首都公団の大型橋梁の耐震性能調査のための地震
動の決定を進めている．

11. Asia太平洋地域の地震津波防災のための即時情報の開発

文部科学省・振興調整費研究で，主管機関は防災科学技術研究所・EDMである（共同研究の項参照）．地震研究
所は，大地震の即時情報システムと支援データベースの開発研究を研究課題として参加し，広帯域地震記録，GPS
測地記録，即時震源解析を要素知識とし，これらを統合する知的データベースとその応用を研究している．この研
究はリアルタイム IT技術を Asia太平洋諸国の地震災害に持ち込むものであり，地域の経済活動に強いインパクト
を齎す可能性があるので，影響評価の研究を進めてきた．平成 14年度から始まる Phase2においては，EDMの政策
開発チームに参加し，政策科学的な研究を進める．

12. 高レベル放射性廃棄物の地層処分の研究開発

我が国では 2030年代が高レベル放射性廃棄物の最終処分開始のタイムリミットであるので，それまでに処分地選
定・建設を確実に進める必要がある．2000年には，それまで蓄積された site-genericな調査結果が承認されて根拠法
も成立したが，本格的な精密な研究はむしろ，これからの site-specificな調査で本格化する．この事業では，既往の
いずれの単一の学術領域も決め手とならないので，学術フュージョンが不可欠である．そこで “俯瞰し越境する知”
の構築を目指す．その際，“Asia太平洋・・の研究”の政策開発で得られるノウハウを援用するとともに，開発中の
ACROSSを，事業の鍵となるモニターの中核技術として活用する予定である．

地震火山災害部門
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教授 壁谷澤寿海 (部門主任)
助教授 都司嘉宣，纐纈一起，工藤一嘉，古村孝志
助手 飯田昌弘，境 有紀
技術官 工藤和子
日本学術振興会外国人特別研究員

Jordan Ivanov Milev
外国人研究員 Francisco Joseph Guiller, Sos Margaryan, Nur Umutlu
大学院生 関根秀太郎 (D3)，Afnimar(D3)，劉 春淑 (D3)，権 容鎬 (D3), Fides Fuentes(D2)，

金裕錫 (D1)，Ousalem Hassane(M2), 吉位明伸 (M2), 津野靖士 (M2), 大杉泰子 (M2),
大野大地 (M1，茨城大指導委託), 庄 松涛 (M1）

卒論生 鎌野賢吾 (芝浦工大指導委託)

1. 堆積平野における強震動の伝播

阪神・淡路大震災以降の政府や自治体による強震計観測網，震度計観測網の展開に伴い，関東平野における強震
観測機器の分布密度は，世界に例を見ない高密度なものになっている．これら観測網の完成後，最初の中規模地震
（M5.7）が 1998年 5月 3日に伊豆半島東方沖で発生し，その強震動が千葉県東部を除く首都圏の 384観測点で観測
された．この大量の波形記録に対する解析を行い，関東平野では強震動の中でも Love波と呼ばれる表面波が発達
し，それらが震央から首都圏に向かって特別な様式で伝播することを明らかにした．平野西側の丹沢から関東山地
にかけては基盤がほぼ露頭し，Love波は 3.5∼4.0km/sの速い速度で伝播するのに対して，平野の中心部では厚い堆
積層により伝播速度は 1.0km/s程度にしかならない．両者の速度差から新たな波面が山地部と堆積平野の境界で発
生し，それが平野中心に向かって伝播する現象が，強震動の実記録の中で確認することができた．

2. 移動型強震観測機器の開発

強震計を用いた機動アレイ観測は余震や群発地震の観測に極めて重要である．最近では，通常の強震計も軽量小
型になり移動用としても利用出来るようになったが，それでも電源確保や設置などに多くの難点を抱えている．我々
は上の障害を軽減する目的で，科学研究費補助金により，共同研究として新しい強震計を開発した．ロガーの消費
電力が 100mAh以下が実現されており，サーボ型加速度センサーの消費電力 30-100mAh（3成分）は,商用電源を考
えない観測において大きな負担である．そのため，電力を必要としない過減衰の動コイル型加速度計を開発する事
とした． 基本形状は月ペネトレータや火山ペネトレータに開発されたセンサーと同様であり，クランプを必要とせ
ず，移動には極めて便利である．ペネトレーター用のセンサーと大きく異なる点は，磁気減衰器（アルミニューム，
ネオジウム系希土類マグネットを使用）を用いて大きな減衰定数 (25―30)を得て，加速度計として広い帯域（0.1―
80Hz）をカバーしていることにある．さらに，強震アレイ観測を主目的としており，軽量であること，量産が可能
であることにも重点が置かれた．振り子自体は速度に比例した動きをし，測定できる最大レベルは 150cm/sである．
また，増幅器を付加して微動の観測にも利用出来ることを経験している．

3. 性能基盤型設計法の開発

日米共同研究による都市地震災害の軽減の一課題として，1998年度より 6年間の予定で共同研究が行われている．
本研究では，構造物が果たすべき機能に応じて設計目標を明快に設定し，その目標を合理的に実現するための性能
基盤型の設計法を開発する．性能基盤型設計法への移行により，設計者と施主が一義的ではない設計目標を選択す
ること，評価可能な構造性能を有する構造物を建設すること，が可能になる．ノースリッジ地震および兵庫県南部
地震による建築構造物への被害により，構造物の機能あるいは修復可能性に明快に関連させることによって耐震性
能を定量的に表現しうる性能基盤型の設計法の開発が望まれている．仕様規定を含む従来の設計法から性能基盤型
設計法への移行には以下のように多くの利点がある．(1)設計者と施主が明快に表現された性能を共通の理解にも
とづいて選択することを可能にする．(2)材料や工法の選択の自由度が増大するとともに新技術の開発を促進する．
(3)性能基盤型の設計基準は透明性のある規定であり，したがって，しばしば非関税障壁とみなされる各国で異な
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る設計基準の差を小さくする基盤にもなりうる．さらに，(4)性能を評価または明示することは技術競争を促進し，
市場原理に従って構造物の品質を向上させることに繋がる．本研究では，日米で共通の理解にもとづいて，性能基
盤型設計法の性能評価基準および評価手法の確立に必要な技術的課題を解決するために，実験的研究および解析的
研究を行う．研究成果は，過去の研究成果も含めて，実用的な設計法に直接応用可能な技術資料あるいは設計指針，
評価手法として提示する．

4. 普及型地震計による構造物の耐震性能検証手法

本研究の目的は，地震防災システムおよび地震後の応急復旧システムの一環として構造物の上下に設置された普
及型地震計による計測情報を利用して構造物の耐震性能を評価するための基礎技術を開発することである．当面の
主要な対象構造物は，防災拠点として重要であり，耐震診断による構造耐震指標値が評価されつつある小中学校校
舎を想定する．防災システムでは，比較的高い頻度で発生する中小地震による計測データを利用する手法として，
地盤増幅や相互作用の影響を含む強震時入力地震動の予測手法，耐震性能の高精度評価手法および性能モニタリン
グ手法を開発する．応急復旧システムでは，強震時の計測データおよび性能指標を大地震直後に利用して，警報お
よび応急危険度判定の即時化，被災度判定および残余耐震性能推定の高精度化，応急補強設計および恒久復旧設計
の合理化などを可能にする実用化技術を開発する．平成 12年度および 13年度には大規模な震動実験を実施または
利用して，既往の地震計による層間変形推定の精度を検証した．今後，安価な地震計を企業との共同研究で開発し，
精度を検証してシステムとしての実用化を図る．

5. 震度などの地震動の破壊力指標の検討

1995年兵庫県南部地震の例を見れば明らかなように，地震災害を少しでも軽減するには，地震直後に被害状況を
迅速かつ的確に予測し，すばやい対応をすることが重要である．現在，地震発生直後の初動対応には，気象庁計測
震度が用いられることが多いが，2000年の新島・神津島近海の地震，鳥取県西部地震あるいは，2001年芸予地震
で震度６弱あるいは強を記録したにもかかわらず，被害はさほどでもなく，その一方で 1999年台湾集集地震では，
震度６弱でも甚大な被害をもたらした地点もあり，計測震度の早急な見直しが必要であると考えられる．そこで，
1999年台湾集集地震の強震記録および建物被害データを用いて，建物被害を予測する地震動の破壊力指標について
地震動の破壊力指標と建物被害率との相関性から検討した．その結果，地動最大加速度，地動最大速度，スペクト
ル強度，気象庁計測震度などの既往の地震動の破壊力指標では建物被害を充分に予測することができず，0.8秒～
1.2秒程度の弾性応答を用いれば，既往のものより的確に建物被害を予測できることがわかった．また，同様の解析
を 1995年兵庫県南部地震その他の日本で発生した地震の強震記録と建物被害データを用いて行い，1999年台湾集
集地震の解析と同様に既往の地震動の破壊力指標では建物被害を充分に予測することができず，1999年台湾集集地
震の場合よりやや長めの 1.2秒～1.5秒程度の弾性応答を用いれば，既往のものより的確に建物被害を予測できるこ
とを示した．そしてこの地震動の破壊力指標を用いて，建物被害と相関をもつべき震度５以上を対象として，現行
の気象庁計測震度の修正案を提案した．

6. 大規模３次元地震波動伝播シミュレーション技法の開発

不均質な３次元媒質中における地震波の伝播と強震動生成に関わる高精度数値シミュレーションのために，フーリ
エスペクトル法（PSM）と差分法（FDM）を結合した「並列 PSM/FDMハイブリッド法」を開発した．この手法で
は３次元領域の水平方向の波動伝播計算を PSMで，そして鉛直方向を FDMで計算する．これにより PSMの高い演
算性能と FDMの並列化性能の両方が期待できる．本ハイブリッドコードの演算効率は３次元運動方程式の計算速度
とプロセッサ間の通信速度の関数として評価できる．最新の高性能ベクル並列計算機（HITACHI 　SR8000/MPP）
を用いて 1999年台湾集集地震，1946年南海地震，2000年鳥取県西部地震の３次元強震動シミュレーションを実施
した．これらの計算では，128CPUを用いた並列計算で単一 CPU計算の 112倍の速度向上率が得られた．

7. 2000年鳥取県西部地震と強震動シミュレーション

防災科学技術研究所の強震観測網（K-NET，KiK-net）が日本列島全体に約 20km の間隔で高密度に展開された
ことにより，大地震時の地震波動伝播と強震動の生成過程を直接眺めることが可能になった．2000年鳥取県西部地
震（Mw6.7）では 550観測点以上で良質の地震波形データが得られている．そこで，地動記録から短周期振動を除
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去し，観測点間の地震動を空間補完から求めた．そして，得られた波動伝播画像からアニメーションを合成した．
これを見ることにより，(1) 鳥取県西部地震の横ずれ断層から SH波が強く放射され，(2) 波動伝播とともに Lg波
と表面波（Love波）が強く生成され，そして (3) これらの波群が平野部に入ると分散と散乱によって急激に減衰す
る様子が確認できる．これらの観測結果は，西南日本の地下構造と鳥取県西部地震の震源断層モデル（八木・菊池，
2001）を組み込んだ３次元数値シミュレーションにより良く説明される．

8. 地盤と建物の相互作用の評価

常時微動の結果から地盤と建物の相互作用に関する地盤の等価せん断波速度を推定する方法を開発した．この推
定法を阪神地域で行った学校建物の常時微動測定の結果に適用して，地盤の資料と比較し，地盤の資料から等価せ
ん断波速度を求める方法を提案した．この方法は，地盤と建物の相互作用の効果を考慮した建物の耐震設計に応用
することができる．また，地盤と建物の相互作用を考慮した地震応答解析を行い，地盤のせん断波速度が小さい場
合，低層建物では地下逸散減衰によって減衰が増大して建物の応答が小さくなること，中層以上の建物では相互作
用による減衰の増大は小さいこと，兵庫県南部地震のように長周期側に大きなピークを持つ地震動に対しては相互
作用による周期の伸びによって応答が増大する場合もあり得ること，等を明らかにした．

9. ピロティ構造物の実験と耐震設計法

　本研究では，兵庫県南部地震で多大な被害を受けたピロティ構造物の地震時の挙動を解明し，合理的な耐震設計
法を確立することを目的とした実験的研究および解析的研究で建築研究所と共同で実施している．ピロティ層に変
形を集中させないための具体的な評価法を詳細にを検討するとともに，その妥当性を実験および解析により検証し
た．特に，鉄筋コンクリ－トの構成則にもとづき，地震応答解析に適用可能な簡便な耐震壁の部材モデルを開発し，
実験結果と比較してピロティ構造の解析ではコンクリ－トのソフトニングの影響を考慮したモデル化が極めて重要
であることを指摘した．また，偏心（ねじれ）による変形集中挙動を実験的に解明し，解析手法を開発検証してい
る．一連の実験の一環として，連層耐震壁構面を含む６層ピロティ架構の震動実験を行ない，解析手法，設計手法
の妥当性を検証した．実験および解析的研究にもとづいて，連層耐震壁を含むピロティの設計法の枠組み，すなわ
ち，ピロティ階に変形集中を生じさせない設計クライテリアを提案した．また，変動軸力を受ける柱の変形能力を
明らかにするために，柱の実験を横浜国立大学と共同で実施中である．ピロティ構造の１階柱を想定した柱単体試
験体（コンクリート要素実験も含む）の構造実験を実施し，地震時に高軸力 (変動軸力)を受ける柱の配筋詳細，補
強方法と靭性の関係を明らかにした．変動軸力を受ける柱の実験により，変動軸力の上限が終局限界状態に及ぼす
影響は従来考えられているよりはるかに小さい可能性があることがわかった．そこで，変動軸力を受ける柱の実験
を系統的に行い，変動軸力を等価な一定軸力に換算する手法を開発中である．

10. 柱の SRF補強に関する開発と実験

本研究は，既存鉄筋コンクリ－ト造建物が大地震時に崩壊するのを防止することを目標として，ポリエステル合
成繊維シートによる柱の補強手法（SRF補強）の手法を開発し，有効性を検証することであり，民間企業と共同で
実施している．建物の大地震に対する第一義的な基本性能は安全性すなわち人命保護であり，このために必要な部
材の性能は地震後の柱の鉛直荷重支持能力である．古い鉄筋コンクリ－ト造建物では，柱のせん断補強筋量が少な
く，鉛直荷重を支持できなくなってパンケーキ状に崩壊する建物被害が世界中の地震被害で報告されている．これ
らの建物を対象として最小限軸力保持能力を確保するための経済的で簡易な補強方法の開発研究は極めて有意義で
ある．そこで，ポリエステル製の合成繊維シートを用いて鉄筋コンクリ－ト造柱を補強し，建物の崩壊を防止する
効果を検証する静的加力実験を行った．実験よりシート補強効果による靭性能の向上や耐力上昇などが確認された．
また，平成 13年度には大規模な震動実験を実施した結果，補強しない建物では鉛直荷重を支持できなくなった崩
壊したのに対して， SRF補強した建物では，同じ入力では軸力を安定して維持するだけでなく，ほとんど損傷も
なく，その後の 3回極大地震動入力に対しても十分安定した挙動が確認された．ポリエステル製繊維シートによる
補強は，性能およびコストパフォーマンスの点で極めて有効であることが検証され，柱単体の補強手法としては実
用化の段階に到達しつつある．同時に要素実験も実施しており，基本的な応力ー歪関係にもとづいて，大変形にお
ける挙動を解析的に明らかにするとともに，一般的な補強設計法を検討している．今後，壁側柱，壁および梁の補
強，新築のフェールセーフ補強への応用などに展開する．
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11. 小田原の県立高校における構造物地盤系の観測

小田原の高等学校で構造物地盤系の挙動を観測する目的で高密度の観測体制を整備した（合計６点，１８成分）．
大きな地震はないので，非線形効果を含む挙動を観測するには至っていないが，微小地震記録により弾性範囲での
構造物および地盤系の同定解析が行われている．また，地盤をモデル化して地盤構造物系の地震応答解析の準備作
業が行われている．やや大きい地震の観測結果を待って，観測結果の解析にすぐに入ることができる体制を整えた．
また，観測と即時警報を連動させる試みも実施している．

12. テストサイトにおける強震観測

駿河湾・伊豆半島と足柄平野における高密度の強震観測網のデータ解析を中心とした，強震動の生成・伝播とサイ
トの影響に関する観測研究を行なっている．足柄平野の観測網は表層地質による強震動への影響を評価することを
主目的として 1987年度に設置され，IASPEI/IAEE共同ワーキンググループとの連携で，テストサイトとして位置
づけれれている．観測点は露岩上と堆積上に高密度に設置され，平野の中央部および西部では地中のアレイ観測が
実施されている．近年は平野部全体のサイト特性の抽出を目的として，大規模・遠距離地震記録の利用や地下構造
との関連を明らかかにするために微動のアレイ観測による地下構造の決定を順次行なっている．また，群発地震や
大地震の余震観測などは，可及的速やかに観測体制が敷かれる必要があり，科学研究費による共同研究により，可
搬型の消費電力の少ない計測器を開発し，余震や微動のアレイ観測に利用している．

13. 津波・高潮の研究

当部門で行っている津波・高潮の研究は, i)被害津波の事例研究, ii)津波検潮記録のデータ解析, iii)流体力学とし
ての津波研究, iv)津波測定技術の改良と災害防止への応用研究, の４点に分類することができる． i) 被害津波の事
例研究: 近年は 1992年のニカラグア地震津波以来,環太平洋の各地で大規模な津波災害が立て続けに生じている．
1993年北海道南西沖地震津波, 1994年東 Java地震津波, 1996年インドネシア Irian-Jaya地震津波, そして 1998年パ
プアニューギニア津波である．その他に我が国で小規模な被害を伴った津波として 1994年の北海道東方沖地震津波,
1995年奄美近海地震津波がある．当研究室はこのような被害を伴う津波が起きるたびに,他大学,および国外の研究
機関と共同して直後の被災現地調査を行ってきた．その結果,熱帯地方の国々での津波の原因のうちのかなりの部分
が,地震に伴う海底地変よりも地震に誘発された海底地滑りであることが判ってきた．また津波による海水速度と
沿岸集落の家屋被災の関係が解明された． ii)津波記録のデータ解析: 我が国は約 400カ所の検潮点をもっている．
当研究室では,我が国で観測される津波が起きるたびに検潮記録を集積し ,我が国内外の津波研究者に津波記録のコ
ピーを配布してきた．これらのデータによって,地震の波源域と海底地盤変動の情報が解明できる．最近判明してき
たこととして,本震による津波の発生後しばらくして２次的津波の発生が起きる現象があることが判ってきた．
なお,当部門では日本気象協会との共同作業でこれまで集積してきた津波検潮記録のCD-ROM化を進めており,1999
年中に世界中の津波研究者に提供する予定である． iii)流体力学としての津波研究: 過去の津波データの周波数解
析から,津波に誘発されて湾内発生した固有振動について分析した結果, 振動モードの中にほとんど誘発されない
モード欠落があることが発見された．このような欠落モードは「海水交換係数」の小さいモードに限られることが
立証された．日本海中部地震の津波 (1983)のビデオ映像から浅い海域での波状段波の形成が観察された．この現象
が流体力学の非線形項とエネルギー損失を考慮して数値的に再現できることが立証された．その他, 室内実験によ
り, Mach Stemの形成過程を解明した．また,低気圧通過に伴う Edge波の励起を枕崎海岸で観察し ,理論的裏付けを
行った． iv)津波測定技術の改良と災害防止への応用研究: 津波測定技術の改良は主として宮城県江ノ島観測所を
基地としておこなっている．遅れ常数の小さな津波記録を得るため従来の検潮儀式によるのではなく,超音波式,お
よび電波式水位計を津波測定に応用しうることを実証した．それらを応用した三陸地方の沿岸町村の協力を得て津
波監視ネットワークの構築を進行させている．

14. 古地震の研究

歴史地震研究とは文献史料にもとづいて，19世紀以前の歴史時代の地震の実像を明らかにすることである．地震
史料の集積事業は，終戦直後の「大日本地震史料」(武者)の刊行のあと長い中断があったが，当研究所の宇佐美教授
によって 1970年代に再開された．当部門が受け継いだ『新収日本地震史料』の刊行は近年まで継続され，全 21冊，
16,812ページの大印刷物となった．これらの史料集を広くかつ有効に活用できるように，史料検索データベースの
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作成を試みた．検索キーとしたのは，巻数ページ，発生年月日，史料名，所蔵者，地震被害および有感地域，解題・
書誌などの諸項目で，検索はインターネット上で可能である．史料を集積する上で重視したものに日記中の有感地
震記事がある．日記は歴史の時代に置かれた地震計の役目を果たし，有感地震数の消長によって地震活動度の変化
を知ることができる．改組以後５年間に，史料を用いて解明を進めた地震や津波を挙げると，明応地震 (1498)，安
政東海地震 (1854)とその翌日に起きた安政南海地震 (1854)などの東海沖，南海沖の巨大地震，これらの巨大地震に
先行する内陸地震，三陸に津波をもたらした地震，および津波に特徴のある地震である．この最後に挙げた例とし
て，1741年寛保渡島大島地震津波，1792年の島原半島眉山の斜面崩壊による有明海津波，および 1700年の北米カ
スケディア断層の地震による遠地津波がある．1700年の北米津波は，日本側の各所で古記録が見つかり，北米では
地震と津波による枯れ木，樹木の年輪など多くの地質学的証拠が見つかって，日米の研究が相補って北米で日付の
確定した最古の地震事例となった．歴代の東海地震，南海地震は 100年余の周期で起きているが，古文書の語る津
波像を裏付け，さらに先史時代の東海地震の津波痕跡を検証するため，浜名湖底の堆積物のピストン・コアによる
採取を行った．その結果明応地震 (1498)によって浜名湖が淡水湖から塩水湖に変わったことが判明し，さらに歴史
を遡る時代の津波痕跡が検出された．

地震予知研究推進センター

教授 平田 直，加藤照之 (センター長)，岩崎貴哉（併任）
助教授 佐藤比呂志，吉田真吾，飯尾能久，上嶋 誠，加藤尚之，飯高 隆
助手 小竹美子，一ノ瀬洋一郎，蔵下英司，宮崎真一
COE研究員 青木陽介，河村知徳
外国人研究員 Nicolai P. Kostrov
大学院生 松原 誠（D3)，加藤愛太郎（D3)，中川茂樹（D3)，金 紅林（D1），岩国真紀子（D1)，

高橋優志（D1)，永井 悟（M2)，飯沼卓史（M2)，若嶋江美（M2)，加藤直子（M2），
福田淳一（M1），榎本太郎（M1），千葉美穂（M1）

平成 6年 6月の地震研究所の改組に際し新設された地震予知研究推進センターの役割は，基礎研究に責任を負う
大学が中心となって実施すべき地震予知に関する全国的共同研究プロジェクトや国際共同研究の推進にある．また，
当センターには平成 12年度より，地震予知研究の全体計画の取りまとめを担う地震予知研究協議会企画部が置かれ
ている．

1. 地震予知研究協議会・企画部

(1) 新体制の経緯と目的

平成 10年 8月に，測地学審議会から『地震予知のための新たな観測研究計画の推進について』が建議され，とく
に大学における観測研究については，「全国共同利用研究所と各大学の地域センター等で構成されるネットワークの
強化」と「関連研究者が広く参加すること」の重要性が指摘された．これを受け平成 12年 4月 1日，新体制の地震
予知研究協議会が発足した．

(2) 企画部と計画推進部会の役目

新しい協議会は,地震予知研究計画全般を審議する「意志決定機関」と位置づけられた．計画の立案と実行を機
能的に行うために，協議会の下に企画部と計画推進部会が置かれた．研究計画の進捗状況と結果の評価を行うため
に，協議会とは独立の「外部評価委員会」が置かれた．企画部は地震予知研究の全体計画の取りまとめ，計画の進
捗状況を把握するため当センターに常置の組織となり，4人の専任教官と 1人の客員教官がこの任にあたっている．
計画推進部会は，研究計画の実施にあたるとともに，研究課題ごとの実行計画を立て，企画部に提案する機能を持
つ．建議の事業内容に基づき 7つの部会が設けられた．

(3) これまでと今後の活動
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企画部は，研究の進捗状況を日常的に把握するためにインターネット等を用いた調査や，各種ワークショップ，シ
ンポジウムを企画・実施し，年度末には，成果報告シンポジウムを開催している．平成 12年度末のシンポジウムに
は，地震研究所内外から約百名が参加し，地震予知研究の成果と今後の地震予知研究の方向性について議論した．
この議論の内容は，「12 年度年次報告」としてまとめた．同時に企画部は，新年度の実施計画を調整し，研究の方
向を提案している．全国の地震予知研究者は，これに基づいてそれぞれの研究計画を立て実施する．その内容は，
随時，地震研究所のホームページを通じて公開されている（http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/YOTIKYO/index.htm ）．
また，平成 13年度には地震予知研究協議会の外部評価のための資料のとりまとめを行った． 　

2. 共同研究プロジェクト

(1) 室内実験に基づく地震発生の物理過程と予測モデル

大地震の破壊過程の研究により，アスペリティは場所に固有であり，個々のアスペリティが単独で破壊する場合と
複数が連動する場合とがあることが明らかにされつつある．このようなアスペリティに着目して地震を捉えると，
地震の最終サイズは，いくつのアスペリティが破壊するかで第１次近似的に決定されることになる．本センターで
は，アスペリティの連動性を明らかにすることを目的とした室内実験と数値実験による研究を進めている．大型剪
断試験機を用い，長さ 1mの断層面上に不均一な法線応力場を作り出してふたつのアスペリティを生成させ，固着
すべり実験を行った．法線応力の分布によってはふたつのアスペリティは常に連動して破壊するが，片方のアスペ
リティに加える法線応力を高くすると，ふたつのアスペリティが連動して破壊するイベントと，ひとつのアスペリ
ティのみが破壊し強い方のアスペリティがバリアとなって破壊を停止させるイベントとが交互に繰り返し起こるこ
とを示した．また，ふたつのブロックをばねで連結したモデルを用いた数値シミュレーションにより，室内実験で
得られた破壊のパターンを再現した．さらに，パラメータによってはカオス的になることがあるが，カオスであっ
ても大破壊の再来間隔については規則性があり予測可能な場合が多いことも示した．本センターでは，地下 18km
以浅に相当する広範囲な温度・封圧・間隙水圧条件下での岩石破壊実験も実施している．大地震の発生を科学的に
予測するには，破壊現象の物理を明らかにし，摩擦構成則を記述するパラメータの現実の地震発生領域における値
を求めることが重要である．すべり変位依存摩擦構成則を表わすパラメータ（最大せん断強度，臨界すべり変位量，
破損応力降下量など）の環境依存性を求めるとともに，歪速度 10−3/sから 10−7/sの実験を行い，構成則パラメー
タの歪速度依存性を明らかにした．

(2) 島弧地殻変形過程

地震が発生するに至る過程は，地震発生場の状態，構造不均一と密接に関係している．したがって，地震発生層
の物性及びその空間的不均質性は，地震予測の視点から重要である．当センターは，地震・地殻変動観測センター
とともに，制御震源構造探査と稠密自然地震を密接に連携させた”島弧地殻の変形過程に関する総合集中観測”プ
ロジェクトを推進してきた．平成 9-10年には，東北日本弧の詳細な構造と地殻活動発生様式を解明するための大規
模実験・観測が実施された．平成 11-12年度は，北海道の日高衝突帯を研究主題とし，島弧-島弧衝突に伴う地殻の
変形様式を解明するための観測・実験を行った．全長 230kmに及ぶ屈折法地震探査と，日高山脈を中心として実施
した反射法地震探査から，千島前弧の東北日本弧への衝上が，地殻構造の面から鮮明になった．一方，東北日本弧
側では，高速度と低速度の層が互層を成しており，断層褶曲帯の構造の複雑さが明らかとなった．また，自然地震
観測についても解析が進行中であり，詳細な地震活動や応力場の情報が集積しつつある．平成 13年度は，海洋科学
技術センターと共同で，駿河トラフから東海・中部地方にかけて大規模な屈折・広角反射法探査を行った．この測
線陸域は，東海地震想定震源域を通り，能登半島の西に達するものである．また，陸域測線南部の中央構造線近傍
では，高密度 CDPアレー観測も実施された．この実験から，沈み込むフィリピン海プレートの境界からの強い反射
波が捉えられた（詳しくは，地震地殻変動観測センターの項を参照のこと）． 　　

(3) 活断層構造

内陸大規模被害地震は，地下 15kmほどの地震発生層底部付近で発生する．したがって，大規模被害地震の評価
や発生メカニズムを理解するには，地震発生層底部から表層に至る領域の断層構造を理解する必要がある．このた
め，当センターでは平成 9年度から活断層研究をスタートさせ，地殻スケールから極浅層に至る反射法地震探査に
よる活断層の地下構造の解明に主眼をおいた研究を進めている．平成 9-10年の奥羽脊梁山地横断構造探査では，両
側の逆断層に境された脊梁山地のポップアップ構造や地震発生層下限のデタッチメント，断層系の地震発生層底部か
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ら表層にいたるイメージングに成功した．平成 11-12年の北海道中軸帯の探査では，日高山脈下から石狩低地帯ま
でのびる千島弧と東北日本境界の衝突に起因する衝上断層の形状が明らかになった．平成 13年には伊豆-小笠原弧
と本州弧の衝突境界である国府津-松田断層の形状を明らかにするための探査を実施した．この他，全国の活断層研
究者との共同研究として，地表近傍の活断層・活褶曲のデータから震源断層の動きを理解するために必要な活断層
の浅層構造のイメージングを実施している．また，被害地震の調査も積極的に実施しており，2000年の鳥取県西部
地震などの国内の被害地震や，イラン・ガエン -ビルジャンド地震（1997），コロンビア・キンディオ地震（1999），
台湾・集集地震（1999），インド・グジャラート地震（2001），ペルー・アティコ地震（2001）などの被害地震調査を
行った． 　

(4) 電磁気観測と比抵抗構造

電気比抵抗は，温度，水・メルトなど間隙高電気伝導度物質の存在とそのつながり方，化学組成（特に鉄の含有
量）に敏感な物理量である．これらの岩石の物理的性質は，すべて，その変形・流動特性を規定する重要なファク
ターであり，比抵抗構造を決定することによってそれらの情報を地震学的研究とは独立に抽出し得る．従って，当
センターは全国の研究者と協力して日本列島および周辺の比抵抗構造を解明するプロジェクトにおいても中心的な
役割を担っている．日本列島全域にわたる広域的かつ深部比抵抗構造を決定するため地震研究所で開発したネット
ワークMT法の調査を行い，特定の地殻活動域において比抵抗構造を詳細に決定するための高密度観測を実施して
いる．また，海域における地下構造解明も行っている．得られた構造と地殻活動との関連を探る一方で，これらの
観測研究を実施するための構造探査観測装置や測定手法および解析手法の開発を行っている．地震，火山活動，広
域地殻変動に伴う電磁気現象を観測して，これらの発生機構を解明しようとする研究も行われている（火山噴火予
知研究推進センター・八ヶ岳地球電磁気観測所・京都大学・東京工業大学・理化学研究所との共同研究）．伊豆半島
の群発地震と異常隆起，伊豆諸島の火山活動，東海地方の地殻活動を主な研究対象として，プロトン磁力計による
全磁力観測や，人工電流法による比抵抗変化の観測，NTT電話回線を用いた長基線地電位差観測を行っている．平
成 13-14年においては，１）北海道道北地方，紀伊半島のネットワークMT法観測，２）日高衝突帯，鳥取県西部
地震域における広帯域MT法観測，３）伊豆半島東部の隆起・群発に関連する特異な全磁力変化の調査，４）東海
地方の地殻変動に関連する全磁力変化の調査，５）三宅島火山の全磁力および自然電位の連続観測，自然電位マッ
ピングによって，2000年噴火活動に先行あるいは伴った顕著な変化を検出し，噴火過程の解明に寄与した，等の研
究を行った． 　

(5) GPS観測と地殻ダイナミクス

プレートの変形を実測し，地殻の変形過程を追跡する手段として，GPS（全地球測位システム）は最有力の武器
である．しかも，手軽に高精度の地殻変動計測ができるので，近年急速にその利用範囲が広まってきた．当センター
では，全国の大学の地殻変動研究者で組織する「GPS大学連合」の本部・事務局をつとめるほか，各種の国内・国
際共同研究の企画・調整・推進，世界的な研究組織への窓口と世界データの収集なども行っている．平成 13年度は，
まず 2001年１月に発生したインドグジャラート地震の余効変動調査のため現地において GPS観測を２月及び５月
に実施した．西太平洋 GPS連続観測網に基づく日本周辺のプレート運動やプレート内変形の観測調査は継続して
実施した．更に，GPSの上下方向測定精度向上を目指し，科学技術振興調整費「GPS気象学」に参加して，主とし
て中国大陸上空の可降水量分布とその時間変化に関する研究を進めた．科学研究費による GPS津波計の開発に関
しては 2001年１月に大船渡市沖にはじめての実用化実験機を投入し，長期の観測実験に着手し，６月のペルー地震
に伴う津波をはじめて捉えることに成功した．毎年実施している伊東市における GPS稠密観測も実施した．この
キャンペーンにおいて，今年度は GPSのリアルタイム利用の技術開発が進んでいることを考慮し，VRSの実験等
を行った．また，主として地殻変動データを用いた地殻活動予測手法の開発にも着手した．

(6) 地殻活動シミュレーション

浅発大地震は既存断層における不安定摩擦すべりであるから，断層運動の力学を理解するためには岩石の摩擦機
構を明らかにすることが有効である．岩石摩擦実験の結果に基づいた摩擦構成則を地震断層に適用し，断層での摩
擦すべり過程の数値シミュレーションを行っている．シミュレーションによると，断層では地震性すべり，定常的な
非地震性すべり，エピソディックな非地震性すべりなどが起こっている．どのようなすべりが起こるかは，その場の
摩擦パラメターの値やその不均一性できまる．ここで摩擦パラメターは，摩擦強度の時間依存性やすべり量依存性
等を表すものである．このようなシミュレーション結果は，地震活動データ，ＧＰＳ等の測地データ等と直接比較す
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ることができ，摩擦パラメターの空間分布の推定がある程度は可能になってきている．摩擦パラメターの空間分布
を精度良く決めてシミュレーションを行うことにより，将来の地殻活動を予測することが研究の最終目標である．

地震地殻変動観測センター

教授 笠原順三, 金沢敏彦 (センター長)，大久保修平 (併任)，武尾 実, 岩崎貴哉,
佐野 修

助教授 佃 爲成, 工藤一嘉 (併任),ト部 卓, 篠原雅尚
助手 萩原弘子, 瀬戸憲彦, 中尾 茂, 酒井慎一, 井出 哲, 山田知朗, 望月公廣,

五十嵐俊博
地震研究所特別研究員 武田哲也
大学院生 上村 彩 (D3), 長田幸仁 (D3), 松澤孝紀 (D1), 呉 長江 (D1), 中東和夫 (D1),

Peyman Poor Moghaddam(D1)，植田寛子 (M2), 足立啓二 (M2), 本間基寛 (M1),
中村美加子 (M1)，

地震地殻変動観測センターは海・陸の地震観測研究分野，地殻変動観測研究分野および強震動観測研究分野から
構成されており，観測所等の観測拠点も活用して地震活動・地殻変動・強震動などの観測により地球物理学的研究，
地震予知研究，地震工学的研究をはじめ各種の研究を進めている．特に，地震予知研究に関しては観測研究の最前
線を担い，地殻活動の定常的な状態を明らかにすることによって異常的な地殻活動の抽出を図るとともに，地震の
発生にいたる全過程の解明を目指した観測研究を進めている．また，可搬型衛星テレメタリング装置 (VSAT)や現
地収録型レコーダーを用いた稠密な機動的観測により活断層の深部構造と島弧地殻の変形過程の研究を進めている
ほか，ケーブル式海底地震計や自己浮上型海底地震計により海陸境界域に観測研究の窓を広げている．本センター
における研究は多岐にわたるが，その活動の概要は以下のとおりである．

1. 地震観測研究分野

(a)海・陸の広域的地震観測網による研究
関東・甲信越，紀伊半島，瀬戸内海内帯西部に展開している約 100観測点の高感度地震観測網による広域的地震

観測網による観測，および伊東沖と三陸沖に設置している光ケーブル式海底地震観測システムによる海陸境界域の
観測を継続し，地震活動と不均質構造の研究を進めた．伊豆諸島地域特に群発地震活動が活発な神津島・新島近海
は，フィリピン海プレート中の応力状態を敏感に反映している場と考えられるため想定される東海地震とも関連し
てその地震活動の詳細な把握が重要である．このため，平成 5年から東京都伊豆諸島テレメータ観測網のリアルタ
イム地震波形データを専用回線により分岐利用してきた．平成 11年度には神津島・新島に新たな無線テレメータ回
線を開設することによって伝送チャネル数を増やし，ダイナミックレンジを実質 100dB以上に拡大した．S波の検
測がより確実なものとなったためこの地域の震源決定精度は大きく向上した．平成 12年 6月から始まった神津島近
海における大規模な群発地震活動では，海・陸機動観測を加えたことによって，詳細な地震活動の推移の把握から
原因であるマグマ活動をとらえた．平成 12年度にはさらに，冬期の日照不足による欠測を避けるため，神津島北部
の太陽電池による観測点に風力発電機を併設するなどして観測体制の強化を図った．さらに平成 13年度には新型の
風力/太陽電池ハイブリッド独立電源の試験を開始した．

(b)衛星テレメータシステムによるリアルタイム地震観測研究の推進
全国の国立大学の地震予知関係研究機関は，本センターが中心となって開発した衛星地震観測テレメータシステ

ム（平成 8年から本格運用）を広域的な高感度地震観測に利用しているほか，光ケーブル式海底地震観測システム
による海域観測のデータ収集およびデータの流通に利用している．また，可搬型の衛星テレメタリング装置を利用
して広域的地震観測網と組みあわせた稠密なリアルタイム地震観測網を機動的に実施することにより，高度化した
地震観測研究を進めている．本センターはこのシステムの主・副中継局を維持するとともにネットワーク全体の管理
運用の担当を継続した．また，衛星地震観測テレメータシステムにより常時リアルタイム配信されている 4000チャ
ネル以上の連続地震波形データは，本センターが開発した小型の受信専用装置を利用することによって全国どこで
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もモニタリングすることができるようになった．地震研究所共同利用の一つとして大学等の研究者に受信専用装置
の貸出しを平成 11年度から始め，平成 13年度は７大学に継続して貸出し中である．このことによって，これまで
は限られた大学の地震予知関係研究機関でのみ可能であったリアルタイム波形データを利用する研究が，広く研究
者に可能となった．さらに平成 14年 3月より Hi-net(防災科学技術研究所)・気象庁と大学間の全面的なリアルタイ
ムデータ交換が始まった．本センターは大学側のゲートウェイとしてデータの受渡しを行い，全データを衛星テレ
メータシステムにより各大学等へ配信する役割を担っている．本センターではこのため本所と衛星システム主中継
局 (群馬)および Hi-net東サブセンター (東京大手町)の間に，新たにそれぞれ光ファイバーを利用した 100Mbpsの
高速イーサネット接続回線を開設した．また，平成 12年度から次世代の衛星通信テレメータシステムとして，低消
費電力・高帯域利用効率型 VSATシステムの試験導入を開始している．従来システムの 1/10以下の低消費電力と
なった VSAT局（子局）は，太陽電池や風力発電機と蓄電池で運用可能である．これにより地上回線も商用電源も
不要な，完全独立型のテレメータ観測が可能になった．平成 13年度には VSAT局 10局の立ち上げトレーニングを
行い，うち 7局を西南日本合同観測のため鳥取県・島根県地方に設置して観測を開始した．同システム専用のハブ
局は，本所のほかに平成 13年度には火山噴火予知研究推進センターにより小諸にも設置され，２つのハブ局によ
る本センターとの共同運用体制となった．VSATの局数は平成 13年度末には本センター分だけで 20局となり，今
後離島や山間僻地での観測を中心に積極的に利用していく予定である．

(c)島弧地殻の変形過程の研究のための合同地震観測

北海道日高衝突帯における合同観測・実験

平成 11年度より，「地震予知のための新たな観測研究計画」の一環として，北海道日高衝突帯を中心とする地域
で，大規模な制御震源探査及び稠密自然地震観測が行われた．このプロジェクトは，地震研究所の特別共同研究と
して，本センター並びに地震予知研究推進センターがその中核となって実施したものである．平成 11年度は，北海
道南部をほぼ東西に横断する屈折法地殻構造調査，十勝平野の反射法地震探査，北海道南部に臨時に展開された高
密度微小地震観測が実施された．また平成 12年度には，衝突帯前縁部に焦点を当て，高密度反射制御震源探査が
実施された．平成 13年度は，この観測実験の解析が進展し，日高地域で現在も進行中である島弧・島弧衝突による
地殻の変形様式が明らかになってきた．即ち，千島弧側（十勝側）の構造は，明らかに日高側に衝上する形状が精
密構造探査によって明らかになった．一方，東北日本弧側では，高速度と低速度の層が互層を成しており，断層褶
曲帯の構造の複雑さが明らかとなった．また，浅層反射法によって変形のフロントのマッピングが行われた．また，
稠密地震観測網によるデータも集積しつつあり，約 3,300個の震源，150個の地震のメカニズム解が求められつつあ
る．構造・自然地震・地質観測を統合した解釈を行う段階に入りつつある．

平成 12年度北海道東部深部構造探査

　平成 12年 7-8月に，地震予知研究推進センターと共同で，北海道東部において陸域及び海域で大規模な地殻深部
構造探査を行った（海洋科学技術センターと共同研究）．この探査は，千島海溝から北海道東部を経てオホーツク
海に至る島弧・海溝系の詳細な構造を求めようとするものである．北海道根室市から斜里町に至る全長 95kmの測
線にオフラインレコーダーを 60点展開し，陸域のダイナマイト発破及び海上測線でのエアガンを収録した．さら
に，この測線の北部において，CDPアレーを展開し，反射法探査も行っている．暫定的な解析結果によれば，深さ
20-30kmにかなり明瞭な反射体が確認された．平成 13年度では，海陸のデータと統合した解析が実施されつつあ
る．また，11年度に海洋科学技術センターと共同で行った四国・中国地方南端部の制御震源探査は解析が進み，四
国下のプレート境界面が明瞭に確認された．平成 13年度には，海陸のデータの統合解析が進展し，南海トラフから
四国下までのプレートの沈み込み構造が明らかとなった．

平成 13年度東海・中部地方深部構造探査

平成 13年度は，海洋科学技術センターと共同で，駿河トラフから東海・中部地方にかけて大規模な屈折・広角反
射法探査を行った．この測線陸域は，東海地震想定震源域を通り，能登半島の西に達するものである．また，陸域
測線南部の中央構造線近傍では，高密度 CDPアレー観測も実施された．この実験から，沈み込むフィリピン海プ
レートの境界からの強い反射波が捉えられた．その詳細な解析によって，震源域近傍のプレート境界の物性につい
て，新しい知見が得られるものと期待される．

(d) 沈み込み境界における地震発生準備過程の研究のための海底地震観測
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海底地震計と人工地震・自然地震を用いて地震発生の準備過程を明らかにするため，地震予知特別事業費により
プレート境界での地震発生準備過程の観測研究を行っている．平成 7 年以降，南海トラフ，三陸沖，日本海東縁，伊
豆小笠原において観測を実施した．南海トラフでは，東南海地震と南海地震の境界付近の陸側プレート内に不連続
的地震波速度構造があることがわかった．三陸沖では，地震活動度が著しく低い東経 143度，北緯 38度 40分～39
度のプレート境界では，著しく強い反射波がプレート境界で観測され，そこに薄い低Ｐ波速度の物質（流体？）が
存在する可能性が示唆された．プレート境界に流体が存在しこれによりプレート境界が力学的にデカップリングし
ていれば，プレート境界には歪みは蓄積せずこの低地震域では将来とも大地震は起きないことになる．伊豆小笠原
海溝付近では三陸沖とは異なったプレート沈み込みの姿が得られた．北緯 31度 30分の海溝付近に有る蛇紋岩ダイ
アピルを東西に横切る結果から，海溝軸から 90 km付近にある島弧側マントルウエッジのＰ波速度は 7.2 km/s程
度と低く，プレート境界に沿って次第に小さくなりながらダイアピルの下に続き，それがダイアピル山頂へとつな
がる．これはマントルウエッジのかんらん石が海洋プレートの沈み込みによって運ばれた水による蛇紋石化で説明
できる．蛇紋石の低温型は，“クリソタイル”であり，これは極めて柔らかく，このような物質がプレート境界に存
在すればプレート境界は力学的にデカップルし大地震を起こしにくいと考えられる．これは伊豆小笠原の大地震発
生の傾向と一致する．三陸沖における観測からは，北緯 40度の地殻構造に不連続があることがわかった．北緯 40
度より北側の陸側地殻の地震波速度はその南側より約 8％ほど低い P波速度であった．この構造不連続より北側は
1968年十勝沖地震と 1994年三陸はるか沖地震の主モーメント解放域（震源域）に相当する．この地震波速度の低
下は，「大地震発生に関連し周囲に破砕帯が形成されそこに流体が移動し地震波速度が低下した」，と考えることが
できる．もしこれが正しければ，次の大地震発生に近づくほど地震波速度は周囲と同じになる可能性があり，地震
予測にとって大変重要である．

(e) 海・陸における稠密な地震観測研究

2000年神津島・新島近海の大規模群発地震活動の観測

平成 12年 6月 26日から，三宅島で地震活動が始まった．その地震活動はすぐに三宅島西方海域へ移っていき，7
月 1日には神津島東方沖で M6.4の地震が発生した．その後も三宅島と神津島の間で活動域を移動させながら，活
発な地震活動が続き，利島・新島や御藏島などの周辺部でも，M6級の地震を含めた活動があった．その間，三宅島
も噴火をし，山頂部の大陥没口形成や大量の火山ガスの放出など活発な活動をしている．この一連の活動期間中，
海域部での地震活動の把握のため，稠密な海底地震観測を行なったほか，試験運用中のテレメータブイ方式の海底
地震計を急遽設置することによって，活発な地震活動中の海底での記録を準リアルタイムで取得することができた．
一部のデータを処理した結果，震源は約 7km以深ではほぼ垂直に立つ薄い板上に分布しているが，浅い部分では広
範囲に広がっており，このことは板上のマグマが海底下に貫入し，その上部で地震活動が誘発されたことを示唆し
ている．13年度には全データの海陸併合処理をすすめた．

紀伊半島西部の群発地震活動

紀伊半島北西部に長期にわたって継続している極く浅発性の群発活動については, 一般的な地震活動場の時間，空
間を縮小したモデル（実験場）として, また広域場の中での１地域として他地域との活動相関を測る場として，蓄
積された観測データに基づき多くの経験則が得られてきている．特に 1969年末に従来の活動域からやや離れて孤
立的に始まった和歌山市に隣接する那賀郡龍門山付近の活動は群発活動の創世期に関する貴重な研究資料となった．
この活動は主に南側に徐々に拡大し，1990年代には有田川上流の活動域とほぼつながり，更に和歌山市との中間部
で従来は地震空白域と見られていた貴志川流域に並行した地震活動が見られるようになった．さらに群発活動が活
発化し，範囲も拡大してきている．和歌山市付近の過去の活動では平均的な年間地震波エネルギー放出量は 10の
12乗ジュール程度に当り，約 10年程度の間隔で M5前後の地震が発生している．この種の地震は 1994 年 10月 16
日のM4.7(Mjma4.4)が最後のもので，以後 6年余りが経過している．最近の数年は目立った活動はないが，活動域
の拡大が従来の経験則にどのように影響するのか注目すべき問題であり，臨時観測点を加え約 20点（平成 12年度
2点追加）で震源域を囲む観測を行っている．また，中央構造線付近などの微細構造調査のため，約 30点（各点 3
成分）からなる無線制御観測システムによる集中観測を行い，SP 変換波による表層構造の推定を行なった．

三重県飯南郡飯高町の群発地震活動

三重県飯高町森付近で平成 11年 1月末から始まった活動は，当初の 2,3ケ月に震源域の拡大があり，有感地震も
多発した．この活動の詳細な推移を追うため震源域直上に観測網（衛星観測点 1点および簡易移動無線 3点）を展
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開して，極微小地震を含めた解析を行っている．約 3年が経過した時点では依然として活動が継続している．この
地域の地震活動は 1965年頃に見られ，局部的に散発的な活動が多く見られるところである．今回の活動に見られた
地震のメカニズム解はほぼ東西方向の主圧力軸を持つ逆断層型であり，同地域の下部に発生するプレ－ト境界の地
震活動との関係など応力場，微細構造との関連など興味深い資料が得られた．

和歌山県日高郡龍神村の群発地震活動

和歌山県日高郡龍神村付近で平成 13年 5月末から始まった群発地震は約半年以上継続した活動が続いている．こ
れらの詳細なメカニズムを得るため同年 9月衛星による臨時観測点 2点を設置した．これまでの結果によれば P軸
の方向が北西―南東の逆断層型（おそらく低角）であり，これはプレートの潜り込む方向と同じである．震源域は
直径 5kmの範囲，最大M=4.2(平成 14年 1月４日），深さは 10kmとほぼ一定である．この地域での長期にわたる
浅発地震活動は 1965年以後この地域で地震観測を始めて以来のことであり貴重な地震データが得られつつある．

南海トラフにおける微小地震の海底観測

プレート間カップリングのゆらぎを考える上において，海溝付近から巨大地震の破壊領域にかけての定常的な地
震活動を明らかにすることは重要である．そこで，M8クラスの地震が繰り返し発生していることが知られている
四国沖南海トラフ域で自己浮上式海底地震計による繰り返し観測を平成 10年から開始し，平成 12 年度に一連の観
測を終了した．この期間に合計約 13ヶ月間の観測を行い，約 500個の震源が沈み込む海洋プレート内及びプレート
境界付近に決定された．海洋プレートの沈み込みに伴い微小地震が発生し始める地点は，温度構造からプレート間
が固着していると推定される地点とほぼ一致する．また，観測域内で海山が沈み込んでいるがこの付近に集中して
発生する地震群も見られる．この研究は，東京大学海洋研究所，海洋科学技術センターとの共同研究として行った．

日本海山陰沖海陸境界域における海底地震構造探査

島弧の地殻活動を理解するためには，詳細な地殻構造を明らかにする必要がある．西南日本は，四国沖南海トラ
フから四国地域にかけての構造探査が行われているが，その背弧域である山陰地方から日本海へかけての地域では
構造探査が行われていない．そこで，平成 12年 9月に山陰沖日本海（隠岐島北西）において，島弧から背弧海盆へ
の構造変化を明らかにする目的で，6台の海底地震計を用いた構造探査実験を東京大学海洋研究所研究船「淡青丸」
KT00-14次研究航海にて行った．その結果，対馬海盆では，地殻の厚さは 17kmであり，そのうち堆積層が厚さ 5km
を占める．日本列島との境界域では，地殻は厚さ 20kmと厚くなり，特に上部地殻と思われる地震波速度 6km/sを
持った層が日本列島に向けて厚くなることがわかった．この研究は，東京大学地震研究所，千葉大学，東北大学，東
京大学海洋研究所との共同研究である．

奄美大島付近における海底地震観測

奄美大島を含む琉球島弧は，陸域が島嶼のみに限られており，活発な地震活動があることが分かっているが，深
発地震面の詳細な形状やマントルウエッジ内の精密な地震分布など明らかになっていない事も多い．そこで，奄美
大島付近において，高精度な震源決定を行うために，24台の海底地震計を用いた微小地震観測を行った．特に奄美
大島東及び南東海域の深さ 20kmから 30kmのマントルウエッジ内で発生する地震の高精度震源分布とメカニズム
の決定，稍深発地震面の形状を明らかにすることが目的である．観測期間は平成 13年 4月から約２ヶ月間であり，
海底地震計の設置及び回収には，鹿児島大学水産学部練習船「敬天丸」を用いた．23台の海底地震計が回収され，
現在解析が進行中である．この研究は，鹿児島大学，東京大学地震研究所，東北大学，九州大学の共同研究である．

北西太平洋海盆WP-2観測点付近における海底地震構造探査

海半球ネットワーク計画による地震観測網の一部として，海底孔内長期観測所WP-2が国際深海掘削計画 191次
航海により北西太平洋海盆に設置された．この海底孔内観測点は，水深約 5500mの深海盆にあり，古い海洋プレー
ト上である．海底孔内観測点では地震観測が継続中であり，今後のデータ解析のためには，観測点付近の地殻構造
を知る事が重要である．また，北西太平洋の海洋地殻の詳細な構造はテクトニクスを考える上においても重要な情
報を与える．そこで，平成 13年 8月に海洋科学技術センター調査船「かいれい」を用いて，シングルチャンネルハ
イドロフォンストリーマ，海底地震計とエアガンを用いた構造探査実験を行った．その結果，地殻の厚さは，堆積
層を含めて約 7.5kmとなり，典型的な海洋地殻であることがわかった．また海洋地殻第２層および第３層の最上部
の速度は，それぞれ，4.5km/s，6.3km/sであった．なお，この研究は，海洋科学技術センターとの共同研究である．

日本海における広帯域長期海底地震観測
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日本海下のマントルと太平洋プレートの構造を明らかにすることは，日本海，日本列島の形成およびダイナミク
スを考える上において，重要である．しかしながら，これまで日本海域に地震観測点がないために，十分な精度で構
造を明らかにすることができなかった．また，深部の構造を明らかにするためには，大エネルギーであり，深部で発
生する自然地震を観測する必要がある．そこで，平成 13年 9月に，東京大学海洋研究所研究船「淡青丸」KT01-15
次研究航海において，日本海に長期観測型広帯域海底地震計を 4台設置した．地震計は，大和碓北大和トラフから
石川県舳倉島に至る直線上に展開されている．４台ともに平成 13年 10月から１年間の観測を行い，平成 14年度中
に回収する予定である．また，この観測に伴い，観測測線を延長するために，舳倉島における地震研究所観測点の
地震計センサーの広帯域型への変更，および通信回線の衛星経由への変更を平成 13年 11月に行い，舳倉島観測点
を含む日本列島上の広帯域地震観測点のデータを現在蓄積中である

(f)新技術の開発

海底地殻変動観測手法の開発
地震の予測のためには，地震発生に至る過程であらわれる地殻現象を観測によって把握することが必要である．

しかしながら大地震の発生現場である海域は地殻変動観測の空白域になっている．このため，海底における地殻変
動の観測手法の確立をめざして，海底測位（GPS測位計）・測距計，レーザー干渉計を用いたボアホール海底傾斜
計，海底孔内設置型体積歪計，海底観測通信ブイ，海底設置型傾斜計，海底重力・圧力計の開発を，平成 7年度か
らすすめてきた．ボアホール海底傾斜計は鋸山にある海底地殻変動試験観測井における長期観測によって十分な精
度を有していることが確認されたが，海底に設置するために一層の低消費電力化をすすめている．他の観測装置に
ついては 12年度までの開発を通じて海底での長期計測が可能となっており，三陸沖他でプレート間カップリングの
変化等にともなう海底地殻変動の検出を実際に試みるための観測等を開始した．東北大学，所内の地球計測部門等
との共同研究である．

回転成分地震計の開発
地震動の回転成分を計ることは，震源破壊過程の詳細な空間変化を解明する事や，地球の捻れ振動を精度よく観

測する事など，固体地球物理学の広い分野にわたって有用な情報を提供してくれる．しかし，これまでのセンサー
は，地震動の回転成分や地球自由振動の捻れモードを記録するほどの感度を持っていない．そこで，平成 9年より，
上記の目的に相応しい高感度回転成分センサーの開発に取り組んできた．回転動を計測する方式としては幾つか
実用化されているものがあるが，我々はファイバーオプティックジャイロを採用して，その改良に努め，試作品の
段階で内部ノイズのレベルを 8 × 10−9rad/secまで下げることに成功した．さらに改良を加えて，ノイズレベルを
10−9rad/secまで低下させた実用化モデルが完成し，平成 14年 1月より，鋸山地殻変動観測所において試験観測を
開始した．また，捻れ振動を記録することを目指した長周期モデルの設計・制作にも取り組んでいる．

(g)地下水観測など
2001年 3月 24日の芸予地震に関連して, 山口県岩国市の民家の井戸の異常の調査を開始した. 2000年の鳥取県西

部地震の発生時ごろから一時的な水温上昇が気づかれていたが, 井戸の持ち主の温度測定が 2001年 3月 23日から
開始されていた. 3月 23日早朝は摂氏 49度, 芸予地震当日 24日の早朝は 48度であった. この日は白濁現象が見ら
れた. この井戸について 4月末から水温連続観測および , 電気伝導度の測定，地下水化学成分分析を随時実施してい
る. これまでの調査で浅層地下水内に深部高温水が時々噴出しているらしいことが分かってきた. 2001年 11月にも
30度の上昇があった．

2000年 10月 6日の鳥取県西部地震の震源域およびその周辺地域においては，地震に伴う異常の調査を継続実施
した．震源域南東端から 5kmの地点の温泉井戸では，前日に 7 時間ほど水位の低下があった．直前にローカルな地
殻変動があったと推測される．震源域およびその周辺での温泉については，3カ所にて水温の連続観測を昨年度よ
り継続し , 水を採取し水質の時間変化の調査を行っている．この地震では，今なお，発光現象は確認されていない．
震源域付近のラドン放出についても繰り返し測定によって確認された．また，1995年 1月 17日の兵庫県南部地震発
生域周辺，1995年 4月 1日新潟県北部地震震源域近傍の笹神村にて，地下水温観測，地電位観測，ガンマ線サーベ
イを継続した．兵庫県南部地震の地下水の観測では，大地震の余効の実態が明らかになってきた．武田尾温泉では，
鳥取県西部地震によるコサイスミックな変動が記録された．地震研究所共同研究特定研究 A「内陸地震の予知」で
は，糸魚川・静岡構造線の長野県北西部白馬村地域において，活断層の地形学的調査，GPS観測，温泉水の水温連
続観測，化学成分分析，ガンマ線サーベイ，地電位観測，人工衛星による地温観則などを継続した．
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2. 地殻変動観測研究分野

南関東・東海などにおいて地殻の変動すなわち歪・傾斜などの連続観測を行うとともに光波測量・GPSによる観
測と合わせて地震発生と地殻変動の関係や地殻のダイナミクスに関する研究を行っている．また，地殻変動の高精
度連続総合観測を可能にするため，開発したボアホール地殻活動総合観測装置（歪 3成分，傾斜 2成分，温度，加
速度 3成分，速度 3成分，ジャイロ方位計などから構成）を伊豆の群発地震発生地域の震源域，東海地震発生地域
や 21世紀に発生すると考えられる南海地震発生地域などのボアホールに設置し観測を継続している．特に伊豆群
発地震発生地点に設置した計器は群発地震の前兆変動と最初の大きな地震の前兆的異常変動およびコサイスミック
な変動を発生した 3回の群発地震全てにおいて記録しており深部ボアホールにおける総合観測の重要性と威力を認
識させた. 鋸山地殻変動観測所では 1992年 10月の移転以来石英管伸縮計３成分，水管傾斜計２成分による地殻変
動観測を行っている．歪変化は南北方向で縮みの傾向を示す．南北成分で年間－ 1.1マイクロストレイン，北東成
分で年間－ 0.77マイクロストレインであるのに対し，東西方向では年間 0.057マイクロストレインである．詳しく
見ると東西方向も 1998年１月ころまでは少し縮みの傾向を示していた（年間－ 0.2マイクロストレイン）がその後
伸びに転じた（年間 0.88マイクロストレイン）．国土地理院による高度基準点測量 (1997年)と精密測地網一次基準
点測量（1988～1991年）から求めた房総半島の水平歪でも南北圧縮が観測されており，鋸山観測所に近接する三角
網での歪量は－ 5.6 マイクロストレインである．歪の大きさとしてもほぼ同じであり，経年変化としては観測所周
辺の地殻変動を観測していることが確認された．傾斜は設置後の初期ドリフトと考えれる変化が約 8ヶ月続き，そ
の後は南北成分では年間 0.2マイクロラジアン，東西成分では年間 0.6マイクロラジアンで，北および西傾斜の傾動
している．国土地理院による一等水準測量（1997年と 2000年）から求めた観測所周辺の傾斜量は南北成分では北
傾斜で年間 0.04マイクロラジアン，東西線分では西傾斜で年間 0.14マイクロラジアンである．変化量は傾斜計によ
り観測された傾斜量の方が大きいが傾斜方向は一致している．また，鋸山地殻変動観測所ではドイツ Jena大学と
の共同研究でドイツから持ち込んだアスカニア型ボアホール傾斜計と震研 90型水管傾斜計との比較観測・研究を
継続している．
GPSによる地殻変動観測では，昨年 10月発生した鳥取県西部地震直後に１周波 GPS受信機による稠密 GPS観測
を震央付近で実施し，余効変動を捕らえた．本年度も 11月に 10日間，同じ観測網で臨時観測を実施した. 2000年
９月ころより山頂北東で低周波地震の活動が活発となったことを踏まえて富士山の地殻変動を明らかにする目的で
火山噴火予知研究推進センターと協力して富士山山麓に３点の GPS観測点を設置した．富士山では現在までテレ
メータによる定常的な地殻変動観測が行われておらず，この観測網の設置により，富士山の定常的な地殻変動を明
らかにすることができる．観測点は商用電源のない，また公衆回線のない場所であるため，電源には太陽電池パネ
ルとバッテリーを用い，データ回収には携帯電話を使用している．データは１日１回自動的に回収され，解析が行
なわれその結果が出力される．現在のところ顕著な地殻変動は観測されていない．
地殻内をつたわる弾性波は応力変化等にともなう地殻内部の微細な構造変化に敏感である．したがって弾性波の

連続測定をおこなうことにより，地殻内部の微細な構造変化，およびそれをもたらした要因の分析につかうことが
できる．弾性波の連続観測からえられる情報は主として速度情報と振幅情報であり，前者は複素弾性率の実数部分
の変化を，後者はＱ値に関する情報をもっている．現在容易に入手可能な変換器のなかでもっとも安定なものの一
つであるクロックが弾性波速度変化の信頼性を支配するので，長期間にわたる微細な変化を高い信頼性をもって調
べることができる.
これまで釜石実験場において，二方向のＰ波速度連続観測とボアホール型ひずみ計によるひずみとの比較観測を
実施してきており，コサイスミックな速度変化や季節変動が認められている．また長期トレンドとしては弾性波速
度増加が認められているが，圧縮応力増加によるマイクロクラック閉塞のみで定量的に説明できるかどうか検討中
である．また本年度は，同一測線上のＰ波とＳ波の連続観測が可能なＰＳドッキング型発振子を設計製作し，予備
実験を実施した．釜石実験場においては，配向性きれつによるＳ波の異方性も検出された．今年度中に連続観測を
開始する計画である．
油壺観測壕においては，歪・傾斜などの連続観測のほか，海半球グループと共同で，弾性波速度，比抵抗，井戸水

位等の連続観測も実施している．速度変化には長期増加トレンドのほか，コサイスミックな変動や潮汐にともなう
変動が検出されている．また，長期的な速度増加トレンドに対して，2000年 7月中旬から 9月末，および 2001年 5
月から 8月末にかけて速度低下が認められた．この時期は国土地理院による GPS観測でも三浦半島から房総半島
にかけて通常と異なる動きが報告されているので，その関連を調査中である．さらに弾性波速度には 14日周期が
顕著に認められているが，そのメカニズムも検討中である．本年度は新たにＳ波連続観測のための発振子の開発を
行い，予備実験を実施した．また新たな測線の導入も計画しており，本年度は予備実験を実施した．
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名古屋大学および東濃地科学センターと共同で，名古屋大学瑞浪観測点にも高精度弾性波速度連続観測システム
を導入した．このサイトでは，名古屋大学の歪・傾斜などの連続観測のほか，東濃地震科学研究所の総合観測装置
等も設置されており，比較連続観測を実施する．

3. 強震動観測研究分野

駿河湾・伊豆半島と足柄平野における高密度の強震観測網を中心とした観測研究を継続している．駿河湾・伊豆
半島地域の強震観測網は東海地方での大規模地震発生を想定して計画されたこと，観測点は地域を代表する露岩上
に設置され，基準観測点的役割を有していることなどの特徴を持つ．足柄平野の観測網は表層地質による強震動へ
の影響を評価することを主目的として昭和 62年度に設置され，IASPEI/IAEE共同ワーキンググループとの連携で，
テストサイトとして位置づけられている．観測点は露岩上と堆積物上に置かれ，平野の中央部および西部で地中の
アレイ観測が実施されている．
平成 9年度以降，順次リアルタイム地震学の分担課題を担うことを目的として，準リアルタイム機能を持つ機器に

更新した．さらに，平成 8年度には地殻変動観測線として使用されてきた静岡県 1,神奈川県４観測局舎において強震
観測を開始した．平成 9年度には小田原市丘陵部に 2個所を，平成 10年度には所内横断プロジェクトによる川崎市，
相模原市，伊東市，熱海市等に計 5個所の新設観測点の新設に協力した．データの利用は原則として利用申請に応
じて適宜提供しているが，平成 11年 4月以降のデータは，ホームページ（http://kyoshin.eri.u-tokyo.ac.jp/SMAD/）
からダウンロードできるよう試験運用を開始している．
また，他大学との共同強震動観測（北海道大学大学院理学研究科：弟子屈，信州大学工学部：信越地震観測所を

含む長野盆地，京都大学防災研究所：潮岬・淡路島，東京学芸大学：構内での小規模アレイ，東京工業大学：福井平
野）を継続している．
同時に，地震火山災害部門と協力して準リアルタイム強震動データ伝送手法の開発，機動観測用強震計の開発を

進めている．アレー微動観測にも対応可能なように増幅器を改善した機動観測用強震計は，1999年に発生したトル
コと台湾の大地震の調査に使用され，成果を上げた．
さらに，平成 12年度以降，大都市圏強震動総合観測ネットワークの一環として強震動基準観測装置を八王子，鋸
山，筑波地震観測点の観測壕内に設置し，無線および衛星テレメータによるリアルタイム強震動基準観測を継続し
ている．

地震予知情報センター

教授 阿部勝征 (センター長)，菊地正幸
助教授 鷹野 澄
助手 山中佳子，鶴岡 弘
大学院生 八木勇治 (D3), 山下主税 (M2), 室谷智子 (M1), 山口広訓 (M1)

地震予知情報センターは，全国地震予知研究情報ネットワークの全国センターとしての任を負い，全国規模で得
られた地震予知観測データの収集，整理，提供を行うとともに，ネットワークやデータベースなどの情報流通基盤の
整備，広帯域地震計観測網の整備などを行っている．また地震や津波の発生メカニズムの研究，国内外の地震デー
タを用いたリアルタイム地震学の研究，インターネットを用いた地震情報提供システムの研究など，自然地震学か
ら情報科学までの幅広い研究活動ならびに全国共同研究を行っている．
平成１３年度の主な活動は以下の通りである．

1. 新 J-arrayと全国地震波形データベースの利用システムの開発

本センターでは，地震研究所の共同研究の一つとして，平成 7年より，全国大学の地域センター等と共同で，各大
学の地震波形データベースをインターネットを介して提供する地震波形データベース利用システムの開発を行い共
同運用している．さらに本センターでは，衛星テレメータで収集されている各大学の高感度地震波形データにフィ
ルターをかけ 20Hzにリサンプリングした J-array標準データを新 J-array地震波形データベースとして，WWWを
介して公開している．また 1999年，2000年の巨大地震（Ｍ 7.6以上）については CD-ROM化を行い研究者に配布
している．今年度は，各大学に設置している利用システムの機種更新を行い性能向上を実施した.
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2. 国立大学観測網地震カタログ (JUNEC)

北大，弘前大，東北大，東大地震研，名古屋大，京都大，高知大，九州大，鹿児島大により運営されてきた地震予
知観測情報ネットワークの観測網で得られた再検測地震データを統合処理した「国立大学観測網地震カタログ（通
称 JUNEC ）」を作成し公開している．現在 1985年 7月から 1997年までが刊行されている．作成されたデータは，
CD-ROMによりデータ提供機関に還元している．また，一般研究者にもCD-ROMで公開している．なお，震源デー
タに関しては国内，海外利用者も多いことから，FTPで一般に公開している．

3. EIC地震学ノート

M7以上の大きい地震，あるいは，大きくなくても重要と思われる地震，興味ある地震について，震源の破壊過程
を遠地実体波を用いて解析し，「EIC地震学ノート」として，Web上で公開している．URLは http://wwweic.eri.u-
tokyo.ac.jp/EIC/EIC News/である．解析結果だけでなく，メカニズム・破壊様式の特徴，テクトニックな解釈など
も加えている．1996 年 8月より開始し，2002年 1月までに 113号に達している．ときどきマスコミのニュースソー
スとして使われる．

4. EICニュースレター

本センター施設利用者への情報提供や連絡用として，1997年 12月より『EICニュースレター』を発行している．
およそ２～３ヶ月に１回のペースで，2002年 1月に第 24号を発行した．内容は，地震に関する最新の話題，ソフ
ト・データベースなどの利用資源に関する情報，センターの利用状況，センタースタッフによる地震学情報，セン
ターからの連絡事項などである．毎号 500部印刷し，利用者に配布している．

5. 一般向け地球クイズ

地球科学の知識を楽しく学べるように一般向けの地球クイズシステムの開発を行った．写真や図表を含む問題を
作成したのが特徴である．問題はＱ＆Ａの４択方式で，地震・火山に関する 100以上の問題から構成され，基礎編・
マニア編の２部から構成されている．このシステムはWWW上で動作するので，インターネットに接続されたマシ
ンから自由に挑戦することができる．URLは 　http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/quiz/である．

6. 並列計算機

全国共同利用研究所の共同利用の計算センターとして，データベースやデータ解析，シミュレーションなどのた
めに，SGI Origin 2000システムを平成 11年 3月に導入し，全国の研究者に提供している．Origin 2000は，64台の
CPUからなる並列計算機で，コンパイラの自動並列化機能や並列化数値計算ライブラリ LibSciを利用する事で並
列計算が容易にできる計算機である．導入以来シミュレーションなどの計算需要が順調に伸びて，2年目にしてす
でに月平均の CPU稼働率が 80～90%に達し，処理能力が不足する事態となっている．登録利用者数は約 500名で，
そのうちの約 150名が毎月利用している．

7. WWWサーバによる情報提供

インターネットの情報提供システムであるWWWサーバを立ち上げ，地震・火山等の情報提供を行っている．特
に世界で起こった大地震や被害地震,あるいは日本の火山噴火が起きた場合に,それらの地震・火山活動に対する解
析結果や情報などを特集ＨＰとして世界に発信している．http://wwweic.eri.u-tokyo.ac.jp/topics-j.html また科学技
術振興調整費「アジア・太平洋地域に適した地震・津波災害軽減化技術の開発とその体系化に関する研究」にも積
極的に参加した．今年度は新たにWWW上で震源情報を入力すると各地の津波高の予測値がわかるという津波予
測システムを開発した（http://wwweic.eri.u-tokyo.ac.jp/tsunami/）． このほか地震カタログ検索システム tseisを
運用し，多くのユーザーに利用されている．

8. 古い地震記象の利活用

地震研究所には各種地震計記録（煤書き）が推定で約 30万枚ある．この地震記録を整理し利用しやすい環境を作
るため，所内に「古地震記象委員会」を設置し，(1)マイクロフィルム化 　(2)検索データベースの作成 (3)原記録
の保存管理を行うことにした．平成 10年度から作業を開始し，平成 13年度の段階で約 20万枚のマイクロフィルム
化が完成，同時に，記録のリストも作成している．
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9. 首都圏強震動ネットワーク

平成 11年度の補正予算で全国 6大都市圏の拠点大学に強震動総合観測ネットワークシステムが整備され,これに
より自治体等の強震計・震度計観測網の波形データを大学に収集するシステムが構築された．本センターでは首都
圏強震動総合ネットワークを担当し，東京都，東京消防庁，神奈川県，横浜市，埼玉県などの震度計の波形データ
を収集している．本年度は，収集した波形を処理して最大加速度や SI値などを波形データと共に公表するシステム
を開発し，Web上にて公開している．URLは，http://www.sknet.eri.u-tokyo.ac.jpである．

10. 既往大地震のアスペリティマップの作成

地震時の断層滑りはかなり不均一に起こる．ここで大きく滑る領域をアスペリティと呼ぶ．最近，同じ震源域内
で起こった再来大地震の比較研究から，アスペリティの位置はあらかじめ決まっていることがわかった．そこで，気
象庁や大学に残されている過去約百年間の地震記録を掘り起こし解析することにより，既往大地震の全国アスペリ
ティマップを作成している．アスペリティの分布は地震の発生パターンや強震動分布に大きな影響を与えるので，今
後の地震発生予測や強震動シミュレーションにとって重要なデータとなろう．

11. 高感度地震波形データの全国リアルタイム流通システムの開発

防災科学技術研究所の高感度基盤観測網 (Hi-net)の整備を受けて，防災科研，気象庁と国立大学が共同で高感度
地震波形データの全国リアルタイム流通システムを開発した．本システムは，地上回線でデータ交換した地震波形
データを大学の衛星システムを用いて全国にリアルタイムで配信し，全国どこでも利用可能にする，画期的なシス
テムである．本センターは，地震地殻変動観測センター，地震予知研究推進センターと共同でこのシステムの開発
を推進した．

火山噴火予知研究推進センター

教授 井田喜明，渡辺秀文 (センター長)，中田節也
助教授 鍵山恒臣
助手 及川 純，金子隆之，大湊隆雄，吉本充宏，坂下至功，萩原道徳
技術官 竹田豊太郎，長田 昇，小山悦郎，辻 浩，増谷文雄，下村高史
COE研究員 宗包浩志，中道治久，下司信夫, 三谷 (門野)典子
大学院生 鈴木由希 (D3), 王子裕幸 (D3), 嶋野岳人 (D3), 長井雅史 (D3),

Srigutomo Wahyu (D3), 寺田暁彦 (D2), 小林知勝 (D1), 松下誠司 (M2),
秋政貴子 (M2)，桧山洋平 (M1), 杉岡 学 (M1)

　本センターでは，火山やその深部で進行する現象の素過程や基本原理を解き明かし，火山噴火予知の基礎を築く
ことを目標として，各種の観測や調査，分析，実験，理論や数値シミュレーションなど多様な方法を用いて，火山
の形成過程，噴火の発生機構，マグマの動態，マグマの移動や蓄積と関連した物理・化学現象などの諸研究を幅広
く推進している．2001年度の活動の概要は以下のとおりである．

1. 有珠山の観測研究

　赤外映像装置によって噴煙の表面温度の連続観測を行い，その時間変動を調査した．その結果，１０数秒程度の
基本周期を持つ温度変化をしていることが明らかとなった．この周期が噴煙活動のメカニズムとどのような関連が
あるのかを今後検討する．有珠山 2000年噴火活動についての観測データを総合し，ドーム形成過程のモデル化を
行っている．また，全国の関連研究者との共同で，噴火予知計画に基づく火山体構造探査を 11月上旬に実施した．

2. 三宅島の観測研究

(a)GPS観測
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2000年 6月から GPS観測を継続している．北側山腹の観測点を復活させ，現在，２周波観測点 8点，１周波観測
点 3点の計 10点の連続観測点を維持している．2001年 2月に三宅島の収縮率が鈍化し，そのレベルが 6月まで続
いたが，6月になって更に鈍化し，誤差の範囲では変動が捉えられなくなった．収縮変動源は，2000年 9月～2001
年 1月までのデータ解析によって，三宅島山頂火口のやや南斜面直下の約 5kmに存在することが分かっている．収
縮変動の原因として，マグマ溜まりに含まれている火山性ガス成分が山頂火口から放出されるのに伴い収縮すると
いうモデルを提案した．実際，2001年 2月以降の地殻変動率の鈍化は，放出される火山性ガスの量の減少と対応し
ている．

(b)稠密地震観測

2001年 5月に，九州大学と共同で三宅島島内に 25点の地震観測網を設置した．データはすべて現地収録で，2001
年 9月まで連続データを収録した．初歩的な解析の結果，山頂火口直下の火道に関連する震源分布が得られている．
様々な種類の火山性地震・微動が捉えられているため，今後の解析により火道の状態が明らかにされることが期待
される．また，島外で発生する地震の記録から，三宅島の直下に強い地震波減衰域が存在することが確認された．
今後のデータ解析により，マグマ溜まりを示す異常域の分布を明らかにする予定である．

(c)電磁気調査

三宅島において全磁力，比抵抗，自然電位調査を継続している．三宅島の火口直下の温度変化に対応した変化を
検出することに成功した．

(d)地質学岩石学的調査

2000年噴火の噴出物について分布状態を調査するとともに，2000年 8月 18日に噴出した火山弾を採取し，岩石
磁気学的な方法により噴出時の温度推定を行った．さらに，同上噴出物について岩石学的に検討を行い，2種類の
マグマが噴火に関与していたことと，それぞれのマグマと噴火の経緯との関連を明らかにするなど，マグマ供給系
についての理解を深めた．また，各機関の協力の下，ヘリコプターによる上空からの観測を定期的に行ない，カル
デラ内の状況と噴煙活動の観測を行った．

3. その他の火山の観測研究

(a)富士山の緊急観測

2000年 9月頃より富士山北東山腹地下で低周波地震の活動が活発化したのに対応し，富士山の地殻変動を明らか
にする目的で地震地殻変動観測センターと協力して富士山山麓に３点の GPS観測点を設置した．また，地震，傾
斜，地磁気等の観測を強化した．

(b)地殻変動観測

噴火予知計画に基づく雲仙岳の集中総合観測の一環として，雲仙岳の北西麓で水準測量を行った．火山センター
では，1990年の噴火以前から地殻変動の観測を継続しているが，水準測量から得られた成果は火山活動の長期的な
推移の把握に貢献している．浅間山でも水準測量を行った．また，傾斜計の性能向上を目指した実験観測を，2000
年 1月から油壷観測所において実施し所期の成果を得た．

(c)紀伊半島の電磁気構造調査

火山活動が十数Ｍにわたって起きていない紀伊半島では，温泉活動やマグマ活動を示唆するヘリウムの同位体比
異常が知られている．これらの異常現象がどのような原因によっておきているかを明らかにする目的で，紀伊半島
南部において電磁気構造調査を行った．現在データを解析中である．調査は 3年程度をかけて行う予定である．

(d)箱根の熱観測

　6月～8月にかけてみられた地震活動の活発化に対応し，赤外線熱映像装置（赤外カメラ）により，大涌谷地域の
噴気地帯の観測を行った．結果については現在解析中であるが，熱活動のピークは，地震活動のピーク（7月）より
やや遅れ，9月頃にあることがわかった．

4. 衛星画像を用いた火山のリモートセンシング
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人工衛星ノアの AVHRR画像を用いて 2000-2001年の三宅島の熱観測を行った．この結果，ガスの大量放出が始
まった 2000年 9月頃から熱異常が見られるようになり，この熱異常はレベルの変動はあるものの現在まで続いてい
ることが明らかになった.
東京理科大学と共同で，東アジアの活火山監視を目的とし，ノア AVHRRによる準リアルタイムモニタリングシ
ステムの開発に取組んでいるが，開発した試験システムを用い，今年度 1年間にわたり，日本の 10活火山を対象に
試行観測（http://vrsserv.eri.u-tokyo.ac.jp/REALVOLC/で公開中）を行った．この中で，三宅島，阿蘇，桜島，諏訪
瀬島で熱異常が観測され，これらの多くは噴火や熱活動の活発化に対応していることがわかった．
ランドサット TM赤外画像の熱解析に基づいて，雲仙溶岩ドーム成長様式の検討を行った．この結果，マグマ供
給率が高いときは，主に地表に溶岩が噴出する形式で溶岩ドームが成長し，供給率の低下に伴い，次第に溶岩ドー
ム内部に溶岩が貫入する形式で成長するようになったことがわかった．

RADARSATの画像を利用し，2000年 7月～9月に三宅島で起きたカルデラの拡大状況の解析を行った．この中
で，衛星 SAR画像が火山の地形判読に十分利用でき，天候が不順なことが多い地域の噴火観測に有効であること
を示した．
ランドサット TM の昼間と夜間の赤外画像を定量的に比較・検討し，昼間の短波長赤外画像が火山の詳しい熱解
析に向かないことを示した．

5. 高噴火ポテンシャル火山についての共同研究

3年目に当たる地震研究所特定共同研究（Ｂ）「高噴火ポテンシャル火山における噴火の規模・様式に関する研究」
を実施した．また，地震研究所研究集会「高噴火ポテンシャル安山岩質火山の噴火プロセス・メカニズムおよびマ
グマ供給システムについての研究集会」（代表者：高橋正樹日大教授）を群馬県利根郡片品村で行い，日光白根およ
び男体山の現地討論を 10 月 27～29日に実施した．約 20人の参加者があった．

6. 科学技術振興調整費研究「雲仙火山」

(a)電磁気構造調査
雲仙科学掘削の一環として，電磁気学的手法により，雲仙火山の構造，雲仙火山のマグマと地下水の相互作用を

研究している．2001年は，雲仙火山東部において調査を行い，普賢岳からガスや熱が拡散していると考えられる低
比抵抗分布を明らかにした．

(b)岩石学的検討
科学技術振興調整費研究「雲仙火山」で火道掘削の科学的意義について岩石学的側面からの検討を行った．火道

を海水準より浅部の複数箇所で掘削することにより，上昇するマグマからの脱ガス過程について制約条件を与える
ことができると期待される．また，火道掘削のための 2000年 1-3月に実施したパイロット坑のボーリングコアにつ
いて地質学的検討を行った．さらに，山体掘削で得られた岩石試料の検討を行い，化学組成上のステップが繰り返
して見られることを明らかにした．このステップ について岩石学的な検討を行ない，結晶質のマグマ溜りに苦鉄質
マグマが繰り返し注入しているというマグマ供給系のモデルを立てた．

7. 科学技術振興調整費研究「富士山」

科学技術振興調整研究「富士山」の噴火履歴解読のためにボーリング調査地点を決定するとともに，浅部ボーリ
ングコアを使った解析研究を開始した．また，富士山の北東斜面に分布する噴出物の調査を行い，玄武岩質火砕流
の発生プロセスについて検討を行っている．さらに，来年度から本格化する自然地震を用いた火山体構造探査や低
周波地震発生メカニズム解明のための観測網構築の下調査を実施した．

海半球観測研究センター

教授 歌田久司（センター長），深尾良夫，金澤敏彦（併任），川勝 均
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助教授 山野 誠，森田裕一，塩原 肇
助手 綿田辰吾, 清水久芳, 竹内 希
日本学術振興会特別研究員

西田 究
日本学術振興会外国人特技術別研究員

Olivier Gensane，Tang Ji
IFREE研究員 市来雅啓，馬場聖至
大学院生 山村恵子 (D3), 小山崇夫 (D3), 山本 希 (D3), 高橋優志 (D1),

浅利晴紀 (M2), 尾崎輝恵 (M2), 濱元栄起 (M2), 大木聖子 (M1)
研究生 後藤秀作

1. 地球の内部構造と内部過程の解明:全国共同研究による海半球ネットワーク計画 (OHP)の推進

1-1 深海底を含む西太平洋地域への地震・電磁気・測地観測網（海半球観測ネットワーク）の展開

(a）海底孔内高帯域地震観測

　国際深海掘削計画 (ODP)により，1999年の三陸沖，2000年の北西太平洋海盆 (WP-2) に引き続き，2001年 4月
に西フィリピン海盆で海底孔内広帯域地震観測点 (WP-1，北緯 19.3度，東経 135.1度，水深 5640m)を設置し，約
1000kmスパンでの定点高帯域地震観測網を西太平洋域に展開することが完了した．同観測点でのシステム起動は
2002年 3月に無人潜水艇により行う予定である．また，2000年 11月に起動したWP-2 へ 2001年 8月に行き，世界
初の 3ヶ月連続での海底孔内地震観測記録の取得に成功した．現在は 2002年に再訪するまでの長期連続観測を直上
の海底面での比較観測も並行して継続中である．海底孔内での地震記録は予想されたように低雑音でその時間変動
が少なく，震央距離 90度以下では Mb4.5程度の地震までが充分に識別可能である．

(b）機動的海底長期地震・電磁気観測

　機動的海底地震・電磁気観測システムとして，自己浮上型の長期型広帯域海底地震計及び海底電磁力計を開発し，
1999年 8月以降，複数の長期観測を開始している．2001年 7-8月にはWP-2において前述の広帯域海底地震計と共
に別航海により海底電磁力計も設置し，2000年 11月に中断していた長期観測を再開した．2002年 3月には上述の
WP-1近傍に広帯域海底地震計と海底電磁力計を設置する予定である．すでに約 1年分蓄積されたWP-2での海底
地震観測記録から，予備的な解析により内部構造を得られる事が分かってきている．海底地震計・電磁力計による，
対象領域を絞った長期アレイ観測を 1999年 11月から 2000年 7月にかけてフィリピン海を横断する測線ですでに実
行したが，より高密度な同様なアレイ観測をマリアナトラフで 2001年 10月から開始し約 1年間の記録を取得中で
ある．

(c）海洋島地震観測網

　陸上広帯域地震観測網では，観測機器を高精度なものに統一する標準化が一応終了し，観測を軌道に乗せること
ができた．今年度はこれまで構築した 9ヶ国 14観測点の維持を行うと同時に，観測を継続するうちに明らかになっ
た問題点を解決することを行った．例えば，雷害の多いインドネシアの観測点においては，従来からの雷害対策を更
に強化し，長期に安定した観測が可能になるように観測機器の改良を行った．また，各国の観測点を共同で運営し
ている諸外国の研究機関との連携を深め，共同研究を企画することも試みた．特に，ベトナムにおいては，同国地
球物理研究所と共同で，この観測網に加えて同国に広帯域地震アレイ観測を行うことを企画した（次節 (b)参照）．

(d）海洋島電磁気観測網

　これまでに設置したポナペ（ミクロネシア連邦ポンペイ），キリチマチ（キリバス共和国），ワンカイヨ（ペルー），
長春（中国），トンガ（トンガ王国），モンテンルパ（フィリピン），およびマジュロ（マーシャル諸島共和国）に
おける観測を継続した．また，極地研究所からの申し入れにより，南極昭和の地磁気観測データを海半球データに
加えることになった．さらに 2001年度中には，カンチャナブリ（タイ）に観測点を設置する予定である．

(e）海底ケーブルネットワークによる電位差観測

31



　引き続き，グアム-二宮・グアム-フィリピン・グアム-ミッドウエイ・グアム-沖縄・直江津-ナホトカ間の電位差観
測を継続した．

(f）海底地殻変動観測

　海底測地観測の実証実験は，2001年 7月に三陸沖日本海溝の海側に海底点を設置して開始された．観測船と海底
点間での音響距離測定は充分に行え，数 100kmの長基線での GPS測位も高精度ルビジウム発振器の導入で安定し
た高精度な解が得られている．今後は，更に海底点を増やし，繰り返し観測を継続していく．

1-2 海半球観測網を補完する長期アレー観測

　海半球プロジェクトにより地震，電磁気，GPS，超伝導重力計等の定常観測網は整備され，そのデータが蓄積さ
れてきている．これらの観測網のデータを利用する一方で，より詳細な地球内部構造を推定するために，稠密なア
レー観測も行っている．1999-2000年にかけて，フィリピン海の海底で臨時広帯域地震及び電磁気アレー観測を行い，
フィリピン海プレート下の上部マントルの地震波速度構造及び電気伝導度構造の解析を総合的に行った．その結果，
この地域における上部マントルに含まれる水の分布より縁海下部のマントル粘性について新たな知見が得られる可
能性があることが明らかになった．また，この海底観測と同時に，中国の江蘇省，山西省，山東省，内蒙古自治区の
４ヶ所で，中国地震局分析預報中心と共同で臨時に広帯域地震計を設置し，観測を行った．この中国大陸の広帯域
地震アレーは既存の観測網（CDSN)，海底地震計アレーのデータと併合して解析することで，トンガ・フィージー
の深発地震からほぼ等間隔に長い測線で広帯域地震波形が得られることになり，より深部の下部マントルの構造の
推定を目指して解析を進めている．
海半球定常観測網の構築を通して，各国の研究機関と共同研究を企画できるようになってきた．今年度は地球核

の構造を研究するために，南米の深発地震帯の対蹠点であるベトナムで広帯域地震アレー観測の計画を立案し，観
測点調査を行った．大きな深発地震を地球の反対側（対蹠点）で観測することにより，通常は微弱で見えない地球
内核を多重反射してくる地震波がフォーカシング効果により観測できる可能性がある．この種の地震波は内核境界
の情報を多く持っているが，深発地震の発生する場所と陸地の分布から，対蹠点で地震観測できる場所は極めて限
られている．ベトナムはこのような観測を行うには最適な場所の一つである．また，ベトナムでは 2001年３月に
西北部でM=4.9の地震が発生し，建物等に多数被害が出たため，広帯域地震観測に強い関心を持っている．この地
域は中国雲南省から続く地震帯の南東端に位置し，インドシナ半島を突っ切る紅河構造帯との関連も注目されてお
り，テクトニクス上も興味深い．2002年３月にベトナム地球物理研究所の協力を得て，同国内に数点の広帯域地震
アレーを構築し，観測を開始する予定である．
また，1998年以来継続して，中国地震局地質研究所の協力を得て中国東北部吉林省および遼寧省においてネット

ワークMT観測を実施した．電話回線を利用した地電位差観測データと，長春に設置した海半球型磁力計システム
による地磁気観測データを用いてMTレスポンス（地球内部の電気伝導度を調べるための情報）を求めた．それを
用いて求めたマントル深部構造をこれまでに他の地域で得られた構造モデルと比較したところ，同地域ではマント
ル遷移層の深さで電気伝導度が他地域に比べて有意に高くなる傾向が見られた．

1-3 海半球ネットワークデータの編集・公開

　昨年度までに開発したネットワークデータセンターシステムを増強した. 台湾にもデータサーバーを設置し, 日
本・米国・台湾にまたがる国際ネットワークデータセンターを構築した. 現在海半球データ公開システムにより取
得可能な地震波形データは, OHP, EOC, JMA, GEOTOC, IRIS/USGS, IRIS/IDA, IRIS/CDSN, BATS の広帯域波
形データである.
将来的な他機関でのネットワークデータセンター開設を視野に入れ, 海半球データセンターシステムの標準パッ

ケージの仕様策定をした. 標準仕様では, miniSEED フォーマットのデータを IRIS のデータ管理ソフトウェアを用
いて管理する. このパッケージを用いれば , ネットワークデータセンターの開設・移設が容易になる.
上記仕様策定を踏まえて, winデータサーバーの仕様も策定した. 従来の仕様では, winフォーマットでデータアー

カイブし ,データリクエストを受け付けた後に SEED へのフォーマット変換を実施していた. 本仕様では, winデー
タを準リアルタイムに miniSEEDにフォーマット変換し , 標準パッケージにてデータ提供可能な状態にする. ソフト
ウェアの共有化が促進されるとともに, フォーマット変換に要する時間だけ応答時間が短縮されると期待できる.

1-4データ解析に基づく地球の内部構造と内部過程の解明
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　全マントル P波走時トモグラフィー広帯域地震波形記録から相関法を用いて読みとった PP–P走時差データをデー
タセットの中に組み込んでインバージョンを行い，従来不鮮明であったハワイホットスポットの下の上部マントル
から下部マントルにかけての構造やロシアの下の上部マントル構造を明らかにした．現在，減衰の効果を再吟味し
て改訂版モデルを作りつつある．
最近の代表的な全マントルＰ波及びＳ波トモグラフィーモデルに映し出された沈み込むスラブのイメージを環太

平洋の沈み込み帯に沿って系統的に調べ，スラブがマントル遷移層に横たわる現象が一般的に見られることを示し
た．また下部マントル中にイメージされているスラブは過去のプレートのものであることを指摘し，stagnant slab
の重力不安定によって始新世プレート運動の大再編が起きたとする仮説を提唱した．

Direct Solution Method を用いた波形インバージョンによる内部構造モデルを改善した. 新しい広帯域波形イン
バージョン手法を開発し ,データセットの不均一性を客観的な指標を用いて均一化した.
多重反射 ScS相の広帯域地震波形を解析し，西太平洋地域の上部・下部マントルの成層構造の地域性を詳細に明

らかにした．特に，沈み込み帯における遷移層不連続面の長い波長の凹凸が小さいことを示した．同時に，P-S変
換波の解析結果と総合し，地震学的観測のみから，遷移層不連続面における密度変化量を推定することに成功した．
また，過去のわれわれの研究によって存在が示された中部マントル (mid-mantle)の不連続面が，全球的に複数存在
する可能性を広帯域波形の解析から示した．
海底ケーブルによる電位差データの解析を行ない，１日～２０日にわたる長周期の外部磁場変動の応答関数の特

性を調べたところ，平均的には４００～６６０ km位の深さでマントルの電気伝導度が２桁くらい増大するという
球対称電気伝導度モデルが得られた．観測値とこの平均的なモデルから予想される計算値との差は観測点によって
は非常に大きく，大規模な不均質構造の存在が示唆された．この大規模な不均質構造を求めるために，準グローバ
ル３次元インバージョンの手法を開発し，北大平洋域で得られた実際のデータに適用した．地震波速度構造との対
応が議論できる程度の解像度の，電気伝導度のイメージングに成功した．

2-1 地殻の「壷」における固体・流体複合過程の観測的研究

　油壺地殻変動観測所観測壕内で，伸縮および傾斜の変動観測に加え，比抵抗，弾性波（P波），壕内および地中
温度，地下水位，気圧などの連続観測を継続して実施した．

(a) 弾性波観測

　弾性波速度測定精度は記録系のクロックにより支配されるが，クロックの長期安定性が高いという特徴をいかす
べく，弾性波速度の長期トレンドを調べると，大局的には速度増加というトレンドが認められた．また，2000年 7
月から同年 9月，および 2001年 5月末より同年 8月中旬にかけて速度低下が認められている．速度増加という長期
トレンドの原因として圧縮応力増加にともなう間隙の閉塞があげられるが，定量的議論には至っていない．昨年お
よび本年に認められた速度低下現象のメカニズムは未解明であるが，地理院による三浦半島や房総半島の GPS計
測結果にもほぼ同時期に異常な動きがあることに注目している．

(b) 弾性波観測の結果

　弾性波速度変化・減衰変化と海洋朝夕変化との間に著しい相関のあることを見いだし詳しい解析を行った．結果
は以下の通り：(1)弾性波速度変化・減衰変化との相関は海洋朝夕による直線歪や剪断歪よりも面積歪変化との間
で相関が高く位相のズレもない．これは，弾性波速度変化・減衰変化が海洋荷重変化に伴う壕内岩石の空孔の開閉
によって起きていることを示す．(2)弾性速度変化には大潮小潮に対応する２週間周期の変動が見られる．これは，
弾性速度変化がその時点における面積歪だけでなく，面積歪のピーク値とピーク値からどれだけ時間をかけて現在
に到達したかに依存するためである．(3)以上，弾性波速度変化・減衰変化の現象論的振る舞いはかなりわかってき
た．こうした振る舞いを起こすメカニズムを明らかにするために，S波の観測システムの開発を始めた．

(c) 比抵抗観測

　比抵抗観測データについては，その変動の原因を解明する事を目的として，地殻変動観測（伸縮および傾斜）を
はじめとして，壕内空気中および地中温度・潮位・地下水位・気圧などの観測データを加えた総合的な解析を開始
した．第一段階として，比抵抗の潮汐周期および年周変動などの周期的な変動や，数十日の時間スケールをもった
変動の原因の同定を試みている．並行して，比抵抗とその他の物理量との関連を定量的に評価するために，モデル
計算の手法の開発を行った．変動の原因が同定されれば，モデル計算によって定量的な検証が可能となる．これら
について最終的な結論が得られた次の段階では，地震に関連する比抵抗変化の原因の考察を行う予定である．
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2-2 活火山体下の固体・流体複合過程の観測的研究

　火山を固液複合現象の実験場としてとらえ，広帯域地震計という切り口で火山活動を見直すことで，新たに見え
てくる現象の解明を目指している．2001年は以下の観測研究を行った．（１）前年に引き続き京大・東工大と共同で
阿蘇山での広帯域地震ネットワークを維持し，基本周期１５秒の長周期微動源（火口直下の亀裂構造内での熱水活
動による）のモニタリング．（２）2000年 3月の有珠山噴火に際して，北大理学部と共同で噴火直前から機動広帯域
地震観測を行った．噴火活動のもっともはげしい期間に周期 12秒の振動現象を発見した．震源が深い（約５ km）こ
とや震源メカニズムの解析から，マグマ溜まりからのマグマの流出を地震学的にとらえたと考えている．

2-3 海溝内側斜面に起こる固体・流体複合過程の観測的研究

　海溝陸側に発達する付加体において，付加する堆積物から排出される間隙流体の流れにより，熱・物質がどのよ
うに運ばれるかについての研究を行っている．四国・室戸沖の南海トラフ付加体では，最近行った集中的な熱流量
測定の結果，付加する直前の堆積物がたまっている南海トラフ底において熱の放出量が異常に高いことが判明した．
付加体上における測定結果と合わせてみると，この異常の熱源の一部は海底下の比較的浅い所にあると考えられ，
間隙流体の移動によるものである可能性もある．また，海底面における熱と間隙流体の流れの時間変動を捉えるこ
とを目的として，堆積物中の温度プロファイル及び間隙水圧勾配を長期計測する装置の開発を進めている．このう
ち温度記録装置に関しては，既に約 7か月間のデータを得ることに成功しており，新たに２地点での長期観測を実
施している．これらの長期温度データを解析すれば，海底水温変動の影響等を除去し，海底下深部からの熱の流れ
を求めることが可能となる．間隙水圧記録装置については，現在，約１年間の長期計測実験を行っている．

2-4 地球常時自由振動帯域での固体地球ー海洋ー大気の相互作用

　海半球ネットワークの 1点である南極昭和基地の超伝導重力計の記録を解析して見いだされた常時自由振動は，
その後多くの広帯域グローバル地震観測網のデータを用いて間違いなく実在する自然現象であることが確認された．
新たに波数-周波数領域で常時自由振動を解析することにより，より高周波数（50秒）までその存在が確かめられ
た．また最近では，この常時自由振動が年周変動をおこしていること（北半球の夏に振幅が大きい），大気との共
鳴が予測されるモードの振幅が異常に大きいことが，見いだされた．地表の振幅（約 0.01ミクロン）は大気擾乱励
起説により説明可能である．一方，大気圧と深海底での圧力変動を比較すると，常時自由振動帯域では，深海底の
圧力変動のパワーが大気圧のそれより１－２桁大きいこと，地動スペクトルの周波数（10000秒～50秒）依存性は
大気圧変動のそれとよりも深海底圧録変動のそれに酷似していること，これまでの大気擾乱説では太陽輻射の大き
い夏に圧力変動は増大を予測するが大気圧，深海底圧力は冬季に圧力増大していること，陸上と海洋底圧力変動が
共に風速と良い相関をもつことなどの新事実が明らかとなってきた．これらの観測事実は海洋上を吹く直流の風の
エネルギーが効率良く海洋表面にて常時自由振動帯域の波浪エネルギーへ変換され深海底圧が大気圧よりも大きな
パワーを持ち，海洋波浪が有力な励起源となっている可能性，を示唆している．海洋励起説と大気擾乱励起説の検
証のためには，大気・海洋での圧力変動の空間構造を詳しく調べる必要がある．海洋励起説の検証のため，日本周
囲の既存の釧路，三陸，房総，東海，室戸設置された津波計や，全世界の微気圧計データから圧力と風速との相関，
季節変動を示し，アレー解析による深海底での圧力空間スケールの見積もりと圧力変動起源の推定を行う予定であ
る．また，大気擾乱説を検証するためにはこれまで不明である大気擾乱の時空間構造を空間スケール 1km程度で詳
しく調べる必要がある．そのため東大農学部千葉演習林において微気圧計のアレー観測を行ない大気擾乱の構造を
調べる研究計画に着手した．現在微気圧計システムの開発は終了し，その試験観測の結果も良好である．

八ヶ岳地球電磁気観測所

施設長 歌田久司 (教授，併 　海半球観測研究センター)
技術官 小山 茂

1. 日本列島中央部（関東・伊豆・東海・甲信越・伊豆小笠原を含む地域）の基準観測と東海地域の地球電磁気観測
（地震予知計画による）
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以下の各観測点における連続観測を実施した．
a)八ヶ岳地球電磁気観測所における基準観測
b)篠坂観測点：プロトン磁力計による全磁力観測，電場観測
c)富士宮観測点：プロトン磁力計による全磁力観測
d)俵峰観測点：プロトン磁力計による全磁力観測，フラックスゲート 3成分磁力計による３成分磁場観測，電場観測
e)相良観測点：プロトン磁力計による全磁力観測，フラックスゲート 3成分磁力計による３成分磁場観測，電場観測
f)春野観測点：プロトン磁力計による全磁力観測

以上に加えて，新たに山梨県富沢町および静岡県川根町に全磁力観測点を設置して，東海地域の地磁気観測網を
強化した．また，伊豆半島伊東市周辺におけるプロトン磁力計による全磁力観測や電話回線を用いた長基線地電位
差連続観測，同伊東市奥野における精密地殻比抵抗の連続観測を地震予知研究推進センターとの協力で実施した．
三宅島における電磁気観測を火山噴火予知研究推進センター等と協力して実施した．

2. 日本列島におけるNetwork-MT法観測の推進（全国大学と共同）

第 7次地震予知計画および新地震予知研究計画において，日本列島の広域的地下電気伝導度構造と地震活動との
関連を調べるための Network-MT法の全国共同観測を，地震予知研究推進センターに協力して実施した．これまで
に，東北地方・中国・四国地方・九州地方・北海道などにおける観測を行なった．データの解析に，八ヶ岳の地磁気
3成分毎分値データおよび 3成分毎秒値データが利用された．

3. 地殻活動域の電磁気的地下精密探査および断層解剖計画（全国大学と共同）

地震予知計画にもとづき，地震活動の分布と地下電気伝導度構造の不均質性との関連を調べるための全国共同観
測を，地震予知研究推進センターに協力して実施してきた．平成 8年と 9年には，飛騨地域（長野県西部地震震源
域および周辺）において電磁気地下精密探査を実施した．また，平成 10年と平成 11年には秋田県の千屋断層にお
ける電磁気地下精密探査を実施した．平成 12年と平成 13年には，北海道日高地方において，地殻比抵抗構造探査
を行なった．平成 13年には鳥取県西部地震震源域においても，探査を実施した．観測データの解析では，八ヶ岳観
測所の地磁気 3成分毎秒値データが参照データとして利用された．

4. 海半球観測ネットワーク計画

本観測所は海半球計画における地球電磁気観測において重要な役割を分担している．八ヶ岳においては，地球磁
場成因論や地球深部（マントルおよび核）の構造およびダイナミクス研究に供するための精密な地磁気永年変化観
測を行っている．また，海半球計画において開発する地球電磁気観測装置の検定や調整等の場所を提供し，比較観
測等を実施した．技術官は海半球観測ネットワーク計画のための地磁気観測装置の開発の技術的サポートをすると
ともに，海洋島地磁気観測点の設置および観測点の保守，および高度な精密磁場観測の技術を活かして観測を支援
している．平成 13年度には，南鳥島およびクリスマス島における地磁気絶対観測を行なった．

江の島津波観測所

施設長 都司嘉宣 (助教授，併 　地震火山災害部門)
助手 小山盛雄

宮城県女川町にある江ノ島観測所では，津波観測・およびリアルタイム監視用のセンサーの開発を手がけてきた．
1992年には海水非接触型の津波計として超音波型センサーを利用することを考案し，実用化に耐えうることを数年
にわたる試験観測によって実証してきた．ここで開発した超音波式津波計は，三陸海岸の岩手県普代村漁港に 1995
年 2月に設置されたのを始めとして，田老町漁港（同年 11月），宮古市千鶏漁港（1996年 10月），陸前高田市（2
カ所，1997年 2月)，気仙沼市（2カ所），および女川町（4カ所，1998年），塩釜市（2カ所，1996年）で導入され
た．海面水位のデータは，おのおのの市町村役場，あるいは消防署で常時モニターがなされており，津波警報発令
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時の海水位異常の監視に役立っている．このうち，宮古市千鶏漁港の超音波式津波計は，本州最東端であるトドガ
崎のすぐ南に位置している．トドガ崎は三陸沖，あるいは北海道・千島列島南方海域方面で津波が発生したとき本
州でもっとも速く津波が到達する場所である．千鶏（トドガ崎）の信号は，NTT専用回線を通じて，約 15km 離れ
た宮古の中心街にある宮古地方広域消防本部内の防災無線のデスクに常時送られている．これによって，宮古の中
心市街地に津波が到達する約 7分前に津波の到達を知りうることになった．つまり，宮古市民の大部分は突如とし
て津波に襲われる危険から解放されたのである．千鶏（トドガ崎）の海水位の信号は準リアルタイムで陸前高田市
と情報交換されており，陸前高田市も同じ恩恵を受けられることとなった．以上のように，三陸海岸では江ノ島観
測所の直接指導によって 7個の市町村が超音波津波計を導入し，おのおのの場所での津波来襲の監視に役立ってい
るが，相互の情報交換はまだ宮古・陸前高田間のみであって，全面的なネットワーク化は実現していない．近い将
来，三陸海岸を走る国道 45号線に通信ケーブルが埋設され，これによって三陸沿岸の市町村にわたる津波監視の
ネットワーク化が実現されることとなるはずである．さらに，江ノ島，あるいは東京に常時情報を集め，衛星を通
じて地上の任意の受信者がその情報を受信できる方向に持っていきたい．
江ノ島では 1999年秋から超音波式と併行して，電波式による津波監視装置を導入し，性能テストをはじめた．超

音波式センサーにときどき起きる，波しぶきや降雨水滴，あるいは海鳥などによる反射音波が影響した記録のノイ
ズが，津波記録の上にゴーストとして現れるというセンサーとしてのわずかな不安定性がある．電波式センサーを
導入することによって，これらの欠点が克服されるかどうかを検証している．

情報処理室

担当教官 阿部勝征 (教授，併 　地震予知情報センター)
技術官 野口和子, 加藤育子, 松嶋信代, 荻野スミ子, 井本良子, 渡邊トキエ,

工藤和子 (オブザーバー)

情報処理室は，技術部に属し，情報処理によって研究支援を行う技術官と担当教官の組織である．2001年 4月に
発足した．所属の技術官は，当面，各部門・センターの研究経費管理や研究庶務管理などの従来からの研究支援業
務を引き続き行っている．今後は，情報処理を通して所のホームページの管理業務などに主体的に参加する．各技
術官は委員会や研修などに参加して情報処理技術の向上に絶えず努めている．

技術開発室

担当教官 東原紘道 (教授, 併 　地球計測部門)，大竹雄次（助手）
技術官 松本滋夫, 望月裕峰, 坂上 実, 小山 茂, 石川良宣, 内田正之

技術開発室は，技術部に属し，観測装置の試作，試験，修理および改良を行なうとともに，これに関連する観測
技術の調査研究を行なう，技術官と担当教官の組織である．2001年 4月に発足した．
所属の技術官は，その自主プランを基本に担当教官と協議した計画に基づいて，所内の各種委員会や研修などに

参加して技術の向上に絶えず努めるとともに，各部門・センタが実施する観測または実験に参加して，a)ユーザー
が利用するための工作機械や電子計測器の維持・保守，b)ネジ・抵抗などのユーザーにとって共通的な高い部品の
常備，c)金工・木工に関する依頼工作，d)技術的なコンサルティング，e)工作講習会や電子回路講習会の主催など
の研究支援を行っている．
さらに，他部門との共同または部門独自に以下の機器開発研究を行っている.

1. 磁気バネを使った振り子の開発

現状の広帯域・高感度地震観測ネットワークは，スイス製の STS地震計等を使用している．その観測網は，地球
の内部構造に関する多くの情報を我々に示してくれた．新たなる地震学の発展を望む地震学者は，次世代の高性能
地震計を擁した地震観測網を望んでいる．本研究はこれに対応すべく，既存の性能を越えた地震計の開発を目的と
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している．地震計を広帯域・高感度化するためには，測定値のドリフト等に直結する温度や経年変化によるバネ常
数の変化が問題になる．バネ常数等の変動を低く押さえるためには，金属とは異なったものでバネを実現すること
が必要であると考えた．その原理は，磁場の吸引力を復元力にした磁気バネである．開発の達成目標は，速度応答
の検出周波数帯域が 10 Hzから 0.00278Hz（360秒）まで平坦，最低検出感度は 5x10−9m/s程度（数十マイクロガ
ル程度，10Hzに於いて），ダイナミックレンジは 140 dBを越えるものである．開発している磁気バネの構造は以
下である．振り子となる錘を何らかの方法で浮上させる．その錘に円柱形永久磁石を取り付ける．永久磁石をソレ
ノイド磁石の磁場中に入れることで，外力に対する復元力と錘の安定点（平衡点）を得る．磁気バネを利用した振
り子の特徴は，固有周期をソレノイドコイルの電流で変えられることである．またそれにより非常に弱いバネの復
元力も得られる．錘の空気浮上を利用して製作された振り子の実験では，27秒程度の固有周期まで確認できた．

2. ソレノイド磁場と永久磁石による無定位回転型振り子を使った振動検出器の開発

従来より地震計，特に垂直動は，どのようにして重力ポテンシャルを打ち消し長い固有周期を得るかが一つの問
題であった．その要求に応えて，ラコステ重力計で使用されているゼロ長バネ等が考案された．ゼロ長バネは，重
力ポテンシャルに近い形のバネポテンシャルにより，重力を打ち消すものである．新たに既存の地震計（たとえば
STS地震計）を越えた垂直成分用の高感度・広帯域地震計を考えるときは，このような重力を打ち消す方法がさら
に重要である．そして完全に無定位な振り子を作ることが，性能向上につながると考えた．垂直動で完全に無定位
な振り子を作るためには，バネポテンシャルが，振り子にかかる重力のポテンシャルエネルギーの関数と増加方向
が逆で形が同じでなければならない．さらに打ち消す方法がバネによらなければ，温度に依存したバネ常数の変化
も除ける可能性があると考えた．このような発想から，回転軸を摩擦の生じない方法で固定した平行磁場内の永久
棒磁石の回転モーメントで，重力による振り子の回転モーメントを打ち消す方法を考案した．この方法で無定位な
回転型振り子を作り，従来より研究してきた磁気バネで弱い復元力を加えて，長周期垂直用地震計を実現する．試
作した振り子は数 kg程度の錘を重力に抗してほぼ無定位にでき，自然周期が 10秒程度の振り子まで実現できた．
より長周期にできる可能性も十分ある．振動検出器には，静電容量型の位置検出器と錘駆動用コイルが振り子系に
取り付けられ，サーボ型の振動検出器として動作することも確かめられた．

3. 永久磁石による錘の反発浮上と板バネ振り子を併用した水平地動検出器の開発

最近の水平高感度地震計は，倒立振り子にかかる重力で板バネの強い復元力を打ち消し，その僅かな差で振り子
の弱いバネを実現し長周期化をはかっている（たとえば STSは，水平振り子のヒンジに使用している板バネの復元
力を打ち消すために本体を水平面から僅かに上に傾け，その角度調整で振り子の倒立の具合いを変えて重力の打ち
消し調整を行っている．）．大きな力同士の打ち消しで僅かなバネの復元力を得るのでその調整や観測時の設置は難
しく，地面の僅かな傾きや設置誤差，温度・経年変化によるバネの弾性常数の僅かな変化もその差を大きく拡大・
縮小する．その差の変化は振り子全体のバネ定数の変化になり，自然周期や利得の変動をもたらし測定値のドリフ
ト・ノイズに直結する．水平動の地震計が今までノイズが多いと言われていたのは，この点も原因として考えられ
る．今までの述べてきた問題を解決する高感度・長周期水平地動検出器を作るには，バネ同士の重力の打ち消しが
無く，なるべく弱いバネを使用して構造を単純化することが重要であると考えた．具体的な方法は以下である．バ
ネ常数の変動はバネの持っている弾性常数に対する比率で決まるので，変動の絶対値を低くするには柔らかいバネ
が必要である．しかし柔らかい金属バネでは，錘は支えられない．そこで金属バネとは異なったものでバネ系とは
独立に錘を支え，無定位な状態を作ることが必要である．そして錘に金属または別の方法で弱いバネ機構を付加し
て，長周期振り子を作る．この研究では，今まで述べた温度変化に依存したドリフトや複雑なバネによる重力の打
ち消し機構，設置の難しさから逃れるために，永久磁石による錘の浮上を地動検出器に採用することが最大の特徴
である．その事で，重力に対する錘の保持と振り子の機能を分離して構造が単純化でき，設置誤差等で生じる傾き
に起因した相互干渉による悪影響も除ける可能性がある．また錘の負荷が小さく弱いバネで長周期化できるので，
軽い錘の使用で地震計の軽量化も期待できる．また重力の打ち消しを既存地震計のようにバネによらないので，余
分な寄生振動等のノイズ源を除去できる．浮上用永久磁石は，その平面内を Nと Sの細い帯で交互に着磁されてい
る．このことで永久磁石の直上平面では磁場の位置エネルギーを均一にでき，安定浮上が実現できる．既に，同様
に着磁したフェライトシート磁石を使って数 kg程度の錘を浮上させて，その錘に弱い板バネヒンジを付加した振り
子を開発・製作して試験を行った．その結果，振り子として正常に動作し，12秒以上の固有周期を達成できること
が確かめられた．
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4. V－ F変換を利用した地震波の記録回路（防犯ビデオの音声トラックに地震波を記録する試み．）

都市の防災に於いて，高密度の地震観測が威力を発揮することは横浜市の強震計ネットワーク等で示されている．
この研究では，この観測点密度を更に上げるためにコンビニエンスストアなどの防犯ビデオに着目した．強震計の
波形に音声変調をかけ防犯ビデオに記録することで，既存の記録装置より格段に安価に観測点を増やすことが可能
になる．このようなことのできる回路方式を研究する．具体的な方式は，小さいピエゾ型の加速度計等の波形を電
圧－周波数変換（V/F変換）し，エンドレスの防犯ビデオやウオークマン等の音声トラックに記録する．

5. 高周波数精度回転型人工震源の開発

活断層等の浅い地殻の構造と状態をとらえるためには，弾性波による物理探査が有効である．人工震源により，
高い位置分解能で広範囲に弾性波が到達できる手法を開発し常時モニタすれば，地震前の短期の地殻変動を検出で
きる可能性がある．このような目的で名古屋大学や東京大学地震研究所では，偏心荷重を回転させコヒーレントな
弾性波を発生させる ACROSSを開発してきた．より大規模な ACROSSシステムを実現するために技術開発室を含
んだ東原研究室を中心とするチームでは，弾性波の位相干渉を利用した Phased Array ACROSSを考案し，開発中
である．Phased Array ACROSSは多数の中型装置（10-20 tF）を設置し，個々の弾性波の位相関係を協調させて運
転する．この装置は数が多いので，ベアリングの発熱や寿命の問題があると常に多くが故障していることになる．
それを防ぐには，この発熱や寿命が問題にならない安定なシステムを開発する必要がある．当面の目標は，以上の
問題を解決するために，磁気的な反発力で遠心力に対抗する磁気支承ACROSSを開発することである．消費電力を
少なくする為の永久磁石による磁気支承では，固定子と偏心加重回転子内の永久磁石の面間距離を変更し回転数に
依存した遠心力の変化に対応する．そのためには回転している錘の中に動力を伝え，回転子の磁石を動かさなけれ
ばならない．現状では磁気支承を実現する前段階として，回転中の偏心荷重内に動力を伝え重心位置を変更できる，
7-10tF程度の回転震源を開発・製作した．特に動力の伝達に必要な遊星ギアを使用した２重軸同期差動機構は，技
術開発室内で設計・試作された．その装置は，東京電力の葛野川発電所のトンネル内に設置され，試験が行われる
予定である．

6. 地球計測機器へのデジタル信号処理の応用研究

近年の ITや携帯電話などの通信技術は，その機器の中に DSP（Digital Signal Processor）が使用され，その高機
能を維持し付加価値を高めている．一般的な計測器でも，DSPに代表されるディジタル技術で取得データに FFT
などの高度な演算を行う前処理や分散的な処理が施されるようになっている．地球科学に於いては，計算機やその
ネットワークを利用したデータ処理や流通は盛んであるが，観測機器本体に DSPなどの高度なディジタル技術を利
用したものは少なく，地震計などは未だに 1980年代に開発された技術が基本となっている．このような状況で現状
の地球観測機器の高性能・高機能化を実現し付加価値を高めるためには，前記したディジタル技術の活用が不可欠
である．研究計画としては，地震研究所で現在開発または計画している機器（サーボ型地震計（錘の磁気浮上型），
傾斜計，３成分歪み計）がレーザー干渉計そのものか，それを応用したレーザースケールを変位計として使用また
は採用しようとしている．このような機器は２つの波形の位相関係を求めて変位情報とし，数十ピコメートルの分
解能を持つ．しかし変位情報を計測とほぼ同時に得て活用を容易にするには，リアルタイムの計算が必要不可欠で
ある．このような高速の非線形データ処理には前記した DSPが最適である．振り子の錘の磁気浮上を併用した高感
度・広帯域地震計のためのフィードバック回路へ DSPを応用することで，地震計の応答特性の容易な変更，観測環
境に応じた帰還定数補正，非線形効果の補償など柔軟で高精度な制御系を実現する．そして将来的には，海底ボア
ホールや日本海溝などの 8000m級の深海に使用できる音響通信装置や地震・地殻変動の観測機器への DSPの応用
が考えられる．この研究を通して，高度な高速演算処理が可能なデジタル機器の地球科学への広範囲な利用の検討
を行う．

7. 海底地球観測機器用チタン部品の設計・製作法の開発

地震研究所では，海半球プロジュエクトに代表される多くの研究が遂行されている．それらは広範囲な計測等の
技術に支えられ，観測機器の進歩に研究の発展が大きく左右される．その中で中心的な存在の一つが，海底観測機
器開発がある．現在の海底の観測機器は，機器のケースなどへの海水による腐食が少ないことからチタン合金が一
般的に使用されるようになっている．チタン合金はその堅さや加熱したときに水素と結合しボロボロになる水素脆
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化特性があり，機械加工が難しい金属である．このような機器を開発し製作するためには，高度の工作技術を駆使
しなければ製作できない．その高度な技術とは，数ミクロンにも達する高い工作精度や非常に複雑な構造，脆化を
防ぐ冷却を良くした加工法などである．技術開発室ではこのような機器の設計・加工法の開発にも取り組んでいる．

総合観測室

担当教官 金沢敏彦 (教授，併 　地震地殻変動観測センター)
技術官 酒井 要, 平田安廣, 坂 守，荻野 泉, 芹澤正人,

田上貴代子（和歌山地震観測所），
井上義弘, 三浦禮子, 三浦勝美（広島地震観測所）,
羽田敏夫, 小林 勝, 橋本信一（信越地震観測所）,
渡辺 茂（富士川地殻変動観測所）

　総合観測室は，地震研究所のセンター，部門の観測研究に加えて全国大学合同観測研究，全国共同利用をより円
滑かつ強力に技術支援する体制を作るため，平成 13年 4月にスタートした技術官組織（所内措置）である．現在の
ところ，地震地殻変動観測センターおよび地震予知研究推進センターに配置されていた技術官 13名（内８名は観
測所に勤務）で構成されている．平成 13年度に総合観測室がおこなった技術支援は，テレメータ地震観測 32%，海
底地震観測 23%，構造探査 14%，合同地震観測 7%，地殻変動観測 10%，火山観測 2%，共同利用 7%，その他 5%と
なっている．また，そのための出張は延べ 684人・日であった．技術支援の大半が地震および地殻変動観測研究に関
わるものであるのは，この分野の研究支援の必要性が非常に高いことのほかに，発足時の構成という事情にもよっ
ている．将来的には火山噴火予知研究推進センターの技術官が加わるなどの構成変更により，総合観測室のカバー
する専門性はその範囲を拡大して地震研究所の観測研究を広範囲に技術支援していくことになる．

今年度の主要な活動：
・地震・地殻変動観測網の保守とデータ処理
・衛星テレメータシステム（NanoMetrics）の技術研修と導入支援
・全国大学合同地震観測点の撤収（北海道）・設置（西南日本）とデータ処理
・構造探査（東海・中部横断測線，長町-利府断層）の予備調査，観測点の展開，回収とデータ処理
・台湾集集地震余震域における観測研究の支援
・GPS観測点の新設・保守の支援（富士山）
・傾斜観測（岩手山，柏崎）の支援
・水準測量（岩手山，雲仙普賢岳）の実施
・光波測距（伊東観測網）の実施
・地下水調査の支援
・海底地震観測の技術支援（海底地震計の組み立て等）
・総合観測室の IT整備（ホームページ，連絡・スケジュール管理システム）
・技術官全体研修会への参加
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2.5 科学研究費採択状況

表 2.2. 平成 13年度科学研究費採択状況

区分 種目 課題番号 研究代表者 研究課題 (千円)

継続 特定領域
(B)

11209203 壁谷澤寿海 (教
授）

性能基盤型設計法の開発 6,300

継続 地域連携 11792031 加藤照之 (教授） GPS津波計測システムを用いた津波防災システム
の構築

7,700

継続 特別研究
促進費

12800007 平田 　直（教授） 地震・火山噴火予知研究成果の防災対策への活用方
策に関する調査研究

6,900

継続 基盤 (A) 12309002 佐藤比呂志 (助
教授)

地殻構造探査にもとづく東北日本の地殻変形・改変
過程の研究

2,500

継続 基盤 (A) 12304033 中田節也（教授） 火山噴火に伴うマグマの挙動に関する岩石学的研究 15,200

継続 基盤 (A) 12308018 壁谷澤寿海 (教
授）

普及型地震計による構造物の耐震性能検証手法に関
する研究

20,600

継続 基盤 (A) 11354004 武尾 　実 (教授） 光計測技術を用いた高性能回転地震計の試作 4,000

継続 基盤 (A) 12373001 平田 　直（教授） 台湾における衝突型プレート境界大地震の研究 5,400

新規 基盤 (A) 13304034 深尾良夫 (教授） 常時大気自由振動の検出と地球・大気系常時自由振
動論の展開

22,400

新規 基盤 (A) 13308020 堀 　宗朗 (教授） GPSネットワークデータの逆解析に基づく地殻変動
モニタの開発

12,900

継続 基盤 (B) 10490010 纐纈一起 (助教
授)

群発地震地域の稠密強震観測による詳細震源過程と
強震動生成機構の研究

1,200

継続 基盤 (B) 11440129 加藤照之 (教授） GPS総合処理によるアジア～太平洋のテクトニク
スの研究

1,100

継続 基盤 (B) 11694134 工藤一嘉 (助教
授）

複数の国際テストサイトにおける地震動への局地的
影響評価

1,600

継続 基盤 (B) 12440145 兼岡一郎（教授） 希ガス同位体比，Ar-Ar年代測定に基づく地殻・マ
ントルでの物質循環・進化の研究

3,900

継続 基盤 (B) 12440146 藤井敏嗣（教授） 玄武岩マグマの脱ガスと結晶作用に関する研究 1,700

継続 基盤 (B) 12554014 歌田久司（教授） 群列時間領域電磁法による火山体内部の状態監視シ
ステム（ACTIVE)の開発

4,100

継続 基盤 (B) 12555125 堀 　宗朗（教授） 活断層挙動予測のための数値シミュレーション手法
の開発

5,000
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継続 基盤 (B) 12555133 東原紘道（教授） コヒーレント弾性波トモグラフィ装置（ACROSS)
のフィールド展開

1,700

継続 基盤 (B) 12558043 川勝 　均（教授） 地震波動場のモニタリングによるリアルタイム地震
解析システム

3,300

継続 基盤 (B) 12573004 歌田久司（教授） アジア大陸東縁部の上部マントル電気伝導度構造の
研究

3,100

新規 基盤 (B) 13480118 都司嘉宣（助教
授）

歴史資料及び地質痕跡調査に基づく海溝型巨大地震
の再帰性に関する研究

6,200

新規 基盤 (B) 13440130 大久保修平（教
授）

地震の繰り返しで重力変動・ジオイド高変化は累積
するか？ ― 球対称マクスウェルモデル理論と衛星
重力ミッションデータとの比較研究

5,200

新規 基盤 (B) 13440131 渡辺秀文（教授） 三宅島火山の陥没カルデラ形成過程とマグマ供給系
の解明

11,000

新規 基盤 (B) 13440132 大竹雄次（助手） 永久磁石による錘の反発浮上と板バネ振り子を併用
した水平地動検出器の開発

8,500

継続 基盤 (C) 11640407 武尾 　実 (教授） 小地震の断層面積の決定と地震相似則の検討 700

継続 基盤 (C) 12640402 山下輝夫（教授） 断層帯内の流体移動と地震発生の動的相互作用の数
値シミュレーションによる研究

600

継続 基盤 (C) 12640403 井田喜明（教授） 火口近傍における広帯域地震観測に基づく火山性地
震・微動の発生機構の研究

500

継続 基盤 (C) 12640404 山中佳子（助手） 過去 100年間の大地震の震源過程解析と全国アスペ
リティマップの作成

1,600

継続 基盤 (C) 12680461 宮武 　隆（助教
授）

断層近傍強震動による家屋・墓石等の転倒の数値シ
ミュレーションと被害地震への応用

1,400

新規 基盤 (C) 13640417 新谷昌人（助手） 高速サンプリング信号検出を利用した超小型絶対重
力計の開発

3,200

新規 基盤 (C) 13640418 金子隆之（助手） 衛星データによる準リアルタイム活火山熱観測シス
テムの開発

1,800

新規 基盤 (C) 13640419 森田裕一（助教
授）

デイジタル・フィードバック地震計実用化のための
基礎研究

1,800

新規 基盤 (C) 13640420 孫文科（助教授） 球形地球における地震及び火山源によって生じる地
殻変動

1,100

新規 萌芽的 13874065 中井俊一（助教
授）

噴火による脱ガスは揮発性元素の同位体組成変動を
ひきおこすか

1,000

新規 萌芽的 13875085 東原紘道（教授） 深部地下における計測装置に対する高精度時刻信号
の供給システムの開発研究

2,300

継続 奨励 (A) 12740254 古村孝志（助教
授）

地殻・上部マントルの不均質性と異常震域生成メカ
ニズムの数値シミュレーション研究

1,000

継続 奨励 (A) 12740257 竹内 　希（助手） 広帯域波形インバージョンによる３次元地震波速度
構造及び減衰構造の同時推定

900

継続 奨励 (A) 12780264 鶴岡 　弘（助手） 地震カタログを用いたデータマイニングの研究 700

新規 奨励 (A) 13740264 清水久芳（助手） 地球流体核内の小スケール流によって生成されるα
効果に関する理論的研究

900

新規 奨励 (A) 13740265 綿田辰吾（助手） 高地における微気圧観測による常時地球自由振動励
起源としての大気振動の直接検出

1,100

新規 奨励 (A) 13740266 小屋口康子（助
手）

固液共存系の動的力学物性 1,900

新規 奨励 (A) 13750439 小國健二（助手） 光弾性と逆解析を用いた三次元応力場計測のための
基礎的研究

1,400

新規 特別研究
促進費

13800003 山下輝夫（教授） 地震予知・火山噴火予知研究の総合的評価及び今後
のあり方に関する調査研究

3,400
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表 2.3. 特別研究員奨励費

区分 課題番号 研究代表者 研究課題 (千円)

継続 9032 西尾嘉朗 (PD) 多元素同位体を用いたマントルの地球化学的不均質の成
因の解明

1,200

継続 9034 羽生 毅（PD） 固体元素組成，揮発性成分組成に基づいた，マグマの進化
プロセスに関する研究

1,300

継続 1228 吉田昌樹 (DC1) 数値シミュレーションを用いた地球マントル対流と表層運
動のダイナミクスの解明

1,000

継続 8631 三部賢治 (PD) マントル物質の融解関係の精密決定とその地球分化への
応用

1,200

継続 8939 八木勇治 (DC2) 沈み込み帯における不均一応力蓄積過程と大地震の震源
過程との関係の解明

900

継続 8577 堀内一穂（PD） 固定堆積物中の長寿命放射性核種 10Beを用いた大陸長期
古環境解析

1,200

新規 7993 越村俊一（PD） 環太平洋を対象としたリアルタイム津波数値予報システ
ムの開発

1,200

新規 8638 西田 究（PD） 常時地球自由振動励起源の探索 1,200

新規 5876 山本 希（DC2） 活火山火口直下のダイナミクスの解明 1,000

継続 00110 中 井 俊 一 　
（Sahoo, Y.）

珪酸塩岩石中の親銅元素・白金族元素の分析法の開発 1,000

新規 00744 壁谷澤寿海 　
（Milev, J.I.）

既存建築物の耐震診断・補強・補強に関する研究 1,500

新規 00774 歌 田 久 司 　
（Gnsane, O.）
　

地下洞における岩石及び気圧の関係：地震電磁気現象と環
境保全への影響

1,100

継続 00041 上 嶋 誠 　
（Kostrov, N.P.）

日本列島中央部での応力場変動による地磁気変化の検出 700

新規 01240 兼岡一郎 　　　
（頼 勇）

中国東部新生代玄武岩中の捕獲岩流体包有物および希ガ
スの特徴に関する研究

400
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2.6 奨学寄付金受入状況

表 2.4. 平成 13年度奨学寄付金受入状況

研究担当者名 寄付者の名称 寄付金額
(千円)

1 藤井敏嗣 藤井敏嗣 　　500
2 古村孝志 構造計画研究所 　 　1,000
3 古村孝志 電源開発株式会杜 　 　3,300
4 三浦弥生 三浦弥生 　　190
5 壁谷澤寿海 　 （社）文教施設協会 　3,400
6 兼岡一郎 第 49回質量分析総合討論会実行委員会 　 　　200
7 中田節也 　 住鉱コンサルタント 　　100
8 鍵山恒臣 　 住鉱コンサルタント 　 　2,000
9 都司嘉宣 　 環境情報技術センター 　　81

10 加藤照之 日立造船（株）技術研究所 500
11 堀 宗朗 （財）総合研究奨励会 150
12 宮武 隆 （株）長大 1,000
13 東原紘道 （株）長大 1,000
14 壁谷澤寿海 　 （財）地震予知総合研究振興会 500
15 堀 宗朗 （財）地震予知総合研究振興会 500
16 菊地正幸 （財）地震予知総合研究振興会 500
17 菊地正幸 （株）防災情報サービス 500
18 都司嘉宣 （財）総合研究奨励会 150
19 壁谷澤寿海 構造品質保証研究所 4,800

2.7 大学院生・研究員等受入状況

表 2.5. 平成 13年度大学院生・研究員等の受入状況

身分 人数 内訳
大学院生 83名 理学系 67名:修士 37名，博士 27名，研究生 3名（内留学生 6名,学

振 DC２名）
工学系 16:修士 7名，博士 9名（内留学生 10名）

卒業研究指導受入 2名
指導委託 　 1名
地震研究所特別研究員 6名
地震研究所研究生 2名
日本学術振興会特別研究員 10名 PD:6名，外国人特別研究員:4名
外国人研究者 3名
その他 　 3名
計 110名
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第3章 研究活動

3.1 各教官等の研究成果

各教官等が 2000年 1月 ∼2001年 12月の間に発表した論文等．なお (a)∼(d)の区分は以下のとおり．
(a) 雑誌等に掲載された査読を受けた論文
(b) 査読を受けていない論文および報告書
(c) 国内・国際学会のプロシーディングスに記載された論文
(d) 著書

地球流動破壊部門

島崎邦彦
(a) 小田切聡子・島崎邦彦, 活断層で起きた歴史地震の大きさ, 地震 2, 53, 45–56, 2000.

Shimazaki, K. and Y. Zhao, Dislocation model for strain accumulation in a plate collision zone, Earth Planets
Space, 52, 1091–1094, 2000.

小田切聡子・島崎邦彦, 歴史地震と起震断層との対応, 地震 2, 54, 47–61, 2001.
Tadokoro K., K. Nishigami, M. Ando, N. Hirata, T. Iidaka, Y. Hashida, K. Shimazaki, S. Ohmi, Y. Kano, M.

Koizumi, S. Matsuo and H. Wada, Seismicity changes related to a water injection experiment in the Nojima
Fault Zone, Island Arc, 10, 3-4, 235–243, 2001.

島崎邦彦, 大地震発生の長期予測, 地学雑誌, 110, 816-827, 2001.
(b) 島崎邦彦, 地震はどのように繰り返すか, 科学, 70, 1, 51–57, 2000.

島崎邦彦, 世界の地震・日本の地震, セキュリティ, 96, 12–16, 2000.
島崎邦彦, 大地震研究の現状と情報公開：どこまで分ったか？どのように知ることができるのか？, 高圧ガス,

37, 5, 14–21, 2000.
島崎邦彦・松岡裕美・岡村 眞・千田 昇・中田 高, 別府湾の海底活断層分布, 月刊地球（号外）, 28, 79–84, 2000.
池田安隆・今泉俊文・岡田篤正・中田 高・松田時彦・島崎邦彦, 21世紀における活断層研究の展望, 月刊地球
（号外）, 31, 189–209, 2000.

島崎邦彦, 長期的な地震発生確率の評価手法について, RISK, 55, 18–28, 2000.
島崎邦彦, 書評：岡田篤正・東郷正美編「近畿の活断層」, 日本地震学会ニュースレター, 12, 2, 34–34, 2000.
島崎邦彦, 日本の地下は今どうなっているのか, 汎交通, 101, 4, 2–28, 2001.
島崎邦彦, 地震について知る, すくえあ, 467, 8–11, 2001.
島崎邦彦, 野島断層における繰り返し注水実験, 月刊地球, 23, 229–231, 2001.
島崎邦彦, 地震のインフォームド・コンセント, 青春と読書, 2001, 7月号, 82–83, 2001.
島崎邦彦, 南海地震と東南海地震の長期予測, サイスモ, 5, 11, 4–7, 2001.

(c) Shimazaki, K., Long-term earthquake potential in the Japanese Islands, International Workshop on seismotecton-
ics at the subduction zone, Tsukuba, Japan, 29 November- 1 December, 1999, National Research Institute
for Earth Science and Disaster Prevention, 41–46, 2000.

島崎邦彦, 長期評価部会における長期確率評価手法, 第１回地震調査研究と地震防災工学の連携ワークショップ ,
東京, March 24, 2000, 科学技術庁, 7–8, 2000.

Shimazaki, K., Simple models of earthquake recurrence, Proceedings of the Hokudan International Symposium
and School on Active Faulting, Hokudan, Japan, Jan.17-26, 2000, 451–452, 2000.

Triyoso, W. and K. Shimazaki, Long-term earthquake potential models for seismic hazard assessment and their
reliabilities, Proceedings of the Hokudan International Symposium and School on Active Faulting, Hokudan,
Japan, Jan.17-26, 2000, 519–522, 2000.

Odagiri, S. and K. Shimazaki, Size of a historical earthquake on active fault, Proceedings of the Hokudan
International Symposium and School on Active Faulting, Hokudan, Japan, Jan.17-26, 2000, 333–336, 2000.

Nakata, T. and K. Shimazaki, Geoslicer, a new soil sampler for paleoseismological studies, Proceedings of the
Hokudan International Symposium and School on Active Faulting, Hokudan, Japan, Jan.17-26, 2000, 315–
318, 2000.
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Nakata, T., K. Shimazaki, Y. Suzuki, E. Tsukuda and H. Goto, Geometric criteria for directivity of rupture
propagation and segmentation of active fault system, Proceedings of the Hokudan International Symposium
and School on Active Faulting, Hokudan, Japan, Jan.17-26, 2000, 319–324, 2000.

島崎邦彦, 長期評価の現状, 第２回 地震調査研究と地震防災工学の連携ワークショップ , 東京, March 21, 2001,
文部科学省, 3–7, 2001.

島崎邦彦, 長期的な地震発生の評価, 地震情報と防災対策に関する国際シンポジウム, 東京, Feb.28-March 1,
2001, 文部科学省, 16–16, 2001.

(d) 島崎邦彦,プレート内地震（岡田恒男・土岐憲三編「地震防災の事典」）, 朝倉書店, 2000.
島崎邦彦・中村亮一, 活断層データから想定される地震の評価（「地震荷重－内陸直下地震による強震動と建築

物の応答」）, 日本建築学会, 2000.
島崎邦彦, 地震・火山（イミダス 2001, p.794-807）, 集英社, 2000.
島崎邦彦, 歴史から見た地震（山下輝夫編著「大地の躍動を見る」）, 岩波書店, 2000.
Ikeda, Y., K. Shimazaki, and H. Yamazaki, KATSUDANSO TOWA NANI KA (Korean translation), Kyungpook

National University Press, 2000.
島崎邦彦ほか, あした起きてもおかしくない大地震, 集英社, 2001.
島崎邦彦, 地震・火山（イミダス 2002, p.973-984）, 集英社, 2001.

栗田 敬
(a) Kumagai I. and K. Kurita, On the fate of mantle plumes at density interface, Earth Planet. Sci. Lett., 179,

63–71, 2000.
熊谷一郎・栗田 敬,レイリー・テイラー不安定の実験、ダイアピール間の相互作用による波長の変化について,

火山, 45, 331–335, 2000.
Namiki A. and K. Kurita, The influence of boundary heterogeneity in experimental models of mantle convection

with internal heat sources, Phys. Earth Planet. Inter., 128, 2001.

堀 宗朗
(a) Terada K., M. Hori, T. Kyoya and N. Kikuchi, Simulation of the multi-scale convergence in computational

homogenization approach, International Journal of Solids and Structures, 37, 2285–2311, 2000.
Hori M. and Y. Yamashita, Proposal of health monitoring system using ACROSS technology, 土木学会論文集,

17, 1, 37–46, 2000.
Hori M., A. Sutoh and Y. Saitoh, Strong motion measurement using security video camera, 土木学会論文集, 17,

1, 47–56, 2000.
Ichimura T. and M. Hori, Macro-micro analysis for prediction of strong motion distribution in metropolis, 土木

学会論文集, 17, 2, 175–185, 2000.
Hori M. and K. Oguni, Bifurcating initiation and evolution of periodic micro-defects, Materials Science and

Engineering, A285, 122–129, 2000.
斉木 功・寺田 賢二郎・堀 宗朗・池田清宏, 巨視的材料不安定性のマルチスケールモデリングにおける微視的構

造周期のブロック対角化法による同定, 応用力学論文集, 2, 151–156, 2000.
市村 強・堀 宗朗, 時間領域二次元平面外波動場境界要素法へのパネルクラスタリング法の適用, 応用力学論文

集, 2, 595–600, 2000.
マチェイ アンドレ・堀 宗朗, 地表地震断層発生のシミュレーションのための確率有限要素法の開発, 応用力学

論文集, 2, 595–600, 2000.
北代州平・堀 宗朗, 大地震早期検知のための強震動初期波形の理論・データ解析, 応用力学論文集, 2, 687–692,

2000.
Hori, M., Inversion of stress and constitutive relations using strain data for Japanese Islands, International

Symposium on Inverse Problems in Engineering Mechanics II (ed. by M. Tanaka and G.S. Dulikravich),
349–358, 2000.

Hori, M., T. Kameda and T. Kato, Prediction of stress filed in Japan using GPS network data, Earth Planets
Space, 52, 1101–1105, 2000.

Hori, M. and T. Ichimura, Macro-micro analysis for wave propagation in highly heterogeneous media prediction
of strong motion distributions in metropolis -, Proceedings of the International Workshop, Wave 2000 (ed.
by N. Chouw and G. Schmid), Bochum, Germany, Dec.13-15, Balkema, Rotterdam, 379–398, 2000.

Hori, M., T. Kameda and T. Kato, Application of stress inversion method to predict stress distribution in Japanese
Islands, Geophys. J. Int., 144, 597–608, 2001.

Hori, M., Inverse analysis method using spectral decomposition of Green ’s function, Geophys. J. Int., 147,
77–87, 2001.

Hori, M. and T. Kameda, Inversion of stress from strain without full knowledge of constitutive relations, J. Mech.
Phys. Solids, 49, 1621–1638, 2001.

堀 宗朗・小国健二, 応力逆解析手法の構築と日本列島の応力増分分布推定への応用, 応用力学論文集, 4, 195–200,
2001.

中川英則・堀 宗朗・マチェイアンドレ, 地表地震断層シミュレーションのための弾塑性確率有限要素法とその
計算例, 応用力学論文集, 4, 311–316, 2001.
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鬼塚信弘・堀 宗朗・岩下和義・鈴木崇伸, 基盤の逆断層運動の数値実験における地盤変形の解析, 応用力学論文
集, 4, 317–323, 2001.

市村強・堀宗朗, 地表付近の三次元地下構造を考慮した強震動シミュレータの開発,応用力学論文集, 4, 356–361,
2001.

Anders, M. and M. Hori, Three-dimensional stochastic finite element method for elasto-plastic body, Int. J.
Numer. Meth. Engng., 51, 449–478, 2001.

(b) 北代州平・堀宗朗,巨大地震即時検出のためのデータ解析,第 26回地震工学研究発表会講演論文集, 26, 1103–1106,
2001.

須藤敦史・堀 宗朗・斉藤芳人, 振子の画像解析による地震動の同定, 第 26回地震工学研究発表会講演論文集, 26,
49–52, 2001.

市村 強・堀 宗朗, 階層型解析手法を用いた強震動予測手法の開発, 第 26回地震工学研究発表会講演論文集, 26,
201–204, 2001.

堀 宗朗・中川英則, 地表地震断層ミュレーションのための弾塑性確率有限要素法の構築とその適用, 第 26回地
震工学研究発表会講演論文集, 26, 1201–1204, 2001.

(c) Hori, M., T. Kato, K. Oguni and T. Iinuma, On development of crustal deformation/stress state monitoring
system, the 2nd ACES workshop, Tokyo and Hakone, Oct.15-20, APEC, 356–361, 2000.

Hori, M. and T. Ichimura, Macro-micro analysis method for large-scale computation of wave propagation pro-
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Fujimoto and N. Takeuchi, The Ocean Hemisphere Network Project (OHP), Workshop Report, Long-term
Observations in the Oceans, OHP/ION Joint Symposium, 13–29, 2001.

佐藤勝彦・深尾良夫, つぎの宇宙像・地球像を求めて，その 1：20世紀はじめから 100年間の進歩, 科学, 71,
237–243, 2001.

佐藤勝彦・深尾良夫,つぎの宇宙像・地球像を求めて，その 2：歴史的大転換と 21世紀の展望, 科学, 71, 577–585,
2001.

(c) 深尾良夫, ペルーアンデスの重力分布と堆積層調査に基づく山脈隆起の研究, 平成 10－ 11年度科研費報告書
（国際学術研究）, 2000.

深尾良夫, 水中音波・水中多重反射波のアレー観測に基づく海底近く活動のモニタリング, 平成 10-12年度科研
費報告書（基盤 B）, 2001.

深尾良夫, 直交レーザー干渉計による地球自由振動帯域剪断歪直接測定, 平成 11-12年度科研費報告書（萌芽）,
2001.

(d) 深尾良夫, 大地の躍動を見る（山下輝夫編），岩波ジュニア新書（共著）, 岩波書店, 2000.

川勝 均
(a) Kawakatsu, H., S. Kaneshima, H. Matsubayashi, T. Ohminato, Y. Sudo, T. Tutui, K. Uhira, H. Yamasato, H.

Ito and D. Legrand, Aso-94: Aso seismic observation with broadband instruments, J. Vol. Geothermal Res.,
101, 129–154, 2000.

Legrand, D., S. Kaneshima and H. Kawakatsu, Moment tensor analysis of near field broadband waveforms
observed at Aso volcano, Japan, J. Vol. Geothermal Res., 101, 155–169, 2000.

Kato, M., M. Misawa and H. Kawakatsu, Small Subsidence of the 660-km Discontinuity Beneath Japan Probed
By ScS Reverberations, Geophys. Res. Lett., 28, 447–450, 2001.

Kato, M. and H. Kawakatsu, Seismological in situ estimation of density jumps across the transition zone discon-
tinuities beneath Japan, Geophys. Res. Lett., 28, 2541–2544, 2001.

Vinnik, L., M. Kato and H. Kawakatsu, Search for seismic discontinuities in the lower mantle, Geophys. J. Int.,
147, 41–56, 2001.

(d) 山下輝夫編, 大地の躍動を見る－新しい地震・火山像, 岩波書店, 2000.

山野 誠
(a) 山野 誠・木下正高・松林 修・中野幸彦, 南海トラフ付加体の温度構造と間隙流体による熱輸送, 地学雑誌, 109,

4, 540–553, 2000.
Yamaguchi, T., M. Yamano, T. Nagao and S. Goto, Distribution of radioactive heat production around an active

fault and in accretionary prisms of southwest Japan, Phys. Earth Planet. Inter., 126, 269–277, 2001.
Yamano, M. and S. Goto, Long-term temperature monitoring in a borehole drilled into the Nojima Fault, south-

west Japan, Island Arc, 10, 326–335, 2001.
(b) 松林 修・山野 誠, 付加体中の流体移動の解明に関わる海底熱流量の長期観測, 月刊地球（号外）, 32, 220–225,

2001.
山野 誠・後藤秀作, 野島断層掘削孔における注水・湧水による孔内温度分布の変動, 月刊地球, 23, 236–239, 2001.

(c) Yamaguchi, T., M. Yamano, T. Nagao and S. Goto, Temperature monitoring in a borehole drilled into the Nojima
fault and radioactive heat production of core samples, International Workshop on the Nojima Fault Core
and Borehole Data Analysis, Tsukuba, Japan, Nov.22-23, 1999, Geol. Surv. Japan and U.S. Geol. Surv.,
277–282, 2000.

森田裕一
(c) Morita, Y. and I. Yamada, OHP Seismic network, OHP/ION Joint Symposium, Yamanashi, Japan, Jan.21-17,

2001, 1–3, 2001.
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Zheng, S., T. Kato and Y. Morita, Report on the First China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation
- with special reference to a related joint project - , 4th Multi-lateral workshop on Development of Earthquake
and Tsunami Disaster Mitigation Technologies and their integration for the Asia-Pacific Region, Kanamura,
Japan, Dec.3-4, 2001, 2001.

(d) 森田 裕一（共著）,「大地の躍動を見る－新しい地震・火山像」第４章 地震と火山の活動を測る, 岩波ジュニ
ア新書, 2000.

塩原 肇
(a) Ito, S., R. Hino, S. Matsumoto, H. Shiobara, H. Shimamura, T. Kanazawa, T. Sato, J. Kasahara and A. Hasegawa,

Deep seismic structure of the seismogenic plate boundary in the off-Sanriku region, northeastern Japan,
Tectonophysics, 319, 261–274, 2000.

Hino, R., S. Ito, H. Shiobara, H. Shimamura, T. Sato, T. Kanazawa, J. Kasahara and A. Hasegawa, After-
shock distribution of the 1994 Sanriku-oki earthquake (Mw 7.7) revealed by ocean bottom seismographic
observation, J. Geophys. Res., 105, 21697–21710, 2000.

上村 彩・笠原順三・日野亮太・篠原雅尚・塩原 肇・金澤敏彦,プレート沈み込みにおける水の意義と伊豆・小
笠原海溝の serpentineダイアピルを横切る速度構造, 地学雑誌, 109, 4, 506–516, 2000.

Mochizuki, M., B. Brandsdottir, H. Shiobara, G. Gudmundsson, R. Stefansson and H. Shimamura, Detailed
distribution of microearthquakes along the northern Reykjanes Ridge, off SW-Iceland, Geophys. Res. Lett.,
27, 1945–1948, 2000.

Berg, E., L. Amundsen, A. Morton, R. Mjelde, H. Shimamura, H. Shiobara, T. Kanazawa, S. Kodaira and J.
P. Fjellanger, Three-component OBS-data processing for lithology and fluid prediction in the mid-Norway
margin, NE Atlantic, Earth Planets Space, 53, 75–89, 2001.

Mjelde, R., P. Digranes, M. V. Schaack, H. Shimamura, H. Shiobara, S. Kodaira, O. Naess, N. Sorenes and E.
Vagnes, Crustal structure of the outer Voring Plateau, offshore Norway, from ocean bottom seismic and
gravity data, J. Geophys. Res., 106, 6769–6791, 2001.

綿田辰吾
(b) 綿田辰吾・功刀 卓, Free-UNIXを用いた安価な自動微気圧データ計測・転送システムの開発, 地震研究所技術

報告, 6, 32–36, 2000.
綿田辰吾・竹内 希・坪井誠司・深尾良夫, パーソナル地震波形収集ツール NINJA, 海半球ネットワークニュー

スレター, 4, 38–39, 2000.
(c) Takeuchi, N., S. Tsuboi, S. Watada and Y. Fukao, OHP Data Center, OHP/ION Joint Symposium, Yamanashi

Prefecture, Jan.21-27, OHP/ION Joint Symposium Organizing Committee, 11–12, 2001.
Watada, S., A. Kobayashi and E. Fujita, Seasonal variations of atmospheric and ocean bottom pressure data in

milliherz band, OHP/ION Joint Symposium, Yamanashi Prefecture, Jan.21-27, OHP/ION Joint Symposium
Organizing Committee, 35–37, 2001.

清水久芳
(a) Shimizu, H. and D. E. Loper, Small-scale helicity and alpha-effect in the Earth’s core, Phys. Earth Planet. Inter.,

121, 139–155, 2000.
Koyama, T., H. Shimizu and H. Utada, Possible effects of lateral heterogeneity in the D” layer on electromagnetic

variations of core origin, Phys. Earth Planet. Inter., 129, 99-116, 2002

竹内 希
(a) Takeuchi, N., R. J. Geller and P. R. Cummins, Complete synthetic seismograms for 3-D heterogeneous Earthmod-

els computed using modified DSM operators and theirapplicability to inversion for Earth structure, Phys.
Earth Planet. Inter., 119, 25–36, 2000.

Mizutani, H., R. J. Geller and N. Takeuchi, Comparison of accuracy and efficiency of time-domain schemes for
calculating synthetic seismograms, Phys. Earth Planet. Inter., 119, 75–97, 2000.

Igel, H., N. Takeuchi, R. J. Geller, C. Megnin, H. P. Bunge, E. Clevede, J. Dalkolmo and B. Romanowicz, The
COSY Project: verification of global seismic modeling algorithms, Phys. Earth Planet. Inter., 119, 3–23,
2000.

Takeuchi, N. and R. J. Geller, Optimally Accurate Second Order Time-Domain Finite Difference Scheme for
Computing Synthetic Seismograms in 2-D and 3-D Media, Phys. Earth Planet. Inter., 119, 99–131, 2000.

(b) 竹内 希・小林 穣, Direct Solution Method を用いた波形インバージョンによる全マントルＳ波速度構造推定～
予備的解析, 月刊地球, 23, 46–51, 2001.

Geller, R. J., N. Takeuchi and H. Mizutani, Methods for Deriving Optimally Accurate Numerical Operators,
International Workshop on Solid Earth Simulation and ACES WG Meeting, Tokyo, Jan.17-21, 2000.

Mizutani, H., N. Takeuchi and R. J. Geller, Accurate and Efficient methods of calculating synthetic seismograms,
5th SEGJ International Symposium -Imaging Technology, Tokyo, Jan.24-26, 81–84, 2001.

Geller, R. J., T. Hara and N. Takeuchi, Waveform inversion for global scale 3-D earth structure, 5th SEGJ
International Symposium -Imaging Technology, Tokyo, Jan.24-26, 85–88, 2001.

Mizutani, H., R. J. Geller and N. Takeuchi, Derivation of optimally accurate operators for computation of
synthetic seismograms for a medium with internode discontinuities, OHP/ION Joint Symposium on “Long-
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Term Observations in the Oceans”, Yamanashi, Jan.21-27, 209–209, 2001.
Takeuchi, N., S. Watada, Y. Fukao and S. Tsuboi, OHP data center, OHP/ION Joint Symposium on “Long-Term

Observations in the Oceans”, Yamanashi, Jan.21-27, 11–12, 2001.
Takeuchi, N., M. Kobayashi and R.J. Geller, Whole mantle S wave structure obtained by preliminary broad-

band waveform inversion using the Direct Solution Method, OHP/ION Joint Symposium on ”Long-Term
Observations in the Oceans”, Yamanashi, Jan.21-27, 194–195, 2001.

Fukao, Y., M. Morita, M. Shiobara, T. Kanazawa, H. Utada, H. Toh, T. Kato, T. Sato, H. Shiobara, N. Seama, H.
Fujimoto and N. Takeuchi, The Ocean Hemisphere Network Project (OHP), Workshop Report of OHP/ION
Joint Symposium, Yamanashi, Jan.21-27, 13–29, 2001.

技術開発室

大竹雄次
(a) Otake, Y., Development of a Horizontal Component Seismometer using a Magnetic Spring, Review of Scientific

Instruments, 71, 12, 4576-4581, 2000.
(b) 大竹雄次, 磁気バネと永久磁石の磁気浮上を併用した地動検出器の開発, ”平行磁場と永久磁石による無定位回

転振り子と磁気バネを使った地動検出器の開発”平成 12年度科学研究補助金（基盤研究 (C)(2)研究成果
報告書・研究代表者，大竹雄次, 1–33, 2001.

(c) 大竹雄次, 磁気バネと永久磁石の磁気浮上を使用した地動検出器の開発の現状, 精密地球計測技術に基づく長
周期地球ダイナミクスの解明に関する研究集会, 宇治（京都大学）, 2000年 12月 20日, 43–51, 2001.

大竹雄次, 調和弾性波動場を発生する人工震源装置アクロスの開発「東京大学地震研究所の弥生 1号，2号につ
いて」, 日本 IFToMM会議シンポジウム前刷集（第 7回）, 東京（工学院大学）, 2001年 6月 22日, 36–41,
2001.
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3.2 各教官等の学会等での活動

各教官等が 2000年 1月 ∼2001年 12月の間に行った学会等での活動内容．なお (a)∼(e)の区分は以下のとおり．
(a) 国際研究集会発表
(b) 国内外委員会，雑誌エディタ等
(c) 受賞
(d) 発明特許
(e) 共同研究

地球流動破壊部門

島崎邦彦
(a) Hokudan International Symposium and School on Active Faulting, Hokudan-cho, Japan, Jan.7-26, 2000.

2000 Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.
US-Japan Natural Resources Panel on Earthquake Research, Menlo Park, California, USA, Nov.13-15, 2000.
International Symposium on Earthquake Information and Disaster Countermeasures, Tokyo, Japan, Feb.28-March

1, 2001.
Earth Sciences and Natural Disaster Prevention: A Japan-Italy Joint Meeting in Year 2001, Uji, Japan, Dec.3,

2001.
(b) 日本建築学会構造委員会振動運営委員会地震荷重小委員会, 委員, 1997.4–.

日本建築学会構造委員会振動運営委員会地震荷重小委員会限界状態を考慮した地震荷重検討ＷＧ委員, 委員,
1997.4–2001.3.

日本学術会議地震学研究連絡委員会, 委員長, 1997.8–2000.8.
日本地震学会評議員会, 評議員, 1999.4–2000.11.
日本地震学会, 副会長, 1999.4–2000.11.
（社）日本地震学会, 副会長, 2000.12–.
日本建築学会地震防災総合研究特別研究委員会, 委員, 2001.4–.
日本建築学会地震防災総合研究特別研究委員会危険度・耐震安全評価小委員会, 委員, 2001.4–.
土木学会地震工学委員会断層進展およびこれに直接関連する被害研究小委員会, 委員, 2001.6–.
Pure and Applied Geophysics, editor, 1993.1-.

(d) United States Patent No6009958, Soil Sampling Apparatus and a Geological Observation Method Using the
Same, Takashi Nakata and Kunihiko Shimazaki, 2000.1.4.

(e) 繰り返し注水実験による野島断層の強度回復の検出および誘発地震発生メカニズムの解明, 代表, 西上欽也・大
志万直人・藤森邦夫（京都大）・山岡耕春（名古屋大）・平松良浩（金沢大）・村上英記（高知学）・小泉尚嗣
（地質調査所）・平田 直・山野 誠（東京大・地震研）他, 18名, 18,100,000円, 繰り返し注水実験による野島
断層の強度回復の検出および誘発地震発生のメカニズム , 1999.4–2001.3.

栗田 敬
(a) SEDI 2000, Exeter, UK, July 30-Aug.3, 2000.

Volcano/Ice interaction on Mars, Reykjavik, Iceland, Aug.10-15, 2000.
(b) SEDI, Advisery Comittee member, 2000.8–.

堀 宗朗
(a) IUTAM-symposium on Field Analyses for Determination of Material Parameters - Experimental and Numerical

Aspects -, Abisko, Sweden, July 31-Aug.7, 2000.
International Conference on Computational Engineering and Sciences, Los Angeles, USA, Aug.21-25, 2000.
the 20th International Congress of Theoretical and Applied Mechanics (ICTAM 2000), Chicago, USA, Aug.27-

Sept.2, 2000.
2nd ACES workshop, Tokyo and Hakone, Japan, Oct.15-20, 2000.
Eighth ASCE Joint Specialty Conference on Probabilistic Mechanics and Structural Reliability, Notre Dame,

USA, Oct.15-20, 2000.
the International Workshop, Wave 2000, Bochum, Germany, Dec.13-15, 2000.
the 2nd ACES workshop, Tokyo and Hakone, Japan, Oct.15-20, 2000.
Mechanics and Materials Conference, San Diego, USA, June 27-29, 2001.
Sixth U.S. National Congress on Computational Mechanics, Dearborn, Michigan, USA, Aug.1-4, 2001.
International Conference on Computational Engineering and Sciences, Mexico, Mexico, Aug.19-25, 2001.
SSS2001 (Workshop on Scalable Solver Software), Tokyo, Japan, Dec.3-5, 2001.

(b) 日本学術会議理論応用力学連合研究連絡委員会, 委員, 1995.4–.
地盤工学会地盤工学における物理数学の応用に関する研究調査委員会, 委員, 1997.6–2000.5.
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地盤工学会亀裂性岩盤の浸透流に関する調査研究委員会, 委員, 1998.4–.
土木学会編集委員会, 技術・学術企画主査, 1998.6–2000.5.
土木学会応用力学委員会地殻工学小委員会, 小委員長, 1998.6–.
土木学会応用力学論文集編集委員会, 主査, 1998.6–.
土木学会応用力学委員会, 幹事, 1998.6–.
地盤工学会論文集編集委員会, 幹事, 1999.6– .
土木学会地震工学委員会活断層小委員会, 幹事長, 1999.9– .
土木学会土木学会論文集編集委員会, 幹事委員, 2001.6– .
土木学会広報委員会, 委員, 2001.6– .
土木学会教育委員会大学教育小委員会, 委員, 2001.6– .
International Workshp on Seismic Fault-induced Failures, Guest Editor, 2001.6–.

(d) 特許, 応力逆解析手法を用いた次世代材料試験, 堀 宗朗・亀田敏弘・小山 茂・JST, 2001.1.1.
(e) 液状化対策に関する研究, 分担, 地震予知総合研究振興会 , 10名, 1,000,000円, 液状化対策に関する研究報告書

多数, 1988.4–.
防犯用ビデオカメラを利用した強震動測定装置開発に関する研究, 代表, 地崎工業・前田建設・武蔵工業大, 10

名, 500,000円, 学会発表等, 1996.4– .
破壊現象の数理に関する研究, 分担, 大塚厚二（広島電機大）を代表とする数学研究者, 10名, 500,000円, 破壊

現象の数理に関する研究, 1996.4– .
活断層の予測と対策, 分担, 小長井一男 (東京大・地震研）, 5名, 10,000,000円, 2000.4– .
活断層の予測と対策, 分担, 濱田政則 (早稲田大・理工）, 5名, 20,000,000円, 2001.4– .
十勝港発破実験, 分担,（独）港湾空港技術研, 20名, 200,000,000円, 十勝港発破実験報告書, 2001.4– .

山科健一郎
(a) Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, Jun.27-30, 2000.

三浦弥生
(a) 63rd Annual Meeting of the Meteoritical Society, Chicago, USA, Sept., 2000.

64th Annual Meeting of the Meteoritical Society, Vatican city, Vatican, Sept., 2001.
(e) 宇宙線生成核種の多変量解析による惑星物質の進化と隕石の起源について, 分担, 日高 洋（広島大）, 3 名,

9,200,000円, 2001.4–.

武井（小屋口）康子
(a) Deformation Mechanisms, Rheology & Tectonics, Noordwijkerhout, Netherlands, April 4, 2001.
(b) 地震, 編集委員, 2001.4–.

小國健二
(a) 2nd ACES Workshop in Japan, Hakone, Japan, Oct., 2000.

門野敏彦

地球ダイナミクス部門

藤井敏嗣
(a) IAVCEI General Assembly 2000, Bali, Indonesia, July 18-22, 2000.

Cities on Volcanoes 2, Auckland, New Zealand, Feb.12-16, 2001.
(b) 日本火山学会, 評議員, 1995.4–2000.3.

IAVCEI, Excecutive Committee Member, 1999.8–.
(e) 地球内部の水の存在状態, 分担, 鍵 裕之（東京大・理) .

放射光を利用した地球惑星物質科学, 分担, 井上 徹（愛媛大・理）, 40名, 700,000円, 放射光を利用した地球惑
星物質科学, 1999.4–2000.3.

含水マントル構成物質が高圧下で形成する水素結合の分光学的研究, 分担, 鍵 裕之（東京大・理）.
含水珪酸塩メルトの高温「その場」赤外光吸収特性の決定, 分担, 山下 茂（岡山大・固体地球研究センター）,

2名, 356,000円, 含水珪酸塩メルトの高温「その場」赤外光吸収特性の決定, 2000.4–2001.3.
下部マントル中の化学組成に起因する相構造の解明, 分担, 小野重明（東京大・物性研）, 2名, 18万円, 下部マ

ントル中の化学組成に起因する相構造の解明, 2000.4–2001.3.
21世紀の地球惑星物質科学, 分担, 井上 徹（愛媛大・理）, 約 40名, 600,000円, 21世紀の地球惑星物質科学,

2000.4–2001.3.
火山噴火時における弱揮発性元素の脱ガス度に関する研究, 分担, 佐野貴司（富士常葉大・環境防災）, 2名,

450,000円, 2001.4–.
含水珪酸塩ガラスの赤外光吸収特性の組成依存性の研究, 分担, 山下 茂（岡山大・固体地球研究センター）, 2
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名, 240,000円, 2001.4–.
マグマの科学, 分担, 船越賢一 (（財）高輝度光科学研究センター）, 40名, 562,000円, 2001.4–.

兼岡一郎
(a) 2000 Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

Goldschmidt Conference 2000, Oxford, UK, Sept.3-8, 2000.
Eleventh Annual V.M.Goldschmidt Conference, Hot Springs, Virginia, USA, May 20-24, 2001.

(b) 日本質量分析学会, 同位体比部会世話人, 1978.4–2000.11.
American Geophysical Union, Regional Advisory Committee, Member, 1991.1–2000.12.
日本地質学会, 地層名命名規約策定委員会, 規約策定委員, 1998.1–2000.3.
日本火山学会, 評議員, 1998.4–.
日本地質学会, 地層名委員会委員, 2000.6–.

(e) K-Ar, Ar-Ar法による岩石・隕石等の年代学的研究, 代表, 瀧上 豊（関東学園大）・矢内桂三（極地研）・小島秀
康（極地研）・岩田尚能（山形大）, 5名, 40Ar-39Ar法による岩石・隕石等の年代測定, 1990.4–.

インド・デカン高原玄武岩及び岩脈の形成史に関する研究, 分担, D. D. Deshmukh(Geol. Surv. India)・瀧上 豊
（関東学園大）・藤井敏嗣（東京大・地震研）・岩田尚能（山形大）, 5名, 1993.4–.

南太平洋地域のホット・スポットに関する研究, 代表, R. Maury(Univ. de Bretagne Occidentale, Brest)・巽 好
幸（京大・総合人間科学）・羽生 毅（東京大・地震研）, 4名, 1993.4–.

マントル構成岩石中の揮発性元素の研究, 青木謙一郎・海老原 充（都立大・理）・村松康行（放医研）・佐野有司
（東京大・海洋研）, 5名, 1994.4–.

シベリア東部捕獲岩中の希ガス同位体によるマントル進化の研究, 代表, V. Prikhodko(Russian Academy of
Sciences, Khabarovsk), 　荒井章司（金沢大）・山本順司（東京大・地殻化学）, 4名, 1995.4–.

宇宙線生成核種希ガス同位体を用いた Reunion島火山岩の浸食率の推定, 代表, Th. Staudacher(IPGP, Paris)・
三浦弥生（東京大・地震研）, 3名, 1996.4–.

10Beを用いた日本列島下のマグマへの堆積物の寄与の評価の研究, 代表, 今村峯雄（歴博）・永井尚生（日大・
文理）・島岡晶子（UC, Berkeley), 4名, Be同位体比からみた島弧マグマへの海洋堆積物の寄与, 1997.4–.

ハワイホットスポット火山の研究, 分担, 高橋栄一（東工大・理）・宇井忠英（北大・理）・柴田次夫（岡山大・
理）・海野 進（静岡大・理）・仲 二郎（海洋科学技術センター）・M. Garcia・A. Malahoff(Univ. Hawaii)・
他, 10名, 1998.4–.

カナリア諸島周辺の火山岩の地球化学的研究, 代表, H. Schmincke, A. A. Gurenko(GEOMAR)・三浦弥生（東
京大・地震研）, 4名, 1999.7–.

インド、カッチ地域の超塩基性捕獲岩の希ガス同位体学的研究, 代表, R. Duraiswami(Univ. Pune)・山本順司
（東京大・地殻化学）, 3名, 1999.8–.

14C年代の信頼性に関する研究, 代表, 吉田邦夫・宮崎ゆみ子（東京大・総合研究博物館）, 3名, 2000.4–.
キンバーライト中の揮発性元素の起源に関する研究, 代表, 中井俊一（東京大・地震研）,佐野有司（東京大・海

洋研）,有馬 眞（横浜国立大・教育）, 4名, 2001.4–.

瀬野徹三
(a) AGU, West. Pac. Geophys. Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

Ocean Hemisphere Symp., 山中湖村, Japan, Jan.21-23, 2001.
ICDP Workshop on Drilling the Chelungpu Fault, Taiwan, Taipei, Taiwan, Sept.27-28, 2001.
Am. Geophys. Union, Fall meeting, San Francisco, USA, Dec.9-14, 2001.

(b) 日本地震学会, 代議員, 2000.10–2001.10.
(e) 2001年芸予地震の原因, 分担, 大倉敬宏（京大・阿蘇）, 2名, 2001.10–.

中井俊一
(b) 日本地球化学会, 評議員, 1998.1–2001.12.

日本地球化学会, 地球化学ニュース編集幹事, 2000.1–2001.12.
(e) レーザー ICP質量分析計による火成岩試料の in-situ微量分析及び同位体比分析方法の確立, 清水 洋（熊本大）,

1998.4–2000.3.
微量元素の化学状態に基づく火成岩生成の酸化還元状態の推定, 分担, 清水 洋・高橋嘉夫（広島大・理）, 3名,

2001.3–4.
LA-ICP-MSを用いた酸性深成岩石英中の包有物の地球化学的研究, 分担, 石橋純一郎・池見洋明 (九大・理）, 3

名, 2001.4–.
中期中新世の西南日本弧で起こった、海溝寄りの地域でのマグマティズムの成因, 分担, 新正裕尚（東京経済

大）, 3名, 2001.3–4.
日韓科学協力事業共同研究「沈殿鉱物の微量元素による地下水系古環境の研究」, 代表, Lee Seung-Gu and Lee

Dae-Ha (Korean Institute of Geology, Mining and Materials), 2001.8-.

安田 敦
(e) 玄武岩マグマの脱ガスと結晶作用に関する研究（科研費基盤 (B)）, 分担, 藤井敏嗣（東京大・地震研）, 2名,

2000.4–.
衛星データによる準リアルタイム活火山熱観測システムの開発（科研費基盤 (C)）, 分担, 金子隆之（代表：東

京大・地震研）, Wooster, M.J. (London Univ.), 3名, 2001.4–.
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吉田 満
(a) Third meeting of Asian Seismological Commission and Symposium on Seismology, Earthquake hazard Assessment

and Earth’s Interior Related Topics, Tehran, I. R. Iran, Oct.10-12, 2000.
AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.10-14, 2001.

(e) Ocean Hemisphere Project: Ocean Island Observation , 分担, I. Yamada (Faculty of Sci., Nagoya Univ.), et al.,
1996.4–2000.3.

海半球ネットワーク：海洋島観測研究, 分担, 山田功夫（名古屋大・理）・他, 1996.4–2000.3.

折橋裕二
(e) 地球化学的岩石試料の非破壊・迅速他元素同時分析法の開発, 分担, 平田岳史・山口拓也（東工大）, 3名, 250

万円, 平成 11年度技術交流調査報告書「地球化学的岩石試料の非破壊・迅速他元素同時分析法の開発」,
1999.4–2000.3.

西南日本外帯，中期中新世花こう岩類の成因：スラブ溶融の可能性について, 代表, 安間 了（筑波大）・新正裕
尚（東京経大）・平田岳史（東工大）・岩野英樹・壇原 徹（京都 FT）, 5名, 1999.4–.

ヒマラヤ山脈の上昇とそれに伴う地球環境変動の研究, 分担, 酒井治孝・西 弘嗣・大野正夫（九州大・比較社会
文化研究）・瀧上 豊（関東学園大・法学部），他, 12名, 1999.4–.

パタゴニア地域（チリ南部），中期中新世ー第四紀火山岩類の成因：海嶺沈み込みと大陸弧における火成活動
の時空変遷, 代表, 平田大二（神奈川県博）・元木昭寿（Riode Janeiro State Univ.）・岩森 光（東京大・理）・
J. A. Naranjo(SERNAGEOMIN, Chile)・F. Herve (Chile Univ.)・安間 了 (筑波大）・丸山茂徳（東工大）・
V. D. Ramos (Univ. Buenos Aires)・M. Haller (Univ. La Patagonia），他, 14名, 2000.4–2001.3.

アデン湾・東経 46°近傍におけるMORBの地球化学的研究（東京大・海洋研・白鳳丸KH-00-5次航海）, 分担,
玉木賢策・石井輝秋・原口 悟（東京大・海洋研）・Salah A. A.-K. (Sana’a University), 約 20名, Aden New
Century Onboard Report, 2000.12–2001.1.

チリ海嶺沈み込みと陸弧における火成活動の時空変遷, 分担, 安間 了（筑波大）・岩森 光（東京大）・安仁屋政
武（筑波大）・丸山茂徳（東工大）・他, 17名, 2,520万円, 2001.4–.

西南日本弧の海溝寄りの地域で中期中新世に起こった火成活動の成因, 分担, 新正裕尚（東京経大）・中井俊一
（東京大・地震研）, 3名, 27万円, 2001.4–.

沈み込み帯におけるH20-メルト生成・移動の解明：微量元素からの制約, 分担, 岩森 光（東京大・理）, 2名, 27
万円, 2001.4–.

若いスラブ（＜ 5Ma）の沈み込みによる火成活動のプロセスの解明：チリ南部第四紀火山を例に, 分担, 平田大
二（神奈川県博）・中田節也（東京大・地震研）, 2名, 28万円, 2001.4–.

ハワイホットスポット火山の研究, 分担, 高橋栄一（東工大）・金松敏也・仲 二郎（JAMSTEC）・他, 約 25名,
Kaiko/Kairei Cruise (KRO1-12) around Hawaii Islands Onboard Report 2001, 2001.8–9.

山崎 雅

地球計測部門

東原紘道
(a) Third Workshop on Earthquake Disaster Mitigation for the Asia-Pacific Region, Metro Manila,, Philippines,

Nov.27-30, 2000.
Fourteenth Engineering Mechanics Conference of ASCE, Austin，Texas, USA, May 21-24, 2000.
Second Workshop on Earthquake Disaster Mitigation for the Asia-Pacific Region, 神戸, 日本, March 1-2, 2000.
1st Albert Caquot International Conference, Paris, France, Oct.3-5, 2001.
1st China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation, 北京, 中国, Sept.8-20, 2001.
Fourth Workshop on Earthquake Disaster Mitigation for the Asia-Pacific Region, 鎌倉, 日本, Dec.3-4, 2001.
China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation, 北京, 中国, Sept.17-18, 2001.

(e) 振興調整費による多国間型国際共同研究:アジア・太平洋地域に適した地震・津波災害軽減技術の開発とその体
系化に関する研究 (1998.04-), 国の内外の極めて多数の大学，行政機関および研究機関が参加している。地
震研究所では東原紘道，菊地正章，歌田久司，加藤照之，森田裕一，卜部 卓，山中佳子が参加している。
同じグループの他大学代表は入倉孝次郎（防災研），大町達夫（東工大）, 1998.4–.

山下輝夫
(a) Leon Knopoff anniversary symposium, Los Angeles, U.S.A., Sept.14, 2000.

The 2nd ACES workshop, Tokyo and Hakone, Japan, Oct.15-20, 2000.
IAGA-IASPEI Joint Scientific Assembly, Hanoi, Vietnam, Aug.19-31, 2001.

(b) 日本地震学会, 代議員, 2001.1–.
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(e) 短波長不均質構造と高周波地震像, 分担, 小菅正裕, 2000.4–.

大久保修平
(a) International Earth Tide Symposium, 水沢市, 日本, Aug.28-Sept.1, 2000.

Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.
American Geophysical Union, Fall Meeting, San Francisco, 米国, Dec.15, 2000.

(b) Journal of Geodesy, 編集委員, 1996.1–.
日本学術会議測地学研究連絡委員会, 委員, 1997.8–2000.8.
日本学術会議測地学研究連絡委員会・重力ジオイド小委員会, 小委員長, 1998.4–.
日本測地学会, 評議員, 1998.4–2000.3.
日本測地学会, 評議員, 2001.4–.
日本学術会議測地学研究連絡委員会, 幹事, 2000.9–.

宮武 隆
(a) International Workshop on Solid Earth Simulation and ACES WG meeting, Tokyo, Japan, Jan.17-21, 2000.

A. G. U. Fall meeting, San Francisco, U.S.A., Dec.15-20, 2000.
The 2nd ACES Workshop, Hakone, Japan, Oct.15-20, 2000.
International Workshop on the Quantitative Prediction of Strong-Motion and, Tsukuba, Japan, Oct.23-25, 2000.
2000 Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

(b) 日本地震学会, 評議員, 2000.4–2001.3.
土木学会地震工学委員会減震・免震・制震研究小委員会, 委員, 2000.8–.
（社）日本地震学会, 代議員, 2001.4–.

孫 文科
(a) IAG 2001 Scientific Assembly, Budapest, Hungary, Sept.2-7, 2001.

First Japanese-Chinese Workshop on Seismic Hazard Mitigation, Beijing, China, Sept.18-19, 2001.

新谷昌人
(d) 発明特許 (出願中), 微小距離投げ上げ式絶対重力計 (2002-11961), 新谷昌人, 2002.1.21.
(e) 直交光路レーザー干渉計による地球自由振動帯域のせん断歪直接測定, 分担, 深尾良夫（東京大・地震研）・山

田功夫（名大・理）, 3名, 2,100千円, 1999.4–2001.3.
MACHOブラックホールを重力波で観測する, 分担, 大橋正健・戸塚洋二・黒田和明・三代木伸二・辰巳大輔・

佐藤修一（東京大・宇宙線研）・藤本眞克・山崎利孝・福嶋美津広・寺田聡一（国立天文台）, 10名, 2,050
千円, 1999.4–2000.3.

重力波観測によるMACHOブラックホール合体に関する研究, 分担, 戸塚洋二・黒田和明・大橋正健・三代木伸
二・辰巳大輔（東京大・宇宙線研）・藤本眞克（国立天文台）, 7名, 約 42,000千円, 1999.4–.

レーザーひずみ計の性能向上に関する研究, 坂田正治（防災科技研）, 2名, 1999.10–2000.3.
関東・東海地域における地震活動に関する研究, 坂田正治（防災科技研）, 2名, 2001.5–.

古屋正人
(a) Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

IAG International Symposium on Gravity, Geoid and Geodynamics 2000, Banff, Alberta, Canada, July 31-Aug.4,
2000.

The 14th International Symposium on Earth Tides (ETS2000), Mizusawa, Japan, Aug.28-Sept.1, 2000.
CEOS SAR Workshop 2001, Tokyo, Japan, April 2-5, 2001.
IAG 2001 Scientific Assembly, Budapest, Hungary, Sept.2-7, 2001.

(b) 日本測地学会 測地学会誌 編集委員会, 編集委員, 2000.4–.
日本測地学会 測地学会誌 編集委員会, 編集事務, 2000.4–9.
地球惑星科学関連合同大会運営機構情報局, メンバー, 2000.4–.
地球惑星科学関連合同大会運営機構, 日本測地学会選出プログラム委員, 2000.4–.
日本測地学会 宇宙技術利用小委員会, 委員, 2000.9–.
日本測地学会, 評議員, 2001.4–.

奥野淳一
楠城一嘉

(a) “Intersections of Art and Science”, The 5th ISIS-Symmetry Congress and Exhibition, Sydney, Australia, July
8-14, 2001.

地震火山災害部門

壁谷澤寿海
(a) Third Japan-Turkey Workshop on Earthquake Engineering, Istanbul, Turkey, Feb.20-26, 2000.
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Grantees meeting for US-Japan cooperative research on urban disaster mitigation, San Francisco, USA, March
22-23, 2000.

Joint Technical Coordinating Committee on US-Japan Cooperative Program on Hybrid Structures, Los Angels,
USA, March 25-26, 2000.

The Second US-Japan workshop on performance-based engineering of reinforced concrete building structures,
Sapporo, Japan, Sept.11-13, 2000.

The Twelfth World Conference on Earthquake Engineering, Auckland, New Zealand, Jan.30-Feb.4, 2000.
The Second US-Japan Workshop on Performance-Based Earthquake Engineering Methodology for Reinforced

Concrete Building Structures, Sapporo, Japan, Sept.11-13, 2000.
US-Japan Workshop on Urban Disaster Mitigation, Seattle, USA, Aug.16, 2001.
The Third US-Japan Workshop on Performance-Based Earthquake Engineering Methodology for Reinforced

Concrete Building Structures, Seattle, USA, Aug.17-18, 2001.
The Fourth International Symposium on Earthquake Engineering for Moderate Seismicity Regions, Seoul, Korea,

Feb.5-7, 2001.
The Eighth East Asia-Pacific Conference on Structural Engineering and Construction, Singapore, Singapore,

Dec.5-7, 2001.
The Second Japan-Slovenia Workshop on Performance Based Seismic Desingn Methodologies, Ljubljana, Slovenia,

Oct.1-2, 2001.
International Seminar on Structural Performance Evaluation of Hybrid Wall System, Seoul, Korea, June 7, 2001.

(b) 日本建築学会構造委員会鉄筋コンクリ－ト構造運営委員会RC建物の限界状態と性能評価小委員会,主査 (1999.4-
), 2001.4–.

（財）日本建築センター（日米共同研究）高知能建築構造システムの開発/システム部会, 委員, 2001.4–.
（財）日本建築センター（日米共同研究）高知能建築構造システムの開発/システム部会, 損傷システムWG,

主査, 2001.4–.
日本建築学会構造委員会振動運営委員会委員委員, 1998.4–.
日本建築学会構造委員会鉄筋コンクリ－ト構造運営委員会性能評価型設計法小委員会主査, 1996.4–2000.3.
日本建築学会構造委員会鉄筋コンクリ－ト構造運営委員会幹事, 1992.4–.
日本建築学会構造委員会振動運営委員会地震荷重小委員会委員, 1998.4–.
日本コンクリ－ト工学協会海外連絡委員会委員, 1995.10–.
日本コンクリ－ト工学協会 ISO/TC71対応国内委員会委員, 1995.4–.
日本建築学会学校建築委員会文教施設の耐震性能小委員会委員, 1999.4–.
日本建築学会学校建築委員会文教施設の耐震性能小委員会応急危険度判定WG主査, 1999.4–.
建築研究振興協会用途複合型集合住宅の建設システムの合理化委員会委員, 2000.12–.
日本学術会議メカニクス・構造研究連絡委員会地震工学専門委員会委員, 2000.10–.
土木学会「構造物の破壊過程解明に基づく生活基盤の地震防災性向上に関する研究」第三分科会 委員, 1999.4–.

(e) Proc., The First US-Japan Workshop on Performance-Based Earthquake Engineering Methodology for Reinforced
Concrete Building Structures, Editor, 2000.3–.

Proc., The Second US-Japan Workshop on Performance-Based Earthquake Engineering Methodology for Rein-
forced Concrete Building Structures, Editor, 2000.3–.

Proc., The Third US-Japan Workshop on Performance-Based Earthquake Engineering Methodology for Rein-
forced Concrete Building Structures, Editor, 2001.12–.

都司嘉宣
(a) International Tsunami Workshop, Tsunami Risk Assesment beyond 2000, Moscow, Russia, June 12-17, 2000.

International Tsunami Symposium, IUGG, Seattle, USA, Aug.8-11, 2001.
(b) 歴史地震研究会, 代表幹事, 1999.10–2000.9.

Tsunami Committee，IUGG, 委員, 2000.4–.
歴史地震研究会, 代表幹事, 2000.10–.

(e) 水底・海辺堆積物に見られる地震および津波痕跡の研究（科研費 1C）, 代表, 志木常正（立命館大）・岡村 眞
（高知大）・山崎貞治（大阪教育大）・西村裕一（北大）, 5名, 4,900千円, 1999.4–2001.3.

紀伊半島の沿岸潟湖の湖底堆積物中の巨大地震による津波痕跡の研究, 代表, 岡村 眞・松岡裕美（高知大・理）・
韓 世燮（京大・防災研）, 7名, 900千円, 2001.4–.

歴史史料, および地質痕跡調査に基づく海溝型巨大地震の再帰性に関する研究（科研費 1B）, 代表, 中西一郎
（京大）・岡村 眞（高知大）・山崎貞治（大阪教育大）・西村裕一（北大）・志木常正（立命館大）, 6名, 6,800
千円, 2001.4–.

纐纈一起
(a) 5th SEGJ International Symposium, Tokyo, Japan, Jan.24-26, 2001.
(b) (社)日本地震学会, 代議員, 2000.12–.

日本地震学会法人化準備委員会, 委員, 1999.4-2000.11.
日本地震学会, 評議員, 1998.4-2000.3.
土木学会レベル２地震動研究小委員会, 委員, 1997.4-2000.3.
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(c) 第 6回 Computer Visualization Contest 優秀賞「日経サイエンス賞」, 6月 23日, 2000.
(e) 堆積層におけるやや長周期地震動評価法に関する研究, 分担, 植竹富一（東京電力），工藤一嘉, 1994.4-2000.3.

トルコ地震防災研究センタ－プロジェクト, 分担,トルコ政府公共事業住宅省, 1993.4-2000.3.

工藤一嘉
(a) 12th World Conference on Earthquake Engineering, Auckland, New Zealand, Jan.30-Feb.4, 2000.

Third Japan-Turkey Workshop on Earthquake Engineering, Istanbul, Turkey, Feb.21-25, 2000.
International Workshop on Annual Commemoration of Chi-Chi Earthquake, Taipei, Taiwan, Sept.18-20, 2000.
International Workshop on the Quatitative Prediction of Strong-motion and the Physics of Earthquake Sources,

Tsukuba, Japan, Oct.23-25, 2000.
96th Annual Meeting of the Seismological Society of America, San Francisco, USA, April 18-20, 2001.
Microzonation for Earthquake Risk Mitigation, Project in the Marmara Region, Turkey, Adapazari, Turkey, June

18-20, 2001.
(b) 日本建築学会地震情報対応小委員会, 委員, 1998.4–2000.3.

日本学術会議メカニクス構造研究連絡委員会地震工学専門委員会, 委員, 2000.10–.
（社）日本地震学会, 代議員, 2000.10–.
日本学術会議地震工学研究連絡委員会地震動小委員会委員 (第 17期), 主査, 2001.4–.
（社）日本地震学会災害委員会, 委員, 2001.4–.
日本建築学会強震観測小委員会, 委員, 2001.4–.
日本建築学会振動運営委員会, 委員, 2001.4–.

(e) 同時多点アレー観測による地下構造の水平方向不均質性の抽出, 分担, 川瀬 博（九州大・院，代表）・清家 規・
村上正浩・森 洋人・竹中博士・藤井雄士郎・渡邉篤志・永野 一（九州大）・岩田知孝（京都学）・香川敬生・
宮腰 研（地域地盤環境研）・南雲秀樹（名古屋大）・干場充之（気象庁）・佐藤俊明・佐藤智美・早川 崇（大
崎総合研）・東 貞成・芝 良昭・佐藤浩章（電力中央研）・畑山 健（消防研）・笹谷 努（北海道大）, 22名, 地
震研究所特定共同研究, 2001.4–.

古村孝志
(a) International Workshop on Solid Earth Simulation and ACES WG Meeting, Tokyo, Japan, Jan.17-21, 2000.

International Workshop on Annual Commemoration of Chi-Chi Earthquake, Taipei, Taiwan, Sept.18-20, 2000.
The 2nd ACES Workshop, Tokyo and Hakone, Japan, Oct.15-20, 2000.
China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation, Beijing, China, Sept.18-20, 2001.
SSS2001 Workshop - Multiscale Couping and Computational Earth Sciences, Tokyo, Japan, Dec.3-5, 2001.

(b) 糸魚川-静岡構造線強震動予測検討委員会, 委員, 2000.9–2001.3.
（社）日本地震学会, 代議員, 2001.4–.
（社）日本地震学会, 庶務委員, 2001.4–.

(c) 第 6回 Computer Visualization Contest, 優秀賞「日経サイエンス賞」, 6月 23日, 2000.
(e) 高精度の地球変動予測のための並列ソフトウエア開発に関する研究（3次元波動伝播の並列シミュレーション

に関する研究）, 代表, 6名，1,360千円, 2000.4-2001.3.
高精度の地球変動予測のための並列ソフトウエア開発に関する研究（3次元波動伝播の並列シミュレーション

に関する研究）, 代表, 4名，5,080千円, 2001.4–.

境 有紀
(a) Japan-Slovenia Workshop on Performance Based Seismic Design Methodologies, Ljuburiana, Slovenia, Oct.2-6,

2000.
(b) 日本建築学会性能評価型設計法小委員会委員, 1996-2001.

日本建築学会 RC建物の限界状態と性能評価小委員会委員, 2001–.
日本コンクリート工学協会過大繰り返し地震力を受けるコンクリート部材の塑性域劣化性状研究委員会委員,

1996-2000.
日本コンクリート工学協会コンクリート構造物の靭性設計手法に関する研究委員会, 2001–.
日本コンクリート工学協会コンクリート工学年次論文査読委員会委員, 2001–.
2001年度日本建築学会大会（関東）大会実行委員会委員, 2001.
日本建築学会構造系論文集査読委員, 1992–.
構造工学論文集査読委員, 1992–.
コンクリート工学年次論文報告集査読委員, 1991–.
土木学会論文集査読委員, 2001–.
土木学会応用力学論文集査読委員, 2000.

地震予知研究推進センター

平田 直
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(a) 2000 AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.
Third Joint Meeting, U.S.-Japan Natural Resources, Panel on Earthquake Research, Menlo Park, California,

USA, Nov.13-15, 2000.
2000 Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.
2001 AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.10-15, 2001.
ICDP（国際大陸掘削計画）Workshop on Drilling the Chenglungpu Fault, Taipei, 台湾, Sept.28, 2001.
IASPEI, ハノイ, ベトナム, Aug.19-31, 2001.

(b) （社）日本地震学会, 理事, 2000.12–.

加藤照之
(a) WPGM, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

AGU Fall meeting, San Francisco, USA, Dec.15-20, 2000.
GAME-T Workshop, Long Beach Cha-am, Thailand, March 6-8, 2000.
OHP/ION Joint Symposium on ”Lnng-term Observations in the Oceans: Current Status and Perspectives for

the Future”, Hotel Mt. Fuji, Japan, Jan.21-27, 2001.
GAME-T Workshop, Phuket, Thailand, March 5-7, 2001.
International Tsunami Symposium 2001, Seattle, USA, Aug.7-10, 2001.
IASPEI-IAGA Joint Scientific Assembly, Hanoi, Vietnam, Aug.19-31, 2001.
第一回日中地震防災ワークショップ , 北京, 中国, Sept.17-21, 2001.

(b) 日本地震学会, 評議員, 2000.4–10.
（社）日本地震学会, 代議員, 2000.11–.
日本測地学会, 評議員, 2001.4–.

(d) 発明特許（出願中）, GPSによる物体の変位計測方法（2000-96060）, 加藤照之他５名, 2000.3.31.
発明特許（出願中）, Method and apparatus for measuring displacement of object using GPS (US: No. 09/597,109),

加藤照之他５名, 2001.6.16.
発明特許（出願中）, Method and apparatus for measuring displacement of object using GPS (Canada: 2,312,017)

, 加藤照之他５名, 2001.6.16.
(e) 海半球ネットワーク：地球内部を覗く新しい目, 平成 8-13年度科学研究費補助金（創成的基礎研究費)(研究代

表者：東京大地震研・深尾良夫), 分担, 山田功夫・木股文昭（名大）他, 10名, 1996.4–.
沖の鳥島 GPS観測, 分担, 海上保安庁水路部, 2, 1996.4–2001.3.
科学技術庁振興調整費「GPS気象学」(第一期：1997-2000, 第二期：2000-2002), 分担, 畑中雄樹（国土地理院）・

松島 健（九州大）・萬納寺信崇（気象庁）他, 50名, 1997.4–.
GAME-Tプロジェクト, 分担, 虫明功臣・沖 大幹（東京大・生産研）他, 30名, 1997.4–.
GPS・合成開口レーダ・重力観測による伊東市周辺域における地殻変動の総合的研究, 平成 9-11年度文部省

科学研究費（総合研究 A）（研究代表者：名大理・木股文昭）, 分担, 木股文昭（名大・理）他, 約 30 名,
1997.4–2000.3.

平成 10-12年度文部省科学研究費補助金基盤研究 (A)「RTK-GPSを用いた津波検知システムの開発」, 代表, 寺
田幸博・木下正生・一色 浩（日立造船）, 7名, 26,400千円, RTK-GPSを用いた津波検知システムの開発,
1998.4–2001.3.

平成 10-12年度科学研究費補助金「中央構造線断層帯の深部構造と現在の運動様式に関する測地学的研究」（研
究代表者：高知大理・田部井隆雄）, 分担, 田部井隆雄（高知大・理）他, 20名, 9,400千円, 中央構造線断層
帯の深部構造と現在の運動様式に関する測地学的研究, 1998.4–2001.3.

GPSによる総合観測研究,（平成 9年度～）地震予知事業費及び地震研究所共同利用（特定研究 (A), 代表, 笠
原 稔（北大・理）他, 約 30名, 1998.4–.

平成 11-14年度科学研究費補助金「GPS統合処理によるアジア～太平洋のテクトニクスの研究」（研究代表者：
東京大地震研・加藤照之）, 代表, 小竹美子・宮崎真一（東京大・地震研）, 4,11,000千円, 1999.4–.

科学技術庁振興調整費「アジア・太平洋地震津波防災軽減技術の開発とその体系化に関する研究」, 分担, 東原
紘道（東京大・地震研）・李 延興（中国国家地震局）他, 約 10名, 1999.4–.

平成 11-13年度科学研究費補助金（地域連携推進経費 (1)）GPS津波計を用いた津波防災システムの構築, 代表,
寺田幸博・木下正生・一色 浩・柿本英司（日立造船）, 5名, 63,000千円, 1999.11–.

地球観測フロンティア, 木村富士男（筑波大学），伍 培明（NASDA）, 2000.4–.
2001年インド西部大地震の総合的調査研究, 分担, 佐藤魂夫（弘前大・理工）他, 18名, 5,000千円, 2001.1–3.

佐藤比呂志
(a) 9th Deep Seismic Profiling of the Continents and Their Margins, Ulvik, Norway, June 18-23, 2000.

31th International Geological Congress, リオデジャネイロ,ブラジル, Aug.6-17, 2 00.
Fall Meeting American Geophysical Union, サンフランシスコ, アメリカ合衆国, Dec.15-19, 2000.
Western Pacific Geophysical Meeting, 東京, 日本, June 26-30, 2000.
Fall Meeting American Geophysical Union, サンフランシスコ, アメリカ合衆国, Dec. 10-14, 2001.
International Symposium on Slip and Flow Processes in and below seismogenic Reg on,仙台,日本, Nov.5-8, 2001.
Taiwan Continental Dynamics Workshop, 台北, 台湾, April 25-26, 2001.
China-Japan workshop on Seismic hazard mitigation, 北京, 中華人民共和国, Sept.18-2, 2001.
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(e) 北上低地帯西縁断層系の深部地殻構造探査 (1998.7-), 分担, 代表・平田 直（東京大・地震研）など , 約 20 名,
7000万円, Deep Seismic Reflection Profiling across the u Backbone Range, Northern Honshu Island, Japan,
1998.6–2000.10.

十勝東縁活断層系の浅層反射法地震探査（1999.9）, 分担, 宮内崇裕・伊藤谷生（千葉大・理）・蔵下英司（東京
大・地震研）・加藤 一（山梨大・教育人間）, 約 20名, 300万円, 反射法地震探査による十勝活断層帯中部
の浅層構造, 1999.5–2000.3.

千屋断層の極浅層反射法地震探査「（2000.7）」, 代表, Tomas Pratt・Robert William (USGS)・今泉俊文（山梨
大）・蔵下英司・荻野スミ子（東京大・地震研）, 10名, 120万円, 極浅層反射法地震探査による千屋断層
（一丈木）の地下断面, 2000.6–9.

富士見断層の極浅層反射法地震探査（2000.7）, 分担, Thomas Pratt・Robert Will ams (USGS)・池田安隆（東
京大・理）・今泉俊文・加藤 一（山梨大）, 8名, 20万円, 陸域における活断層調査：活断層の形状を探る,
2000.6–10.

台湾・集集地震震源域における変動地形調査（2000.11）, 代表, 池田安隆（東京大・理）・今泉俊文（山梨大）・
宮内崇祐（千葉大）・青木賢人（東京大・理）, 8名, 120万円, 活断層-震源断層システムのイメージングの
意義と現状, 2000.10–2001.3.

2001年インド・プージ地震の被害調査, 分担, 代表・佐藤魂夫（弘前大・理）ほか, 約 20名, 30万円（分担分）,
Extensive surface deformation anound Budharmora associated with January 26, 2001 Republic Day (Bhuji)
earthquake of India, 2001.2–6.

愛知県設楽地域における中部日本海陸統合地殻構造探査発破の稠密アレイ観測, 代表, 伊藤谷生（千葉大・理）・
Kate Miller（テキサス大）・岩崎貴哉・平田 直（東京大・地震研）・大西正純（地科研）・Galen Kaip（テキ
サス大）・菊池伸輔（千葉大・理）・Amy Kwiatkowski（コーネル大）・加藤直子・蔵下英司・河村知徳（東
京大・地震研）, 13名, 1200万円, 2001.5–.

2001年ペルー・アティコ地震の被害調査, 分担, 代表・小長井一男（東京大・生産技術研）など , 15名, 40万円
（分担分）, 2001.7–.

吉田真吾
(a) 2000 Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

The 2nd ACES Workshop, Tokyo and Hakone, Japan, Oct.15-20, 2000.
(b) 日本地震学会会計委員会, 委員長, 1999.4–2000.3.

日本地震学会会計委員会, 委員, 2000.4–2001.3.
日本地震学会法人化準備委員会, 委員, 2000.4–2001.3.
（社）日本地震学会, 代議員, 2000.12–.

(e) 地震研特定共同研究 (A)直前過程における地殻活動に関する総合的研究, 代表, 吉岡直人・大久保修平, 他, 約
10名, 319千円, 2001.4–.

飯尾能久
(a) WPGM, 東京, 日本, June 27-30, 2000.

US-Japan Workshop on Foreshocks and Rupture Initiations, 京都, 日本, Oct.3-4, 2000.
International Symposium on slip and flow processes in and below the seismogenic region, 仙台, 日本, Nov.5-9,

2001.

上嶋 誠
(a) International Workshop on Solid Earth Simulation and ACES WG Meeting, Tokyo, Japan, Jan.17-21, 2000.

Long-Term Observations in the Oceans - Current Status and Perspectives for the Future -, Yamanakako, Japan,
Jan.21-27, 2001.

IAGA-IASPEI Joint Scientific Assembly, Hanoi, Vietnam, Aug.19-31, 2001.
China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation, Beijing, China, Sept.18-20, 2001.

(b) The 16th Workshop on Electromagnetic Induction in the Earth, Member, Program Committee, 2001.7–2002.6.
(e) 中国・四国地方西部におけるネットワークMT観測, 分担, 山口 覚（神戸大）・大志万直人（京大）・村上英記（高

知大）・塩崎一郎（鳥取大）・井上義弘（東京大）, 10名, 地震予知計画経費，科学研究費, 1999.9–2001.3.
道北および北海道西部各地におけるネットワークMT観測, 代表, 西田泰典・茂木透・笠原稔・高田真秀・佐藤

秀幸（北大）, 8名, 地震予知計画経費, 1999.9–2001.11.
日高衝突帯における電磁気構造探査 (2000.7-10), 代表, 地殻比抵抗研究グループ , 20 名, 地震予知計画経費,

2000.7–2001.9.
山陰地方における電磁気構造探査, 分担, 地殻比抵抗研究グループ , 20名, 地震予知計画経費, 2001.10–.
中国東北部における電磁気観測，分担，歌田久司 (東京大・地震研）・中国国家地震局，10名，科学研究費，1998.7-
‐．

伊豆半島，伊豆諸島などでの電磁場連続観測，分担，京大防災研・東工大理・理化学研・J. Zlotonicki（LGO,
France）・三宅島火山総合観測班（熱・電磁気グループ），30名，地震予知計画経費・地震国際フロンティ
ア研究プログラム・地震研校費，1994.4-．

高精度の固体地球変動予測のための並列ソフトウェア開発に関する研究，分担，高度情報科学技術研究機構，
依託研究費（RIST)，1998.4–．

ロング・バレー・カルデラの電磁気共同観測，分担，M. Johnston(USGS, USA)・J. Zlotnicki (LGO, France)・
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田中良和（京大）・笹井洋一（東京都），10名，学振日米科学協力事業，1998.4-‐．
３次元電磁誘導問題に関する研究，分担，A. Schultz（ケンブリッジ大）・藤 浩明（富山大）・COSY-Bプロジェ

クト参加研究者，8名，文部省在外研究員経費，1997.10–．
海半球地磁気観測，分担，海半球観測センター（東京大・地震研），20名，科学研究費，1996.4–．
NTT回線を用いた地電位差変化観測による地震予知・火山噴火予知の基礎研究，代表，NTTアクセス網研究所・

各大学研究者，20名，地震予知計画経費・NTTアクセス研研究費・地震研究所校費・科学研究費，1994.4–．

加藤尚之
(a) American Geophysical Union, Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.

China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation, Beijing, China, Sept.18-20, 2001.
International Symposium on Slip and Flow Processes in and below the Seismogenic Region, Sendai, Japan,

Nov.5-8, 2001.
(b) 日本地震学会, 評議員, 1998.4–2000.3.
（社）日本地震学会, 代議員, 2000.10–.

飯高 隆
(a) American Geophysical Union, 2000 Fall Meeting, San Francisco, U.S.A., Dec. 15-19, 2000
(b) 日本地震学会庶務委員会, 委員, 2000.4–2001.3（社）日本地震学会欧文誌運営委員会, 委員, 2000.4–.
(e) 島弧におけるモホ面下最上部マントルの微細構造の推定, 分担, 地震研究所一般共同研究, 484,000円, 2001.4-.

地震学的不連続面における水の影響とその地球物理学的意義, 分担, 地震研究所一般共同研究, 538,000円,
2001.4-. 地震波による九州・別府-島原地溝帯内火山地域での地殻内流体相の検出, 分担, 地震研究所一般
共同研究, 442,000円, 2001.4-.

小竹美子

一ノ瀬洋一郎
(e) 北海道東部における深部地殻構造探査, 分担, 千島海溝海陸境界深部探査研究グループ（東京大学・海洋科学技

術センター）, 15名, 海洋科学技術センター, 2000.5.31–8.4.
北海道日高衝突帯前縁における高密度地殻構造探査, 分担, 爆破地震動研究グループ (代表：岩崎貴哉）, 40名,

地震研究所特定研究 (A), 2000.8.27—9.2.
長町・利府断層構造探査, 分担, 長町・利府断層構造研究グループ (代表：佐藤比呂志, 大竹政和）, 約 50名, 科

学技術振興調整費, 長町利府断層構造探査, 2001.6.12–19.
東海・中部地方地殻構造探査, 分担, 東海・中部地域地震探査グループ（代表：岩崎貴哉）, 約 55名, 海洋科学

技術センタ－, 2001.8.22–26.

蔵下英司
(a) 2000 AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.

9th International Symposium on Deep Seismic Profiling of the Continents and their Margins, Ulvik, Norway,
June 18-23, 2000.

2000 Western Pacific Geophysical Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

宮崎真一
(b) （社）日本地震学会大会・企画委員会, 委員, 2001.4–.

日本測地学会, 評議員, 2001.4–.

青木陽介

河村知徳
(a) Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan. 2000.

AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.10-14, 2001.

地震地殻変動観測センター

笠原順三
(a) American Geophysical Union, Annual Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.

The 2000 International Symposium on Underwater Technology, Tokyo, Japan, May 23-26, 2000.
2000 Western Pacific Geophysical Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.
The 14th International Symposium on Earth Tide, Mizusawa, Japan, Aug.28-Sept.1, 2000.
Symposium on seismotectonics of the north-western Anatoria-Aegean and recent Turkish earthquakes, Istanbul,

Turkey, May 8, 2001.
(b) IUGG, Scientific use of undersea cable committee, member, 1992.4–.

地学雑誌, 編集委員, 1994.4–.
東京地学協会地学クラブ委員会, 委員, 1995.4–.
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海洋科学技術センターリアルタイム変動観測システム, 研究検討委員会委員, 1995.4–.
日本水路協会海底火山活動データ伝送システム研究開発委員会, 委員会委員長, 1996.4–2000.3.
海洋音響学会, 評議員, 1996.4–.
日本地震学会, 評議員, 1998.4–2000.3.
海洋調査技術学会, 評議員, 1998.4–.
IEEE Ocean Engineering Society, Tokyo Chapter, Vice president, 1998.4–2000.3.
物理探査学会, 学会賞選考委員, 1998.4–.
Suboptic 2001 symposium, Advisory committee member, 1999.4–2001.5.
International symposium on underwater technology 2000, Advisory committee member, 1999.4–2000.5.
地学雑誌, 副編集委員長, 1999.4–2001.3.
IEEE Ocean Engineering Society, Japan Chapter, President, 2000.4–.
物理探査学会 　International Symposium, Advisory committee, member, 2000.4–2001.3.
海洋科学技術センター 　海底長期観測検討委員会, 委員, 2000.4–.
（社）日本地震学会, 評議員, 2001.4–.
1st international symposium of the Faculty of Mine(ITU) on earth sciences and engineering, Istanbul Technical

University, Scientific committee, member, 2001.5–.
テクノオーシャン 2002, Advisory Committee, 学識経験委員, 2001.11–.

(e) 海底ケーブルを用いた地震など多目的地球環境モニターネットワークの開発に関する研究,代表,白崎勇一（KDD
研究所），木下 肇，門馬大和，岩瀬良一，川口勝義（海洋科学技術センター），歌田久司（東京大・地震
研）, 30名, 12億円, VENUS計画研究報告書, 1994.4–2001.3.

日本周辺における地震活動調査, 代表, 気象庁，佐藤利典（千葉大）, 金沢敏彦（東京大・地震研）, 10名, 100
万円程度, 1994.4–.

海底地震計を用いた三陸沖の沈み込みプレート境界の解明, 代表, 佐藤利典（千葉大）・日野亮太（東北大）・篠
原雅尚・早川正亮・上村 彩（東京大・地震研）, 15名, 4500万円, スラブの水/物質循環（地学雑誌特集号）,
1999.4–.

伊豆小笠原の地震活動調査, 代表, 気象庁地震津波監視課，佐藤利典（千葉大）・早川正亮・上村 彩（東京大・
地震研）, 1999.4–2000.3.

伊豆大島付近の地殻構造探査, 分担, 渡辺秀文他火山構造研究グループ，金沢敏彦・篠原雅尚・佐藤利典・日野
亮太・上村 彩・早川正亮（東京大・地震研）, 30名, 1999.4–2000.3.

銭洲海嶺周辺の自然地震活動, 代表, 気象庁地震津波監視課, 佐藤利典（千葉大）・金沢敏彦・早川正亮（東京大・
地震研）, 10名, 1999.4–2000.3.

トルコマルマラ海の地震活動調査,代表, Xavier Le Pichon(France)・Tancay Taymaz(Istabul Technical University)・
Naci Gorur(Tubitac, Turkey)・A. Hirn (France)・佐藤利典（千葉大）・上村彩（東京大・地震研）, 10名, 1500
万円, Seismotectonics of the north-western Anatolia-Aegean and recent Turkish earthquakes, 2000.4–2001.3.

金沢敏彦
(a) American Geophysical Union, Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.

OHP/ION Joint Symposium on ”Long-term Observations in the Oceans: Current Status and Perspectives for
the Future”, Yamanaka-ko, Yamanashi Pref., Japan, Jan.21-27, 2001.

第一回日中地震防災ワークショップ，北京，中国，Sept.17-21, 2001.
(b) 日本地震学会, 評議員, 1998.4–2000.3.
（社）日本地震学会, 代議員, 2000.10–.

(e) 海半球ネットワーク：地球内部を覗く新しい目，科学研究費補助金（創成的基礎研究費）（研究代表者：深尾良
夫）, 分担, 東京大地震研・東京大海洋研・東京大理・東北大・千葉大・富山大・海洋科学技術センターほ
か, 約 80名, 総額約 17億円, 1996.4–.

地震研究所特定共同研究 　海底地殻変動観測手法の開発, 代表, 東京大地震研・東京大海洋研・東北大・千葉大・
富山大, 約 10名, 地震予知事業費等による, 1999.4–.

三宅島・神津島・新島近海群発地震活動に関する調査研究，平成 12年度科学研究費補助金（特別研究促進費）（研
究代表者：金沢敏彦）, 代表, 東京大地震研・東北大・名大理・京大防災研, 20名, 26,000千円, 1999.4–2000.3.

武尾 実
(a) AGU 2000 Fall meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.

Western Pacific Geophysical Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.
International Association of Seismology and Physics of the Earth’s Interior, Hanoi, Vetnum, Aug.20-31, 2001.

(b) （社）日本地震学会, 代議員, 2001.4–.

岩崎貴哉
(a) 9-th International Symposium on Deep Seismic Profiling of the Continents and Their Margins, Ulvik, Norway,

June 18-23, 2000.
AGU 2000 Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.
2nd ACES Workshop, Hakone T., Japan, Oct.15-20, 2000.

(b) 国立極地研究所地学専門委員会, 委員, 2000.4–.
(e) 九州地方東部の地殻構造, 代表, 森谷武男（北大理）・吉井敏尅・武田哲也（東京大・地震研）・田代勝也・鈴木
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貞臣（九大・理）・宮町宏樹（鹿児島大・理）, 6名, 46,000千円, 九州東部における爆破地震動の観測 I, II,
1994.6–.

北部フォッサマグナ周辺の地殻構造, 分担, 平田 直・武田哲也・佐藤比呂志（東京大・地震研）・伊藤谷生（千葉
大・理）, 4名, 40,900千円, 北部フォッサマグナの形成とアクティブテクトニクス, 1996.4–.

東北日本の地殻構造とその変形過程（屈折法データを中心として）, 代表, 森谷武男（北大・理）・海野徳仁・岡
田智巳（東北大・理），長谷見晶子（山形大・・理）・宮下 芳・溝上智子（茨城大・理）・加藤 亘・武田哲也・
関根秀太郎（東京大・地震研）・松島 健・田代勝也（九州大・理）・宮町宏樹（鹿児島大・理）, 12名, 130,000
千円, 東北日本弧横断人工地震探査（釜石-岩城測線）, 1997.6–.

西南日本，海陸境界域の地殻構造探査, 分担, 平田 直（東京大・地震研）・金田義行・小平秀一（海洋科学技術
センター）, 10名, 5,000千円, 四国東部・中国地域における深部地殻構造探査, 1998.4–.

北海道中軸部衝突帯の構造と地殻再編過程 　(1998.10-2001.3), 代表, 森谷武男・在田一則・高波鉄夫・山本明彦
（北大・理）・平田 直・佐藤比呂志・武田哲也・足立啓二（東京大・地震研）・伊藤谷生（千葉大・理）, 8名,
36,600千円, 北海道中軸部・衝突帯の形成と地殻再編過程, 1998.4–.

北海道の地殻変形過程 (屈折法データを中心として), 代表, 平田 直・佐藤比呂志・足立啓二・武田哲也（東京大・
地震研）・森谷武男・在田一則（北大・理院）・宮下 芳（茨城大・理）・宮町宏樹（鹿児島大・理）・伊藤谷生
（千葉大・理）, 9名, 130,000千円, 1999.6–.

北海道東部の地殻構造の研究 (屈折法データを中心として), 分担, 平田 直・佐藤比呂志・蔵下英司（東京大・地
震研）・伊藤谷生（千葉大・理）・仲西理子・小平秀一・金田義行（海洋科学技術センター）, 7名, 3,000千
円, 2000.5–.

東海・中部地方の島弧地殻・プレート構造の研究, 代表, 飯高 隆・佐藤比呂志・平田 直・蔵下英司・河村知徳・
武田哲也（東京大・地震研）・森谷武男（北大・理院）・山崎文人（名大・理院）・青木 元（気象庁）, 9名,
50,000千円, 2001.4–.

佐野 修
(b) 情報処理センター協議会/情報処理/, 編集委員長, 1999.4–2000.3.

資源素材学会, 評議員, 1999.4–2001.3.
(e) 高精度弾性波速度測定による岩盤モニタリングシステムの開発に関する研究, 代表, 稲葉 　力 (西松建設技術

研)・平野 享 (西松建設技術研)・田中義晴 (西松建設技術研), 4名, 管理費 2000千円/研究・ 1994.4–2001.3.

佃 為成
(a) Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, 6.28-30, 2000.
(b) 電気学会地震に伴う電磁現象調査専門委員会, 委員, 1998.4–2001.3.

電気学会環境電磁界観測による地震前駆現象調査専門委員会, 委員, 2001.10–
(e) 平成 11年度地震研究所特定研究 (A)「内陸直下地震の予知」, 代表, 佃 為成（東京大・地震研）山崎晴雄（東

京都立大・理）塚原弘昭・角野由夫・奥澤 保・新井崇史（信州大・理）竹内 章・川崎一朗・ハスバートル・
安江健一・中川靖浩（富山大・理）上田誠也・長尾年恭・花田正明・川畑広紀（東海大）山口 透・服部克
巳・織原義明・高橋一郎・野田洋一（理化学研）後藤恵之輔・柳 　浩二（長崎大）, 22名, 20万円, 平成 11
年度地震研究所特定研究 (A)報告「内陸直下地震の予知」, 1999.4–2000.3.

内陸地震の震源断層周辺の地震活動履歴解明, 分担, 西田良平（鳥取大）・佃 為成（東京大・地震研）・渡辺邦彦・
竹内文朗・松村一男・大見士朗（京大）・塩崎一郎（鳥取大）, 7名, 2000.4–2001.3.

平成 12年度地震研究所特定研究 (A)「内陸直下地震の予知」, 代表, 佃 為成（東京大・地震研・）山崎晴雄（東
京都立・大理）・塚原弘昭・角野由夫・奥澤 保・新井崇史（信州大・理）・竹内 章・川崎一朗・ハスバート
ル・安江健一（富山大・理）・長尾年恭・川畑広紀（東海大）・山口 透・織原義明・高橋一郎・野田洋一（理
化学研）・後藤恵之輔（長崎大）, 17名, 20万円, 平成 12年度地震研究所特定研究 (A)報告「内陸直下地震
の予知」, 2000.4–2001.3.

平成 13年度地震研究所特定研究 (A)「内陸直下地震の予知」, 代表, 佃 為成（東京大・地震研）・山崎晴雄・植木
岳雪（東京都立大・理）・塚原弘昭・角野由夫・奥澤 保・新井崇史（信州大・理）・竹内 章・川崎一朗（富
山大・理）・長尾年恭（東海大）・山口 透・織原義明・高橋一郎・野田洋一（理化学研）・後藤恵之輔（長崎
大）, 15名, 17.2万円, 平成 13年度地震研究所特定研究 (A)報告「内陸直下地震の予知」, 2001.4–.

卜部 卓
(b) (社)日本地震学会,代議員,2001.4–.

篠原雅尚
(a) AGU 2000 Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.11-15, 2000.
(b) 日本地震学会, 理事（庶務委員長）, 2000.4–11.
（社）日本地震学会, 常務理事, 2000.12–.

萩原弘子
(e) 近地地震の sP変換波による四国及びその南方海域における地震の深さ分布とフィリピン海プレート形状の研

究（1999-2000）, 徐 紀人（海洋科学技術センター）.
日高衝突帯の地殻構造探査（1999.8-2001）, 岩崎貴哉・平田 直・佐藤比呂志（東京大・地震研）・伊藤谷生（千

葉大）・森谷武男（北大）他.

瀬戸憲彦
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(a) Proceeding of the Second Japan-China Joint Workshop on Prediction and Mitigation of Seismic Risk in Urban
Regions, Hikone, Japan, Nov.14-16, 1998.

(e) 地震活動地域における HFSNを用いた地殻応力状態のモニタリングに関する研究, 地震研究所一般共同研究
（1999.4-2000.3)，笠原 稔（北大）・尾上謙介（京大・防災研）.

中尾 茂
(a) 2000 Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

The 14th International Symposium on Earth Tides, Mizusawa, Japan, Aug.28-Sept.1, 2000.
(b) 日本測地学会評議会, 評議員, 2000.4–.

酒井慎一
(a) AGU Fall Meeting, San Francisco, U.S.A., Dec.15-19, 2000.

WPGM, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

井出 哲
(a) American Geophysical Union, Fall Meeting, San Francisco, CA, USA, Dec.15-19, 2000.

US-Japan Workshop on Foreshocks and Rupture Initiation, Kyoto, Japan, Oct.3-6, 2000.
Seismological Society of America, Annual Meeting, San Francisco, CA, USA, April 20-22, 2001.

山田知朗
(a) Western Pacific Geophysical Meeting, Tokyo, Japan, June 30, 2000.
(b) （社）日本地震学会, 広報委員, 2000.1–.

望月公廣
(a) AGU, San Francisco, U.S.A, Dec.15-19, 2000.
(b) Joint Oceanographic Institutions for Deep Earth Sampling (JOIDES) (Ocean Drilling Program) Site Survey

Panel, Panel Member, 2001.7–.
深海掘削計画（ IODP）事前調査資源検討ワーキング・グループ , 委員, 2001.9–.

五十嵐俊博
(a) Western Pacific Gephysical Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

地震予知情報センター

阿部勝征
(b) 日本地震学会評議員会 (2000.4-10), 評議員, 1973.4–2000.10.

日本学術会議海洋物理学研究連絡委員会津波小委員会, 委員, 1989.3–.
日本災害情報学会理事会, 理事, 1999.4–.
土木学会原子力土木委員会, 委員, 1999.10–.
（社）日本地震学会代議員会, 代議員, 2000.10–.

菊地正幸
(a) 3rd Multi-lateral workshop on Development of Earthquake and Tsunami Disaster Mitigation Technologies and

their Integration for the Asia-Pacific Region, Manila, Philippine, Nov.28-29, 2000.
1st China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation, Beijing, China, Sept.18-20, 2001.
IASPEI, Hanoi, Vietnam, Aug.19-31, 2001.

(b) Earth, Planets and Space, 編集委員, 1998.4–2001.3.
（社）地震学研究連絡委員会, 委員, 2000.10–.
日本地震学会，監査，2000.04-2001.03.

鷹野 澄
(a) 1st China-Japan Workshop on Earthquake Disaster Mitigation, Beijing, China, Sept.18-20, 2001.

山中佳子
(a) IASPEI, Hanoi, Vietnam, Aug.19-31, 2001.

4th Multi-lateral workshop on Development of Earthquake and Tsunami Disaster Mitigation Technologies and
their Integration for the Asia-Pacific Region, Kamakura, Japan, Dec.3-4, 2001.

鶴岡 弘
(a) Second International Workshop on Statistical Seismology, Wellington, New Zealand, April 18-21, 2001.

AGU 2001 Fall Meeting, San Francisco, U.S.A., Dec.10-14, 2001.

火山噴火予知研究推進センター
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井田喜明
(a) 2000 Western Pacific Geophisical Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

IAVCEI General Assembly 2000, Bali, Indonesia, July 18-22, 2000.
(b) Journal of Volcanology and Geothermal Research, Editor, 1987.1–2001.12.

噴火予知研究委員会, 委員, 1995.4–.
WPGM2000実行委員会, 委員長, 1999.8–2000.7.

渡辺秀文
(a) AGU 2000 Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.

2000 WPGM, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.
(b) 日本学術会議火山学研究連絡委員会, 委員, 1993.1–.

日本火山学会, 幹事長，評議員, 1998.4–2000.3.
火山噴火予知研究協議会, 委員, 2000.4–.

(e) 伊豆諸島海域における海流変動が作る電磁場の研究, 分担, 笹井洋一（代表者，東京大地震研）, 5名, 平成 9-11
年度科学研究, 伊豆諸島海域における海流変動が作る電磁場の研究, 1997.4–2000.3.

国立大学・有珠山総合研究班（2000.3.31-）, 分担, 代表者 　岡田 弘（北大・理），観測総括 　渡辺秀文（東京大・
地震研），他関連研究者, 2000.3–.

2000年三宅島噴火活動と周辺地域の地殻活動，平成 12年度地震研究所研究集会（2000.9.25-26）,分担,代表者 　
木股文昭（名大・理），所内担当 　渡辺秀文，他関連研究者,約 50名,地震研究所共同利用経費, 2000.4–2001.3.

大学・三宅島総合観測班（2000.9.1-）, 代表, 総括 　渡辺秀文（東京大・地震研），および全国の関連研究者,
2000.9-.

三宅島火山の陥没カルデラ形成過程とマグマ供給系の解明, 代表, 纐纈一起・大湊隆雄・及川 純・大久保修平・
鍵山恒臣・上嶋 誠・中田節也・藤井敏嗣（東京大・地震研）・野津憲治（東大・理院）・平林順一（東工大・
火山流体セ）・木股文昭（名大・理院）・松島 健（九大・理院）, 13名, 平成 13年度科学研究, 2001.4–.

富士火山の活動の総合的研究と情報の高度化, 分担, 代表 　藤井敏嗣・中田節也・鍵山恒臣・上嶋 誠・大湊隆雄・
及川 純・中尾 茂・金子隆之・吉本光宏・中井俊一（東京大・地震研）・鵜川元雄・小村健太朗（防災科技
研）・村上 亮（国土地理院）・山本哲也・山里 平（気象庁）・高田 亮（産総研）・佐野貴司・吉村秀実（常葉
大）・廣井 脩（東京大・社情研）・中森広道（日大・文理）, 26名, 平成 13-15年科学技術, 2001.9–.

中田節也
(a) Western Pacific Geophysical Meeting, 東京, 日本, June 27-30, 2000.

AGU Fall Meeting, サンフランシスコ, 米国, Dec.15-19, 2000.
AGU Fall Meeting, サンフランシスコ, 米国, Dec.10-15, 2001.

(b) (財)震災予防協会, 評議員, 2001.6–.
日本火山学会評議員, 庶務幹事，2000.4–.
火山噴火予知研究協議会，幹事，2000.4–.
日本学術会議火山学研究連絡会，委員，1997.9–.

(c) 大和エイドリアン賞（大和日英基金）, 12.6, 2001.

鍵山恒臣
(a) Western Pacific Geophysical Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.
(b) 日本火山学会, 事業委員, 1998.4–.

日本火山学会, 評議員, 2000.4–.
日本火山学会, 幹事長, 2000.4–.

(e) 岩手火山構造探査, 分担, 浜口博之（東北大・理）, 2000.4–2001.3.
口永良部・薩摩硫黄島火山集中観測, 分担, 石原和弘・井口正人 (京大・防災研）, 2000.4–2001.3.
火山の浅部構造と火山流体, 代表, 井口正人 (京大・防災研), 火山の浅部構造と火山流体, 2001.1.
有珠火山構造探査, 分担, 大島弘光 (北大・理), 70名, 2001.4–.
雲仙火山電磁気構造調査, 代表, 田中良和，橋本武志 (京大・理), 1999.4–.
三宅島火山の陥没カルデラ形成過程とマグマ供給系の解明, 代表, 纐纈一起・大湊隆雄・及川 純・大久保修平・

鍵山恒臣・上嶋 誠・中田節也・藤井敏嗣（東京大・地震研）・野津憲治 (東大・理院)・平林順一 (東工大・
火山流体セ)・木股文昭 (名大・理院)・松島 健 (九大・理院), 13名, 平成 13年度科学研究, 2001.4–.

富士火山の活動の総合的研究と情報の高度化, 分担, 代表 　藤井敏嗣・中田節也・鍵山恒臣・上嶋 誠・大湊隆雄・
及川 純・中尾 茂・金子隆之・吉本光宏・中井俊一 (東京大・地震研）・鵜川元雄・小村健太朗 (防災科技研)・
村上 亮 (国土地理院)・山本哲也・山里 平 (気象庁）・高田 亮 (産総研）・佐野貴司・吉村秀実 (常葉大）・廣
井 脩 (東京大・社情研)・中森広道 (日大・文理), 26名, 平成 13-15年科学技術, 2001.9–.

及川 純
(b) 日本火山学会/火山/庶務委員, 委員, 2001.4–.
(e) 三宅島火山におけるGPS連続稠密観測, 分担, 渡辺秀文（東京大・地震研）・松島 健（九大）・木股文昭（名大）・

他, 15名, 2000.6–.
岩手火山の構造探査, 分担, 浜口博之・田中 聡（東北大）・他, 60名, 2000.10–2001.3.
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三宅島火山における地震連続稠密観測, 分担, 渡辺秀文（東京大・地震研）・松島 健（九大）・他, 10名, 2001.5–.
有珠火山の構造探査, 分担, 大島弘光・岡田 弘 (北大）・他, 60名, 2001.11–.

金子隆之
(a) IAVCEI General Assembly 2000, Bali, Indonesia, July 18-22, 2000.

IAVCEI 2000/Workshop on ”Real Time Volcano Monitoring from Space”, Bali, Indonesia, July 23, 2000.
First ALOS PI workshop, Tokyo, Japan, March 28-30, 2001.

(b) 日本火山学会, 大会委員, 1998.4–2000.3.
日本火山学会, 庶務委員, 2000.4–2001.3.
IAVCEI Commission on Remote Sensing, Secretary, 2001.1–.
日本火山学会, 事業委員, 2001.4–.

(c) Daiwa Adrian Prize, July 2001.
(e) 干渉 SARと GPS観測網による火山体変動の検出, 藤井直之（名古屋大）・他, 2000.4–.

地形解析に基づく東アジア活火山データベースの作成, 宇宙開発事業団, 2000.9–.

大湊隆雄

吉本充宏

萩原道徳
(e) 伊豆大島火山の構造探査, 分担, 渡辺秀文・鍵山恒臣・及川 純（東京大・地震研）・浜口博之（東北大・理）・井

口正人（京大・防災研）・須藤靖明（京大・理）・他, 1999.4–2000.3.
岩手山の火山体構造探査, 分担, 浜口博之・田中 聡（東北大・理）・他, 2000.4–2001.3.
有珠山の火山体構造探査,分担, 岡田 弘・大島弘光・森 済（北大・院理）・鍵山恒臣（東京大・地震研）・他, 2001.4–.

宗包浩志

中道治久
(a) Western Pacific Geophysics Meeting 2000, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

下司信夫
(a) AGU Fall Meeting 2001, San Francisco, United States, Dec.10-14, 2001.

三谷 (門野)典子

海半球観測研究センター

歌田久司
(a) 5th China International Workshop on EM Induction of the Earth, Beijing, China, Nov.7-11, 2000.

US-Japan Steering committee for scientific use of submarine cables, La Jolla, CA, USA, Sept.10-12, 2000.
IAGA-IASPEI Joint General Assembly, Hanoi, Vietnam, Aug.19-31, 2001.

(b) 日本学術会議地球電磁気学研究連絡委員会地磁気観測作業委員会, 委員（副委員長）, 1999.04–.
地球電磁気・地球惑星圏学会, 運営委員, 1999.04–.
日本学術会議地球電磁気研究連絡委員会, 委員（幹事）, 2000.10–.
海洋科学技術センター・海底長期観測委員会, 委員, 2000.04–.
IUGG2003組織委員会, 広報委員会幹事, 2000.04–.

(e) 太平洋における海底ケーブルネットワークによる電位差観測，代表, A.D. Chave（WoodsHole海洋研究所），A.
Flosadottir（NOAA PMEL）, 科学研究費国際学術研究など , 1991.04–.

TPC-2による電位差観測, 代表, 野崎憲郎（郵政省通信総合研）, 科学技術振興調整費など , 1995.04–.
日本海ケーブルによる電位差観測, 代表, N. A. Palshin, and R.D. Medzhitov（P.P. Shirshov海洋研）, 科学研究

費国際学術研究など , 1994.04–.
中国東北部における電磁気観測, 代表, 趙 　國澤（中国地震局地質研）, 科学研究費基盤研究 Bなど , 1998.04–.
ロシア沿海州における地球電磁気観測, 代表, V. Nikiforov (ウラジオストク太平洋海洋研）, 科学研究費基盤研

究 (B)など , 2000.04–.
太平洋地域のマントル電気伝導度構造の研究, 代表, A. D. Chave (Woods Hole海洋研）, 日本学術振興会日米

科学協力, 2000.04–.
海底地震電磁気アレー観測によるマントル下降流の実態解明, 代表, 深尾良夫（ IFREE領域 1）, 民間等との共

同研究経費, 2001.04–.

深尾良夫
(a) Invited Lecture on seismic tomography and new global tectonics at the China University of Geosciences, Beijing,

China, Nov.2-6, 2000.
Invited Talk: Tomographic search for deeply subducted slabs and mantle plumes, International Conference,

Exploring the Earth, A Celebration of Four Journeys, Camberra, Australia, Feb.20-23, 2001.
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OHP/ION Joint Symposium, Yamanashi, Japan, Jan.21-27, 2001.
Keynote Lecture: The upper and lower mantle transition region as temporal reservoirs of subducted slabs and

rising plumes, International Symposium: Transport of materials in the dynamic Earth, Kurashiki, Japan,
Oct.2-5, 2001.

Special Lecture: The OHP Network, China-Japan Workshop on Earthquake Diaster Mitigation, Beijing, China,
Sept.18-20, 2001.

(b) 井上科学振興財団選考委員会, 選考委員, 1993.4–.
Federation of Digital braoadband Seismographic Networks (FDSN), President, 1997.1–.

川勝 均
(a) IRIS workshop, Rockport, U. S. A., May 7-11, 2000.

OHP/ION joint symposium, Yamanaka-ko, Japan, Jan.21-27, 2001.
Transport of Materials in the Dynamic Earth, Kurayoshi, Japan, Oct.2-5, 2001.
AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.10-14, 2001.

(b) （法）日本地震学会評議会, 委員, 2000.4–.

山野 誠
(a) 2000 Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, Japan, June 27-30, 2000.

5th International Workshop on Heat Flow and the Structure of the Lithosphere, Kostelec, Czech Republic, June
10-16, 2001.

(b) （法）日本地震学会, 理事, 2000.12–.
IODP国内科学掘削推進委員会, 地球内部変動検討専門部会委員, 2001.5–.
IODP, 暫定地球内部変動科学評価パネル委員, 2001.6–.

(e) 南海トラフ沈み込み帯の熱流量分布と地下温度構造の研究, 代表, 木下正高（海洋科学技術センター）・松林 修
（産総研）・後藤秀作（東京大・地震研）, 4名, 1999.4–.

孔井内温度分布と年輪の解析によるカムチャッカ半島における気候変動の復元, 分担, 長尾年恭（東海大・海洋
研）・末田達彦（愛媛大・農）・谷口真人（奈良教育大・教育）・大久保泰邦（産総研）・V. Cermak（チェコ
地球物理研）・E. Gordeev（ロシア科学アカデミー）, 約 10名, 2000.4–.

車籠埔断層掘削孔における長期温度計測, 代表, 黄 柏壽（台湾地球科学研）, 2名, 2001.3–.

森田裕一
(a) IAGA-IASPEI Joint Scientific Assembly, Hanoi, Vietnam, Aug.19-31, 2001.

塩原 肇
(a) AGU, San Francisco, USA, Dec.15-21, 2000.

OHP/ION symposium, Lake Yamanaka, Yamanashi, Japan, Jan.21-24, 2001.
AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.10-14, 2001.

綿田辰吾
(a) AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.15-19, 2000.

AGU Fall Meeting, San Francisco, USA, Dec.10-14, 2001.
OHP/ION Joint Symposium Long-Term Observations in the Ocean, Yamanashi Prefecture, Japan, Jan.21-27,

2001.

清水久芳
(a) Study of the Earth’s Deep Interior (SEDI), 7th Symposium, Exeter, UK, July 30-Aug.4, 2000.

9th Scientific Assembly of IAGA, Hanoi, Vietnam, Aug.18-30, 2001.
(c) 大林奨励賞・地球電磁気地球惑星圏学会, 11月 22日, 2000.

竹内 希
(a) Western Pacific Geophysics Meeting, Tokyo, JAPAN, June, 2000.

IASPEI 2001, Hanoi, Vietnam, Aug., 2001.
(b) 地球惑星科学合同大会運営機構, 情報局, 2003年担当責任者, 2001.7–.

技術開発室

大竹雄次
(d) 特許（出願中）, 平行磁場中に配置された永久磁石を有する振り子を用いた無定位回転型振動検出器, 大竹雄

次, 2001.5.13.
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第4章 業務活動・研究支援活動

4.1 各教官（助手）の業務活動

各教官（助手）が 2000年 1月 ∼2001年 12月の間に行った業務活動等の内容．なお (a)∼(c)の区分は以下のとおり．
(a) 学内委員会
(b) 所内委員会
(c) 所内活動

地球流動破壊部門

三浦弥生
(b) 図書委員会, 1997.4–2001.3.

環境安全委員会, 2001.4–.

武井（小屋口）康子
(b) 金曜日セミナー世話人, 2000.4–.

技術部運営委員会, 2000.4–.

小国健二
(b) 一般公開実行委員会, 2001.4–.

自己点検委員会, 2001.4–.

地球ダイナミクス部門

吉田 満
(b) 一般公開実行委員会, 2001.4–.

折橋裕二
(b) 一般公開実行委員会, 2000.4–2001.3.

広報委員会, 2000.4–.
図書委員会, 2001.4–.

地球計測部門

新谷昌人
(b) 技術部運営委員会, 2001.4–.

古屋正人
(b) 一般公開実行委員会, 1999.4-2001.3

図書委員会, 1999.4-
学術報告委員会，2001.4-

地震火山災害部門
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境 有紀
(b) 自己点検委員会, 2000.4–.

地震予知研究推進センター

小竹美子

一ノ瀬洋一郎

蔵下英司
(b) 広報委員会, 1999.4–.

一般公開実行委員会, 2000.4–2001.3.
CERT委員会, 2001.4–.

宮崎真一

地震地殻変動観測センター

萩原弘子
(b) 一般公開実行委員会, 2001.4–.
(c) 地震予知連絡会への資料作成, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター 1名, 36[時間/回]x

４回, 1986.11–.
地震データの解析（メカニズム解等）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 20日, 1986.11–2000.11.
地震予知連絡会会報への原稿作成, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 1名, 延べ

10日, 1991.11–.
地震観測システムの維持, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 3名+委託業者 2名,

延べ 20日, 1993.4–.
地震データの験測, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 1名+技術部総合観測室 9

名, 4[時間/日]x240日, 1993.11–.
一般公開パンフレットの作成, 一般公開委員会業務, 一般公開委員会委員 2名, 延べ 5日, 2001.6–7.

瀬戸憲彦
(c) 地震予知連絡会への資料作成, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 2名, 36時間/

回 x４回, 2001.4–.
地震予知連絡会会報への原稿作成, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 2名, 延べ

10日, 2001.4–.
観測所 　管理, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員+非常勤 1名, 0.5時間/日 x300

日, 2000.4–.
臨時地震観測点設置および維持, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 2名, 延べ 10

日, 1999.1–.
地震データの験測, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 2名+非常勤 1名,（1時

間/日）x240日, 1998.1–.
水管傾斜計，体積歪み計等の観測システム維持, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 5日, 1996.4–.
地震観測システムの維持, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 2名+非常勤 1名,

延べ 20日/年/所内，延べ 20日/年/所外, 1969.4–.
地域の自治体・学校などに対する協力・教育など , 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 述べ 10日/年, 1968.4–.

中尾 茂

酒井慎一
(c) 地震活動の資料作成, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 2名, 10[日/年], 1993.4–.

地震活動の把握, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員 2名, 8[時間/日], 1993.7–.

井出 哲

山田知朗

望月公廣

五十嵐俊博
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地震予知情報センター

山中佳子
(b) 古地震記象委員会, 2001.4–.

CERT委員会, 2001.4–.
(c) IRIS広帯域地震波形イベントデータ (gopher)維持管理, 地震予知情報センター業務, 単独, 1996.4–.

計算機環境の維持管理, 地震予知情報センター業務, 地震予知情報センター職員＋ SE, 1996.4–.
各種ML維持管理, 全所業務, 地震予知情報センター職員+SE, 1996.4–.
大地震の特集ＨＰ作成, 全所業務, 単独, 1999.4–.
首都圏強震動ネット HPの作成, 地震予知情報センター業務, 2000.4–.
緊急時対応（三宅島火山活動に関する連絡本部）, 全所業務, 延べ 3日, 2000.6–.
三宅島火山活動 HPの維持管理, 全所業務, 2000.7–2001.7.
三宅島火山活動 HPの英文化作業, 全所業務, 2000.8–10.
津波高の予測 HPの作成, 地震予知情報センター業務, 単独, 2001.6.
首都圏強震動ネットパンフレット作成, 地震予知情報センター業務, 単独, 延べ 3日, 2001.7.

鶴岡 弘
(b) 広報委員会, 2001.4–.

CERT委員会, 2001.4–.
一般公開実行委員会, 2001.4–.
ホームページ委員会, 2001.11–.

火山噴火予知研究推進センター

及川 純
(c) 火山体構造探査での観測点設置・データ処理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進セン

ター職員 10名, 10日/年, 1994.4–.
浅間火山の地震観測網の整備, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2名,

3週間/年, 1996.4–.

金子隆之
(b) 一般公開委員会, 2001.4–.

大湊隆雄
(c) 火山テレメータ室の維持管理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 2時間/週（延べ 100時間）, 2000.4–

2001.3.

吉本充宏

坂下至功
(c) 伊豆大島地震観測点 40箇所の維持,火山噴火予知研究推進センター業務,単独,年間 50回（各回 4時間）, 1985.4–.

伊豆大島観測所庁舎維持, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 年間 45回（各回 1時間）, 1985.4–.
伊豆大島地震観測ネットの初動読み取り, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 6時間/日, 1985.4–.
伊豆大島津波観測点（泉津・野増・波浮）の維持, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 各点 4時間/半年,

1960.4–.

海半球観測研究センター

綿田辰吾
(c) 海半球データセンターの管理, 海半球観測研究センター業務, 海半球観測研究センター職員 2 名, １時間/日,

2001.9–.
(e) 日本学術会議地震学研連グローバル地震学小委員会, 委員, 2000–.

清水久芳
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(b) 図書委員会, 1999.4–.
広報委員会, 2000.4–.
学術報告委員会, 2001.4–.

竹内 希
(b) 一般公開委員会, 2001.4–.

CERT委員会, 2001.4–.
(c) 海半球データの編集・公開, 海半球観測研究センタ業務, 海半球観測研究センター職員２名+非常勤１名, 延べ

365日, 1999.7–.

技術開発室

大竹雄次
(b) 技術開発室運営委員会, 2001.4–.

研修運営委員会, 2001.4–.
技術報告編集委員会, 2001.4–.

(c) 地震研究所の諸部門からの依頼による機械・電気設計および機器の製作, 技術開発室の業務, 単独, アクロスシ
ステムの設計・製作, 海底地震計用のチタン部品の設計・製作, 週１日, 2001.4–.

技術開発室の管理およびユーザへの技術コンサルタント, 技術開発室の業務, 単独, 工作・電子回路室関連の予
算・決算案の作成および管理, その業務・整備計画の策定, ユーザーへの技術相談, 週２日, 2001.4–.
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4.2 各技術官の業務活動等

各技術官が 2000年 1月 ∼2001年 12月の間に行った業務活動等の内容．なお (a)∼(i)の区分は以下のとおり．
(a) 業務活動
(b) 受賞
(c) 発明特許
(d) 国家資格
(e) 取得単位
(f) 終了認定を受けた研修
(g) 公表出版物
(h) 学会講演（自身による発表）
(i) 研修講師

情報処理室

野口和子
(a) 古地震記象の整理，フィルム化・データベース化，保管管理, 古地震記象委員会業務, 情報処理室職員１名+技

術補佐員 1名, 4-6[時間/日]x週/5日/年, 1998.4–.
計算機消耗品の管理・補充，経理・出張事務，物品の購入管理, 地震予知情報センター業務, 単独, 2時間/日 x

週 5日/年, 1999.3–.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
(g) 野口和子・岩田孝行, 歴史地震記象のフィルム化－第 2報, 地震研究所技術報告, 4, 95–140, 2000.

加藤育子
(a) 出張事務・物品の購入管理，地球計測部門業務, 単独, 1996.4–.

ホームページ管理（作成，更新）, 地球計測部門業務, 単独, 1997.4–.
共同利用・共同研究の支援（出張事務・研究集会会場設営）6件, 地球計測部門業務, 単独, 2001.3–.
科学研究費管理 6件, 地球計測部門業務, 単独, 2001.4–.
受託研究費管理 2件, 地球計測部門業務, 単独, 2001.4–.
技術部 HP，情報処理室 HP作成, 情報処理室業務, 単独, 2001.4–10.

(f) 平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.
平成 13年度国立学校等技術専門官研修, 文部科学省, 2001.8.24.
平成 13年度東京大学技術職員研修（コンピューター関係）, 東京大学, 2001.11.29.

松嶋信代
(a) 科研費管理, 海半球観測研究センター業務, 単独, 1994.4–.

研究支援, 海半球観測研究センター業務, 単独, 1994.6–.
観測点管理, 海半球観測研究センター業務, 単独, 1994.6–.
経費管理, 海半球観測研究センター業務, 単独, 1994.6–.
共同利用・共同研究支援, 海半球観測研究センター業務, 単独, 1994.6–.
新プロ「海半球ネットワーク」事務局,海半球観測研究センター業務,情報処理室職員１名+非常勤１名, 1996.4–.
国際シンポジウム支援, 海半球観測研究センター業務, 情報処理室職員１名+非常勤１名, 1996.4–.
日米・豪科学協力事業支援, 海半球観測研究センター業務, 単独, 1999.4–.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

荻野スミ子
(a) 地震予知連絡会事務局, 全所業務, 年 4回, 1994.6–.

OA委員会研修運営委員会, OA委員会業務, 通年, 2000.1–.
佐藤比呂志研究室出張事務・物品管理経理事務, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 2000.1–.
佐藤比呂志研究室反射法地震探査プロジェクト支援, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 通年, 2000.1–.
佐藤比呂志研究反射法地震探査観測, 地震予知研究推進センター業務, 反射法地震探査グループ（8名）, 延べ

7日間, 2000.7.7-13.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.
(g) 荻野スミ子, 緊急時におけるホームページの立ち上げについての提案, 技術業務報告, 6, 157–158, 2000.

井本良子
(a) 火山噴火予知連絡会資料とりまとめ, 火山噴火予知推進研究センター業務, 単独, 3日/年, 1997.4–.

校費管理・出張事務, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1997.4–.
共同研究事務, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1997.4–.
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科研費管理（5件）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1997.4–.
火山体構造探査合同観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 80名, 1週間/年, 1999.4.
地震研究所「技術研究報告」編集, 技術研究報告編集委員会業務, 委員 3名, 1999.4–.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

渡邊トキエ
(a) 地震研究所「技術研究報告」編集, 技術研究報告編集委員会業務, 委員 3名, 延べ 8ヶ月, 1994.6–.

地震研究所「年報」編集, 自己点検委員会業務, 委員 3名, 延べ 3ヶ月, 1999.4–.
部門運営支援（教官スケジュール管理・経費管理・購入物品伝票処理・出張事務処理・科研費事務補助）, 地球

流動破壊部門・地球ダイナミクス部門業務（教官 14名・院生 28名）, 単独, ５時間 x200日, 1994.6–.
共同利用・共同研究支援（出張手続事務・購入物品伝票処理）, 地球流動破壊部門・地球ダイナミクス部門業務
（12件）, 単独, 2時間 x200日, 1994.6–.

地震予知研究事業費「活構造」及び特定共同研究（A)「古地震」関係活断層プロジェクト実施事務局（経費管
理・出張事務処理・購入物品伝票処理・事務連絡及び調整）, 全所業務（地震予知研究事業及び共同利用）
及び島崎邦彦教授関連業務, 単独, 1時間 x200日, 1994.6–.

「日本全国空中写真」整備・管理・貸出, 全所業務（共同利用）, 単独, 4時間/月（貸出年約 50件）, 1994.6–.
三宅島火山活動 HPの英訳作業, 全所業務, 2000.8.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
(g) 渡邊トキエ, 国際シンポジウム「Hokudan-2000」及び地震研究所研究集会「活断層研究のフロンティア」参加

報告, 地震研究所技術報告, 6, 70–77, 2000.

技術開発室

松本滋夫
(a) 初期応力測定装置埋設, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 3日, 2000.1.

オーバーコアリングによる応力開放と測定装置の回収, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 4日, 2000.1.
茂住鉱山初期応力測定装置埋設とオーバーコアリング, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 6日, 2000.2.
511ｍボアホール初期応力測定装置埋設とオーバーコアリング, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 7

日, 2000.2.
測定装置ダミーの埋設と小口径オーバーコア実験, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 6日, 2000.2–.
406ｍボアホールでの初期応力測定, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 7日, 2000.3–.
茂住鉱山での初期応力測定と感度検定, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 13日, 2000.9–10.
310ｍボーリング孔初期応力測定, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 8日, 2000.12–2001.1.
521ｍボアホール初期応力測定, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 7日, 2001.2.
重力測定（火山島重力測定における海洋潮汐影響量の評価と測定データの再評価）, 地球計測部門業務, 2名,

延べ 4日, 2001.9–.
インテリジエント回収型歪計 3号機埋設, 技術開発室業務, 単独, 延べ 2日, 2001.12.
地殻活動総合観測装置埋設の指導, 技術開発室業務，技術開発室職員１名+名古屋大学大学院理学研究科地震

火山観測研究センター, 単独, 延べ 4日, 2001.12.
地殻変動研究会第１回計測技術開発小委員会, 技術開発室業務，技術開発室職員１名+地震予知総合研究振興

会東濃地震科学研究所, 単独, 1日, 2001.12.
揚水試験における弾性波測定, 地震地殻変動観測センター業務, 2名, 延べ 2日, 2001.12.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
　　　東北大学技術研究会，東北大学，2001.3.2.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

(g) 石井 紘・山内常生・松本滋夫・池田隆司, インテリジエント回収型歪計を用いた超深度ボーリング孔における
歪観測とオーバーコアリングによる初期応力測定, 物理探査学会第 102回学術講演論文集, 109–113, 2000.

松本滋夫・石井 紘・山内常生・窪田 亮, 超深度ボーリング孔における初期応力測定のためのオーバーコアリン
グシステムと方法について, 物理探査学会第 102回学術講演論文集, 349–397, 2000.

山内常生・石井 紘・松本滋夫, 超深度ボアホールにおける初期応力測定のためのインテリジエント回収型歪計
の開発, 物理探査学会第 102回学術講演論文集, 104–108, 2000.

松本滋夫・石井 紘・山内常生・窪田 亮, 超深度ボーリング孔における初期応力測定のためのオーバーコアリン
グシステムの開発, 地震研究所技術報告, 6, 1–9, 2000.

石井 紘・山内常生・松本滋夫, 最新の地震・地殻変動計測システムによる地震前兆現象の検出, 月刊地球（号
外）, 33, 188–196, 2001.

松本滋夫・石井 紘・山内常生，深部ボーリング孔などを利用した初期応力測定の問題点とその原因の検討およ
び改良について，地震研究所技術研究報告，7，15-30，2001．

Fujimori，K., H. Ishii，A. Mukai，S. Nakao，S. Matsumoto and Y. Hirata，Strain and tilt changes measured
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during a water injection experiment at the Nojima fault zone，Japan，The Island Arc，10，228-234，2001.
Ishii，H., A. Mukai，K. Fujimori，S. Nakao，S. Matsumoto and Y. Hirata，Multicomponent observation of crustal

activity in the DPRI 800m borehole close to the Nojima fault，The Island Arc，10，282-287，2001.
(i) 松本滋夫，超深度ボーリング孔における初期応力測定のためのオーバーコアリングシステムの開発，地震研究

所職員研修会，2000.7.7.
松本滋夫，地下深部と坑内（鉱山内）ボーリング孔における初期応力測定のためのオーバーコアリングシステ

ムおよび感度検定，東北大学技術研究会，2001.3.2.
松本滋夫，地下深部および坑内（鉱山内）ボーリング孔における初期応力測定の失敗例について，地震研究所

職員研修会，2001.7.6.

望月裕峰
(a) 岩石高温高圧実験装置の運転・保守, 地震予知研究推進センター業務, 2名, 2回/週, 　9時間/1回, 2000.1–12.

地震予知研究推進センター経費管理, 地震予知研究推進センター業務, 3名, 1時間/日, 2000.1–12.
地震予知研究推進センター共同利用室保守, 地震予知研究推進センター業務, 3名, 1時間/日, 2000.1–12.
地震調査委員会案内通知及び提出資料収集, 地震予知研究推進センター業務, 1名, 3日間/月, 2000.1–12.
OA化委員会委員・事務処理ファイルの作成，修正, OA化委員会業務, 委員 8名, 3日間/月, 2000.1–12.
官用車配車申請の作成・更新, 全所業務, 単独, 3日間/年, 2000.1–.
吉田真吾研究室・加藤尚之研究室経費管理, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 週 2回/通年, 2000.1–12.
職員研修委員会委員（2001年全体研修実行委員長）, 職員研修委員会業務, 委員 8名, 5時間/日 x60日, 2000.1–

2001.12.
共同利用による岩石高温高圧実験装置の運転・保守, 地震予知研究推進センター業務, 4名（内他大学 2名）, 8

日間, 2000.9–12.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.
(i) 望月裕峰, 地震研 OA化ファイル最新版の使用方法とカスタマイズについて, 地震研究所職員研修会, 2001.7.5.

坂上 実
(a) 経費管理及び運用, 各種申請書全般・観測点謝金及び備品管理, 強震観測センター業務, 単独, 随時, 2000.1–12.

新規及び臨時観測点の設営借入事務折衝・申請書作成及び計器取付け作業（松田・西湘観測点・三宅島学会研
修所), 強震観測センター業務, 単独, 約 1ヶ月, 2000.1–2001.12.

他大学との共同強震観測の調整及びデータ処理（東工大・信州大）, 強震観測センター業務, 単独,データ収録
時他, 2000.1–12.

他機関との各種観測についての連絡調整, 強震観測センター業務, 複数, 年数回, 2000.1–2001.12.
強震観測点の収録データの整理及び観測点の点検,強震観測センター業務,複数,地震発生後随時, 2000.1–2001.12.
部門の連絡調整及び各種観測・実験の段取り・機材の調達, 連絡事務及び観測センター業務, 単独, 年数回,

2000.1–2001.12.
防災科学技術研究所強震観測事業推進連絡会議幹事（委嘱）, 全国強震観測全体の連絡調整及びデータ公開基

準の調整他, 強震観測センター業務，単独, 年 4回, 2000.1–2001.12.
足柄観測網の松田寄強震観測点施設の整備及び計器取付け調整, 強震観測センター業務, 単独, 2日間, 2000.4.
足柄強震観測網の設置機種交換作業及び保守点検・データ回収, 強震観測センター業務, 単独, 17日間, 2000.4.
伊豆諸島三宅島臨時強震観測点の設営及び地震観測（5ヶ所）, 強震観測センター業務, 複数, 6日間, 2000.6–7.
南関東地区強震観測点のデータ回収及び保守点検, 強震観測センター業務, 単独, 2日, 2000.6.
名古屋地区強震観測点のデータ回収及び保守点検, 強震観測センター業務, 単独, 2日, 2000.6.
伊豆諸島臨時強震観測点の設営（神津島・式根島・新島・三宅島）及び地震観測, 強震観測センター業務, 複数,

10日間, 2000.7.
伊豆諸島三宅島臨時強震観測点のデータ回収及び保守点検（7ヶ所）, 強震観測センター業務, 複数, 8 日間,

2000.8–9.
伊豆諸島臨時強震観測点（式根島・新島・神津島）の増設と移設及びデータ回収・NTT回線引き込み立会い,

強震観測センター業務, 複数, 11日間, 2000.8.
三宅島臨時強震観測点のデータ回収及び借用観測施設の調査（建築学会研修所）, 強震観測センター業務, 複

数, 3日間, 2000.9.
伊豆諸島神津島臨時強震観測点の撤収及び一部移設作業, 強震観測センター業務, 複数, 5日間, 2000.10.
三宅島臨時強震観測点のデータ回収及び観測点立ち上げ・バッテリー交換作業等作業, 強震観測センター業務,

複数, 57日間, 2000.10-2001.9.
伊豆諸島臨時強震観測点（式根島・新島）のデータ回収及び機器撤収作業, 強震観測センター業務, 複数, 3日

間, 2000.11–12.
足柄平野西湘総合観測点の設営打合せ（借用申請），他, 強震観測センター業務, 単独, 5日間, 2000.11-2001.1.
和歌山県潮岬観測点の機器交換及び NTT回線変更立会い, 強震観測センター業務, 複数, 2日間, 2001.1.
伊豆半島地域の強震観測点の保守点検及びデータ回収, 強震観測センター業務, 複数, 4日間, 2001.2.
伊豆大島強震観測点の保守点検及びデータ回収, 強震観測センター業務, 複数, 2日間, 2001.3.
足柄平野西湘総合観測点の観測機器取付け（埋設）及び校舎振動実験作業, 強震観測センター業務, 複数, 7日

間, 2001.3.
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足柄平野西湘総合観測点敷地内の合同高密度微動観測, 強震観測センター業務, 複数, 4日間, 2001.8.
大阪地区強震観測点のデータ回収及び保守点検作業, 強震観測センター業務, 単独, 3日間, 2001.8.
伊東市手石島強震観測点のデータ回収及び保守点検作業, 強震観測センター業務, 複数, 2日間, 2001.11.
振動台振動実験観測機材の輸送及び撤収作業（防災科学技術研究所）, 強震観測センター業務, 複数, 2日間,

2001.11.
駿河湾強震観測点の保守点検，他, 強震観測センター業務, 複数, 2日間, 2001.12.
油壷及び伊豆半島地域の強震観測点の保守点検，他（無停電源装置の交換）, 強震観測センター業務, 単独, 3

日間, 2001.12.
国府津-松田断層地下構造探査実験の連絡調整及び段取り，各機関への連絡調整及び観測,強震観測センター業

務, 単独, 5日間, 2001.12.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

東北大学技術研究会, 東北大学, 2001.3.2.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

(g) 古村孝志・纐纈一起・坂上 実・山中佳子・菊地正幸, 2000年伊豆半島群発地震の震源域に見られる地震波の減
衰異常, 日本地震学会 2000年度秋季大会予稿集（P.172.）, 2000.

古村孝志・纐纈一起・坂上 実・山中佳子・高橋正義, 2000年度伊豆諸島群発地震における式根島の震度異常と
地盤増幅特性, 地震, 54, 2, 299–308, 2001.

坂上 実, 2000年伊豆諸島群発地震における臨時強震観測点の設営と観測記録の紹介, 東北大学技術研究会報告,
318–320, 2001.

坂上 実, 2000年伊豆諸島群発地震における臨時強震観測点の設営及びその後の三宅島での強震観測, 地震研究
所技術報告（業務報告）（印刷中）, 2001.

坂上 実・山中佳子, 2001年 6月現在の三宅島における各機関の観測状況及び噴火災害復旧状況の紹介, 地震研
究所技術報告（業務報告）（印刷中）, 2001.

(i) 坂上 実, 2000 年伊豆諸島群発地震における臨時強震観測点の設営と観測記録の紹介, 東北大学技術研究会,
2001.3.2.

坂上 実, 2000年伊豆諸島群発地震における臨時強震観測点の設営及びその後の三宅島での強震観測, 地震研究
所技術研修会, 2001.7.4.

坂上 実, 2001年 6月現在の三宅島における各機関の観測状況及び噴火災害復旧状況の紹介, 地震研究所技術研
修会, 2001.7.4.

小山 茂
(a) 八ヶ岳地球電磁気観測所のデータ処理（月別ファイル作成, CD-Rに編集）, 技術開発室業務, 単独, 3時間/月,

2000.1–12.
東海観測点５ヶ所のデータ処理（月別ファイル作成, CD-Rに編集）,技術開発室業務,単独, 3時間/日, 2000.1–12.
八ヶ岳地球電磁気観測所の庁舎管理, 技術開発室業務, 単独, 3時間/月, 2000.1–2001.12.
伊豆プロトン観測点ＲＯＭ交換, 器械の保守, 地震予知研究推進センター業務, +地震予知研究推進センター 2

名, 2日/月, 2000.1–2001.12.
物品の購入管理, 技術開発室業務, 単独, 2時間 x20日, 2000.1–2001.12.
官用車の管理, 技術開発室業務, 単独, 1時間 x40日, 2000.1–2001.12.
クリスマス島地磁気絶対観測, 海半球観測研究センター業務, 技術開発室職員１名+海半球観測研究センター職

員 2名, 10日, 2000.2.
伊豆 TDEM観測, 地震予知研究推進センター業務, 技術開発室職員１名+国内大学 15名, 9日, 2000.3.
東海観測点（5ヶ所）の保守, 管理, 技術開発室業務, 単独, 5（時間/月）x24, 2000.4–.
三重県飯高町 TDEM観測, 地震予知研究推進センター業務, 技術開発室職員１名+地震予知研究推進センター

職員+国内大学 7名, 9日, 2000.5.
鉛-塩化鉛電極（電場測定用）の製作, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 2（時間/本）x60, 2000.5–2001.6.
南鳥島地磁気観測点の新設, 海半球観測研究センター業務, 技術開発室職員１名+海半球観測研究センター職

員+気象庁職員等 3名, 8日, 2000.8–9.
地磁気絶対観測, 八ヶ岳地球電磁気観測所業務, 技術開発室職員１名+海半球観測研究センター職員等 3名, 6
（時間/日）x4, 2000.10–11.

三宅島地磁気観測点の新設, 地震予知研究推進センター業務, 技術開発室職員１名+地震予知推進センター職員
2名, 5日, 2000.12.

三宅島 SP観測, 地震予知研究推進センター業務, 技術開発室職員１名+地震予知研究推進センター職員等 3名,
7日, 2001.7–8.

南鳥島地磁気絶対観測, 海半球観測研究センター業務, 技術開発室職員１名+気象庁職員等 2名, 10日, 2001.8.
日高山脈周辺の比抵抗構造探査（東部）, 地震予知研究推進センター業務, 技術開発室職員１名+国内大学 12

名, 10日, 2001.9.
静岡県藤枝市舟ヶ久保観測点,プロトン磁力計の新設, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 2日, 2001.11.
山梨県富沢町奥山観測点,プロトン磁力計の新設, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 2日, 2001.11.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

(h) 小山 茂, 東海地方における全磁力観測, 平成 13年度地震研究所職員研修会.
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(i) 大竹雄次・小山 茂, 電気回路実技講習, 平成 13年度地震研究所職員研修会, 2001.7.5.

石川良宣
(a) 伊豆テレメータによるプロトン磁力計観測,データの回収及び処理, 器械の保守, 地震予知研究推進センター業

務, 単独, (1時間/日)x200, 2000.1–2001.12.
伊豆プロトン観測点ＲＯＭ交換, 器械の保守, 地震予知研究推進センター業務, 地震予知研究推進センター職員

2名, (2日/月)x18 , 2000.1–2001.12.
上嶋 誠研究室経費管理, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 通年, 2000.1–2001.12.
地球電磁気学共同利用・共同研究，共同観測及び CA研究会支援, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 通年,

2000.1–2001.12.
三浦半島油壺における比抵抗，地中の温度，水位，加速度地震観測及びデータ回収，データ処理，メンテナン

ス, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 通年, 2000.1–2001.12.
広帯域MT観測, 国内大学 25名, 2001.11.4–10.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

(g) 笹井洋一・大志万直人・本蔵義守・石川良宣・小山 茂・上嶋 誠, 伊豆半島東部地域の全磁力観測（1976年-2000
年)－四半世紀を振り返る－, 伊東, 2001.1.29.-30, 71-81, 2001, Conductivity Anomaly 研究会, 71-81, 2001.

石川良宣, 伊豆半島東部地域における全磁力観測－最近 5年間のまとめ（1996年 1月-2000年 4月), 地震研究
所技術報告, 7, 2001.

吉野登志男・笹井洋一・石川良宣・歌田久司・柳谷 俊・山下 大, 油壺の比抵抗変化と地下水位変化について,
Conductivity Anomaly 研究会, 104-112, 2001.

吉野登志男・笹井洋一・石川良宣・高橋辰利・山村恵子・歌田久司, 油壺の比抵抗変化と地下水位変化との関連
について, Conductivity Anomaly 研究会, 113-119, 2000.

(i) 石川良宣, 伊豆半島東部地域における全磁力観測－最近 5年間のまとめ（1996年 1月-2000年 4月), 地震研究所
職員研修会, 2001.7.5.

内田正之
(a) 磁気バネ振動検知器製作, 技術開発室業務, 単独, 20日, 2000.1.

レベル検定装置製作, 技術開発室業務, 単独, 20日, 2000.3.
傾斜計固定板製作, 技術開発室業務, 単独, 7日, 2000.4-2001.1.
ソーラーパネル台製作, 技術開発室業務, 2名, 10日, 2000.4.
サンプル冶具製作, 技術開発室業務, 単独, 12日, 2000.5.
アクリル製サンプルホルダ製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2000.6.
地震計台座製作, 技術開発室業務,単独, 7日, 2000.6-9.
傾斜計取付け台製作, 技術開発室業務, 単独, 5日, 2000.6.
キーホルダ製作, 技術開発室業務, 3名, 20日, 2000.7.
γ線検出器用保護ケース製作, 技術開発室業務, 単独, 4日, 2000.8.
傾斜計用三角基台製作, 技術開発室業務, 単独, 22日, 2000.8-11.
ステンレス製容器製作, 技術開発室業務, 単独, 5日, 2000.8.
レベル検定用補助板製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2000.9.
検定用錘製作, 技術開発室業務, 単独, 2日, 2000.9.
ジンバル製作, 技術開発室業務, 単独, 20日, 2000.10–11.
水準標尺支持金具製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2000.10.
ステンレス容器製作, 技術開発室業務, 単独, 5日, 2000.11.
供試体格納水槽部品製作, 技術開発室業務, 単独, 10日, 2000.12–2001.1.
チタンコネクターカバー製作, 技術開発室業務, 単独, 20日, 2001.2-3.
プラスチックバルブ製作, 技術開発室業務, 単独, 6日, 2001.2.
載荷台部品製作, 技術開発室業務, 単独, 2日, 2001.2.
標尺台製作, 技術開発室業務, 単独, 7日, 2001.3–4.
水槽底部ネジ・固定用具製作, 技術開発室業務, 単独, 10日, 2001.4.
ステンレス電極の製作, 技術開発室業務, 単独, 10日, 2001.5.
スペーサー製作, 技術開発室業務, 単独, 10日, 2001.5-8.
圧縮試験用冶具製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2001.6.
地震計固定クッション試作と製作, 技術開発室業務, 単独, 4日, 2001.6-11.
Slider製作, 技術開発室業務, 単独, 5日, 2001.7.
小型チェンバー置き製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2001.7.
傾斜計用三角基台製作, 技術開発室業務, 単独, 7日, 2001.8.
EPMA試料台接続部品製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2001.8.
ステンレスブロック製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2001.8.
標尺台・標尺台脚製作, 技術開発室業務, 単独, 17日, 2001.9.
試料圧密用冶具製作, 技術開発室業務, 単独, 5日, 2001.10.
アンテナ台製作, 技術開発室業務, 3名, 2日, 2001.11.
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ストッパー製作, 技術開発室業務, 単独, 2日, 2001.11.
弾性波測定装置部品製作, 技術開発室業務, 単独, 3日, 2001.11.
金属加工・金具製作・金属部品加工等, 技術開発室業務, 単独, 延べ 15日, 2000.1-2001.12.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

(i) 内田正之・肥田野一夫, 機械工作実技研修, 地震研究所技術官全体研修, 2001.7.5.

総合観測室

酒井 要
(a) 関東・甲信越地域の地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 4名, 5（時間/日）x90日,

1994.6–2000.9.
信越地震観測所データ収録システムの維持管理などのルーチン作業, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観

測室 4名, 1（時間/日）x90日, 1994.6–2000.9.
小笠原父島テレメータ観測点の撤収, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 延べ 5日, 2000.2.
有珠山噴火活動の地震観測（衛星テレメータ観測点の設置）, 地震地殻変動観測センター業務（気象庁との共

同観測）, 総合観測室 2名ほか, 5日間, 2000.3–4.
平成 12年度北海道東部深部構造探査（DATレコーダーの設置・回収）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合

観測室 6名ほか４名, 延べ 8日, 2000.7–8.
式根島衛星テレメータ観測点新設, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 延べ 3日, 2000.7.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（DATレコーダーの設置・撤収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室 6名ほか約 70名, 5日間, 2000.8.
技術部総合観測室の運営に関する連絡・調整, 総合観測室業務, 単独, 随時, 2000.10–.
共同利用・共同研究の支援（観測機器の貸出し・配送等）, 共同研究業務, 単独, 随時, 2000.10–.
衛星テレメータ装置の設置指導,地震地殻変動観測センター業務,総合観測室 3名+気象庁 2名,延べ 4日, 2000.10.
2000年神津島・新島近海の大規模群発地震活動の観測（海底地震計の整備・設置・回収）, 地震地殻変動観測

センター業務, 総合観測室 2名他, 延べ 5日, 2000.10.
鳥取県西部地震の観測, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名ほか約 20名, 延べ 4日, 2000.10.
鳥取県西部地震の観測（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名ほか，延べ 14日,

2001.3–4.
研修運営委員会（職員研修実行委員会）での企画・連絡・調整, 全所業務, 研修運営委員会 7名＋オブザーバー

1名, 3時間 x15日, 2001.4–12.
仙台長町-利府の人工地震探査, 全所業務（共同研究）, 総合観測室 4名ほか約 130名, 延べ 18日, 2001.6.
台湾大地震の余効的地殻活動の観測（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 約 60観測点

x2回分, 2001.6–10.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（観測点調査，DATレコーダーの設置）, 地震地殻変動観測センター

業務, 総合観測室延べ 4名ほか, 延べ 8日間, 2001.8.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 4

名, 約 20観測点分, 2001.9–10.
新衛星テレメーター装置組立トレーニング, 立ち上げ（小諸火山化学研究施設にて）, 地震地殻変動観測セン

ター業務, 総合観測室 7名他, 3日間, 2001.9.
舳倉島観測点の衛星テレメータ化と広帯域化, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3 名, 延べ 8 日,

2001.10–11.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

井上義弘
(a) 広島地震観測所事務交渉・事務処理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 随時, 2000.1–12.

瀬戸内海内帯西部地域の地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 2000.1–12.
地震地殻変動観測センター会議, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 延べ 13日, 2000.1–12.
STS地震計（白木観測点）保守, 地震予知情報センター業務, 単独, 3時間/日 x8回, 2000.1–12.
平成 12年度北海道東部深部構造探査（DATレコーダーの設置・撤収）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合

観測室 2名, 延べ 6日, 2000.7–.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（DATレコーダーの設置・撤収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室 1名ほか 4名, 延べ 5日, 2000.8.
鳥取県西部地震の観測（DATレコーダーの整備・設置・撤収）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2

名ほか 3名, 延べ 10日, 2000.10–12.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（衛星テレメータ観測点の撤収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室 2名ほか 1名, 延べ 5日, 2001.5–6.
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平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（DATレコーダの設置）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測
室 1名ほか 2名, 延べ 5日, 2001.8.

西南日本における合同観測（観測点調査・土地交渉・事務手続）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室
2名, 延べ 10日, 2001.10–12.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 東京大学地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 東京大学地震研究所, 2001.7.6.

(i) 羽田敏夫・井上義弘, 実技講習「地震観測」自然地震観測や地殻構造探査などに利用されている地震計と記録装
置（DATレコーダー）の取り扱いを学び, 実際に操作する, 平成 13年度地震研究所職員研修会, 2001.7.5.

羽田敏夫
(a) 関東・甲信越地域の地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 年間（365日/3名）8

（時間/日）x121日, 1994.4–2001.12.
信越地震観測所データ収録システムの保守，計算機環境の整備、記録の監視・整理・保管, 地震地殻変動観測

センター業務, 総合観測室 3名, 年間平均 1時間/日 x240日, 1994.6–2001.12.
衛星テレメータ観測点の保守,地震地殻変動観測センター業務,総合観測室 2名または単独,延べ 10日, 2000.1–12.
地震地殻変動観測センター会議、その他業務打ち合わせ, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 延べ

9日, 2000.1–12.
小笠原父島テレメータ観測点の撤収, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名ほか, 延べ 5日, 2000.2.
有珠山噴火活動の地震観測（衛星テレメータ観測点の設置）, 地震地殻変動観測センター業務（気象庁との共

同観測）, 総合観測室 2名ほか３名, 延べ 7日, 2000.4–5.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（衛星テレメータ観測点の保守）, 地震地殻変動観測センター業務,

単独, 延べ 3日, 2000.4.
1984～1996収録地震波形のメディア変換（MO→ CD-R）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, CD-R4～5

枚/1日 x約 190枚MO（CD-R１枚=MO両面１枚）作業頻度は空いた時間, 2000.5–2001.7.
三宅島沖における海底地震観測（海底地震計の設置・回収），地殻変動観測センター業務，総合観測室 2名, 延

べ 10日, 2000.6–12.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（DATレコーダーの整備, 設置, 撤収），地震地殻変動観測センター

業務, 総合観測室 6名ほか， 延べ 15日, 2000.8–9.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験および平成 12年度北海道東部深部構造探査（DAT記録の再生）, 地

震地殻変動観測センター業務, 単独, 約 20観測点分 x2回, 　DAT4～5本/1日 x40点分（40本）, 2000.9–11.
衛星テレメータ観測点の保守,地震地殻変動観測センター業務,総合観測室 2名または単独,延べ 5日, 2001.1–12.
地震地殻変動観測センター会議, その他業務打ち合わせ, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 延べ

13日, 2001.1–12.
台湾大地震の震源域における構造探査（DATレコーダー設置）, 地震地殻変動観測センター・地震予知研究推

進センター業務,総合観測室 2名ほか， 　延べ 13日, 2001.3.
台湾大地震の震源域における構造探査（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター・地震予知研究推進セ

ンター業務, 単独, 約 25観測点分, DAT4～5本/1日 x25点分（25本）, 2001.4.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（衛星テレメータ観測点の撤収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室 2名ほか 1名, 延べ 5日, 2001.5–6.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（DATレコーダーの設置）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観

測室 3名ほか７名, 延べ 5日, 2001.8.
岩手山（犬倉山）傾斜計記録装置の撤収, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 延べ 3日, 2001.8.
新衛星テレメーター装置組立トレーニング, 立ち上げ（小諸火山化学研究施設にて）, 地震地殻変動観測セン

ター業務, 総合観測室 7名ほか約 10名, 延べ 5日, 2001.9–10.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 約 20観

測点分 x2回, DAT4～5本/1日 x40点分（40本）, 2001.9–10.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.
(i) 羽田敏夫・井上義弘, 実技講習「地震観測」自然地震観測や地殻構造探査などに利用されている地震計と記録装

置（DATレコーダー）の取り扱いを学び, 実際に操作する, 平成 13年度地震研究所職員研修会, 2001.7.5.

小林 勝
(a) 関東・甲信越地域の地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 8(時間/日）x121日,

1994.4–2001.12.
台湾大地震の余効的地殻活動の観測（DAT記録の再生・データ処理）, 地震地殻変動観測センター・地震予知

研究推進センター業務, 総合観測室 3名, 5時間/120日, 2000.1–6.
衛星テレメータ観測点の保守,地震地殻変動観測センター業務,総合観測室 2名または単独,延べ 8日, 2000.1–12.
地震地殻変動観測センター会議, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 延べ 6日, 2000.1–12.
観測機器の整備, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 延べ７日, 2000.1–12.
有珠山噴火活動の地震観測（衛星テレメータ観測点の設置）, 地震地殻変動観測センター業務 (気象庁との共同

観測), 総合観測室 2名ほか 4名, 延べ 7日, 2000.4–5.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（DATレコーダの整備、設置、撤収）, 地震地殻変動観測センター
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業務, 総合観測室 7名ほか 5名, 延べ 15日, 2000.7–8.
式根島衛星テレメータ観測点の新設, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 延べ 3日, 2000.7.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 　総合観測室

3名ほか 1名, 19観測点分, 　延べ 5日, 2000.8.
2000年神津島・新島近海の大規模群発地震活動の観測（データ処理）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合

観測室 6名ほか２名, 8（時間/1日)x80日, 2000.8–12.
2000年神津島・新島近海の大規模群発地震活動の観測（海底地震計の回収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室 2名ほか１名, 延べ 3日, 2000.12.
観測機器の整備, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 延べ 7日, 2001.1–12.
地震地殻変動観測センター会議,その他業務打合せ, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 延べ 10日,

2001.1–12.
2000年神津島・新島近海の大規模群発地震活動の観測（データ処理）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合

観測室数名, 5(時間/日）× 200日, 2001.1–12.
舳倉島観測点の衛星テレメータ化と広帯域化（官庁折衝・設置）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室

3名ほか 1名, 延べ 8日, 2001.10–11.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

平田安廣
(a) 地殻変動観測所・観測点・総合観測井の観測計器・機器等の感度検定，修理・保守・点検作業, 地震地殻変動観

測センター業務, 総合観測室単独または 2名, 延べ 60日間, 2000.1–2001.12.
観測機器の校正・点検および電子回路の製作,地震地殻変動観測センター業務,単独, 5時間 x60日, 2000.1–2001.12.
観測点工事の業者発注，備品・消耗品の手配と事務的諸手続き（観測点関係機関・地主との連絡・調整と書類

の整備など）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 1時間 x60日, 2000.1–2001.12.
OA委員会（事務処理ファイルの作成）・研修運営委員会（研修運営作業）・技術報告編集委員会での作業, 各委

員会業務, 3時間 x15日, 2000.1–2001.12.
台湾大地震の余効的地殻活動の観測（GPS観測と撤収）, 地震地殻変動観測センター・地震予知研究推進セン

ター業務, 総合観測室 2名+中央科学院地球科学研究所 3名, 7日間, 2000.3.
伊東周辺における光波測量, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室３名ほか１名, 延べ 17日間, 2000.3–

2001.5.
岩手山北麓での水準測量（3回）と傾斜観測装置の撤収, 火山噴火予知研究推進センター業務, 総合観測室 1名

ほか 2名, 延べ 21日間, 2000.4–2001.8.
三宅島傾斜計新設・再設置, 火山噴火予知研究推進センター業務, 総合観測室 1名ほか 2名, 延べ 15日間, 2000.7–

2001.1.
平成 12年度北海道東部深部構造探査, 地地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室+地震予知研究推進セン

ター 10名, 延べ 5日間, 2000.7.
鳥取県西部地震震源域における 1周波GPS観測点新設, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 5日

間, 2000.10.
地殻変動連続観測データ（230CH)の収集状況の確認作業, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 1時間 x150

日, 2001.5-12.
(f) 平成 1２年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 1３年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.
(g) 平田安廣・中尾 茂, 自動電圧調整回路とその温度係数, 地震研究所技術報告, 6, 38–42, 2000.

Nakao, S., C.-C. Liu, Y. Hirata, S.-V. Yu and N. Hirata, Observations of Postseismic Crustal Deformation
Following the 1999 Chi-Chi, Taiwan Earthquake Using a Dense GPS Array, Bull. Earthq. Res. Inst., 75,
47–56, 2000.

平田安廣・竹田豊太郎・小山悦郎, 三宅島における傾斜計設置とデータ伝送について, 東北大学技術研究会報告,
297–299, 2000.

(h) 平田安廣・竹田豊太郎・小山悦郎, 三宅島における傾斜計設置とデータ伝送について , 東北大学技術研究会, 7-9,
2001.3.1.

橋本信一
(a) 関東・甲信越地域の地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 年間（365日/3名）8

時間/日 x121日, 1994.4–2001.12.
信越地震観測所データ収録システムの保守，記録の監視, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 年

間平均 10分/日 x200日, 1994.6–2001.12.
信越地震観測所事務処理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 28日, 2000.1–2001.12.
伊豆諸島受託研究観測点の保守，点検，整備及びデータ検討会, 　地震地殻変動観測センター業務（受託研究）,

総合観測室 2名ほか 1名, 延べ 19日, 2000.1-2001.12.
地震地殻変動観測センター会議，その他業務等打合せ, 地震地殻変動観測センター業務, 関係者全員, 延べ 15

日, 2000.1-2001.12.
衛星テレメータ観測点の保守, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名又は単独, 延べ 12日, 2000.1-
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2001.12.
地震研究所職員研修運営委員会, 職員研修運営委員会業務, 職員研修運営委員, 延べ 2日, 2000.2–3.
2000年神津島・新島近海の大規模群発地震活動の観測（海底地震計の整備，設置，回収）, 地震地殻変動観測

センター業務, 総合観測室 2～3名, 延べ９日, 2000.6–8.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（DATレコーダーの設置・撤収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室５名ほか, 延べ 10日, 2000.8–9.
気象庁職員への衛星テレメータ装置の設置指導,地震地殻変動観測センター業務,総合観測室 2名, 1１日, 2000.9.
衛星テレメータパラボラアンテナ融雪装置取替え, 地震地殻変動観測観測センター業務, 総合観測室 2名, 延べ

6日, 2000.10–11.
台湾大地震の震源域における構造探査（DATレコーダ設置）, 地震地殻変動観測センター・地震予知研究推進

センター業務, 総合観測室 3名+台湾中央研究院数名, 延べ 9日, 2001.3.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（衛星テレメータ観測点の撤収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室 2名, 延べ 5日, 2001.5–6.
松代地震センター運営打合せ会議, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 1名ほか, 約 4時間, 2001.7.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（DATレコーダの撤収）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測

室 3名ほか 6名, 延べ 3日, 2001.8.
新衛星テレメータ装置組立てと立上げトレーニング（小諸火山化学研究施設にて）, 地震地殻変動観測センター

業務, 総合観測室 7名ほか, 延べ 5日, 2001.9–10.
衛星テレメータパラボラアンテナ融雪装置取替え,地震地殻変動観測センター業務,総合観測室 2名, 1日, 2001.11.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会，地震研究所，2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会，地震研究所，2001.7.6.

坂 守
(a) 地震予知観測点一覧の編集・出版, 地震予知研究推進センター業務, 単独, 10日/年, 1999.4–2001.12.

共同利用・共同研究の支援（観測機器の貸出し，出張・立替申請事務，研究集会会場設営），全所業務，総合
観測室 1名ほか１名，貸出し 29件，共同実験 4件，研究集会 4件，2000.4-2001.12.

平成 12年度北海道東部深部構造探査（測線の調査），全所業務（共同研究），総合観測室 2名，3日間，2000.5-6.
平成 12年度北海道東部深部構造探査（観測），全所業務（共同研究），総合観測室 7名ほか３名，延べ 9日間，

2000.7-8.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（器材整備, テスト, 観測）, 全所業務（共同研究）, 国内大学+研究

機関約 80名, 延べ 16日間, 2000.8–9.
鳥取県西部地震の観測（CDPアレイ余震観測）, 地震予知研究推進センター業務, 総合観測室ほか 20名, 延べ

4日間, 2000.10.
台湾大地震の震源域における構造探査（観測）, 地震地殻変動観測センター・地震予知研究推進センター業務,

地震研究所・台湾大学 5名, 延べ 9日間, 2001.3.
仙台長町-利府の人工地震測線調査，全所業務（共同研究），総合観測室 1名ほか 1名，2日間，2001.4.
台湾大地震の震源域における構造探査（データ処理）,地震予知研究推進センター業務,単独,延べ 6日間, 2001.4.
仙台長町-利府の人工地震探査（器材整備，テスト, 観測) , 全所業務（共同研究）, 国内大学+研究機関約 130名,

延べ 16日間, 2001.5–6.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（器材整備, テスト, 観測）, 全所業務（共同研究）, 国内大学+研究

機関約 110名, 延べ 15日間, 2001.8–9.
(f) 地震研究所全体研修, 地震研究所, 2000.7.7.

地震研究所全体研修, 地震研究所, 2001.7.6.
(g) 岩崎貴哉・佐藤比呂志・平田 直・伊藤谷生・森谷武男・蔵下英司・川中 卓・小澤岳史・一ノ瀬洋一郎・坂 守・

武田哲也・加藤 亘・吉川 猛・在田一則・高波鉄夫・山本明彦・吉井敏尅・井川 猛，日高中軸帯北部におけ
る反射法地震探査，地震研究所彙報，76，115-127，2001.

蔵下英司・平田 直・岩崎貴哉・小平秀一・金田義行・伊藤 潔・西田良平・木村昌三・澁谷拓郎・松村一男・渡辺
邦彦・一ノ瀬洋一郎・中村正夫・井上義弘・北浦泰子・小林 勝・坂 守・田上貴代子・羽田敏夫・三浦勝美・
三浦禮子・川谷和夫・徳永雅子・田代勝也・他 12名, 四国東部・中国地域における深部地殻構造探査, 地震
研究所彙報, 76, 187–202, 2001.

坂 守・羽田敏夫・蔵下英司，2001年台湾中央部水里-合流坪測線における人工地震観測，地震研究所技術研究
報告，7，38-46，2001.

(i) 坂 守・羽田敏夫・蔵下英司, 台湾中央部水里-合流坪測線における人工地震観測の報告, 地震研究所全体研修会,
2001.7.5.

荻野 泉
(a) 地震観測, 2001.4–12.

田上貴代子
(a) 紀伊半島地域の地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 1名ほか２名, 3時間/日 x200

日, 1994.6–2001.12.
和歌山地震観測所出張事務，物品購入管理等, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 12日, 1994.6–2001.12.
和歌山地震観測所施設の清掃ほか, 和歌山地震観測所業務, 単独, 3時間/週, 1994.6–2001.12.
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地震地殻変動観測センター会議，その他業務打ち合わせ, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 延べ
6日, 2000.1–12.

地震波形収録メディア変換, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, ４時間/月, 2000.1–12.
和歌山地震観測所ホームページ作成, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 6時間/月, 2000.1–12.
広川臨時地震観測点設置, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室１名ほか１名, 4時間，１日, 2000.6.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（DATレコーダーの整備，設置）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室ほか, 延べ 5日, 2000.7.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験および平成 12年度北海道東部深部構造探査（DAT記録の再生）, 地

震地殻変動観測センター業務, 単独, 3時間/日，5日, 2000.9–10.
地震地殻変動観測センター会議，その他業務打ち合わせ, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 延べ

3日, 2001.1–12.
龍神地震観測点設置, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室１名ほか１名, 7時間，1日, 2001.4–.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 3時間/

日，5日, 2001.9–10.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会，地震研究所, 2000.7.7.
(g) 田上貴代子, 和歌山地震観測所観測システムの変遷, 地震研究所技術報告, 6, 53–63, 2000.

渡辺 茂
(a) 秋山観測点の計器維持・管理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 7日, 2000.1–2001.12.

富士川観測所の庁舎管理・観測機器維持・管理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 年間, 2000.1–.
鋸山地殻変動観測所の計器維持・管理, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2～3名, 9日, 2000.1–2001.7.
富士川地殻変動観測所の地殻変動観測データの処理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 年間, 2000.1–.
富士川担当エリア地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 年間, 2000.1–.
富士川地殻変動観測所の官用車維持・管理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 60時間, 2000.1–.
地震地殻変動観測センター会議, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 7日, 2000.1–2001.12.
富士川地殻変動観測所の事務処理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 24時間, 2000.1–.
伊東周辺における光波測量・GPS観測, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名+地震地殻変動観測セ

ンター 1名, 15日, 2000.3–2001.10.
職員研修の運営, 職員研修委員会業務, 研修運営委員数名, 6日, 2000.6–2001.7.
富士山周辺 GPS観測点の調査・設置・維持, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室ほか 3名, 延べ 10日,

2000.12–2001.12.
内浦観測点の計器維持・管理, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 3日, 2000.12–2001.7.
油壷地殻変動観測所の計器維持・管理,地震地殻変動観測センター業務,総合観測室 2～3名, 5日, 2000.12–2001.11.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

(g) 渡辺 茂・中尾茂・長田 昇, 富士山周辺におけるGPS観測点設置について,地震研究所技術研究報告,7,47-51,2001.

三浦勝美
(a) 地震地殻変動観測センター会議, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 13日, 2000.1–3.

観測データ処理・保管および研究資料の編集・整理・保管, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名,
365日分のデータの 1/3, 2000.1–2001.10.

観測点保守・維持・管理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 45日, 2000.1–2001.10.
広島地震観測所データ収録システムの管理, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 6[時間/週], 2000.1–2001.10.
地震学会出席, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 6日, 2000.6–11.
鳥取県西部地震の観測（地下水調査）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 7日, 2000.10–2001.4.
北海道日高衝突帯における合同観測・実験（衛星テレメータ観測点の撤収）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室 2名, 4日, 2000.11.
鳥取県西部地震の観測（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 10日, 2001.3.
広島地震観測所見学会の対応, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 2[時間 x5], 2001.3–7.

(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

三浦禮子
(a) 衛星テレメータ観測点の保守, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 4日, 2000.1–12.

瀬戸内海内帯西部地域の地震波形読み取り, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 3名, 1/3 (365日分),
2000.1–2001.12.

地震地殻変動観測センター会議, 地震地殻変動観測センター業務, 関係職員全員, 15日, 2000.1–2001.12.
広島地震観測所施設の清掃, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 3時間/1週間, 2000.1–2001.12.
広島地震観測所データ収録システムの保守, 記録の監視・整理・保管, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 1

日 1時間, 2000.1–2001.12.
広島地震観測所ホームページ作成，地震地殻変動観測センター業務，単独，6時間/月，2000.1–2001.12.
平成 12年度北海道東部深部構造探査（DATレコーダーの回収）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室

2名, 延べ 5日間, 2000.8.
平成 12年度北海道東部深部構造探査（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 10日間,
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2000.9–10.
広島地震観測所の地震波形ファイルの変換, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 20日, 2000.11–12.
平成 13年安芸灘地震のホームページ作成, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 延べ 15日, 2001.3–.
平成 13年度東海・中部地方深部構造探査（DAT記録の再生）, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 7日間,

2001.9–10.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会，地震研究所，2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会，地震研究所，2001.7.6.
(g) 三浦禮子，「DAT記録再製処理の研修」，地震研究所技術報告，6，64-69，2000.

芹澤正人
(a) 2000年神津島・新島近海の大規模群発地震活動の観測（海底地震計の設置）, 地震地殻変動観測センター業務,

総合観測室数名, 2日間, 2001.2.
総合観測室内部 web-page作成, 総合観測室業務, 単独, 1時間/日 [通年], 2001.2–12.
地震予知連絡会に関連する事務, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 1週間 x年 4回, 2001.4–12.
地震データ共同利用に関する事務, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 15分/日 [通年], 2001.4–12.
奄美大島付近における海底地震観測（海底地震計の設置）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 1名ほ

か, 7日間, 2001.4.
GPS音響結合測位試験（相模湾内）および海底地震計の回収（神津島沖）, 地震地殻変動観測センター業務, 総

合観測室ほか, 3日間, 2001.5.
GPS音響結合測位試験（油壷）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室＋地震地殻変動観測センター数

名+船員数名+学生数名+業者数名, 2日間, 2001.6.
仙台長町-利府の人工地震探査（DATレコーダーの撤収）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室ほか 8

名, 3日間, 2001.6–2001.6.
かいれい丸機材積込・積降, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室ほか, 延べ 2日間, 2001.7–8.
新衛星テレメーター装置組立トレーニング, 立ち上げ（小諸火山化学研究施設にて）, 地震地殻変動観測セン

ター業務, 総合観測室ほか, 延べ 5日, 2001.9–10.
富戸観測点の保守点検, 地震地殻変動観測センター業務, 単独, 1日間, 2001.9.
舳倉島観測点の衛星テレメータ化と広帯域化, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室ほか 4名, 5日間,

2001.11.
鳥取県西部地震の観測（GPS観測点の撤収）, 地震地殻変動観測センター業務, 総合観測室 2名, 2日間, 2001.11.

(d) 第二種情報処理技術者, 通商産業省, 2000.6.30.
(f) 平成 13年度地震研究所職員研修, 地震研究所, 2001.7.6.

火山噴火予知研究推進センター

竹田豊太郎
(a) 三宅島における地震計・GPS・磁力計の保守点検と撤収, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研

究推進センター職員 4名, 延べ 7日間, 2001.12.
三宅島における傾斜計新設・再設置・点検, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進セン

ター職員 2名+地震地殻変動観測センタ職員 1名, 延べ 15日間, 2000.7–2001.1.
浅間火山での水準測量（4回）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2名,

延べ 28日間, 2000.5–2001.10.
富士山での傾斜計設置（2箇所）と点検, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター

職員 2名+地震地殻変動観測センター職員 1名, 延べ 10日間, 2000.5–2001.10.
新型傾斜計の比較検定観測（2箇所）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職

員 2名+地震地殻変動観測センター職員 2名, 延べ 10日間, 2000.5–2001.10.
岩手山北麓での水準測量（3回）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2

名+地震地殻変動観測センター職員 1名, 延べ 21日間, 2000.4–2001.8.
岩手山での傾斜観測装置の調整点検と撤収, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進セン

ター職員 2名+地震地殻変動観測センター職員 1名, 延べ 5日間, 2000.4–2001.9.
有珠火山での傾斜観測装置（3箇所）の設置, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進セン

ター職員 2名, 10日間, 2000.4.
霧島火山での水準測量, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 3名, 7日間,

2000.3.
地殻（傾斜）変動観測データの収集と処理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1時間 x105日, 2000.1–

2001.12.
水準標尺の検定と水準儀の調整, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2名,

延べ 16日間, 2000.1–2001.9.

長田 昇
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(a) 有珠火山構造探査, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員+国内大学 60名,
延べ 7日間, 2001.11.

VSATによる地震観測テレメタリングシステムの立上実験, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知
研究推進センター職員等１ 0名, 延べ 3日間, 2001.9.

富士山GPS観測点の新設（器材の据付調整）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 地震地殻変動観測センター
職員 2名, 延べ 5日間, 2001.4–9.

富士山地磁気観測点の新設（観測点選定・官庁折衝）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究
推進センター職員 1名, 延べ 8日間, 2001.4–10.

アルゴス実験無線局の無線検査立会, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職
員等 2名, 延べ 1日間, 2001.3.

浅間山山頂地震計の修理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 1名, 延べ
3日間, 2000.11.

岩手山構造探査, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員+国内大学 60名, 延
べ 6日間, 2000.10 .

伊豆諸島海域の海底地震観測, 地震地殻変動観測センター業務, 地震地殻変動観測センター職員等 10名, 延べ 4
日間, 2000.8.

三宅島の地震・GPS観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター 3名, 延べ 30日
間, 2000.6.

富士山小室観測局の無線局定期検査立会とその準備, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究
推進センター職員等 3名, 延べ 4日間, 2000.6–7.

草津白根山観測点の計器維持・管理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員
等 2名, 延べ 12日間, 2000.6–2001.11.

三宅火山活動連絡本部の支援 (防災グッズ担当）, 全所業務, 連絡本部 7名, 5[時間/月]x18回, 2000.6–2001.12.
伊豆大島地震観測点の計器修理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 1名,

延べ 7日間, 2000.3–2001.1.
霧島新燃岳周辺の水準測量, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2名, 延

べ 4日間, 2000.3.
富士山・草津白根山の連続記録から地震数読み取り, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1[時間/日]x150

日, 2000.1–12.
富士山地震観測点の計器維持・管理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ 25日間, 2000.1–12.
職員研修の運営, 研修運営委員会業務, 研修運営委員 7名, 2[時間/回]x10回, 2000.1–3.
火山研究センター官用車の管理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員１

名, 延べ 100時間, 2000.1–2001.12.
(g) 長田 昇・石川良宣・井本良子・小山悦郎・小山 茂・辻 浩・野口和子・増谷文雄・笹井洋一・渡辺秀文, 1999年三

宅島現地観測点の研修, 平成 12年度東北大学技術研究会報告, 300–302, 2001.

地震火山災害部門

工藤和子
(a) OA化委員会, OA化委員会業務, 委員 8名, 1999.4–.

研修運営委員会, 研修運営委員会業務, 委員 7名, 1999.4–2001.3.
部門研究会・部門会議・部門 HP作成支援, 地震火山災害部門業務, 単独, 1994.6–.
出張事務・物品購入備品管理, 地震火山災害部門業務, 単独, 1994.6–.
科学研究費・共同研究費・受託研究費の研究支援, 地震火山災害部門業務, 単独, 1994.6–.

(f) 平成 13年度技術職員研修, 東京大学, 2001.11.29.
平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.
平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

(g) 渡辺 茂・工藤和子・長田 昇・荻野スミ子・石川良宣・小山悦郎・小山 茂,グループ研究報告緊急時における連
絡システムの実用化テスト, 平成 12年度技術業務報告, 152–153, 2000.

火山噴火予知研究推進センター 浅間火山観測所

小山悦郎
(a) 浅間火山観測所で得られたデータを火山噴火予知連絡会開催ごとに報告, 火山噴火予知研究推進センター業務,

単独, 延べ 5日間, 2000.1–2001.12.

105



観測, 実験, 調査等準備打ち合わせのため東京（地震研究所）出張, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山
噴火予知研究推進センター職員数名, 延べ 25日間, 2000.1–2001.12.

神津島水準測量, 大学共同観測, 火山噴火予知研究推進センター業務，火山噴火予知研究推進センター職員+名
古屋大学 2名, 延べ 8日間, 2000.1–2.

富士山観測強化に伴う傾斜計設置及び観測,プロトン設置及び地磁気観測, 火山噴火予知研究推進センター業
務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2名, 延べ 20日間, 2000.1–2001.12.

広報活動として観測所見学者の案内, 地元中学校にて講演など , 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 2[時
間/日]x20回, 2000.1–2001.12.

観測業務, 観測機器の維持管理, 建物の維持管理, これらに関わる事務処理, 火山噴火予知研究推進センター業
務, 単独,又は火山噴火予知研究推進センター職員+事務部+火山噴火予知研究推進センター, 適時, 2000.1–
2001.12.

観測機材（水準儀, 水準標尺）の定期検定, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ 15日, 2000.2–2001.8.
伊東光波測量, 地震地殻変動観測センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員+地震地殻変動観測セン

ター職員 4名, 延べ 10日間, 2000.3–2001.3.
霧島火山水準測量, 火山噴火予知研究推進センター業務, +火山噴火予知研究推進センター職員 2名, 延べ 9日

間, 2000.3–4.
浅間山火口内定期観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ 10日間, 2000.4–2001.11.
有珠山噴火観測支援, 傾斜計設置, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ 8日間, 2000.4.
浅間山水準測量, 年２回, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2名, 延べ

40日, 2000.5–2001.10.
三宅島傾斜計設置及び観測,プロトン設置及び地磁気観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知

研究推進センター職員 2名+地震地殻変動観測センター職員 2名, 延べ 43日間, 2000.6–2001.9.
岩手山水準測量, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 1名+地震地殻変動

観測センター職員 1名, 延べ 16日間, 2000.11–2001.3.
磐梯山プロトン設置及び地磁気観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ 10日間, 2000.11–2001.9.
新規導入観測機材 VSATの運営のための講習とテスト観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予

知研究推進センター職員 5名+他部門職員 5名, 延べ 5日, 2001.9–10.
有珠山構造探査に参加, 人口地震観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職

員 1名+全大学 92名, 延べ 9日間, 2001.10–11.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.
(i) 小山悦郎・竹田豊太郎, 測地観測, 水準測量の実習.

火山噴火予知研究推進センター 小諸火山化学研究施設

辻 浩
(a) 浅間山火山性地震の波形の読み取り・波形データの収録・保存, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 20

時間/月, 1994.6–2001.12.
浅間山地震観測支援システム (winシステム)の維持・管理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1回/日,

1995.7–2001.12.
小諸火山化学研究施設の維持・管理・営繕・清掃, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 4時間/月, 1998.4–

2001.12.
小諸火山化学研究施設と浅間火山観測所の NEC衛星地震観測システムの維持・管理, 火山噴火予知研究推進セ

ンター業務, 単独,又は火山噴火予知研究推進センター職員１名+地震地殻変動観測センター職員 1名+地
震地殻変動観測センター SE2名, 数回/年, 1998.4–2001.12.

小諸火山化学研究施設の官用車・備品・消耗品の維持・管理・補充, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独,
4時間/月, 1998.4–2001.12.

火山噴火予知連資料作成, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員数名, 8時
間/年, 2000.1–2001.10.

有珠山噴火による有珠山地震観測支援システム (winシステム）の立ち上げ・波形の読み取り, 火山噴火予知研
究推進センター業務, 単独,又は他大学 3名, 延べ 9日, 2000.4.

浅間山山頂地震観測点KACの復旧（地震計・アンプの再設置・ケーブル埋設）・維持・管理, 火山噴火予知研究
推進センター業務, 単独,又は火山噴火予知研究推進センター職員 2名, 延べ 6日, 2000.5–11.

浅間山地震観測点 FJMの復旧（地震計コイル交換）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ 2 日,
2000.5.

浅間山地震観測支援システム (winシステム）の復旧（2度の osと winの再インストールなど), 火山噴火予知
研究推進センター業務, 単独,又は火山噴火予知研究推進センター職員１名+地震地殻変動観測センター職
員 1名+SE1名, 延べ 14日, 2000.5–6.
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浅間山地震観測点 TKAの復旧（ケーブル修理・電源）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独,又は火山噴
火予知研究推進センター職員 2名, 延べ 4日, 2000.6–2001.5.

三宅島の GPS観測・地震観測, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 3名,
延べ 40日, 2000.9–2001.12.

岩手山人工地震構造探査, 火山噴火予知研究推進センター業務, 本所職員+他大学職員+他機関数十名, 延べ 7
日, 2000.10.

浅間山地震観測点ASSの復旧（電源）・改善（1成分から 3成分観測）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単
独, 延べ 3日, 2000.11–2001.7.

浅間山地震観測点 SENの復旧 (送受信器交換・地震計交換）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ
4日, 2000.11–2001.5.

浅間山地震観測点 KURの維持, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1日, 2000.11.
浅間山地震観測点ONIの復旧（観測点が壊滅したため,地震計の再設置を行う）・雷害復旧（回線終端機交換）,

火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 延べ 5日, 2000.11–2001.8.
浅間山中域地震観測点 ISHの維持, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 1日, 2001.8.
小諸火山化学研究施設における VSAT(Nanometrics)7台（火山センター 3台, 　観測センター 4台）の設置, 火

山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員+地震地殻変動観測センター職員
16名, 延べ 2日, 2001.9.

小諸火山化学研究施設に設置された VSAT(Nanometrics)7台の維持・管理, 火山噴火予知研究推進センター業
務, 単独, 数回/日, 2001.9–12.

小諸火山化学研究施設におけるNanometrics衛星地震観測システムHUB局の新設・開局・運営・維持・管理,火山
噴火予知研究推進センター業務, 単独・新設時は地震地殻変動観測センター職員 4名, 数回/日, 2001.11–12.

小諸火山化学研究施設における 5大学による VSAT(Nanometrics)トレーニングの準備, 火山噴火予知研究推進
センター業務, 単独, 延べ 10日, 2001.11–12.

(d) 第１級陸上特殊無線技士, 総務省, 2001.12.7.
(f) 平成 12年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2000.7.7.

平成 13年度地震研究所職員研修会, 地震研究所, 2001.7.6.

火山噴火予知研究推進センター 伊豆大島火山観測所

下村高史
(a) 大島島内全磁力測定（11箇所）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2

名, 1日/年, 2000.1–2001.12.
三原山比抵抗観測点維持・整備, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進センター職員 2名,

5回/年, 2000.1–2001.12.
三原山山頂火口周辺の温度測定（9個所）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知研究推進セン

ター職員 2名, [2時間/1個所]x[1日/月], 2000.1–2001.12.
三原山山頂火口周辺の比抵抗測定および ICカードデータ編集, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火

予知研究推進センター職員 2名, 2[時間/1個所]x1[日/月], 2000.1–2001.12.
三原山全磁力観測点維持（バッテリー交換, 車道の整備）, 火山噴火予知研究推進センター業務, 火山噴火予知

研究推進センター職員 2名, 2回/年, 2000.1–2001.12.

火山噴火予知研究推進センター 霧島火山観測所

増谷文雄
(a) 霧島火山及び周辺の地震の波形読み取り, 波形データの収録, 保存, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独,

20時間/月, 1994.4–2001.12.
霧島火山観測所の NEC衛星地震観測システムの維持管理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 又は火

山噴火予知研究推進センター職員１名+地震地殻変動観測センター SE2名, 10日/年, 1998.4–2001.12.
官用車維持管理, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 5時間/月, 2000.1–2001.12.
霧島観測所及び観測点の維持管理外注 3件, 営繕工事外注 3件, 草刈年２回外注 2回, 火山噴火予知研究推進セ

ンター業務, 単独, 外注時は業者複数, 年 60日, 2001.1–12.
有珠山, 三宅島等の噴火, 火山体構造探査等の観測機材準備発送（運送料が 33万円）, 火山噴火予知研究推進セ

ンター業務, 単独, 13件, 1件/2日, 2001.1–12.
霧島火山観測所の備品消耗品の購入, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 年 55件, 2001.1–12.
地震観測点の移設補償の交渉１件, 火山噴火予知研究推進センター業務, 単独, 10日, 2001.4–12.
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第5章 教育・社会活動

5.1 各教官の教育・社会活動

各教官等が 2000年 1月 ∼2001年 12月の間に行った教育・社会活動の内容．なお (a)∼(f)の区分は以下のとおり．
(a) 講義
(b) 非常勤講師等
(c) 留学生等受け入れ
(d) 学位論文
(e) 政府役員等
(f) 一般セミナー等

地球流動破壊部門

島崎邦彦
(a) 教養学部, 全学自由研究ゼミナール「地震学概説」, 1999.10–.

地球惑星科学専攻, 地震発生物理学 3, 2000.4–9.
(b) 早稲田大学理工学部, 非常勤講師, 地震学概論, 1996.4–.

早稲田大学理工学研究科, 非常勤講師, 地震学, 1996.4–.
大学評価・学位授与機構, 学位審査会専門委員, 2001.4–.
高知大学大学院理学部, 非常勤講師, 防災科学特論４, 2001.11.

(c) 趙 燕来, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 研究生, 中国, 1999.4–2000.9.
ワーユー・トゥリヨーソ, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 博士, インドネシア, 1999.4–.

(e) 地震予知連絡会, 委員, 1993.4–.
地震防災対策強化地域判定会, 委員, 1995.4–.
地震調査研究推進本部地震調査委員会, 委員, 1995.8–.
地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会, 部会長, 1995.12–.
地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会長期確率評価手法検討分科会, 主査, 1997.0–2001.6.
海上保安庁水路部, 非常勤研究官, 1997.4–.
中央防災会議, 専門委員, 1998.1–2001.1.
大分県活断層調査研究委員会, 委員, 1998.4–.
防災科学技術研究所機関評価委員会, 委員, 1999.1–2001.6.
国土地理院政策懇談会, 委員, 1999.5–2001.3.
防災科学技術研究所強震観測事業推進連絡会議, 委員, 1999.6–.
地震調査研究推進本部地震調査委員会強震動評価部会, 委員, 1999.10–.
防災科学技術研究所研究開発課題（地震関連）外部評価委員会, 委員長, 2000.1–6.
宇宙開発事業団地震リモートセンシング・フロンティア研究の中間評価に係わる評価委員会委員,委員, 2000.1–9.
地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会海溝型分科会, 主査, 2000.4–.
防災科学技術研究所研究開発課題外部評価委員会（「災害に強い社会システムに関する実証的研究」及び「リ

アルタイム地震情報の伝達・利用に関する研究」）, 委員, 2000.10–2001.6.
中央防災会議, 専門委員（東海地震に関する専門調査会）, 2001.3–12.
地震予知連絡会, 副会長, 2001.4–.
独立行政法人産業技術総合研究所レビューボード , 委員, 2001.5–.
科学技術・学術審議会（研究計画・評価分科会）, 専門委員, 2001.6–.
中央防災会議, 専門委員（東南海、南海地震等に関する専門調査会）, 2001.10–.

(f) 第 1回地震調査研究と地震防災工学の連携ワークショップ，損保会館大会議室，3.24，2000.
防災総合講座：地震予知論, 静岡県立大学, 5.18, 2000.
国立病院災害医療従事者研修, 国立病院東京災害医療センター, 7.25, 10.5, 12.14, 2000.
歴史地震研究会市民講演会, 長野市, 9.9, 2000.
日本地震学会一般公開セミナー「21世紀の地震学：地震学はこれから何を目指すのか」,科学技術館サイエン

スホール, 　2.４, 　2001.
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第 2回地震調査研究と地震防災工学の連携ワークショップ , 損保会館大会議室, 3.21, 2001.
国立病院災害医療従事者研修, 国立病院東京災害医療センター, 2.14, 7.13, 12.13, 　2001.
日本の大都市はどこまで安全か（パネリスト）, 建築会館ホール, 9.19, 2001.
日本地震学会一般公開セミナー「南九州・南西諸島の地震と防災」, 鹿児島県産業会館大ホール, 10.27, 2001.
地震に関するセミナー「21世紀の南海地震に備える：いつまでに，なにをすべきか」，高知県立県民文化ホー

ル, 12.17, 2001.

栗田 敬
(a) 理学部地球惑星物理学科, 地球惑星システム学 II, 2000.4–10.

理学部地球惑星物理学科, 地球惑星システム学 II, 2001.9–.
理学部地球惑星物理学科, 地球惑星科学実験, 2001.9–.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球惑星システム解析学, 2001.9–.

(b) 富山大学理学部地球科学科, 非常勤講師, 地球システム学, 2000.10–2001.3.
筑波大学大学院生命環境学科, 非常勤講師, 地球システム学, 2001.10–.

(d) 高嶋晋一郎, Estimate of transport properties of partially molten material, 理学系研究科, 修士, 指導, 1999.4–
2001.3.

堀 宗朗
(a) 工学部土木工学科, 応用数学 Ia, 1994.10–2001.3.

工学部土木工学科, 少人数セミナー, 1995.4–.
工学系研究科社会基盤工学専攻, 社会基盤工学専攻特別講義 II, 1998.10–2000.3.
教養学部, 教養学部環境セミナー, 1998.10–.
教養学部, 社会基盤工学の最前線, 1999.4–.
工学系研究科社会基盤工学専攻, 弾性波動特論, 2000.10–.
工学部土木工学科, 土木工学の数値解析手法, 2001.4–.
工学部土木工学科, 物理数学の解法, 2001.10–.

(c) A. Maciej Szymon, 工学系研究科社会基盤工学専攻, 博士課程, ポーランド , 1997.10–2000.9.
Abdo, Mohamad, Basset, 工学系研究科社会基盤工学専攻, 博士課程, エジプト, 1999.4–.
楊 芳, 工学系研究科社会基盤工学専攻, 修士, 中華人民共和国, 1999.10–2001.9.
Juan Carlos Araiza Garaygordobil, 地震研究所, 博士, Spain, 2001.6–9.
Wijerathne，Maddegedara，Lalith Lakshman,工学系研究科社会基盤工学専攻,修士,スリランカ, 1999.10–2001.9.

(d) M. Andres, Development of Stochastic Finite Element Method for Elasto-Plastic Bodies, 工学系研究科社会基盤
工学専攻, 博士, 指導, 1997.10–2000.9.

北代修平, 巨大地震早期検知のための強震動初期波形の理論・データ解析, 工学系研究科社会基盤工学専攻, 修
士, 指導, 1999.4–2001.3.

市村 強, 都市強震動予測のためのマクロ－ミクロ解析手法の開発, 工学系研究科社会基盤工学専攻, 博士, 指導,
1999.4–2001.3.

(e) 通産省未来工学研究所技術検討委員会, 建設産業部門担当副主査, 1999.4–2001.3.
資源エネルギー庁高グレード材パイプライン技術基準調査委員会, 委員, 2000.4–2001.3.
エネルギー通産省ガス構造物適合性評価委員会, 委員, 2001.4–.
リアルタイム地震情報利用協議会（防災科学技術研究所）, 幹事, 2001.4–.
東京電力学術評価委員会, 委員, 2001.4–.

(f) リアルタイム地震情報利用協議会, 地震予知総合研究振興会, 11.20, 2001.

山科健一郎
(a) 理学系研究科, 火山科学 3, 2001.4–9.
(b) 国際協力事業団火山学研修コース，非常勤講師，地震解析法，1994-2001.5．

気象大学校，非常勤講師，火山活動予測，1994-2001.11．
建設大学校，非常勤講師，地殻変動観測と火山噴火予知，1994-2000.9．
国土交通大学校，非常勤講師，地殻変動観測と火山噴火予知，2001.9．

(f) 地震予知センター定例研究会，京都大学防災研究所，11月 30日，2001．

三浦弥生

武井（小屋口）康子
(a) 理学部地球惑星科学, 3年実験演習, 2001.4–.

小國健二

地球ダイナミクス部門

藤井敏嗣
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(b) 東北大学院理学研究科, 非常勤講師, 岩石学, 2001.4–.
(c) Marco Magnani, 理学系研究科, 研究生, イタリア, 2001.4–.
(d) 三部賢治, The properties of aqueous fluid at high pressure and the implications for the Earth’s mantle, 理学系

研究科地球物理学専攻, 博士, 指導, 1997.4–2000.3.
(e) 日本学術会議火山学研究連絡委員会, 委員, 1991.9–2000.8.

気象庁火山噴火予知連絡会, 委員, 1994.4–.
科学技術庁防災科学技術研究所協議会, 委員, 1997.4–2000.3.
文部省測地学審議会, 委員, 1998.3–2000.12.
文部省測地学審議会地震火山部会, 委員, 1998.3–2000.12.
文部省測地学審議会地震火山部会地震予知特別委員会, 委員, 1998.3–2000.12.
文部省測地学審議会地震火山部会噴火予知特別委員会, 委員, 1998.3–2000.12.
内閣総理府地震調査研究推進本部政策委員会, 委員, 1998.3–.
日本学術会議火山学研究連絡委員会, 委員長, 2000.9–.
日本学術会議地球物理学研究連絡委員会, 委員, 2000.9–.
東京都三宅島活動検討委員会, 委員, 2000.9–.
文部科学省学術・科学技術審議会（測地学分科会）, 臨時委員, 2001.4–.
東京都防災顧問, 2001.4–.
富士山ハザードマップ検討委員会, 委員, 2001.7–.
科学技術・学術審議会, 専門委員（研究計画・評価分科会）, 2001.9–.

兼岡一郎
(a) 地球惑星物理学専攻, 火山科学特論 III, 1999.10–2000.1.

地球惑星科学専攻, 地球惑星年代学, 2000.4–7.
地球惑星科学専攻, 物質循環学 II, 2000.10–2001.1.
地球惑星科学専攻, 地球惑星年代学, 2001.4–7.
地球惑星科学専攻, 物質循環学 II, 2001.10–.

(b) 九州大学理学研究科地球惑星科学専攻, 非常勤講師, 地球惑星科学特論, 1999.10–2000.3.
島根大学総合理工学部, 非常勤講師, 地球システム学特論 I, 2000.11–2001.3.
金沢大学理学部, 非常勤講師, 地球化学特論, 2000.11–2001.3.
筑波大学地球科学系, 非常勤講師, 地球科学特論, 2001.12–.

(c) 韓 　丹, 地震研究所, 地震研研究生, 中国, 1997.10–2000.3.
韓 　丹, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 修士, 中国, 2000.4–.

(d) 山本順司, Investigation of the subcontinental mantle based on noble gas isotopes, petrological and spectroscopic
studies of Siberian mantle xenoliths, 地球惑星科学専攻, 博士, 指導, 1998.4–2001.3.

(e) IUGS:Subcommission on Geochronology(SOG), Voting member, 1987.1–.
日本学術会議：地質学研究連絡委員会地質年代小委員会, 委員長, 1987.4–.
American Geophysical Union: Regionary Advisory Committee, Member, 1991.1–2000.12.
科学技術庁：研究開発局海洋科学技術研究会深海掘削研究会, 委員, 1993.4–2000.3.
IUGS: Subcommission on Geochronology (SOG), Vice chairman, 1996.1–.
東京大学出版会, 理事, 1997.7–.
地球化学研究協会, 常任理事, 1998.1–.
科学技術庁：科学技術振興調整費「雲仙火山：科学掘削による噴火機構とマグマ活動解明のための国際共同研

究」研究推進委員会, 委員, 1999.4–2001.3.
文部科学省：科学技術振興調整費「雲仙火山：科学掘削による噴火機構とマグマ活動解明のための国際共同研

究」推進委員会, 委員, 2001.4–.
(f) 東京工業大学理学部地球惑星科学科・セミナー・講演「希ガス同位体に基づいたマントルの化学的構造と物質

循環への制約」, 大岡山, 1.25, 2000.
GEOMAR(Germany),セミナー・講演 [Characteristics of Hawaiian plumes based on noble gas systematics], Kiel,

Germany, 8.31, 2000.
島根大学総合理工学部地球資源環境学科・セミナー・講演「希ガス同位体よりみたマントル・プルームの特性ー

ロイヒ火山などを例として」, 松江, 12.12, 2000.
千葉県地学教諭高等学校理科講座（地学）・講演「同位体で年代を測る－最近の発展」, 千葉県総合教育セン

ター, 6.22, 2001.
九州大学、高岡教授退官記念講演会・講演「希ガスでみる地球－模索の 1970年代から現状まで」, 九州大学国

際ホール, 3.19, 2001.

瀬野徹三
(a) 教養学部,プレートテクトニクスと地震, 2001.4–6.

理学系研究科, 物理地質学基礎論, 2001.4–5.
(b) 建築研究所国際地震工学部, 非常勤講師, Earthquakes and Plate Tectonics, 2001.1–2.

神戸大学理学部, 非常勤講師, 地球力学, 2001.7.
熊本大学理学部, 非常勤講師,プレートの力学とプレート・スラブ内地震, 2001.11.
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(d) 新 元伸, マントル対流の粘性散逸とプレート運動速度, 理学系研究科, 修士, 指導, 1998.4–2001.3.
(f) 上盤側プレート内応力とスラブ応力との関係：スラブ浅部大地震はどこで起こるのか？, 神戸大学理学部, 7.13,

2001.
台湾地震・津波地震・東海地震予測, 熊本大学理学部, 11.21, 2001.
台湾地震・津波地震・東海地震,ダム地質勉強会（建設コンサルタンツ協会）, 12.1, 2001.

中井俊一
(a) 理学部地質学科, 化学地質学 (一部分担）, 2001.4–7.
(b) 東京農工大学, 非常勤講師, 地球科学, 2001.8.

東京農工大学, 非常勤講師, 無機地球化学特論, 2001.12–.
(c) 劉 叢強, 中国科学院地球化学研究所, その他, 中国, 2001.9–10.

唐 紅峰, 中国科学院地球化学研究所, その他, 中国, 2001.10–12.
(d) 福田 聡, ICP質量分析計による火山岩試料の 238U/230Th放射非平衡測定法の開発, 理学系化学専攻, 修士, 指

導, 1999.4–2001.3.
前田泰延, 微量元素・同位体組成局所分析からみた雲仙火山マグマだまりの化学進化, 理学系化学専攻, 修士, 指

導, 1999.4–2001.3.

安田 敦

吉田 満

折橋裕二

地球計測部門

東原紘道
(a) 工学研究科社会基盤工学専攻, Applied Functional Analysis, 1989.10–2000.1.

工学研究科社会基盤工学専攻, 防災工学原論, 2000.4–2001.7.
(b) 東京大学工学部土木工学科, 非常勤講師, 応用数学 2, 1996.4–2001.7.

東京大学工学部土木工学科, 非常勤講師, 土木技術の歴史と課題 A, 1996.10–.
名古屋工業大学工学研究科社会開発工学専攻, 非常勤講師, 最新の地球計測テクノロジーとグローバルな地震

防災への活用, 1999.10–2000.3.
(c) Khaji, Nasser, 大学院工学研究科社会基盤工学専攻, 博士, イラン, 1998.10–2001.9.

曽 維健, 大学院工学研究科社会基盤工学専攻, 博士, 中華人民共和国, 1999.10–.
Fava, Giulia, 大学院工学研究科社会基盤工学専攻, 修士, Italy, 2001.10–.

(d) 吉見雅行, 構造物の塑性化を考慮したレベル２設計用地震動作成方法の提案, 工学研究科社会基盤工学専攻, 博
士, 指導, 1998.4–2001.3.

Naser Khaji, Development of a Versatile Numerical Method for Crustal Movements and its Application to Tokai
District, Central Japan, 工学研究科社会基盤工学専攻, 博士, 指導, 1998.4–2001.3.

佐伯昌之, ACROSS震源の波動場励起力に関する理論的研究, 工学研究科社会基盤工学専攻, 修士, 指導, 1999.4–
2001.3.

Taro Horikawa, Experimental and numerical study on the model of asperities using rock specimens, 工学研究科
社会基盤工学専攻, 修士, 指導, 1999.4–.

(e) 原子力安全委員会, 専門委員, 2001.11–.

山下輝夫
(e) 科学技術・学術審議会測地分科会地震部会, 臨時委員, 2001.4–.

大久保修平
(a) 理学系大学院地球惑星科学専攻, 地球観測実習, 2000.4–9.

理学部地球惑星物理学科および理学系大学院・地球惑星科学専攻, 固体地球力学, 2000.10–.
(b) 日本大学文理学部地球システム科学科, 非常勤講師, 地球物理学 1, 1994.4–2000.9.

建設大学校高等測量科, 非常勤講師, 地球物理学, 1994.10–2000.12.
建設大学校測量技術科, 非常勤講師, 地球ダイナミクス, 2000.11.
国土交通大学校, 非常勤講師, 地球物理学, 2001.12.

(c) Mohammad G. Al-Ibiary, Helwan University, Cairo, その他, Egypt, 2000.6–2001.3.
(d) 辻 大二郎, Complex Greenś Function for Diurnal/Semidiurnal Loadings, 大学院理学系研究科地球惑星物理学専

攻, 修士, 指導, 1998.4–2000.3.
大木裕子, 球対称マクスウェル地球モデルの変形問題－安定性解析－, 大学院理学系研究科地球惑星物理学専

攻, 修士, 指導, 1998.4–2000.3.
田中愛幸, Post-seismic Deformation in a Realistic Earth Model － a New Computation Method Using the Reci-

procity Theorem, 大学院理学系研究科地球惑星科学専攻, 修士, 指導, 1999.4–2001.3.
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(e) 建設省総プロ等研究評価委員会, 委員, 1998.8–2000.7.
国立天文台電波専門委員会, 委員, 1999.4–.
国土地理院政策懇談会, 委員, 1999.5–2001.3.
建設省建設技術会議評価部会, 委員, 2000.3–2001.2.
三宅島火山活動検討委員会（東京都）, 委員, 2000.10–.
国土交通省公共工事活用技術評価委員会, 委員, 2001.6–.
科学技術・学術審議会測地学分科会, 専門委員, 2001.8–.
通信総合研究所・首都圏広域地殻変動観測プロジェクト外部評価委員会, 委員, 2001.12.

宮武 隆
(a) 理学部地球惑星物理学科, 地球惑星物理特別演習（1999.冬学期）, 1999.10–2000.3.

大学院理学系研究科地球惑星物理学専攻, 地球物理数学 2, 2000.4–9.
理学部地球惑星物理学科, 地球惑星物理特別演習（2000.夏学期）, 2000.4–7.
大学院理学系研究科地球惑星物理学専攻, 強震動地震学, 2000.3–10.
理学部地球惑星物理学科, 地球惑星物理特別演習（2000.冬学期）, 2000.10–2001.3.
大学院理学系研究科地球惑星物理学専攻, 地球物理数学２, 2001.4–9.
理学部地球惑星物理学科, 地球惑星物理特別演習（夏学期）, 2001.4–7.

(b) 京都大学防災研究所, 非常勤講師, 震源物理と強震動, 2001.12.

孫 文科
(a) 理学研究科地球惑星科学専攻, 地球惑星システム科学特論 I, 2001.4–9.
(b) JICA集団研修, 講師, 地球物理学・測地学, 2001.2.

中国地震局分析予報中心, 講師, 地球システムと現代測地学, 2001.9.
JICA集団研修, 講師, 地球物理学・測地学, 2001.12.

新谷昌人

古屋正人

地震火山災害部門

壁谷澤寿海
(a) 大学院工学系研究科建築学専攻, 鉄筋コンクリ－ト耐震構造学, 2001.10–12.
(b) 慶応大学工学部システムデザイン学科, 非常勤講師, 鉄筋コンクリ－ト構造, 2001.1–.

国際地震工学研修, 講師, Structural Analysis, 2001.3–.
(c) フィデススーザンロエンゾフェンテス, 大学院工学系研究科 (1998.4-2000.3), 修士, フィリピン, 1998.4–2000.3.

権 容鎬, 大学院工学系研究科, 博士, 韓国, 1999.4–.
劉 春淑, 大学院工学系研究科, 博士, 韓国, 1999.4–.
金 裕錫, 大学院工学系研究科, 研究生, 韓国, 2000.4–.
Ousalem Hassane, 大学院工学系研究科 (2000.4-), 修士, アルジェリア, 2000.4–.
フィデススーザンロエンゾフェンテス, 大学院工学系研究科, 博士, フィリピン, 2000.4–.
Jordan Milev, 地震研究所, JSPS特別研究員,ブルガリア, 2001.2–.
Francisco Aragon, 地震研究所, 外国人受託研究員, エルサルバドル, 2001.4–7.
庄松 涛, 大学院工学系研究科, 修士, 中国, 2001.10–.

(d) 真田靖士,鉄筋コンクリ－ト造ピロティ建物の耐震設計法に関する研究,大学院工学系研究科,博士,指導, 2001.3.
小泉 洋, 鉄筋コンクリート柱の地震時軸圧縮破壊に対するシート補強に関する研究, 大学院工学系研究科, 修

士, 指導, 2001.3.
(e) （財）日本建築防災協会 SPRC委員会委員, 委員, 2001.4–.
（財）日本建築防災協会既存建物耐震診断委員会委員, 副委員長, 2001.4–.
（社）文教施設協会学校建物耐震判定委員会, 副委員長, 2001.4–.
（財）日本建築防災協会震災建築物の被災度区分判定及び復旧技術指針改定委員会, 委員, 2001.4–.
日本建築防災協会既存鉄筋コンクリ－ト造建築物の耐震診断基準・耐震改修設計指針改訂委員会, 幹事, 2001.4–.
（財）日本建築防災協会建築物等防災技術評価委員会, 委員, 2001.4–.
（財）日本建築センターコンクリ－ト構造評定委員会, 委員, 2001.4–.
（財）日本建築センター構造指針検討委員会/コンクリ－ト構造部会, 委員, 2001.4–.
（財）ベターリビング住宅性能評価技術検討委員会, 委員, 2001.4–.
東京都都市計画局東京都地域危険度測定調査委員会, 委員, 2001.4–.
（財）日本建築センタ－日米共同研究高知能建築構造システムの開発/システム部会, 委員, 1998.11–.
（財）日本建築センタ－日米共同研究高知能建築構造システムの開発/システム部会, 損傷制御構造WG主査,

1999.11–.
（財）群馬県建設技術センター建築物耐震診断判定委員会, 委員, 1996.7–.
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（財）日本建築防災協会既存建築物耐震性評価手法調査研究委員会, 委員, 1987.9–.
建築・住宅国際機構 ISO/TC98国内委員会, 委員, 1997.4–.

(f) 既存鉄筋コンクリ－ト造建築物の耐震診断基準・同解説 2001年改訂版講習会, 東京, 10.29-30, 2001.
既存鉄筋コンクリ－ト造建築物の耐震診断基準・同解説 2001年改訂版講習会, 東京, 11.1-2, 2001.
既存鉄筋コンクリ－ト造建築物の耐震診断基準・同解説 2001年改訂版講習会, 広島, 11.14-15, 2001.
既存鉄筋コンクリ－ト造建築物の耐震診断基準・同解説 2001年改訂版講習会, 名古屋, 12.13-14, 2001.
研究会：改訂耐震診断基準と限界耐力法の対比, 高知, 12.21, 2001.

都司嘉宣
(a) 工学部・社会基礎工学, 少人数ゼミ・海洋波の理論, 2000.4–9.

工学部・社会基礎工学, 海岸工学ゼミ, 2000.4–8.
理系大学院・地球物理学, 海洋物理学特論�, 2000.4–9.
理系大学院・地球物理学, 地震発生物理学, 2000.4–5.
工学部社会基盤工学, 少人数ゼミ・数理海洋学, 2000.9–2001.3.
工学系大学院社会基盤工学, Dynamics of Tsunamis, 2001.4–.
工学部社会基盤工学, 沿岸環境計画, 2001.10–12.

(b) 高知大学理学部, 非常勤講師, 津波の力学, 2000.1–12.
(c) 韓 世燮, 中央大学土木工学科修士, 修士, 韓国, 1999.4–2000.3.
(e) 文部科学省地震調査委員会長期評価部会, 委員, 1999.4–.
(f) 建築研究所 JICA地震学研修生向け津波の授業, つくば市建築研究所, 2.13-14, 2000.

歴史地震研究会一般市民講演・長野県の地震の歴史, 長野市 NBCホール, 9月 9 日, 2000.
江戸の古地形と東京の歴史地震被害, 丸の内消防署, 11.15, 2001.
東京下町の歴史地震被害, 本郷消防署, 11.13, 2001.
過去の地震津波の歴史に学ぶ高知県の津波防災, 海上保安庁高知支部, 8.27, 2001.
元禄地震・安政江戸地震に学ぶ東京の地震防災対策, 東京都江戸東京博物館（両国）, 8.17, 2001.
歴史に学ぶ和歌山の地震津波対策, 和歌山県南部町公民館, 2.26, 2001.
関東地方を襲った歴史地震,（財）震災予防協会, 3.13, 2001.
過去の発生事例でみた津波災害の法則, 船の博物館（海岸工学シンポジウム招待講演）, 7.18, 2001.
明治期の秋田県山形県の内陸地震に学ぶ, 秋田県象潟町中央公民館, 9.8, 2001.
南海地震による地盤沈下と津波被害, 高知市役所, 12.4, 2001.
JICA地震学研修生向け津波講義, つくば市建築研究所, 3.16-17, 2001.

纐纈一起
(a) 理学系研究科・地球惑星科学科, 強震動地震学 I, 2000.10–2001.3.

理学系研究科・地球惑星科学科, 強震動地震学 II, 2001.10–.
(c) Nur Umutlu, JICA研修, その他,トルコ, 2001.4–7.
(e) 山梨県地下構造調査委員会, 委員, 2001.4– .

工藤一嘉
(a) 理学研究科, 地球惑星, 強震動地震学 I（分担）, 2000.10–2001.1.

工学系研究科,建築学専攻, 地震工学 (2), 2001.4–7.
(b) 麻布大学環境保健学部環境政策学科, 非常勤講師, 自然災害科学, 2000.4–9.

日本大学生産工学部, 非常勤講師, 地震工学, 2001.9–.
(c) Athanasios Makris, 東京大学理学研究科, 修士課程,ギリシャ, 1999.4–2001.3.

Sos Margaryan, IISEE, その他, Armenia, 2001.4–7.
(d) 神野達夫, 深部地盤構造を考慮した建築構造物への入力地震動に関する研究, 工学研究科建築学専攻, 博士, 指

導, 1998.4–2001.3.
真田靖士, 鉄筋コンクリート造ピロテイ建物の耐震設計法に関する研究, 工学研究科建築学専攻, 博士, 補助,

1998.4–.
小野若菜,ボアホール地震観測記録の解析と非線形性を考慮した入力地震動の研究, 工学研究科建築学専攻, 修

士, 指導, 1999.4–.
吉岡伸悟, 強震観測および実被害に基づく鉄筋コンクリート造学校建物の地震応答解析, 工学研究科, 建築学専

攻, 修士, 指導, 1999.4–2001.3.
倉田成人, セミアクテイブ構造制御システムの研究, 鹿島建設, 博士, 補助, 2000.4–12.

(e) (財)地震予知総合研究振興会:地震動予測部会, 委員, 1994.5–.
(財)原子力発電技術機構：地震波伝播評価信頼性実証調査実施委員会, 委員, 1996.4–.
地震調査研究推進本部政策委員会観測部会, 委員, 1996.6–.
(財)地震予知総合研究振興会:構造物破壊実験による地震動の破壊力検討委員会, 委員, 1998.1–2000.3.
千葉県地域地下構造調査委員会, 委員, 1998.10–.
(財)原子力発電技術機構：震源域地震動特性評価調査実施委員会, 委員長, 1999.1–.
防災科学技術研究所、強震観測事業推進連絡会議, 委員・幹事長, 1999.4–.
神奈川県地下構造調査委員会, 委員, 1999.5–2001.3.
地震調査研究推進本部地震調査委員会強震動評価部会, 委員, 1999.10–.
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愛知県地下構造調査委員会, 委員, 2000.8–2001.3.
（財）高圧ガス保安協会, 高圧ガス設備等耐震対策に係わる地震動分科会, 委員, 2000.10–.
（財）地震調査センター, 強震動予測の地震防災工学分野への活用検討委員会, 委員, 2000.10–.
(財)震災予防協会, 理事, 2001.5–.

(f) 防災講演会, 小田原市, 7.19, 2000.
地震防災のための強震動予測とその定量化への期待（第 2回堆積平野地下構造調査成果報告会, 東京都, 3.5,

2001.

古村孝志
(a) 理学部地球惑星物理学科, 弾性体力学, 2001.4–9.
(b) 理化学研究所, 客員研究員, 2001.3–.

建築研究所国際地震工学研修コース, 非常勤講師, 弾性波動理論, 2001.11.
(f) 日本列島における波動伝播と強震動の生成, SGI Open Forum, 5.11, 2001.

境 有紀
(a) 新領域創成科学研究科環境学専攻空間環境形成論演習講師, 2000–.
(b) 建築研究所国際地震工学部国際地震学・地震工学研修耐震工学コース講師, 1998–.

地震予知研究推進センター

平田 直
(a) 大学院地球惑星科学専攻・地球観測実習, 2000.4–9.

理学部地球惑星科学科・地球物理特別演習（前期・後期), 　2000.4–2001.3.
(b) 千葉大学理学部地球科学科, 地球物理学特論, 1999.4.1–2000.3.31.

神戸大学大学院, 地球物理学特論, 1999.4.1–2000.3.31.
(d) 松原 誠, Three-dimensional P- and S- wave velocity structures in the Backbone Range of Tohoku, northeast

Japan, by a travel time inversion method with spatial correlation of velocities, 理学研究科地球惑星科学専
攻, 博士, 指導, 1998.4–.

中川茂樹, 2000年鳥取県西部地震震源域の不均質構造, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 博士, 指導, 1999.4–.
永井 悟, High-resolution aftershock distribution of the 1999 Chi-Chi, Taiwan, earthquake, 理学系研究科地球惑

星科学専攻, 修士, 指導, 2000.4–.
千葉美穂, 2000年鳥取県西部地震の余震活動, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 修士, 指導, 2001.4–.

(e) 地震予知連絡会, 委員, 2001.4–.
科学技術・学術審議会, 専門委員（測地学分科会）, 2001.4–.
地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会, 重点的観測計画検討会, 　委員, 2001.4–.
原子力発電環境整備機構,「技術アドバイザリー国内委員会地質環境分科会」委員, 2001.6–.
青少年等に向けた防災教育プログラム検討委員会, 委員, 2001.9–.
微小地震データ DB化検討員会, 委員, 2001.10–.
地震調査研究推進本部,データ流通ワーキンググループ専門委員, 1998.3.–.
京都大学防災研究所地震予知研究センター, 運営協議会委員, 2000.4–.

(f) 市民講座「震災から何を学ぶか」，第 2回「関東に大地震はくるのか」, 東京都立川市高松公民館, 3.28, 2000.
地震予知研究の最前線と理科教育への期待, 江東区教育委員会江東区教育センター, 6.23, 2000.
Five Years after Kobe: A Report from Seismological Research Frontline, 日本外国特派員協会, 1.15, 2001.

加藤照之
(a) 教養学部, 全学一般教養ゼミナール, 1999.10–2000.3.

大学院理学研究科, 地球観測演習, 2000.4–9.
大学院理学研究科, 地球観測演習, 2001.4–9.
大学院理学研究科, 地球テクトニクス III, 2001.10–.

(b) 東京理科大学, 非常勤講師,「地震学，耐震工学の現状と課題」－地震と地殻変動－, 2001.8.
(c) Gamal S. El-Fiky, 日本学術振興会, その他, エジプト, 1998.11–2000.11.

Divakar C. Reddy, 日本学術振興会, その他, インド , 1999.3–2001.2.
胡 新康, 中国国家地震局, その他, 中国, 2000.2–3.
金 紅林, 大学院理学系研究科地球惑星科学専攻, 研究生, 中国, 2000.10–2001.3.
胡 新康, 中国国家地震局, その他, 中国, 2001.2–3.
金 紅林, 大学院理学系研究科地球惑星科学専攻, その他, 中国, 2001.4–.

(d) 青木陽介, Imaging dike intrusion during seismic swarms off the Izu Peninsula, Japan, and its triggering mecha-
nism, 大学院理学研究科地球惑星科学専攻, 博士, 指導, 1998.4–2001.3.

岩国真紀子, 東アジアのテクトニクスと応力伝播のメカニズム, 大学院理学研究科地球惑星科学専攻, 修士, 指
導, 1999.4–2001.3.
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小竹美子, GPSデータ解析に基づく西太平洋のテクトニクスの研究, 地震研究所, 博士, 補助, 1999.10–2000.9.
(e) 測地学審議会測地部会, 臨時委員, 1999.4–2000.3.

地震予知連絡会, 委員, 2001.4–.
地震防災対策強化地域判定会, 委員, 2001.4–.
地震予知連絡会強化地域部会, 委員, 2001.4–.
地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会, 委員, 2001.4–.

(f) 川奈小学校：地震のお話, 静岡県伊東市, 1.11, 2000.
教育文化センター「研修講座」：富士山の噴火と東海地震の可能性, 神奈川県藤沢市, 6.29, 2001.

佐藤比呂志
(a) 理学系研究科, 地形形成論, 2001.9–.
(b) 京都大学理学部地球物理学科, 非常勤講師, 北日本のアクティブテクトニクス, 2001.4–.
(d) 新井慶将, Late Cenozoic Tectonics of the Northern Fossa Magna, 理学系研究科, 修士, 指導, 1998.4–2000.3.
(e) 地震調査研究推進本部地震調査委員会・長期評価部会活断層分科会, 委員, 1997.4–2001.3.

神奈川県地域活断層調査委員会, 委員, 1997.4–.
千葉県地域地下構造調査委員会委員, 委員, 1998.9–.
神奈川県地域地下構造調査委員会, 委員, 2001.9–.
山梨県地域地下構造調査委員会, 委員, 2001.9–.
地震調査研究推進本部・地震調査委員会・長期評価部会・西日本活断層分科会, 主査, 2001.9–.

吉田真吾
(a) 理学系研究科地球惑星物理学専攻, 地震学特論 III, 1999.10–2000.3.

理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球物理数学 I, 2000.4–9.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 地震発生物理学 III, 2000.4–9.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 固体地球力学 I, 2001.4–9.

(b) 理化学研究所・地震国際フロンティア, 非常勤研究員, 1998.4–.
(d) 加藤愛太郎, Experimental study of the shear failure process of rock in seimogenic environments: Formulation of

shear failure law, 大学院理学系研究科地球惑星科学専攻, 博士, 指導, 1999.4–.
Tsvetan Dilov, 震源核形成と断層破砕帯の内部構造との関係に関する実験的研究, 東北大学大学院理学系研究

科, 博士, 補助, 2001.9–.
(e) 中学校教材ビデオ「地震と災害」(文部省特選), 企画委員, 1999.8–2000.3.

文部科学省, 学術調査官, 2001.4–.
地震と火山噴火に関する教材制作委員会, 委員, 2001.10–.

飯尾能久
(b) 東北大学理学研究科, 連携併任助教授, 1998.4–2000.3.
(f) 地震の話, 参議院, 7.13, 2001.

上嶋 誠
(c) Nikolai P. Kostrov, エカチェリンブルク地球物理学研究所, 研究生, ロシア, 2000.5–.

加藤尚之

飯高 隆
(a) 地球惑星物理学科, 地球惑星物理学演習, 2001.4–5.
(f) 2001年地震学夏の学校 講師, 長崎県島原市, 7.29-31, 2001.

小竹美子

一ノ瀬洋一郎

蔵下英司

宮崎真一
(b) 木更津工業高等専門学校, 講師, 防災工学, 2000.10–2001.3.

木更津工業高等専門学校, 講師, 耐震工学, 2001.10–.

地震地殻変動観測センター

笠原順三
(a) 理学部地球惑星物理学科, 地球物理学演習, 1994.4–2000.3.

岡山大学理学部地学科, 海底地震学, 2000.7–8.
理学研究科地球惑星科学専攻, 海洋底地球科学 III, 2001.10–.

(b) 岡山大学理学部, 非常勤講師, 海底における地震観測, 2000.4–2001.3.
東海大学海洋学部, 特別講演講師, 水が地震発生を支配する－最近の知見, 2001.12.
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(c) Hesham Eid Abdel Hafiez, 地震予知推進センター, 地震地殻変動観測センター, 研究生,エジプト, 1999.4–2001.3.
Deea El-Din Mohamed Kamal Hamed, 地震予知推進センター, 研究生, エジプト, 1999.4–2000.3.
Peyman Poor Maghadamm, 地震地殻変動観測センター, 研究生, イラン, 2001.4–9.
Peyman Poor Maghaddam, 地震地殻変動観測センター, 博士, イラン, 2001.10–.

(d) 早川亮正, 1968年十勝沖・1994年三陸はるか沖地震震源域を縦断する地殻構造の研究, 地震予知推進センター,
地震地殻変動観測センター, 修士, 指導, 1999.4–2001.3.

(e) 科学技術庁：海底ケーブルを用いた地震など多目的地球観測モニターネットワークの開発に関する研究, 科学
技術庁研究推進委員会委員長, 1994.4–2000.3.

海洋科学技術ンター, 客員研究員, 1994.4–2001.3.
海上保安庁：海底ケーブルなどを用いた地震など他目的モニターネットワークの開発に関する研究, 委員会委

員, 1998.4–2000.3.
科学技術庁：日本海東縁部における地震発生ポテンシャル評価に関する総合検討, 研究評価ワーキンググルー

プ主査, 1999.4–2000.3.
海洋科学技術センター：海底ケーブルを用いた地震など多目的地球観測モニターネットワークの開発に関する

研究,データ管理分科会委員, 1999.4–2000.3.
工業技術院地質調査所, 客員研究員, 1999.4–2000.3.
海上保安庁水路部, 研究計画評価委員会, 委員, 1999.4–.
大学評価機構, 教育評価 委員, 2000.4–.
海上保安庁水路部, 研究計画事後評価委員会, 委員, 2000.4–2001.3.
海洋科学技術センター, 地下深部フロンテイア外部評価委員会, 委員, 2000.12–2001.3.
ODP leg 200, Chief scientist, 2001.4–.

(f) プロジェクト総論 (VENUS計画）, 東京, 10.12, 2000.
プレート境界の地震発生と水, 横浜市県立博物館, 7.14, 2001.

金沢敏彦
(b) 九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター, 教授（併任）, 2000.4–.
(e) 地震調査研究推進本部, 専門委員, 1996.4–2001.1.

日本学術会議社会環境工学研究連絡委員会 (第 17期), 委員, 1997.7–2000.7.
地震予知連絡会（第 16期）, 委員, 1999.4–2001.3.
海洋科学技術センター, 客員研究員, 1999.4–2001.3.
海洋科学技術センター「リアルタイム海底変動観測システム」計画検討委員会, 委員長, 1999.4–2000.3.
海洋科学技術センター深海調査研究推進委員会, 委員, 1999.4–2000.3.
地球科学技術フォーラム/地球変動研究委員会/地球内部変動評価グループ会議, 委員, 1999.4–2000.3.
地震予知連絡会強化地域部会（第 16期）, 委員, 1999.4–2001.3.
海洋科学技術センター「リアルタイム海底変動観測システム」計画検討委員会, 委員長, 2000.4–2001.3.
海洋科学技術センター深海調査研究推進委員会, 委員, 2000.4–2001.3.
地球科学技術フォーラム/地球変動研究委員会/地球内部変動評価グループ会議, 委員, 2000.4–2001.3.
日本学術会議社会環境工学研究連絡委員会 (第 18期) , 委員, 2000.11–.
海洋科学技術センター「リアルタイム海底変動観測システム」計画検討委員会, 委員長, 2001.4–.
海洋科学技術センター深海調査研究推進委員会, 委員, 2001.4–.
地球科学技術フォーラム/地球変動研究委員会/地球内部変動評価グループ会議, 委員, 2001.4–.
地震予知連絡会（第 17期）, 委員, 2001.4–.
地震予知連絡会強化地域部会（第 17期）, 委員, 2001.4–.
科学技術・学術審議会（測地学分科会）, 専門委員, 2001.4–.
地震調査研究推進本部, 専門委員, 2001.8–.

武尾 実
(a) 理学部地球惑星物理学科,データ解析法 I, 2001.10–.

理学系研究科地球惑星科学専攻,データ解析法 I, 2001.10–.
理学部地球惑星物理学科, 地球物理実験, 2001.9–.
教養学部, 全学自由研究ゼミナール, 2001.4–9.
理学部地球惑星物理学科, 特別演習 I, 2001.4–9.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 固体地球輪読セミナー, 1997.4–.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 地震学セミナー, 1988.4–.

(b) 東京工業大学理学部, 非常勤講師, 地震学集中講義, 2001.10–.
JICA火山学・火山砂防工学集団研修, 講師, 地震解析法, 2001.4–6.

(c) 呉 長江, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 博士, 中国, 1998.10–.
(d) 植田寛子, 島弧下に発生する深部低周波地震, 理学系研究科・地球惑星科学専攻 ,修士 指導 2000.4 –.
(e) 火山噴火予知連絡会, 臨時委員, 1999.4–.

岩崎貴哉
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻, 地殻不均質構造セミナー, 1996.4–.

理学系研究科地球惑星科学専攻, 地震波セミナー, 2000.4–.
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(b) 東京都立大学, 非常勤講師, 地震学, 1990.10–.
建設省建築研究所国際地震工学部, 非常勤講師, Crustal and Upper Mantle Structure, 1991.10–.

(d) 武田哲也, 新しい散乱重合法に基づく深部地殻構造マッピング, 理学系大学院地球惑星科学専攻, 博士, 指導,
1997.4–2001.9.

(f) 市民セミナー, 釜石市, ２.1-2, 2001.

佐野 修
(a) 山口大学大学院工学研究科社会建設工学専攻博士後期課程, 岩盤物性学特論, 1992.4–2001.3.

山口大学大学院工学研究科社会建設工学専攻博士前期課程, 岩盤力学特論, 1993.4–.
山口大学工学部社会建設工学科, 初期教育科目 　情報処理, 1996.4–2001.3.
山口大学工学部社会建設工学科, 情報処理理論及び演習, 1996.4–2001.3.
山口大学工学部社会建設工学科, 建設情報基礎工学, 1996.4–2001.3.
山口大学工学部社会建設工学科夜間主コース, 情報処理理論及び演習, 1996.4–2001.3.
山口大学工学部社会建設工学科夜間主コース, 初期教育科目 　情報処理, 1996.4–2001.3.
山口大学工学部社会建設工学科夜間主コース, 応用情報処理理論及び演習, 1997.4–2001.3.
山口大学工学部, 基礎地球科学, 1999.4–2001.3.

(d) 劉 承論, 高温岩体発電設計に資するための 3次元境界要素法による熱伝動・弾性解析に関する研究, 山口大学
大学院工学研究科, 博士, 補助, 1997.4–2000.3.

稗田克則, 弾性波速度を用いた岩盤内状態変化の評価に関する研究, 山口大学大学院工学研究科社会建設工学
専攻, 修士, 指導, 1998.4–2000.3.

平野幸太, 岩盤の高精度弾性波測定に関する研究, 山口大学大学院工学研究科社会建設工学専攻, 修士, 指導,
1999.4–2001.3.

(e) 九州大学情報基盤センター (旧大型計算機センター)運営委員, 委員, 1998.4–2001.6.
山口県情報セキュリィ協議会, 会長, 1998.7–2001.3.
(有)山口ティーエルオー, 委員, 2000.4–2001.3.

佃 為成
(b) 日本女子大学理学部, 非常勤講師, 地学および地学実験, 1996.4–.

新潟大学大学院自然科学研究科, 非常勤講師, 自然災害科学特論, 2000.4–9.
(d) Nemalikanti Purnachandra Rao, Active Tectonics of the Plate Margins and the Stable Continental Region of the

Indian Plate, National Geophysical Research Institute, Hyderabad, India, 博士, 指導, 1995.9–2000.3.
(e) 新潟県地域活断層調査委員会, 委員, 1998.4–2001.3.

地震調査研究推進本部地震調査委員会長期部会中日本活断層分科会, 委員, 2000.3–.

卜部 卓
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻, 情報処理実習, 2001.4–9.
(e) 海洋科学技術センター,「リアルタイム海底変動観測システム」計画検討委員会, 委員, 2001.4–.

篠原雅尚
(a) 地球惑星科学専攻, 地球物理数学�, 2000.4–9.

地球惑星科学専攻, 地球物理数学�, 2001.4–9.
地球惑星科学専攻, 海洋底地球科学�, 2001.9–.

(b) 九州大学理学研究科・地球惑星科学専攻, 非常勤講師, 地球惑星科学特別講義VII「海洋地震探査学」, 2000.9–
2001.3.

萩原弘子

瀬戸憲彦
(b) 建設省建築研究所国際地震工学部グローバル地震観測研修, 非常勤講師, テレメタリングシステム, 2000.11.

中尾 茂
(a) 国際協力事業団, ケニア共和国・GPS測量セミナー, 2001.8.
(e) 日本学術会議測地学研究連絡委員会地殻変動・海水準小委員会, 委員, 2000.9–.

酒井慎一

井出 哲

山田知朗

望月公廣

五十嵐俊博

地震予知情報センター
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阿部勝征
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻, 地震発生物理学 IV(2001.4-9), 2001.4–9.
(d) 勝間田明男, A revision of magnitude determination methods for regional earthquakes in and around Japan, 気

象研究所, 博士, 指導, 1998.4–2000.3.
(e) 地震予知連絡会（国土地理院）, 委員, 1975.4-1984.7,1991.4-.

日本学術会議海洋物理学研究連絡委員会津波小委員会, 委員, 1989.3–.
原子力発電技術顧問会（通産省）, 部会長, 1990.5–2001.1.
地震予知研究協議会（地震研究所）, 委員, 2001.4-.
地域危険度測定調査委員会（東京都）, 委員, 1992.4–.
財団法人東京防災指導協会調査研究専門委員会, 委員, 1992.7–.
地震防災対策強化地域判定会（気象庁）, 会長代理, 1995.4–.
地震調査研究推進本部地震調査委員会（総理府,文部科学省）, 委員長代理, 1995.8–.
気象研究所評議委員会 (気象庁), 委員, 1996.4–2001.3.
防災研究所共同利用委員会（京都大学）, 委員, 1996.4–2000.3.
東濃地震科学研究所運営委員会（財団法人地震予知総合研究振興会）, 委員, 1997.4–.
財団法人地震予知総合研究振興会評議員会, 評議員, 1997.6–.
中央防災会議専門委員会（総理府）, 委員, 1998.1–2001.1.
国会等移転審議会専門委員会, 委員, 1999.4–.
地震調査研究推進本部政策委員会成果を社会に活かす部会, 委員, 1999.11–.
気象庁マグニチュード検討委員会（気象庁）, 委員長, 2000.1–3.
火山噴火予知連絡会（気象庁）, 臨時委員, 2000.7.
地震被害に関する検討委員会（国土庁）, 委員, 2000.12–.
総合エネルギー調査会（通商産業省）, 臨時委員, 2000.12–2001.1.
総合資源エネルギー調査会（経済産業省）, 委員, 2001.1–.
原子力安全・保安部会（経済産業省）, 委員, 2001.1–.
原子力安全・保安部会地盤耐震小委員会（経済産業省), 委員長, 2001.1–.
原子力安全・保安部会原子炉安全小委員会（経済産業省）, 委員, 2001.1–.
原子力安全・保安部会原子力安全条約検討小委員会（経済産業省 ）, 委員, 2001.1–.
中央防災会議東海地震に関する専門調査会（内閣府）, 委員, 2001.3–.
総合科学技術会議基盤プロジェクト委員会（内閣府）, 委員, 2001.4–.
地震調査委員会長期評価部会海溝型分科会（文部科学省）, 委員, 2001.4–.
津波対策推進マニュアル検討委員会（総務省消防庁）, 委員, 2001.8–.
中央防災会議今後の地震対策のあり方に関する専門調査会（内閣府）, 委員, 2001.9–.
中央防災会議東南海・南海地震等に関する専門調査会（内閣府）, 委員, 2001.9–.
津波観測データの共有化等に関する検討委員会（内閣府）, 委員, 2001.11–.

(f) 災害救援ボランティア推進委員会上級講座, 東京, 3.10, 2001.
総務省消防庁消防防災ワークショップ , 東京, 5.14, 2001.
内閣官房危機管理室セミナー, 東京, 5.30, 2001.
地震研究所公開講義, 東京, 7.26, 2001.
損害保険協会業務運営部セミナー, 東京, 10.23, 2001.

菊地正幸
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻, 地震発生物理学 II, 2000.4.

理学系研究科地球惑星科学専攻，地震発生物理学 II, 2001.4-9.
(b) 山形大学理学部, 非常勤講師, 防災地球科学, 2000.10–.

山形大学理学部, 非常勤講師，防災地球科学，2001.10–.
横浜市立大学総合理学研究科，非常勤講師，破壊伝播機構論，2000.4–.

(d) 永井理子, 三陸沖における再来大地震の震源過程の比較研究, 理学系研究科地球惑星物理学専攻, 修士, 指導,
1998.4–2000.3.

八木勇治，日向灘と三陸沖における地震時滑りと非地震性滑りの相補関係，理学研究科地球惑星科学専攻，博
士，指導，1999.4–.

(e) 中央防災会議（内閣府）, 専門委員, 2001.9–.
地震予知連絡会（国土地理院），委員，2000.4–.
地震調査研究推進本部地震調査委員会強震動評価部会，委員，2000.4–.

鷹野 澄
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻, 情報処理実習, 2000.4.

山中佳子
(b) 東京工業大学, 非常勤講師, 宇宙地球科学実験, 1999.4–2000.3.

東京工業大学, 非常勤講師, 宇宙地球科学実験, 2000.4–2001.3.
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東京工業大学, 非常勤講師, 宇宙地球科学実験, 2001.10–.

鶴岡 弘

火山噴火予知研究推進センター

井田喜明
(a) 地球惑星物理学科, 地球ダイナミクス, 2000.10–2001.3.
(d) 寺田暁彦, カルデラの形状の定量的変化：輪郭の特徴と広域応力場との関係, 地球惑星物理, 修士, 指導, 1998.4–

2000.3.
(e) 長野県防災委員会, 委員, 1990.4–.

東京都防災顧問会議, 防災顧問, 1992.4–2001.3.
火山噴火予知連絡会, 会長, 1993.4–.
測地学審議会, 噴火予知特別委員会委員長, 1996.1–2000.12.
国会等移転審議会, 専門委員, 1997.4–2000.12.

渡辺秀文
(a) 教養学部, 全学自由研究ゼミナール「地震火山観測入門（2）」, 1999.10–2000.2.

地球惑星科学専攻, 火山科学 3, 2001.6–7.
(b) JICA「火山学・火山砂防工学集団研修コース」, 講師, 噴火予測, 2000.5.

JICA「火山学・火山砂防工学集団研修コース」, 講師, 噴火予測, 2001.5.
(d) 鬼澤真也, Magma Plumbing System of Izu-Oshima Volcano as Inferred from Seismic Velocity Structure Analysis,

理学系研究科地球 惑星物理学専攻, 博士, 指導, 1996.4–2000.6.
(e) 火山噴火予知連絡会, 委員, 1987.0–.

東京都, 防災顧問, 1993.1–2001.3.
火山噴火予知連絡会, 幹事・伊豆部会長, 1994.6–.
震災予防協会, 評議員, 1995.6–.
科学技術・学術審議会測地学分科会火山部会, 専門委員, 2001.4–.
測地学審議会地震火山部会噴火予知特別委員会，臨時委員，1991.4–2000.12.
伊豆大島火山博物館，専門委員，1998.10-.

中田節也
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻，火山科学１，2000.10-2001.3, 2001.10–.
(b) JICA「火山学・火山砂防工学集団研修コース」，講師，噴火予測，2000.5，2001.5.
(d) 鈴木由希, Petrological study on magmatic process in felsic magma eruption, 理学系研究科, 博士, 指導, 1997.4–

2001.9.
(e) 伊豆諸島土砂対策検討委員会（三宅島土石流・泥流部会）, 委員, 2001.4–.

科学技術・学術審議会測地学分科会火山部会, 専門委員, 2001.4–.
火山噴火予知連絡会，臨時委員，1993.2–.

(f) 地震研究所公開講義「三宅島火山で何がおこったか」, 東京大学, 7.26, 2001.
三宅島噴火活動の特性等について, 東京消防庁消防科学研究所, 10.16, 2001.

鍵山恒臣
(a) 全学自由研究ゼミナール, 地震火山観測入門（２）, 1999.10–2000.2.

理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球観測実習, 2000.4–9.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 火山科学１, 2000.10–2001.3.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球観測実習, 2001.4–9.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 火山科学１, 2001.10–.

(b) 火山学・火山砂防工学集団研修講義 (JICA), 火山熱学, 2000.5.
火山学・火山砂防工学集団研修講義 (JICA), 火山熱学, 2001.5.

(c) Wahyu, Srigutomo, 大学院理学系研究科, 博士, Indonesia, 1999.4–.
(d) 宗包浩志, Correction of the Galvanic effect in magnetotellurics and its application to regional sounding of Southern

Kyushu area, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 博士, 指導, 1998.4–2001.3.
(e) 火山噴火予知連絡会, 委員, 1993.4–.

動力炉・核燃料開発事業団火山検討部会, 委員, 1994.4–2000.3.
火山噴火予知研究委員会, 委員, 1994.4–2000.3.
宮崎県防災会議地震専門部会, 専門委員, 1994.4–.
火山噴火予知研究協議会, 委員, 2000.4–.
核燃料サイクル開発機構地殻温度構造ワーキンググループ , 委員, 2000.4–.
火山噴火予知研究委員会, 幹事, 2000.4–.
東京都三宅島活動検討委員会, 委員, 2000.9–.
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及川 純

金子隆之
(a) 地球惑星物理学科, 地球惑星物理学演習, 2000.4–9.

地球惑星物理学科, 地球惑星物理学演習, 2001.4–9.
(e) 地球科学技術フォーラム, 委員, 2000.9.

大湊隆雄

吉本充宏

坂下至功
(a) 地球惑星科学専攻, 地球観測実習補助, 2000.8.

教養学部, 一般教育ゼミナール実習補助, 1999.12–2000.1.

海半球観測研究センター

歌田久司
(a) 理学系研究科地球惑星物理学専攻, 地球電磁気学特論 III, 1999.10–2000.3.

理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球電磁気学 I, 2000.10–2001.3.
理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球電磁気学 I, 2001.4–.
理学部地球惑星物理学科, 地球物理学演習, 2001.10–.

(b) 京都大学防災研究所, 非常勤講師, 固体地球電磁気学, 1998.4–2000.3.
(c) Olivier Gensane, 海半球観測研究センター, 学振外国人特別研究員, フランス, 2001.2–.

Tang Ji (湯 吉）, 海半球観測研究センター, 学振外国人特別研究員, 中国, 2001.11–.
(d) 小河 勉, A Study on Seismic Electromagnetic signals due to the piezoelectricity of crustal rocks, 理学系研究科

地球惑星科学専攻 (2001.3), 博士, 指導, 1997.4–2001.3.
宗包浩志, Correction of the Galvanic effect in magnetotellurics and its application to regional sounding of Southern

Kyushu area, 理学系研究科地球惑星科学専攻, 博士, 副指導, 1998.4–2001.3.
(e) 東京都三宅島活動検討委員会, 委員, 2000.9–.

(財)震災予防協会, 評議員, 2001.4–.

深尾良夫
(a) 教養学部, 全学ゼミナール：地震と火山の観測入門（分担）, 1999.0–2001.0.

理学系大学院・地球惑星物理専攻, 地球ダイナミクス特論 , 1997.0–2001.0.
(b) 京都大学理学研究科地球惑星科学専攻, 非常勤講師, マントルダイナミクス, 2000.7–.

茨城大学理工学部, 非常勤講師, マントルダイナミクス, 2001.1–.
慶應義塾大学理工学部, 非常勤講師, 理工学概論, 2001.4.
岡山大学理学部, 非常勤講師, マントルダイナミクス, 2001.12.
建築研究所国際地震工学研修コース, 講師, Global Seismology, 1994.0–2001.0.

(c) Dr. Alexei Gorbatov, 外国人特別研究員（学振 1998), その他, ロシア, 1998.4-2000.3 .
超 昭, 理学系大学院・地球惑星物理専攻, 修士, 中国, 1999.4-2001.3.

(d) 功刀 卓, 気圧・海洋荷重に対するサブサイスミック帯域における地殻ひずみ応答特性―長周期水平地震動の高
精度観測に向けて―, 大学院理学研究科（取得 2001）, 博士, 指導, 1995.4-2001.3.

山村恵子, In situ measurements of seismic velocity and attenuation at Aburatsubo, central Japan, 大学院理学研
究科 (取得 2001), 博士, 指導, 1999.4-2001.3.

西田 究, Earth’s background free oscillations, 大学院理学研究科 (取得 2001), 博士, 指導, 1998.4-2001.3.
(e) 測地学審議会, 委員, 1994.2–2000.12.

大学設置分科会理学系専門委員会, 専門委員, 1998.4–.
理学系研究評価専門委員会・地球科学部会, 副主査, 2000.4–.
理学系研究評価専門委員会, 専門委員, 2000.4–.
科研費分科細目改正理工系ワーキンググループ , 委員, 2000.4–.

(e) 理学系研究評価専門委員会・地球科学部会, 副主査, 2000.4–.
理学系研究評価専門委員会, 専門委員, 2000.4–.
科研費分科細目改正理工系ワーキンググループ , 委員, 2000.4–.
大学設置分科会理学系専門委員会, 専門委員, 1998.4–.
測地学審議会, 委員, 1994.2–2000.12.

川勝 均
(a) 教養学部・総合科目, 惑星地球科学 I, 2000.4–9.

理学部地球惑星物理学科（学部・大学院共通）, 地球内部構造論, 2000.10–2001.3.
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理学系大学院地球惑星科学専攻（学部・大学院共通）, 地震波動論, 2000.10–2001.3.
教養学部・総合科目, 惑星地球科学 I, 2001.4–9.
理学部地球惑星物理学科（学部・大学院共通）, 地球内部構造論, 2001.10–.
理学系大学院地球惑星科学専攻（学部・大学院共通）, 地震波動論, 2001.10–.

(b) 東北大学理学部地球物質科学科, 非常勤講師, 集中講義, 2000.4–2001.3.
岡山大学地球内部研究センター, 客員教授, 2001.4–.

(d) 山村恵子, In situ measuements of seismic velocity and attenuation at Aburatsubo, centra Japan, 海半球観測研
究センター, 博士, 指導, 1997.4–2001.7.

三澤美香, J-arrayデータによる ScS反射法地震学, 海半球観測研究センター, 修士, 指導, 1998.4–2000.3.
(e) 日本学術振興会, 科学研究費補助金第１段審査委員, 1999.4–2001.3.

山野 誠
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球物理数学 I, 2001.4–9.

理学系研究科地球惑星科学専攻, 海洋底地球科学 III, 2001.10–.
(b) 早稲田大学教育学部理学科, 非常勤講師, 地球テクトニクス, 1999.9–.

千葉大学理学部地球科学科, 非常勤講師, 地球物理学特論, 2000.4–.

森田裕一
(a) 理学系大学院地球惑星物理学専攻, 地球観測実習, 2000.4–.
(b) 建築研究所, 国際地震学研修グローバル地震学コース, 講師, Recording System, 1996.10–2001.10.
(d) 林 能成, 群発地震を伴うダイク成長過程―伊豆東方沖群発地震の震源時空間分布からの推定―, 理学系大学院

地球惑星物理学専攻, 博士, 指導, 1998.4–2001.3.

塩原 肇
(a) 理学系研究科地球惑星科学専攻, 地球観測実習, 2001.4–9.

理学系研究科地球惑星科学専攻, 海洋底地球科学 I, 2001.10–.
(e) 南海トラフにおける海溝型巨大地震災害軽減のための地震発生機構のモデル化・観測システムの高度化に関す

る総合的検討委員会（財団法人地震予知総合研究振興会）, 海の観測分科会委員, 1996.6–2001.3.
研究課題評価委員会（海洋科学技術センター）, 海洋固体地球科学研究部会委員, 1997.9–.

綿田辰吾

清水久芳
(a) 理学部地球惑星科学科, 地球惑星物理学特別演習, 2000.4-9.

理学部地球惑星科学科, 地球惑星物理学特別演習, 2001.10-.
(d) 宗包浩志, Correction of the Galvanic Effect in Magnetotellurics and its Application to Regional Sounding of

Southern Kyushu Area, 地震研究所, 博士, 補助, 1998.4–2001.3.
小山崇夫, 海底ケーブル電位差観測によるマントル電気伝導度に関する研究, 地震研究所, 博士, 補助, 1998.4–.

竹内 希
(a) 理学部地球惑星物理学科, 地球惑星物理学特別演習 2, 1999.10–2000.3.

理学部地球惑星物理学科, 地球惑星物理学特別演習 2, 2001.10–.
(b) 建築研究所国際地震工学部, 講師, Mathematics for Seismology, 1999.10–.

東京工業大学地球惑星科学科, 特別講師, 数値地球惑星科学, 2000.10.

技術開発室

大竹雄次
(b) 地震研究所職員研修会, 講師, 電子回路講習会, 2001.7.

地震研究所, 講師, 地震研究所技術開発室電子回路・工作講習会, 2001.4–.
地震研究所, 講師, 技術開発室主催電子回路講習会, 1999.4–2001.3.
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第6章 平成13年度の共同利用・COE実施状況

6.1 平成13年度の共同利用・COE実施状況

表 6.1. 客員教授

課題番号 代表者名 所属・職名 担当教官 研究課題 校費 旅費
2001-V-01 松澤 　暢 東北大学大学院理

学研究科・助教授 　
　　　　　

平田 　直 新しい地震予知研究計画
の企画とその推進 　　　
　　　

専任教授並 300

2001-V-02 池田清宏 東北大学大学院工
学研究科・教授

堀 　宗朗 微視的な分岐・破壊に起因
する断層生成メカニズム
の解明

専任教授並 300

2000-V-03 久家慶子 京都大学大学院理
学研究科・助教授

深尾良夫 海洋プレート内部や境界
に起こる地震発生機構に
関する研究

専任教授並 200

2001-V-04 Thomas
W.C.
Hilde

テキサスＡ＆Ｍ大
学・教授

山野 　誠 フィリピン海プレートの構
造発達史と上部マントル
の構造に関する研究

専任教授並 100

2000-V-05 Mjelde
Rolf

ノルウェー国・ベル
ゲン大学固体地球
研究所・教授

塩原 　肇 受動的海底地震観測によ
るプレート収束域でのテ
クトニクスの研究

専任教授並 100

計 1,000

単位：千円
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表 6.2. 客員教授（日本人）の研究概要

課題番号 代表者名 研究概要（所内セミナー等の題目）
2001-V-01 松澤 　暢 地震予知研究協議会企画部の一員として，大学における地震予知研究のあるべき姿に

ついて議論・広報を行なうとともに，各大学の研究の活性化を援助するための様々な活
動を行なった．また，釜石沖の固有地震的活動や，三陸沖の repeating small earthquake
の活動の解析から，アスペリティモデルに基づく三陸沖における地震予知の展望を示
した．
（金曜日セミナー，地震活動・地震波形から見たカップリングの時空間変化，2001年
10月 20日）

2001-V-02 池田清宏 微視的な分岐・破壊に起因する断層生成メカニズムの解明の第一歩として，一様荷重
下の均質材料における，欠損・亀裂の発生・進展挙動に関する実験と数値シミュレー
ションを行い，対称性破壊分岐という視点に基づき整理した．
（集中講義，材料・構造系の分岐現象とその理解，2001年 11月 12日～15日）

2000-V-03 久家慶子 プレート下の地殻・上部マントル構造は，プレート内部での地震が少ないこともあり，
直達実体波の走時からは情報を得にくい．地表で反射する実体波の波形を用いること
によって，その構造に関する情報を搾取することができないか研究を試みた．その他，
近地地震波波形から震源の非ダブルカップル要素を決定するための研究を行った．
（OHPセミナー，地震の震源パラメタの決定：らくらく地震学へ向けて，2001年 5月
9日）

表 6.3. 特定共同研究 (A)

課題番号 代表者名 所属機関 担当教官 Project名 旅費
2001-A-01 笠原順三 地震研 笠原順三 日本列島周辺海域における海・陸プレー

ト境界域における研究観測
0

2001-A-02 歌田久司 地震研 歌田久司 ネットワークMT観測 225

2001-A-03 歌田久司 地震研 歌田久司 地殻比抵抗構造精密探査 185

2001-A-04 島崎邦彦 地震研 都司嘉宣 古地震 445

2001-A-05 金沢敏彦 地震研 金沢敏彦 海底地殻変動観測手法の開発 0

2001-A-06 佃 　爲成 地震研 佃 　爲成 内陸直下地震の予知 172

2001-A-07 笠原順三 地震研 笠原順三 海底ケーブルネットワークによる広域
海底・海洋物理的研究

74
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2001-A-08 茂木 　透 北大・理 上嶋 　誠 短期的地震前兆の発現機構の研究 220

2001-A-09 加藤照之 地震研 加藤照之 GPSによる総合観測研究 199

2001-A-10 岩崎貴哉 地震研 岩崎貴哉 島弧地殻の変形過程に関する総合的集
中観測

260

2001-A-11 加藤照之 地震研 加藤照之 地殻活動予測シミュレーション 294

2001-A-12 渡辺秀文 地震研 鍵山恒臣 火山体構造探査 210

2001-A-13 渡辺秀文 地震研 渡辺秀文 特定火山集中総合観測 179

2001-A-14 菊地正幸 地震研 菊地正幸 震源過程と強震動生成メカニズムの解
明

295

2001-A-15 岩崎貴哉 地震研 飯尾能久 地震活動及びＧＰＳデータに基づく、
日本列島下の広域応力場の形成メカニ
ズムの研究

140

2001-A-16 吉田真吾 地震研 大久保修平 直前過程における地殻活動に関する総
合的研究

319

2001-A-17 佐藤比呂志 地震研 佐藤比呂志 反射法地震探査による活断層の構造と
長期間地殻変動

325

2001-A-18 佐藤博樹 大阪大・理 飯尾能久 地殻流体の実体の解明 319
計 3,861

単位：千円

表 6.4. 特定共同研究 (B)

課題番号 代表者名 所属機関 担当教官 Project名 校費 旅費
2001-B-01 中田節也 地震研 中田節也 高噴火ポテンシャル火山に

おける噴火の規模・様式に
関する研究

1,019 1,518

2001-B-02 蓬田 　清 北大・院理 山下輝夫 短波長不均質構造と高周
波地震波の輻射特性

680 782

2001-B-03 堀内茂木 防災科学技
術研究所

鷹野 澄 地震波形データの準リア
ルタイム解析システムの
研究

134 600

2001-B-04 中西一郎 京都大・院理 菊地正幸 すすから光へ：古い地震記
象のディジタル化と解析

516 842

2001-B-05 瀬川爾朗 東海大・海洋
研究所

大久保修平 航空重力測定法の開発と
僻地における重力測定

697 120

2001-B-06 川瀬 　博 九州大・人間
環境

工藤一嘉 同時多点アレー観測によ
る地下構造の水平方向不
均質性の抽出

212 1,011

2001-B-07 鈴木貞臣 九州大・院理 深尾良夫 九州・琉球背弧の深部構造
とテクトニクスの研究

538 988

2001-B-08 藤井直之 名古屋大・院
理

大久保修平 差分干渉 SARによる地殻
変動測定の高精度定量化

464 1,175

小計 4,260 7,036
合計 11,296

単位：千円
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表 6.5. 一般共同研究

課題番号 代表者名 所属機関 担当教官 Project名 備 品
　

備 品
外 の
校費

旅費

2001-G-01 小山順二 北大・院理 大久保修平 絶対重力・GPS連続観
測による実時間プレー
ト運動の検出

0 470 224

2001-G-02 佐野貴司 富 士 常 葉
大・環境防
災

藤井敏嗣 　 火山噴火時における弱
揮発性元素の脱ガス度
に関する研究

0 250 200

2001-G-03 新生裕尚 東 京 経 済
大・経営

中井俊一 西南日本弧の海溝寄り
の地域で中期中新世に
起こった火成活動の成
因

0 270 0

2001-G-04 清水 　洋 広島大・院
理

中井俊一 微量元素の化学状態に
基づく火成岩生成の酸
化還元状態の推定

0 252 320

2001-G-05 佐野有司 広島大・院
理

兼岡一郎 第四期火山岩中のジル
コンの U-Pb年代測定

0 171 165

2001-G-06 熊谷英憲 海洋科学技
術センター

兼岡一郎 希ガス同位体による海
域火成活動マグマ源に
関する研究

0 234 38

2001-G-07 湯元清文 九州大・院
理

歌田久司 地磁気変化観測と海底
ケーブル誘導電圧との
比較解析研究

0 324 90

2001-G-08 岩森 　光 東大・院理 折橋裕二 　 沈み込み帯における
H20-メルト生成・移動の
解明：微量元素からの制
約

0 270 0

2001-G-09 角村 　悟 気象庁・地
磁気観測所

歌田久司 伊豆地域とその周辺に
おける電磁気的環境の
研究

0 277 354

2001-G-10 石橋純一郎 九州大・院
理

中井俊一 LA-ICP-MSを用いた酸
性深成岩石英中の流体
含有物の地球化学的研
究

0 175 208

2001-G-11 吉本和生 東北大・院
理

飯高 　隆 　 島弧におけるモホ面下
最上部マントルの微細
構造の推定

0 286 198

2001-G-12 藤 　浩明 富山大・理 歌田久司 3 次元不均質球の全球
インバージョン

0 135 100
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2001-G-13 塩崎一郎 鳥取大・工 鍵山恒臣 中国地方の第四期火山
の深部比抵抗構造に関
する研究－特に、鳥取
県西部地震 (2000,M7.3)
の余震域の東縁に位置
する大山火山周辺の無
地震域に着目して－ 　
　　

0 61 800

2001-G-14 堤 　浩之 京大・院理 島崎邦彦 中央構造線活断層系の
セグメンテーションと
地震危険度評価

0 168 374

2001-G-15 福田 　明 静岡大・工 鷹野 　澄 流星バースト通信によ
る離島からのデータ転
送

0 135 542

2001-G-16 岡村 　眞 高知大・理 都司嘉宣 紀伊半島の潟湖の湖底
ピストンコア採取によ
る過去の津波の検証

0 363 253

2001-G-17 平田大二 神奈川県立
生命の星地
球博物館

折橋裕二 　 若いスラブ（<５ Ma）
の沈み込みによる火成
活動のプロセスの解明
－チリ南部の第四紀火
山を例にして－ 　　　
　　　

0 280 0

2001-G-18 井上 　徹 愛媛大・理 飯高 　隆 地震学的不連続面にお
ける水の影響とその地
球物理学的意義

0 336 202

2001-G-19 山口 　覚 神戸大・理 上嶋 　誠 岩体の本質的な電気伝
導度異方性の研究

0 154 302

2001-G-20 西村裕一 北大・院理 都司嘉宣 津波堆積物調査による
北海道東部の歴史津波
の検証

0 287 150

2001-G-21 山下 　茂 岡山大・固
体地球研究
センター

藤井敏嗣 含水珪酸塩ガラスの赤
外光吸収特性の組成依
存症の研究

0 147 93

2001-G-22 古川善紹 京大・院理 飯高 　隆 地震波による九州・別
府-島原地溝帯内火山地
域での地殻内流体相の
検出

0 160 282

小計 0 5,205 4,895
合計 10,100

単位：千円
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表 6.6. 研究集会

課題番号 代表者名 所属機関 担当教官 研究集会名称 予定日 旅費
2001-W-01 佐藤忠弘 国立天文台 大久保修平 衛星重力観測と地上重力

観測 　　　　　　　　　
　　

13.8.2-8.3 850

2001-W-02 小山眞人 静岡大・教育 井田喜明 火山情報と災害危機管理
　　　　　　　　　

2日間 600

2001-W-03 渡辺 　了 富山大理 小屋口康子 地殻・マントルのレオロ
ジーとダイナミクス 　　
　　　

13.11.15-16 350

2001-W-04 大村 　誠 高知女子大・
生活科学

大久保修平 Ｌバンド干渉ＳＡＲの重
要性 　　　　　　　　　
　　　

H13.9月上旬
2日間

471

2001-W-05 坪井誠司 横浜市立大・
理

菊地正幸 21世紀の広帯域地震観測
計画 　　　　　　　　　
　　　

2日間 273

2001-W-06 舟越賢一 (財) 高輝度
光科学研究
センター 　
　　　　　

藤井敏嗣 マグマの科学 　　　　　
　

夏又～秋頃 3
日間

562

2001-W-07 高橋正樹 茨城大・理 中田節也 高噴火ポテンシャル安山岩
質火山の噴火プロセス・メ
カニズムおよびマグマ供
給システムについての研
究

13.10.20-22 402

計 3,508

単位：千円

6.2 平成13年度のCOE関連の研究実施状況

◎中核的研究機関研究員（COE）

1. 奥野淳一（地球計測部門）
任用期間：2000.4.16～2002.3.31
研究内容：現実的な粘弾性地球モデルに対する地殻変動の理論研究

2. 門野敏彦（地球流動破壊部門）
任用期間：2000.4.1～2002.3.31
研究内容：破壊力学

3. 青木陽介（地震予知研究推進センター）
任用期間：2001.4.1～2001.8.24
研究内容：伊豆半島東方沖群発地震に伴うダイク貫入プロセスとその発生機構

4. 河村知徳（企画部）
任用期間：2001.4.1～2002.3.31
研究内容：地震予知のための新たな観測研究計画の推進、島弧地殻変形過程の研究

5. 下司信夫（火山噴火予知研究推進センター）
任用期間：2001.4.1～2002.3.31
研究内容：火山噴火現象に関する岩石学的予測研究

6. 中道治久（火山噴火予知研究推進センター）
任用期間：2001.4.1～2002.3.31
研究内容：富士火山の地震速度構造と低周波地震の発生機構の解明

7. 楠城一嘉（地球計測部門）
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任用期間：2001.4.1～2002.3.31
研究内容：地震破壊の不連続体の立場からのモデル化

8. 宗包浩志（火山噴火予知研究推進センター）
任用期間：2001.4.1～2001.10.24
研究内容：火山噴火予知高度化のための火山体構造と火山流体の挙動の研究

9. 門野典子（火山噴火予知研究推進センター）
任用期間：2001.9.1～2002.3.31
研究内容：爆発的火山噴火の機構解明のための混相流の数値的研究

10. 山崎 雅（地球ダイナミクス部門）
任用期間：2001.11.1～2002.3.31
研究内容：リソスフェアの引き伸ばし過程における歪の局所化に関する研究

◎研究支援推進員

1. 肥田野一夫（継続：技術開発室所属，技術開発室配置）
任用期間：2001.4.1～ 2002.3.31
職務内容：技術開発室に於ける観測・実験装置制作のための依頼工作およびＣＡＤ等の設計支援業務

2. 神谷眞一郎（新規：技術開発室所属，海半球観測研究センター配置）
任用期間：2001.4.1～ 2001.5.31
職務内容：準リアルタイム震源解析データベース作成

3. 吉野登志男（継続：技術開発室所属，地震予知研究推進センター配置）
任用期間：2001.4.1～ 2002.3.31
職務内容：神奈川県油壺地殻変動観測所で継続している大地比抵抗連続観測ならびに関連する各種観測の維
持とデータ解析

4. 浅田鉄太郎（継続：技術開発室所属，技術開発室配置）
任用期間：2001.4.1～ 2002.3.31
職務内容：技術開発室に於ける観測・実験装置に関する依頼工作・部品の整理等

5. 田辺由美子（継続：技術開発室所属，海半球観測研究センター配置）
任用期間：2001.4.1～ 2002.3.31
職務内容：海半球観測ネットワークデータセンターシステム運用・開発

6. 大槻まゆみ（継続：技術開発室所属，火山噴火予知研究推進センター配置）
任用期間：2001.4.1～ 2002.3.31
職務内容：Ｘ線マイクロプロープなどの化学分析装置の維持・管理

7. 岩田孝行（継続：技術開発室所属，地震予知情報センター配置）
任用期間：2001.4.1～ 2002.3.31
職務内容：プレハブに保管された古地震記録のマイクロフィルム化にあたり、一枚ごとに記録紙上の記載事
項をチェックし転載する

8. 金子仁恵（継続：技術開発室所属，地震予知情報センター配置）
任用期間：2001.4.1～ 2002.3.31
職務内容：国立大学地震観測網地震データカタログの作成

9. 西林真生（新規：技術開発室所属，地震地殻変動観測センター）
任用期間：2001.6.1～ 2002.3.31
職務内容：地震地殻変動観測センターの実施する観測研究の支援

◎リサーチアシスタント（RA）平成 13年度

佐伯昌之 調和波動場を生成する精密制御人工震源アレイを用いた地下探査手法の開発
加藤愛太郎 せん断破損構成則の地震発生場環境要因依存症の定量的評価
武田哲也 屈折法探査データを用いた新しい反射体マッピング法による日本陸域地殻構造の解明
嶋野岳人 揮発性成分の挙動に注目した噴火メカニズムとマグマプロセスの解明
山村恵子 油壺における地震波速度・減衰連続観測
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福田 聡 ウラン－トリウム放射非平衡による島弧火成活動のタイムスケールの研究
松澤孝紀 光計測技術を用いた高性能回転地震計の試作
寺田暁彦 準リアルタイム火山噴煙観測
松原 誠 鳥取県西部地震震源の構造の推定
長田幸仁 海底測地観測に向けた基礎実験
中東和夫 所内計算機利用環境整備の補助
長井雅史 伊豆諸島における玄武岩・珪長質マグマの化学的関係の研究
金 紅林 GPS時系列データ処理とデーターベースへの登録

◎外国人招へい研究員
シャオ・グオゼ（客員）

趙 國澤（中国地震局地質研究所, 教授）
歌田教授，2001.2.1～2001.4.30
中国東北部および周辺地域の電気伝導度構造と地震火山活動に関する研究

ライト・トム（COE）
Wright,Thomas L.（アメリカ合衆国国立自然博物館スミソニアン研究所，研究員）
中田教授，2001.2.26～2002.2.25
伊豆大島とハワイにおける玄武岩質マグマの噴火予知に関する比較研究

トーマス・ヒルディ（客員）
Thomas,W.C. Hilde（テキサスＡ＆Ｍ大学, 教授）
山野助教授，2001.5.1～2001.10.31
フィリピン海プレートの構造発達史と上部マントルの構造に関する研究

ミエルデ・ロルフ（客員）
Mjelde,Rolf（ノルウェー国, 　ベルゲン大学固体地球研究所, 　教授）
塩原助教授，2001.11.1～2002.4.30
受動的海底地震観測によるプレート収束域でのテクトニクスの研究
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第7章 本研究所の将来構想

　ここに掲載する将来構想は，1999年 1月 28日の教授会で，『地震研究所の今後１０年の将来構想』として承認さ
れたものである．爾来３年余が経過し，当時は「構想」であったことのいくつかはすでに実現されたか，あるいは，
されつつある．一方，大学法人化の方針が決まり，その具体化に向けた動きが進展する中で，今後見直しが必要と
なる部分も出てくると思われる．しかし，基本的なビジョンについてはこの『構想』から大きくずれることはない
であろう．

[0] 序

地震研究所教授会は，今後 10年の将来構想を将来計画委員会を中心にしてほぼ 1 年半にわたって検討してきた．
140人を越す人員を抱える研究所にとって，10年という期間は決して長いものではなく，教授会では，今後の地震
研究所の運営にあたって，できるだけ具体的な指標となりうるよう現実的な将来構想案を作ることを心がけた．以
下その内容を，[I]研究所の体制，[II]研究に関する基本方針，[III]観測所の問題，[iv]教育への関わり，の 4項目に
わけて報告する．

[I] 研究所の体制

1. 基本的考え方

地震研究所が関わる固体地球科学の長期的目標としてつぎの 5つを掲げる．なお，ここには固体地球科学に根ざ
した工学分野も含めるものとする．

プレートテクトニクスを超える新しい地球観の創造
「地震＝断層」を超える新しい地震観の創造
火山噴火現象に対する統一的概念の創出
物理・化学過程の理解に基づく地震予知・火山噴火予知と防災・災害軽減
未開の分野を開拓するための新しい観測窓を開ける試み

最後にあげた，新しい観測窓を開ける試みとしては，例えば：

深海底などの観測空白域への進出
固体地球との相互作用システムとしての大気・海洋圏への進出
地球透視のために素粒子を用いる particle geophysics分野への進出
惑星地震探査など地球外探査への進出

が挙げられるが，これらはいずれも他機関と共同して実施すべきものである．
地震研究所の使命は，こうした目標に向けて本質的な貢献をする所にある．しかし 10年という期間は，研究所全

体の計画を考えるにはきわめて短い期間である．従って今後 10年の研究方針とそれを推進する体制を考えるにあ
たっては，上記長期目標への貢献と 10年後の成果の双方に対する明確な見通しの下に，人事や予算配分にあたって
の指針ともなりうる具体的な課題を提示する必要がある．以下の [II]に述べる研究方針は，このようなことを考慮
して提示するものである．
逆に言えば，[II]に提示する課題以外でも，今後上記の長期的目標に向けて斬新且つ具体的な突破口が見えてき

たならば直ぐに人と予算とを投入できる態勢が，先端研究を進める研究所には特に求められる．今後 10年の地震
研究所の体制は基本的には下記の [II]の研究方針に沿って動かされるべきものであるが，場合によってはそこに大
きな変更を加える果断な意志決定と柔軟な組織体制が必要とされる．

2. 組織体制
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地震研究所は，平成 6年 6月に大正 14年の設立以来初めての改組を行ない，続いて平成 9年度には海半球観測研
究センターが発足した．これにより 4部門，5センター，2観測所という研究体制が一応整った．この体制は足掛け
10年の歳月をかけて実現したものであり，今後はそこに費やしたエネルギーの分までサイエンスの推進に労力を注
ぐべきである．前回改組に匹敵するような本格的概算要求のタイミングとしては，海半球観測研究センターの時限
が来るとき，即ち平成 19年度が 1つの目安となろう．今後 10年の後半は，こうした次の改組の準備期間としても
位置づけることができる．但し，数年後に想定されている文部省と科学技術庁との合併に伴って大きな変革を余儀
なくされることがあるかもしれず，そういうケースもありうることを頭に入れておくことは必要であろう．
なお地震研究所の研究支援体制として技術開発室を含む技術支援体制および事務支援体制がある．事務支援体制

については現在大学事務局による事務合理化計画が進行中のことでもあり，ここでは議論しない．技術支援体制に
ついては，今後の人事のやり方に大きく影響されるので，以下に述べる．

3. 人事にあたっての方針

今後の人事にあたっては上記 1に述べたことを踏まえた上で，下記の [II]の研究方針のもとに最良の人選を行な
う．[II]に述べた分野の中には萌芽的段階のものが含まれるが，これらに関しては何れ講座並の規模で立ち上げる
といった心構えが必要であろう．
なお，人事にあたっては懸案の技術力の向上についても十分考慮する必要がある．センター等に配属された技術
官および技術開発室は研究所の技術力の基盤であるが，その組織構成が研究所として必要な技術体系と必ずしも合
致していない．現在，所内各層で技術力向上の努力がなされている．今後は，技術体系的に整合性のある技術部と
しての再編への努力と並行して，上記の技術力向上の試みを一層支援していく必要がある．

10年後には全ての技術官が名実ともに，技術開発室，観測機器室（仮称），情報処理室（仮称）の 3室の何れかに
所属し，その技術官組織全体（技術部）を技術部長が統括することになろう．今後 10年はこの体制への移行過程と
して位置づけることができる．技術開発室については，技術官組織とは一応切り離した形で既に活動が始まってい
る．この技術開発室の将来については，現在，技術検討委員会で検討が進んでおり，近く報告がある筈なのでここ
では触れない．また [III]2で述べるように，観測機器室についてもその設置が所内措置として構想されている．新
任の技術官は優先的にこれら 2室に補充される．情報処理室については未検討の段階であるが，これも近い将来議
論を始める必要がある．これら 3室には技術官の他に教官も配属されるが，技術部は（技術部長を除いて）技術官
によってのみ構成される．
地震研究所には技術系職員から昇格した助手と研究助手として採用したものの 2系統の助手が存在する．このう

ち技術系助手のかなりの部分が近年中に停年となり，退官する．これら教官ポストの補充に関しては，以下の方針
で行う．

教官選考にあたって対象によっては学術論文ばかりでなく技術報告書や装置開発実績などを十分に尊重する．
このような教官選考の原則を確認した上で，今後に予定される停年退官の助手のポストは全て研究助手で埋
める．
一部の研究助手の過重な業務負担を解消するため関連事業の成果評価を教授会として実施する．（助手の通常
の研究の 1サイクル程度の期間中に）成果があがっていないと評価された事業については，事業そのものと
役割分担の見直しを行なう．

4. 研究所の観測体制

衛星テレメータや基盤観測網の整備に伴い，大学の観測の在り方や本所と観測所との関係について再検討が必要
となっている．現在，大学の地震観測網は，基盤観測に協力する観測網（準基盤観測網）として位置づけられてい
る．将来これが基盤観測網に移行した後の体制を，地震研究所として準備しておくことが重要である．地殻変動観
測に関しても，国土地理院による GPS観測網が国の基盤的観測網として急速に整備されつつある現在，それとの
関わりにおいて体制の再編が問われている．これら問題についての包括的な検討が十分に進んでいるわけではない
ので，以下の [III]においては，観測所の問題に絞って今後の方向を提案する．
観測所に限らず観測分野の技術官には今後，

実験観測・実用テスト観測の担い手
集中機動観測の担い手
海底機動観測の担い手
機動観測システムの維持管理
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新しい定常（国内・国外・海底）観測網の保守維持
データ処理編集とデータ公開システムの管理維持 　

などの業務が求められている．こうした方向での研究支援体制の整備は，上記 3に述べた技術部の組織の体系化と
併せて整備していくべきものである．下記 [III]においてはこの点に関してより具体的な提案を行う．

[II] 研究に関する基本方針
地震研究所は全国共同利用研究所として，特に，地震・火山に関する先端的研究の推進とそれらをピークとする

研究分野の体系的な発展を図る．こうした視点から特に重点的に整備すべき分野・課題を以下に掲げる．これらは
互いに全く独立した分野・課題ではなく，むしろ積極的にオーバーラップさせて互いの発展を図るべきものである．
ここには掲げていないが，個人または小数グループによる冒険的・萠芽的研究を奨励すること，逆に地震研究所で
なければできない長い年月を要する地道な研究を支援することも重要である．

1. 地震・火山現象をもたらす地球内部活動の解明
地震・火山現象を地球内部活動の地表における現れとして捉え，それらを地球内部活動にまで遡って理解するこ

とを目指す．西太平洋域には世界のプレート沈み込みの 40%が集中し，従って地震・火山活動もきわめて活発であ
る．このプレートの沈み込みをマントル下降流として捉え，その実態解明を通じてマントル対流の全体像の把握に
貢献すると共に，地震・火山活動を根源から理解することを目的とする．具体的には，世界最大のマントル下降流
域（沈み込み帯）でありアプローチが比較的容易で実績もある西太平洋域を主要な観測対象域とし，固定的な観測
網と臨時長期の稠密観測とを組み合わせて焦点を絞った計画研究を展開する．ここはその主要部分が海底にあり，
海底での固定的観測と臨時長期稠密観測が本研究の成否の鍵を握る．この期を捉えて海底における長期観測手段・
観測施設を整備し，陸の観測と連携させて，地球内部活動に関して従来得られなかった新しい情報を得る．この独
自の観測手段・観測施設と豊富な研究者群をもって内外の研究者と共同研究を実施し研究所の ”顔”としての役割
を果たす．また，上記”陸の観測との連携”は地震研究所の特色を生かすものとして特に重要である．
なお，この提案は，基盤観測網建設の動きを背景として大学付置の研究所の観測研究の今後の方向を睨んだもの

でもある．また研究船・海底掘削等が関わる部分があるため，他機関・他プロジェクトとの連携が必要とされる．

2.「新しい地震観」の創成
地震現象には時間的には 1-100 秒スケールの破壊成長過程から 1-100 万年スケールの活断層発達過程まで，空間

的には 1cm スケールの破砕帯内微小亀裂から 1万 km スケールの大断層帯までがある．現象のスケールは空間的に
は 9桁，時間的には 13桁にも及ぶが，これら異なるスケールの間の現象の相互作用を通じて，地震現象の複雑多様
性とその一方での単純規則性とが実現している.さらに，地震破壊を大きく特徴づけるものとして，破壊そのもの
と他の物理現象（流体移動，電磁気現象，化学現象など）との相互作用がある．このような相互作用は，地震破壊
過程そのものだけでなく，地震破壊の前兆発現に大きな役割を果たしている可能性がある．こうした地震現象の全
体像を理解する理論的枠組みを構築することは，地震研究所の最も重要な使命の 1つである．この目的に向けて，
研究所の観測・実験・理論各分野の研究者が体系立った研究を進める．

3. 物質科学的アプローチによる火山・マグマ現象の解明
火山現象にはさまざまな形でマントル内および地殻内の流体 (マグマおよび熱水) の発生と移動とが関与してい

る．火山現象あるいはより広く地球内部の物質分化・輸送過程を理解するにあたって，マグマや熱水などの発生（相
転移現象・反応現象）と移動（輸送現象・流動現象）に関する物質科学的理解は不可欠である．このような視点に
立ったとき，マントル内や地殻内の様々な活動の記録を地表まで伝える，いわば情報メッセンジャーとしてのマグ
マの働きは今後さらに着目すべきであり，その物質科学的研究を推進すると同時に，このメッセージを解読する手
法の改良・開発を進める．地震研究所では地球化学的手法を用いてこの解読にあたるための研究基盤がようやく整
いつつあり，放射非平衡を用いた若い火山岩の年代学の開発もそのターゲットに入ってきた．今後，時間軸上でマ
グマの化学組成の変遷や噴出量の変化を定量的に明らかにすることにより，物質分化・輸送を伴う地球ダイナミク
ス論の展開及び火山噴火予知に新機軸をもたらすことが期待される．

4. 研究所を横断する新しい研究分野の奨励育成と技術開発の推進
地震・火山に関する研究において基本的な重要性を持ち，またそれ故にその成果が様々な分野の新しい発展のきっ

かけともなりうる分野を系統的に奨励育成する．更に，地震・火山に関する全ての研究の基礎となる地球計測技術
の開発を，様々な分野の研究者が結集して推進する．
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(A) 地殻現象の素過程解明

地震・火山現象及びそれらに伴って出現する様々な地学現象をできるだけ統一的に理解するために，地震研究所
として特色あるアプローチを強力に推進しようという提案である．即ち，地殻を固体と流体（液体・気体）の複合
系として捉え，ミクロからマクロな現象まで，異なるスケール間の相互作用を支配する物理を解明し，物質科学的
立場と観測科学的立場との橋渡しを試みるものである．将来，固体・流体複合系としての地殻の振舞いを統一的に
理解する学問体系ができることを展望し，その方向をリードすることが期待される．地震研究所で新しく立ちあげ
るのは，実験・理論・計算を主体とした分野であるが，アプローチの性質上，観測各分野との連携がきわめて重要
である．ミクロとマクロをつなぐ相互作用を重視する学内諸グループとも協力態勢を築き，地球科学上の新分野の
建設と同時に，より普遍的な新分野の発展にも寄与する．

(B) 地球計測技術の開発研究

ちょっとした実験上，観測上の思いつきを手軽に自作できる研究環境と同時に，他では真似のできない地震研独
自の観測技術を育てる．この独自の観測技術として現時点では，(i)長期海底観測技術，(ii)地震計・回転計・歪計
へのレーザー技術の応用，(iii)臨時多点観測用地震計システム技術，(iv)ボアホール地殻活動観測装置などをあげ
ることができる．重要なことは，地震研究所の様々な分野の研究者が協力して，地球物理学上の新しい知見を得る
ためにどのような観測技術が必要であるかを積極的に検討する事，さらに，直接，開発に携わる研究者の周囲に多
少とも興味を持つ研究者が結集し，ユーザーの立場から要求を出すと共に，実験観測やデータ解析に協力し，全体
としてこの分野の発展に尽くす体制を築くことである．技術開発には基礎研究が不可欠で，とくに大学では企業で
は手が回らないような萌芽的なものも含めた研究の継続が重要と考える．また，それらの研究を通じて，研究所と
しての技術レベルの向上が期待できる．以上を踏まえて，開発環境の整備や企業との共同研究に加えて，観測（地
球計測）手法の基礎的研究も継続させて，研究所としての組織的な開発技術研究の質的向上をめざす．

5. 地震発生予測システムと地震災害軽減システムの開発研究

地震現象の理解に基づく地震防災を究極の目的として，地震発生予測システム・地震災害軽減システムの開発と
そのための基礎研究を推進する．この項目全体にわたって，情報流通・処理解析の高度な技術や手法が必要不可欠
であり，地震研究所の情報流通・処理解析分野は今後特にこの方向での発展を図り，これまでの実績を生かして両
システムの開発研究に寄与する．

(A) 地殻活動予測システムの開発研究

地震予知が難しいのは，我々が細部までは知りえない地殻の様々な不均質性（弾塑性的不均質構造，固体・流体
複合系，応力・歪不均質分布など）に地震発生が強く依存するからである．しかし一方で，地震が複雑な準備過程
を経て破壊開始に到るのもこの不均質性の故であり，不均質性があるからこそ地震予知が可能なのだとも言える．
このような視点に立って，地殻の不均質性の実態と様々な不均質性の間に働く物理を解明することにより，限られ
た情報から地震発生を予測することを目指す．また，こうした基礎研究の成果を地震発生予測システムの開発研究
に生かす第 1歩として，「広域地殻歪・応力分布の時間変化予測と地震発生の広域・長期予測」に焦点をあてた「地
殻活動予測システム」を建設する．地震研究所の独自性は，上記の基礎的研究成果に基づいて，国の基盤観測網や
大学の観測網のデータ，さらに島弧地殻変形・地震活動史に関する調査観測データなどを予測システムに組み込む
ところにある．このような方向に沿って地震予知研究を体系的に推進するため，一方で基盤観測網との連携体制を
築きつつ，地震研究所の従来の観測体制の整理・発展を図る．特に大規模な地殻異常現象が期待される海陸境界域
（巨大地震発生域）を観測の重点対象域として，(1)にも述べた海への進出を図る．ここは，島孤地殻活動を解明す
る鍵を握る場所としても重要である．

(B) 地震災害軽減システムの開発研究

地震防災の究極は，地震発生予測システムと地震災害軽減システムとが互いに相補的に機能し被害を最小限に食
い止めることであろう．このため，両システムの開発研究においては，強震動予測研究を媒介として互いにオーバ
ラップすることが重要である．ここでは当面，広域・長期の地震発生予測に基づく強震動予測を目指すが，災害軽
減には地震発生時の即時強震動予測も重要である．所内横断プロジェクトとしてスタートしたリアルタイム地震学
は，基礎地震学の成果をここに生かすことが求められている．一方，地震災害軽減システム開発研究そのものにお
いては，予測された強震動を精密な災害予測にむすびつけることが重要である．適切なテストフィールドで各小中
学校に一点並みの高密度強震観測を建物内観測も含めて実現し，地震災害の物理の解明と災害予測手法の確立を進
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めるとともに，それらに基づいて災害軽減システム（地震直後の警報・応急危険度判定・被災度区分判定・補修補
強作業の予測など）の構築を推進する．また，津波災害に対しても津波計と連動したリアルタイム津波予測と，津
波災害軽減システムの開発研究を推進する．

6. 火山噴火予知研究の予測科学への普遍化
火山噴火に先立つ異常現象がほぼ確実に把握されるようになった実績を踏まえ，噴火機構の物理化学的な理解に

基づいてより定量的・高品位な予測を目指す，また何らかの意味で物理を共有する自然現象の一般的な予測問題の
解明にも貢献する．火山噴火には様々な時間スケールの現象があり，これを長期的なマグマの蓄積から，噴火直前
の異常現象，噴火開始後の推移を含めて定量的に予測することが必要である．この目的に沿って火山の構造や火山
現象を理解するための各種観測を実施すると同時に，それらを統一的に理解する理論的な枠組の構築を追求する．
その際に (3)に述べた火山・マグマ現象の物質科学的理解や (4)(A)に述べたミクロとマクロを結ぶ相互作用の理解
が重要な意味を持つ．具体的な研究項目としては，火山の構造を時間的変化を含んで解明し，マグマや水の存在領
域の時間的変化を把握すること，マグマの蓄積・上昇から爆発にいたる過程を観測や噴出物の解析，理論的研究に
よって解明し，噴火過程を記述する物理化学モデルを構築すること，噴火予知の試行とリアルタイム情報提供シス
テムの構築，などがあげられる．なお，三宅島や伊豆大島ではここ 10年程度で噴火が予想されることも念頭におく
必要がある．

[III] 観測所の問題
地震研究所は，地震・地殻変動・火山・地磁気・津波の観測所を持ち，様々な地学現象に関する観測研究の地域拠

点の役割を果たしてきた．しかし，学問の発展と阪神淡路大震災以来の体制の変化並びに国の定員削減政策の中で，
観測所の在り方も大きく変わりつつある．ここでは主として地震地殻変動観測センターの観測所に関して検討する
が，他の観測所にも共通する問題が多数あることは言うまでもない．

1. 観測的研究に関する現状認識
これまでの観測的研究は特定の地域での観測に基づく研究を主としてきたが，国の基盤的観測網が整備されつつ

ある現在，従来の地域密着型地震研究が限界に来ていることは明らかである．今後は，国内に関しては基盤的観測
網を有効利用しつつそれでは解明できない重要課題について，研究目的に応じた最適フィールドを設定し最適観測
システムを展開する観測体制に移行する必要がある．既設の地震研究所の定常観測網は国の基盤的観測網の整備の
進行と併せて，次第に実験観測網あるいは特色のある観測網としての性格を強めていくべきであろう．一方，国の
基盤的観測網の及ばない領域（海域や国外）に対して，従来陸で行われていたのに匹敵する質の定常観測・長期観
測を実施する必要性が増加しつつあり，この分野でも地震研究所が先導的役割を果たすことが期待されている．
今後上記のような観測体制の進展と共に，ある程度標準化された器機を多数用いて大規模な観測を展開するスタ
イルの研究が増え，それら器械の管理維持や研究者グループとの共同利用が重要な問題となる．また，それらデー
タあるいは新しい定常的観測網から得られるデータの処理編集や公開システムの管理維持も重要な問題となる．
このような方向を展望するとき，観測分野の技術官には今後，

新しい定常（国内・国外・海底）観測網の保守維持
データ処理編集とデータ公開システムの管理維持
実験観測・実用テスト観測
海底機動観測
機動観測システムの管理貸出

などの業務が求められている．
以上のような方向を展望したとき，こうした方向に向けての観測分野の技術官の再編成と，技術官と仕事をする

教官の任務の明確化が必要となる．以下，こうした視点に立って今後の観測的研究の支援体制を考える．

2. 今後の支援体制の方向
上記の業務の遂行にあたっては，高度な能力を有する技術者集団の存在が前提であり，一方，こうした機能は地

震地殻変動観測センターばかりでなく，全部門・全センター共通に必要としているものである．そこで将来的には，
地震研究所内に（火山観測や強震観測も含めて）観測分野の全技術官が所属する所内横断的な「観測・機器室」（仮
称）を設置し，研究者の観測支援を行うと同時に自らの技術力を高める場とする．「観測・機器室」にはごく少数の
教官も所属し，部門・センター所属の教官とのインタフェース的役割を果たすと共に，技官の技術力向上に貢献す
る．特に，体制の確立に向けて強力なリーダーシップを取ることが期待される．
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「観測・機器室」が関与する観測は，何らかの形で申請と評価の過程を含むサイエンスプランに基づいて決めら
れるようになるであろう．即ち定常的観測といえども無条件に支援を続けるべきでものはなく，例えばデータの利
用率などを評価の重要な対象とすべきであろう．「観測・機器室」に持ち込まれた申請をどのように評価し，それら
を全体としてどのように遂行するかは，「観測・機器室」側の代表と部門・センター側の代表とからなる委員会で決
定するが，フレキシビリティや迅速性を損なわないような注意が必要である．
この「観測・機器室」は現行の「技術開発室」と似た全所的な組織とすることを目指すが，先ずは下記のように
地震地殻変動観測センターの中にその核となる部分を準備し段階的な移行を図る．

3. 段階的な移行

観測支援体制を現員の技術官，教官で作るにあたっては，十分な現状の把握と明確な方向付けが不可欠である．
即ち，地震地殻変動観測センター内の各観測所の技術官の技術水準や意向を把握しつつ，まず，「各観測所」単位の
仕事（従来型）から，観測センターのサイエンスプランに基づいてセンター全体の仕事を行う型へと転換し，最終
的には，地震研究所全体のサイエンスプランに基づく上記 2の方向を目指す．こうした方向性の中で当面，個別の
観測所の特殊事情を整理しつつ，センター全体の仕事を行う部分を増やし，将来の「観測・機器室」の核となる部
分を準備していく．
一方，地震研究所では技術官の停年退官が進み，もし第 10次の定員削減率が現在 (2001年 3月まで）の削減率と

同じであるとすると，2003年から 2006年の間に計 4名の技術官を新規採用することができることになる．また 10
年という単位で見ると合計で 7‐8名の補充ができる可能性がある．こうした新規採用者は原則として全所的組織
である「観測・機器室」や「技術開発室」で補充することとする．地震地殻変動観測センターに限らず観測系技術
官を擁するセンターは，新規採用の始まるまでの今後 5年間を目処に「観測・機器室」への移行の準備を進める．
地震地殻変動観測センター内でセンター全体の仕事を実施する部分を増やし，そこでは観測センター外から持ち

込まれた観測プロジェクトも分担するなど，全所的な「観測・機器室」設立のための実質的準備を進める．

[iv] 教育への関わり

1. 基本的考え方

地震研究所は固体地球科学・地震工学に関する先端的研究所であると同時に，大学附置研究所として大学院教育
よって次世代の研究者を育ててゆく使命をもつ．もちろん今後の方向として，大学院教育は重点化された大学院研
究科に任せて地震研究所としてはポストドク（PD）中心でいくという選択肢もありうる．しかし，今後の PD制度
について明瞭な見通しのない段階で，こうした選択肢を取ることは危険である．より根本的にこうした選択肢が危
険なのは，最近固体地球科学を志望する大学院生数が減少傾向にあり，そのことが次世代の研究者の層の薄さをも
たらす弊害を生み出しつつあることである．この弊害に目をつむっていては地震研究所どころか固体地球科学その
ものの将来も危うい．教育体制の問題を，学生の頭数を増やす問題に矮小化せず，次世代を引きつける新しくて面
白い固体地球科学の学問体系を構築する問題として位置づけることが重要であろう．地震研究所が大学付置の研究
所として広く教育にも関わろうとするのはこのような考えによるものである．

2. 大学院教育

新しい学問体系がどのようなものであれ，教育体制の実質的な制約条件となるのはカリキュラムの問題である．
多様化する最先端科学の研究テーマに対応できる次世代研究者を育成するためには，少なくとも大学院修士の段階
で徹底的に基礎学力を鍛える必要がある．具体的には，地震研の研究に直接関係する分野について独自の体系だっ
た講義を開催すると同時に，関連する大学院（理学系，工学系，新領域創成科学系大学院）との緊密な連絡のもと
に今後どのような基礎学力や考え方が要求されているかを随時展望し，それをカリキュラムに反映させてゆく体制
を整える必要がある．特に，教科書や講義から得ることが難しい野外観測やフィールドサイエンスについては，人
材が豊富な地震研究所が全学の中でリーダーシップをとって効率的なカリキュラムの編成を推進してゆく必要があ
るであろう．
現在，大学院理学研究科では，既設の地球惑星物理学・地質学・鉱物学及び地理学の 4専攻を統合再編し，5大講

座からなる地球惑星科学専攻へと改組すべく平成 12年度概算要求を準備中である．この 5大講座の中で地震研究所
と最も直接的に関係すると考えられるのは「固体地球科学」及び「地球惑星システム科学」大講座であるが，これ
ら 2大講座の教官だけでは，地球を実際に観測し，データを解析し，新しい現象を発見するという「臨床の学」と
しての地球科学の醍醐味を学生達に伝えることは困難である．地震研究所としては，もし上記新専攻が実現したな

135



らば，その中に何らかの形でこうした「臨床の学」としての地球科学を教育することを主要なミッションとするサ
ブコース（仮称）を開設することを提案したい．地震研究所のポストの一部を流動的なものとし，そのポストにお
いてはサブコースの教官として一定期間大学院教育を中心に活動する．もちろんこれは研究科の協力がなければ実
現できないことであり，今後研究科側と十分に協議する必要がある．地震研究所など協力講座の教官が主体となっ
て開設する上記のコースが実現すれば，それを介して教育ばかりでなく研究に関しても研究科と研究所との間の一
層の協力が進むことが期待できる．

3. その他

次世代の育成という観点からは，大学院教育のみならず，学部学生やさらに若い世代に対して，幅広く固体地球
科学の面白さを伝え広めてゆくことの重要性も忘れてはならない．教養学部の全学セミナーや公開講義などの広報
活動を通じて，研究成果を可能な限り判りやすい形で啓蒙してゆく体制を整備してゆく必要がある．また先端的研
究所としては，ポスドク研究者や助手など若手研究者が生き生きと活躍し，研究成果をあげる環境を整備すること
も広い意味での後継者の育成であり，教育の一環であると考えるべきであろう．
いうまでもなく，以上の教育体制が効果を発揮するためには，地震研究所が固体地球科学の研究所として最先端

の研究を推進していることが前提となっている．学生を指導する立場にある研究所のメンバーが既成の学問体系に
甘んずることなく常に夢のある地球科学の研究テーマを開拓し続けてゆくことが，何にも増した教育効果を産み出
すものであることを強調したい．
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第8章 資料

8.1 平成13年に行われた地震研究所談話会

第 780回平成 13年 1月 26日 (金)
1. Ｃ級活断層問題（Ｃ級活断層はＡ級活断層の 100倍存在するか？）―その概要と考察―, 遠田晋次
2. 三宅島火山 2000年噴火における噴出物付着硫黄同位体比の変動, 今井亮・下司信夫（東大理地惑）・嶋野岳人・

中田節也
3. 三宅島火山の重力変化ー 2000年 12月から 2001年 1月までー, 古屋正人・大久保修平・孫文科
4. EIC地震学レポート (22)－ 2001年 1月 1日ミンダナオ島近海の地震（Ms7.2） 　1月 13日エルサルバドルの

地震（Mw7.6）の震源過程, 山中佳子・菊地正幸
5. 気象庁強震計記録による 1945年 1月 13日三河地震の震源過程, 菊地正幸・中村操・山田眞（早大理工研）・吉

川一光（気象庁）

第 781回平成 13年 2月 23日 (金)
1. 三宅島における重力測定（1963年）, 横山泉・岡田弘志（北大）
2. 分散オブジェクト技術の応用によるパーソナルデータ収集ツールの開発, 竹内希・綿田辰吾・深尾良夫・坪井

誠司（横市大理）
3. 海半球ネットワーク海底掘削孔内地球物理観測網の設置, 篠原雅尚・荒木英一郎（海技セ）・金沢敏彦・末広

潔・三ヶ田均（海技セ）・S. Sacks・A. Linde（カーネギー研）・望月将志
4. 流体の存在が Vp/Vs比に与える影響について～流体の形と物性の相対的な役割～, 武井康子

第 782回平成 13年 3月 23日 (金)
1. 2001年 1月 26日インドグジャラート地震の緊急調査報告（GPSグループ）, 宮下芳・Vijay Kumar（茨城大

理）・加藤照之・青木陽介・Divakar Reddy (IIG)
2. 三宅島火山の重力変化-2001年 1月から 3月まで-, 古屋正人・大久保修平・孫文科・渡辺秀文
3. GPS稠密観測網でとらえた三宅島における 2000年 9月以降の地殻変動, 渡辺秀文・坂下至功・及川純・長田

昇・辻 浩・中尾茂・大湊隆雄，松島健（九大大院）・木股文昭・仮屋新一・奥田隆・宮島力雄（名古屋大大学
院）・三ヶ田均（海洋科学技術センター）・鬼澤真也（北大大学院）・三輪篤（滝高校）

4. 98年伊豆半島東方沖群発地震に伴うダイク成長過程－高精度震源時空間分布からの推定, 林能成・酒井慎一・
森田裕一

5. 98年伊豆半島東方沖群発地震に伴うダイク成長過程－稠密ＧＰＳ観測からの推定, 森田裕一・中尾茂・林能成
6. 数理的技巧を施さずに計測データを正しく活かす逆解析手法について, 堀宗朗
7. 和歌山地震観測所の地震観測資料について, 中村正夫・瀬戸憲彦・田上貴代子・北浦康子（地震研和歌山地震

観測所）
8. 紀伊半島付近の地震活動，発震機構，地殻構造についての幾つかの問題,中村正夫（地震研和歌山地震観測所）

第 783回平成 13年 4月 27日 (金)
1. EIC地震学レポート (23)-2001年 3月 24日芸予地震・4月 3日静岡県中部の地震の震源過程, 菊地正幸・山中

佳子
2. 2001年芸予地震の建物被害と強震記録, 境有紀・壁谷澤寿海・藤井賢志（東大生産研）・中埜良昭（東大生産研）
3. 波形インバージョンデータセットの均一性を示す指標の導入, 竹内希・小林穣（日本原子力研究所）
4. 半導体レーザー干渉計を用いた広帯域地震計の開発と性能評価, 新谷昌人・E.Wielandt(Stuttgart大学地球物

理学研究所)・W.Zuern(Karlsruhe大学 Black Forest観測所)
5. 1968年十勝沖地震と 1994年三陸はるか沖地震の震源域付近の地殻構造の特異性, 笠原順三・早川正亮（地震
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研）・日野亮太（東北大理）・佐藤利典（千葉大理）・篠原雅尚・上村彩・金沢敏彦（地震研）
6. 西南日本及び中部日本の地殻変動速度場, 宮崎真一・日置幸介（国立天文台）
7. 低周波地震と地震波速度構造から推定された岩手山の深部マグマ活動, 中道治久・浜口博之・田中聡・植木貞

人・西村太志 (東北大学大学院理学研究科)
8. 全磁力変化が示唆する三宅島火山の火口下浅部における温度低下, 鍵山恒臣・三宅島火山総合観測班熱・電磁

気グループ

第 784回平成 13年 5月 25日 (金)
1. Conjugate Gradient (CG) method for multi-pass echo cancellation in array of receivers, Pyeman Poor Maghadam
2. アナログ物質を用いた部分溶融物質の変形実験, 武井康子
3. 観測壕で実施している精密弾性波測定について, 佐野修
4. 1936年と 1978年の宮城県沖地震は同じ断層で起こったか, 吉田真吾・都司嘉宣・桑山辰夫（気象庁）
5. スラブ浅部大地震はどこでおきるのか？(2)最近の地震について, 瀬野徹三・吉田昌樹
6. スラブ浅部大地震はどこでおきるのか？(3)スラブの脱水との関係, 瀬野徹三
7. Postglacial rebound のモデルによる北アメリカ地域の粘性構造の推定, 奥野淳一
8. 球体 Dislocation理論と地球の曲率及び成層構造の影響に関する研究－点震源の場合, 孫文科・大久保修平
9. Dislocation理論と 2000年三宅島火山地震断層に関する研究, 孫文科・大久保修平

10. 三宅島火山の重力変化-2001年 3月から 5月まで-, 古屋正人・孫文科・大久保修平・渡辺秀文

第 785回平成 13年 6月 29日 (金)
1. Generalized autocorrelation estimator for multipath time delay estimation, Peyman Poor Maghaddam
2. 東北日本弧に発生する相似地震群の時空間分布, 五十嵐俊博・松澤暢，長谷川昭（東北大）
3. 交差する逆断層における地震サイクルのシミュレイション, 加藤尚之
4. マントルの電気伝導度を考慮したキネマティックダイナモ - torsional oscillation による電磁場生成 - , 清水久

芳・歌田久司
5. 三宅島での 1年間の絶対重力観測から見えてきたもの－マグマヘッドの昇降は捉えられたか？, 大久保修平・

渡辺秀文・古屋正人・孫文科
6. 三宅島火山活動 　—ピストンモデルにおけるマグマ溜り内の気泡の役割— , 大湊隆雄
7. 有珠火山における溶岩ドーム／潜在円頂丘形成のメカニズムについて, 渡辺秀文

第 786回平成 13年 7月 30日 (月)
1. 南海地震と東南海地震の時間予測モデル, 島崎邦彦
2. 地震発生確率の空間分布（地震危険度）モデルの評価, 島崎邦彦・Wahyu Triyoso
3. 1994年三陸はるか沖地震 (Mw7.6)の地震時すべり・ゆっくりすべり・最大余震 (Mw6.9), 八木勇治・菊地正幸・

西村卓也（国土地理院）
4. 気象庁強震計記録による 1963年 3月 27日越前岬沖地震の震源過程, 菊地正幸・中村操・山田眞（早大理工研）・

吉川一光（気象庁）
5. EIC地震学レポート (24)-2001年 6月 23日ペルー沖巨大地震 (Mw.8.2)・7月 5日八丈島近海の地震 (Mj5.6)の

震源過程, 山中佳子・菊地正幸
6. 日本付近のアスペリティマップ 　東北編, 山中佳子・菊地正幸・吉川一光 (気象庁)
7. 室戸沖、および東海沖南海トラフ沿いの微小地震活動について, 望月公廣・山田知朗・篠原雅尚・金沢敏彦・

尾鼻浩一郎・小平秀一・金田義行・末広潔 (JAMSTEC)・徳山英一（東大海洋研）
8. 気象庁計測震度等の地震動の破壊力指標と建物被害の対応性, 境有紀・纐纈一起・神野達夫 (防災科学技術研

究所)
9. Seismic Kantoプロジェクト～（その１）首都圏強震動総合ネットワーク～, 鷹野澄・山中佳子・菊地正幸・纐

纈一起・古村孝志・工藤一嘉・卜部卓・武尾実
10. 新しい GPS津波計による大船渡市沖実験とペルー地震津波の検出, 加藤照之・寺田幸博・木下正生・柿本英

司・一色浩（日立造船株式会社技術研究所）・神崎政之（日立造船情報システム株式会社）
11. 「しんかい 6500」により採取されたハワイ火山岩の希ガス同位体比とその地球科学的意義, 兼岡一郎・羽生

毅・山本順司・三浦弥生
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12. 地震活動から見た 2000年三宅島噴火のマグマの移動（その１）, 酒井慎一
13. 2000年三宅島マグマ貫入イベントモデル－ GPS総合解析データをもとにして－, 中尾茂

第 787回平成 13年 9月 28日 (金)
1. 三宅島の全磁力変化と観測班の今後の課題, 鍵山恒臣・三宅島総合観測班電磁気班
2. 三宅島の比抵抗構造とその時間変化について, 宗包浩志・鍵山恒臣・上嶋誠・小山悦郎・小山
3. 重力インバージョンで求めた、三宅島火山の火道内マグマ昇降－マグマ深度・火道径の拘束－, 大久保修平・

古屋正人・孫文科・渡辺秀文
4. 三宅島 2000年噴出物に含まれるマグマ物質とその時間変化, 下司信夫・中田節也・合同観測班地質グループ
5. 有珠 2000年噴火における長周期（12秒）微動と深部マグマ供給系, 川勝均・山本希
6. 島弧におけるモホ面近傍の微細構造の研究 (その２）, 飯高隆・岩崎貴哉，吉本和生（東北大・理）
7. 北海道日高地域における衝突構造, 岩崎貴哉・日高地域構造研究グループ
8. 強震記録と建物被害データに基づいた計測震度の提案, 境有紀・纐纈一起・神野達夫（防災科学技術研究所）

第 788回平成 13年 10月 31日 (水)
1. レイリー波とラブ波の相互変換：（その２）天山山脈下の地殻と上部マントルの二重低速度層によるレイリー

波の異常伝播, 吉田満
2. 北西太平洋海盆海底孔内広帯域地震観測所ＷＰ－２からの観測データ回収, 篠原雅尚・金沢敏彦・塩原肇・中東

和夫・望月将志（東大生産研）・荒木英一郎・末広潔・三ケ田均・海宝由佳・平田賢治（海洋科学技術センター）
3. 2mHzから 20mHzにかけた地動ノイズの原因について, 西田究・深尾良夫・小林直樹（東工大・地惑）
4. 常時地球自由振動励起理論, 深尾良夫・西田究・須田直樹（広島大）・名和一成（産業技術研究所）・小林直樹
（東工大）

5. Noble gases in tektites, obsidians and an obsidian-tektite like glass, 三浦弥生・長尾敬介（東大・理・地殻化学
実験施設）・島正子（国立科学博物館）

6. アファー・マントルプルームの拡散速度：アラビア半島南西地域，新生代火山岩類の噴出年代からの推定, 折
橋裕二・長尾敬介（東大・地殻化学）・Ashraf Al-Jailani(DGME, Yemen)

7. 2000年烏取県西部地震と強震動：Knet+KiKnet強震観測網データと数値シミュレーション, 古村孝志・纐纈
一起

8. 2000年 8月 18日の三宅島山頂噴火に伴った自然電位変化について, 上嶋誠・宗包浩志・小山茂・小山悦朗・鍵
山恒臣・笹井洋一（東京都庁）・西田泰典（北大理）

9. 常時地球自由振動励起源の探求, 綿田辰吾・Guy Masters (Scripps海洋研究所)

第 789回平成 13年 11月 28日 (水)
1. The Great Kanto Earthquake and F. Scott Fitzgerald, 川勝均・Craig R.Bina（ノースウエスタン大学）
2. 地磁気データから推定される外核表面流に伴う地形トルク, 浅利晴紀・清水久芳・歌田久司
3. 海半球計画における地球磁場観測：磁力計の長期安定性について, 歌田久司・清水久芳
4. 愛知県設楽地域における中部日本海陸統合地殻構造探査発破の稠密アレイ観測, 佐藤比呂志・伊藤谷生（千葉

大理）・Kate Miller（テキサス大）・岩崎貴哉・平田直・大西正純（地科研）・蔵下英司・Galen Kaip（テキサス
大）・加藤直子・河村知徳・菊池伸輔（千葉大理）・Amy Kwiatkowski(コーネル大）

5. 花崗岩の弾性波の異方性とマイクロクラック（その１）－地殻応力測定のための新しい観測量の提案－・佐
野修・栗田敬

6. 花崗岩の弾性波の異方性とマイクロクラック（その２）－マイクロクラックの性質とその起源－, 栗田敬・佐
野修

7. 「大都市大震災軽減化特別プロジェクト」の概要, 平田直
8. 富士山の活動をさぐる（１） 　科学技術振興調整費による研究の戦略, 藤井敏嗣
9. 富士山の活動をさぐる（２） 　低周波地震と構造の解明, 渡辺秀文

10. 非線形定常解析と因果解析に基づく深部低周波地震の波動特性解明, 武尾実・岡部靖憲（東大情報理工学系研
究科）・松浦真也（東大情報理工学系研究科）・植田寛子

11. 伊豆・小笠原沈み込みプレート境界域の速度構造とプレート境界における低温型蛇紋岩の存在可能性, 上村
彩・笠原順三・篠原雅尚・塩原肇・金沢敏彦・日野亮太（東北大理）・藤江剛（海洋科学技術センター）
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12. 西南日本で発見された地殻底部低周波微動, 小原一成（防災科学技術研究所）（招待講演）

第 790回平成 13年 12月 21日 (金)
1. 光弾性と逆解析を用いた三次元応力場計測手法の開発, 小国健二・Lalith Wijerathne
2. 有珠山 2000年噴火での，マグマ上昇と発泡プロセス, 鈴木由希・中田節也
3. 火砕物堆積様式とのアナロジーからみた火星・ランパートクレーター, 栗田敬・谷合清和（東京大学理学系研

究科地球惑星科学専攻修士課程）
4. 地震波エネルギーのみかけのサイズ依存性について,井出哲・Gregory C. Beroza (Stanford University)・Stephanie

G. Prejean (Stanford University)・William L. Ellsworth (USGS)
5. 強震動シミュレータの開発とその応用－断層から建物まで－, 堀宗朗・市村強（東北大学工学部）・Yang Fung
6. 2000年海陸統合地殻構造探査による北海道東部地域の地殻構造, 蔵下英司・仲西理子 (海洋科技センタ-)・平

田 直・岩崎貴哉・金田義行 (海洋科技センタ-)・井川猛 (地科研)
7. 塑性化した海底表層の滑落による津波の発生－ 1998年パプア・ニューギニア津波発生の考察－, 都司嘉宣

8.2 平成13年に行われた「金曜日セミナー」

1月 12日 廣井脩（東大・社会情報研究所）最近の地震情報の変遷について
1月 19日 R.N. Edwards(University of Toronto and Visiting Professor ERI) The assessment of marine gas hy-

drates on the Cascadia margin through electrical remote sensing: A multi-billion cubic metre discovery
2月 2日 村上章（岡山大・環境理工学部）粒状材料集合体－セルオートマトンによる挙動解析－モデル実

験と応力場逆解析
3月 2日 ZHAO Guoze(Institute of Geology, Seismological Bureau of China) Electrical structure beneath the

Wudalianchi volcanic clusterin Heilongjiang province of China
5月 11日 宮崎真一（東京大学地震研究所）測地データのインバージョンによる断層すべりの時空間分布の

推定
6月 1日 風早康平（産業技術総合研究所）三宅島火山の SO2放出量観測

6月 22日 田近英一（東京大学大学院理学系研究科）スノーボール・アース現象と地球システム変動
7月 6日 長谷川昭（東北大学大学院理学研究科, 地震・噴火予知研究観測センター）東北日本沈み込み帯の

地震学的構造─地震波で見る流体の影
7月 13日 加藤工（筑波大学大学院理工学研究科）地球物質の輸送物性
9月 7日 佐々木晶（東京大学大学院理学系研究科）宇宙風化作用＝天体表面の「色」の変化から何を探るか？

9月 14日 濱野洋三（東京大学大学院理学系研究科）電磁気トモグラフィと下部マントル電気伝導度構造 ～
マントル D”層で作られる地球磁場

10月 19日 小川康雄（東京工業大学火山流体研究センター）東北地方の背梁山地と出羽丘陵を通る地殻比抵
抗断面

11月 2日 安芸敬一（パリ地球物理研究所）Monitoring and modeling of an active volcano for prediction
11月 16日 日置幸介（国立天文台地球回転研究系）年周地殻変動、地震活動季節性の原因を探る
12月 7日 川邊岩夫（名古屋大学大学院環境学研究科）地震発生前における地下水ガス成分の変化
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東京大学地震研究所年報 2001について

　東京大学地震研究所年報 2001は，2001年の地震研究所の活動概要，2000年 1月～2001年 12月の教官等の教育・
研究・社会活動，教官（助手）の業務活動，技術官の研究支援活動等を掲載したものです．

　東京大学地震研究所年報 2001

　　2002年（平成 14年）3月発行

　　東京大学地震研究所 　自己点検委員会

　　　［大久保修平 (委員長），宮武 隆，篠原雅尚，

　　　　古村孝志（副委員長），境 有紀，小國健二，

　　　　渡邊トキエ ]
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